
早  稲  田  大  学
リサーチイノベーションセンター研究戦略セクション・研究推進部

科
研
費
の
指
南
書　

科
研
費
獲
得
に
向
け
て　

　

早
稲
田
大
学
リ
サ
ー
チ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
研
究
戦
略
セ
ク
シ
ョ
ン
・
研
究
推
進
部

科研費の指南書
科研費獲得に向けて

学内での使用に限ります



はじめに 

学術研究のための最も基盤的な資金は「科研費」です。 

本冊子は、科研費獲得に向けた”指南“を、早稲田大学の研究者の皆さんに示すた

めに作成されたものです。 

現在は、研究者の業績として、論文のみならず、研究費の獲得状況が評価され

ることが常識化しています。なかでも科研費を獲得していることは、一流の研

究者と認められるための必要条件といえます。 

本冊子では、日本学術振興会（ＪＳＰＳ）の科研費ウェブサイトや同ウェブサ

イトにも掲載されている「科研費パンフレット」等には明示されていない科研

費獲得のノウハウ、効果的な情報の伝え方をまとめてあります。さらに、実際

に採択された研究計画調書を使用し具体的にアピールポイントを解説しました。 

研究費の申請書を書く際の最も大事なポイントは、主張したいことが伝わるよ

うにわかりやすく書くことです。これは科研費獲得のためにも重要ですが、研

究者の基礎的な能力として身につけるべきものです。本冊子に書かれているこ

とは、文章を執筆する様々な場面で役立つものでしょう。 

科研費を獲得されたことのない研究者はもちろんのこと、将来、早稲田大学の

みならず、国内外のグローバルな環境のもとで、最先端の独創的な研究をリー

ドしていくことを目指した研究者が、科研費を獲得し、素晴らしい研究成果を

あげるとともに、充実した研究生活を送るための一助として、本冊子を活用さ

れることを希望しています。 

リサーチイノベーションセンター

研究戦略セクション 

所長



本冊子の構成と利用方法 

本冊子は、科研費の研究計画調書の書き方を説明したものです。 

科研費に初めて応募する方、あるいは科研費制度における毎年の変更点等を確

認したい方は、ＪＳＰＳの科研費ウェブサイト

（https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html）や、同ウェブサイトに

も掲載されている「科研費パンフレット」等を参照してください。 

科研費の概要を理解したうえで、実際に申請する研究課題についての説明や研

究計画調書の書き方について、本冊子を参照してください。 

過去に採択された先生方にご協力いただき、第 7 章「採択された研究計画調書

のアピールポイント」も盛り込んでいます。審査における問題点とその解決策

について触れていますので、申請書作成の際に参考にしてください。 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html


早稲田大学学術研究倫理憲章 

Waseda University Academic Research Ethics Charter 

早稲田大学は、「学の独立」および「進取の精神」という建学の精神に則り、学問の使命

に対する高い理想を持ち、学術研究活動を通じて、人類の福祉と世界平和に貢献する。

学術研究に関与する者は、それが人間、社会および自然環境に多大な影響を及ぼすこと

に鑑み、本学が受け継いできた良き伝統を堅持しつつ、常に良心に従って自己研鑽に努

め、現代社会の今日的課題にも果敢に挑戦する。本学は、学術研究の信頼性と公正性お

よび自由な研究活動の遂行を確保し、これに相応しい社会的責任を自覚して、本学の学

術研究が社会から多くの信頼と尊敬を得られるよう、本学の研究活動に携わるすべての

者に係る倫理的な態度と行動規範として、以下を宣言する。 

1. 本学の学術研究は、人類の福祉や世界平和など、人類共通の課題に貢献する。 

2. 本学の学術研究は、人間の尊厳を守り、生命倫理を尊重し、人間、社会、自

然との調和的発展や社会的弱者の保護、地球環境の保全に十分配慮し、公益の

増進に積極的に貢献する。 

3. 本学の学術研究は、国際的規範、国内外関係諸法令および学内諸規定とその

精神を遵守し、社会的良識をもって誠実に遂行し、研究成果を適切に発表する

ことで時代や社会の要請に積極的に応える。 

4. 本学の学術研究においては、人権を尊重し、個人情報の保護に留意し、共同

作業の過程において一切のハラスメント行為や国籍、性別、年齢等による差別

が生じないよう努めるとともに、そうした行為のない大学づくりのために一致

協力する。 

5. 本学の学術研究においては、社会との連携活動に伴う弊害が生じることのな

いよう留意し、適切なマネジメントに努める。 

6. 本学は、研究倫理に係わる教育・研修、研究環境の改善・整備および安全管

理等に努め、不正行為が起こらない環境づくりに努める。 
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研究計画調書 
～審査委員が理解しやすい申請書を書く～ 
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第 1 章 研究計画調書の書き方（総論） 

第１章では、研究計画調書の書き方について、総論的なことを説明します。 

１．概論 

 科研費は、申請する研究テーマが学術的に優れていることが求められます。しかし、い

くら優れた内容であっても審査委員が理解できないような書面で申請してしまうと、採択

されることは困難です。 

 第１段階の書面審査では、審査委員は短期間（1 か月程度）に 100件もの研究計画調

書の評価を行う場合もありますので、短時間で審査委員に研究の「目的」「計画」「新規性」

「独創性」「遂行能力」を十分に理解してもらうことが必要になります。このためには、

できるだけわかりやすく（研究目的・研究方法の概要だけ読んでも理解できる）、説得力

のある研究計画調書を書くことが不可欠です。研究計画調書を一度読めば、申請内容が理

解できるような構成や内容にしましょう（概念や用語の定義を探してあちこちを参照しな

ければならないようなものにはしない）。 

 科研費の審査は、ピア・レビューにより行われますので、付け焼刃の申請ではなかなか

採択されません。常日頃から時間をかけて、入念な準備を行っていく必要があります。毎

年、おおよそのスケジュールは変わりませんから、公募が出てから準備するのではなく、

スケジュールを立てて、十分な時間をかけて研究計画調書を作成することが重要です。

また、一度作成したものをそのまま提出することなく、第 3者の意見を徴したり、体裁

を工夫したりするなど、最後まで磨きをかけてから提出することで採択の可能性が上がり

ます。ピア・レビューとはいえ、すべての審査委員が研究課題の内容に精通しているとは

限りませんので、一般の方（学部 4 年～修士 1 年生程度）が読んでも意味が理解できる

ように書きましょう。 

 なお、研究計画調書に書かれている記入上の指示を守って、必要事項がもれなく記載さ

れていることが大前提です。 

２．科研費の目的・性格 

 科研費は、「学術研究」を格段に発展させるため「研究者」に対して、国民の税金を原

資として交付される競争的資金です。これらを念頭に置き、「学術的・社会的に意義のあ

る」研究活動を行うための申請を行いましょう。 

 特に若手研究者が研究代表者として申請する場合は、研究室に在籍している場合であっ

ても、指導教授等の指示のもとで行う研究ではなく、「独立した研究者」として応募者独

自の研究であることを明確にすることが大切です。 
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３．研究課題名の工夫 

研究課題名は一目見て研究内容がわかるようにすることが大切です。できるだけインパ

クトの大きい新規性・独創性の高いキーワードを入れることも有効です。研究計画調書の

全体が完成したら、もう一度研究課題名を見直して、適切な研究課題名になっているかど

うかを確認しましょう。 

４．様式等に関する注意点 

・研究種目、審査区分、申請書の様式等は変更されることがあるので、必ず申請する年

度の公募要領を確認してください。

・「研究計画調書記入要領」の指示に従って記述してください。 

・様式の改変は、一切認められていません（ページのずれがないか要確認）。

・研究計画調書は審査資料ですので、極端に小さい字、行間・字間の狭いもの等、読

みづらいものは避けてください。なお、「研究目的」欄等については、  ポイント

以上の文字を使用するとよいでしょう。

・モノクロ印刷された研究計画調書が審査委員に送付されるため、印刷した際、内容

が不鮮明とならないように留意してください（。ただし、一部の研究種目では、審査資料

が電子化・カラー化される予定なので、必ず最新の公募要領等を確認してください）。

・社会的コンセンサスが必要とされる研究及び「生命倫理」「安全対策」に対する研究

等、関連する法律を遵守しなければ行うことができない内容を含む場合は、対策及

び措置を具体的に記述してください。

科研費の申請書作成の 7つの秘訣 

１）読みやすい大きさの字（強調部はゴシック等）

２）無駄な余白は一行たりとも作らない

３）研究計画は具体的に、かつわかりやすく

４）高額な装置や費用の合理性は明確に

５）研究遂行能力が高いことをアピール

６）専門外の審査委員に対しても説得性を

７）図・表を用いわかりやすく配置（モノクロで判読可能に） 
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第 2 章 研究⽬的・研究⽅法の書き⽅ 

第 2章では、研究目的・研究方法の記述に際して留意する点について説明します。

１．研究目的・研究方法には何を書くか 

研究計画調書は、冒頭の「概要」欄と「本文」欄に分けられています。 

「概要」は 10 ⾏程度で記述することが求められていますが、研究計画調書中で、この

部分は極めて重要な項目です。本文作成後、応募する研究の内容を俯瞰し、研究の「背景」

「⽬的」「実施内容」「意義」を必ず盛り込みながら、簡潔にまとめてください。審査委員

の目を惹き付けて、研究目的・研究方法欄のすべてをじっくりと読んでもらうことが目標

です。 

本文には、 

（1）本研究の学術的背景、研究課題の核⼼をなす学術的「問い」

（2）本研究の⽬的および学術的独⾃性と創造性

（3）本研究の着想に⾄った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

（4）本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか

（5）本研究の⽬的を達成するための準備状況

について具体的かつ明確に記述し、もし研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表

者、研究分担者の具体的な役割も記述してください。これらは、応募者が研究を通じて明

らかにしようとしていることを明⽰しつつ、具体的かつ簡潔に説明することが有効です。

なお、学術的・社会的に大きな波及効果があると期待される研究課題については、特段の

新規性・独創性がない場合でも高い総合評点が付される場合があるので留意しておく必要

があります。 

２．以下の各項目についての注意点・留意点を並べましたので参照してください。 

（1）本研究の学術的背景、研究課題の核⼼をなす学術的「問い」

①基本的には次のようなストーリーにするとわかりやすい。

学術的・社会的な課題の提示／先行研究の到達点／先行研究の調査で明らかになった

課題／課題解決の必要性とその意義など。

②申請する研究課題に関する国内外の研究動向について文献等を引用しつつ簡潔に記

述する。
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③応募者が行ったこれまでの研究で明らかになっていることなどを言及する場合には

客観的に記述する。また、既に研究を開始していることを示す場合には、アイデアだ

けではなく具体的な進捗（そこまでの成果）についても触れることが必要であるが（た

だし自らの研究成果を延々と説明しないようにすることに注意）、自身の研究につい

て触れる内容は、必要に応じて「着想に至った経緯等」の欄で後述するのがよい。

研究課題の核心をなす学術的「問い」は、研究内容を支える項目であることから極めて

重要性は高く、なぜこの研究が必要なのかについて強くアピールできる項目でもあります。

いわゆる「リサーチ・クエスチョン」ですので、先行研究の調査により明らかになった学

術的な「未解決の課題」を基点として、その解決が学術的・社会的にどのような意義があ

るのかについて明確かつ論理的に記述することが必要です。 

（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性

①予想される結果について述べる場合は、「本研究の独自性・創造性」と「予想される

結果と意義」を分けて記述。

②独自性・創造性については、どのような特徴があって、他の研究とはどこが違うのか

について具体的に説明。

③申請にかかる研究内容が、これまでに実施されていないことを拠り所に独自性や創造

性を記述する場合には、単にその研究が実施されてこなかったことを記述するのでは

なく、なぜ先行研究に当該内容のものがなかったのかについての理由や、この研究を

実施することでどのような学術的・社会的課題の解決に繋がるのかなどを説明。

（3）本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

 本研究の着想に至った経緯は、オリジナリティに溢れた記述が期待されます。これまで

の研究生活の中で、なぜ応募者がこの研究をやりたいのか、なぜこのアイデアが浮かんだ

のか、どんな状況で思い立ったかなど、極めて個人的な理由を述べてください。新聞の記

事、科学雑誌の記事、文部科学省・ＪＳＴ・ＪＳＰＳ等の web上の文章の引用などは感動

されません。申請書の中で唯一、熱意を持って主観的・情緒的に記述できる場所であるこ

とを覚えておいてください。 

関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけは、学術的背景とダブりそうですが、国

内外の研究者の論文を引用すると同時に、ここは自身の研究活動を振り返り、自身の論文

なども引用して、研究動向と自身の研究の位置づけを明示してください。 

 研究動向は誰が書いても一般論的になりますが、自身の研究の位置づけにおいては記述

に注意が必要です。研究分野を俯瞰して空いているピースを埋める研究、すでにはめ込ま

れているピースを新品に変える研究があります。前者は誰も研究に手を付けていない空き

5



領域が研究の価値がある場所かどうかを見極める必要があり、後者は定説を覆すチャレン

ジ性と実行力を伴うことを示すことが必須です。 

自身の研究 自身の研究 

定説 

研究領域の隙間を埋める位置づけ 研究領域の定説を覆す位置づけ 

（4）本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか

①これを本研究期間内に解決すれば、このような展開になるといった展望を記述。

②いつまでに何を達成するのか（マイルストーン）を明確にすることが望ましい。

③論理的飛躍がないようにすること。

④申請する研究において実施することと、先行研究（自分が行ったものを含む）や類似

研究等との差異などが明らかになるように説明。

⑤研究の内容に応じて、適切な仮説や定量的な目標を設定。

⑥本研究では何を確認し、その方向性または法則性を明らかにすることを目的とすると

いう形で締めくくる。

⑦単なる資料収集やデータベース化にとどまるような記述にならないように注意（むし

ろ、これらにより何を明らかにしたいのかを明確にすること）。

（5）本研究の目的を達成するための準備状況

 研究目的は、然るべき準備があって初めて達成されるものです。採択後すぐに研究に着

手できることがわかるように、予備実験・予備検討の結果（データを含む）や共同研究者

との議論の進捗状況などを積極的に紹介してください。申請の信ぴょう性が増します。ま

た、研究遂行に必要な資料、試料、データベース、機器、施設の準備状況は、できる限り

具体的に示し、研究計画の実行可能性をアピールしてください。ただし、申請段階ですべ

ての準備が完了しているわけではないので、その場合は今後の準備の計画と方法を具体的

に示しておくことが大切です。 
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第３章 研究遂行能力及び研究環境の書き方 

第 3章では、応募者の研究遂行能力及び研究環境の書き方について説明します。2019（平

成 31）年度の研究計画調書から「研究業績」欄がなくなり、本章の「応募者の研究遂行能

力及び研究環境」欄へと変更されました。ただし、研究業績が一切書けなくなったのでは

なく、適切な研究業績を応募者が選択し記述することへと変更されたことに注意してくだ

さい。 

１．応募者の研究遂行能力及び研究環境には何を書くか 

（1）「これまでの研究活動」と（2）「研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研

究資料等を含む）」を記述することになります。 

（1）「これまでの研究活動」 

応募者が研究計画に対する十分な遂行能力を有しているか、審査委員に認識してもら

えるよう、これまでの研究活動の実績を示します。特に提案する研究計画に関連する内

容、得られた成果を簡単に説明します（研究分担者がいる場合は、必要に応じてその成

果も加えます）。ただし、特筆すべき事項として、主な論文業績、外部資金採択実績、

受賞歴等の具体的なエビデンスを織り交ぜることこそが大事であって、研究遂行能力が

高いことを審査委員に対して積極的にアピールしましょう。研究活動を中断していた期

間がある場合には、その説明などを含めても構わないとされています。 

「若手研究」や「研究活動スタート支援」等の若手研究種目群では、以下のように所

属した研究機関や役職を箇条書きし、そこで行った研究活動の内容を簡単に示すと見や

すいでしょう（必要に応じて、大学院等での研究活動も含めます）。 
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（記載例） 

（1）早稲田大学●●センター・講師（任期付）（2022年 4月～現在）： 

学内研究助成を獲得し（課題名：△△の研究）、○○における○○に関する調査を行っ

ている（研究業績 5、6）。この研究成果をもとに□□学会論文賞を受賞（2017年 3月）。 

（2）□□大学大学院●●研究科・特任研究員（2020年 4月～2022年 3月）： 

日本学術振興会特別研究員 PDに採用され、博士課程の研究で見出した○○の理論につ

いて、△△の場で実証研究を行った（研究業績 3、4）。 

（3）△△大学大学院●●研究科・博士後期課程（2017年 4月～2020年 3月）： 

○○における○○に関する現象について興味を持ち、△△の面から研究を行った。その

結果、□□が××であることを見出し、学位論文としてまとめることが出来た。博士号

を取得し、この研究成果によって△△大学から○○賞を受賞した。 

さらに、上記の説明で引用した研究業績（論文、著書、産業財産権、招待講演等）につ

いては、審査委員による同定が十分な情報として、業績リストも提示しましょう。以下の

点に注意してください。 

①研究代表者、研究分担者等がこれまでに発表した論文、著書、産業財産権、招待講演

を記述する。

②関連学会誌等で研究課題に関連して発表した論文や、審査付の国際的なジャーナル等

に掲載された論文等を中心に記述する（研究種目ごとに頁数制限が異なる）。

③学術論文の場合は論文名、著者名、掲載誌名、巻号や頁等、発表年（西暦）等を記述

する。著書の場合はその書誌情報等を記述する。

④学術雑誌への投稿中の論文を記入する場合は、掲載が確定しているものに限る。

一方で、審査委員は researchmap、科学研究費助成事業データベース（ＫＡＫＥＮ）の

掲載情報を必要に応じて参照することができるようになりました。researchmapの自身

の研究業績が最新のものになっているか、必ず確認してください（ログインについては下

記 URL参照） 

https://researchmap.jp/outline/rr_manual/quickguide.pdf 

（2）研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究資料等を含む） 

応募者の研究計画の遂行に必要な研究施設や研究設備・機器、試料、史資料等、研究

環境が整っていることを、以下の点に注意しながら記述します。 

①審査委員に伝わるよう、具体的に記述する

・基本的には研究環境が十分整備されていることを説明します。例えば、「本研究に必

要な○○や○○は、既に大学の○○に共用機器として整備されているため、遂行上の

問題はない」のように、具体的に記述します。
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・もし研究設備・機器や史資料等が整備されていない場合、どのように対処するかも具

体的に記述します。例えば、測定機器であれば「○○大学にある○○装置を借りて測

定することで対処する」、「本研究を進めるうえで不足している○○については、新た

に購入することで効率よく研究を進める」など、具体的に記述します。また、必要な

資料を保有していない場合、「本研究で比較に使用する○○や○○は、研究協力者で

ある○○大学の○○教授から入手する」など、できるだけ具体的に記述します。

②マイナスのイメージに捉えられる記述は避ける

・ここで申請する科研費で研究機器や史資料を購入したい場合も、研究環境が全く整っ

ていないような記述は、審査委員からは研究遂行能力の面で劣っていると評価されて

しまう恐れがあります。例えば、「応募者が在籍する研究施設は、○○の研究を実施

するのに最適な環境とはいえない。このため、本研究で○○を購入する必要がある」

というような説明です。

・研究協力者からの助言が得られるという体制の説明も、あまりにも人数が多い場合、

審査委員から研究遂行能力の面で劣っていると評価されてしまう恐れがあります。例

えば、「研究室の指導教員である○○教授からアドバイスがもらえる」、「○○につい

ては、○○大学の○○教授からの協力を得られる」というような説明を幾つも連ねる

ことはプラスになりません。
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第４章 人権の保護及び法令等の遵守への対応の書き方 

第 4章では、人権の保護及び法令等の遵守への対応について、ヒトを対象とした生命科

学・医学系の研究の事例を参考に、この欄で記述すべきポイントを簡単に説明します。 

１．参考事例 

２．記述すべき事項 

（1）研究内容に関わる法令や指針等を遵守しているか。 

（2）研究開始前に倫理審査委員会の承認を得ているか（得る予定があるか）。 

倫理審査委員会の承認を得る場合、本欄に記述する内容が倫理審査委員会で承認を得

たものと整合が取れているか。 

早稲田大学には以下の 4つの倫理審査委員会が設置されているので、研究内容から判

断して倫理審査が必要な場合は、研究開始前に必ず該当する倫理審査委員会に申請し、

承認を得るようにしてください。 

➢ 【倫理審査・インフォームドコンセント】研究開始に先立ち、早稲田大学「人を対象

とする研究に関する倫理審査委員会」から研究計画の承認を得る。承認後、「人を対象

とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」に基づき研究対象者（被験者）に対

して研究目的・内容、実験に伴う危害の可能性について書面および口頭で十分説明を

行った上で、実験参加の同意を得る。

➢ 【安全対策】実験は、当該研究分野で確立している非侵襲的な測定手法を用い、必ず

この測定手法に精通した者が行うので、極めて安全といえる。また、実験開始前に研

究対象者（被験者）の体調を確認するとともに、実験中に研究対象者（被験者）が心

身の変化や異常を訴えた場合、あるいは体調悪化が観察された場合には速やかに実験

を中止し、必要に応じて医師の診察を受けるようにする。

➢ 【個人情報の取り扱い】研究対象者（被験者）からの個人情報の収集は必要最小限と

し、個人情報が記された紙媒体の資料は鍵をかけて厳重に保管する。また、実験で収

集したデータは個人が識別できないよう IDで匿名加工したのち、電子データを外付け

ハードディスクドライブで保存し、それを鍵付きの保管庫で紛失や盗難がないように

厳重に管理する。学会や学術雑誌等で研究成果を発表する際には、特定の個人が識別

できる情報が一切公表されないよう細心の注意を払う。研究終了後、指針や規程で推

奨された保管期間経過後は、紙媒体のデータはシュレッダーで破棄し、電子データは

保存媒体から完全に消去する。 
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・人を対象とする研究に関する倫理委員会

・動物実験審査委員会

・遺伝子組換え実験審査委員会

・バイオセーフティ委員会

なお、以前に同様の実験・調査内容を含む研究の倫理審査申請が承認されていたとし

ても、新たに科研費に採択され、研究を開始するには、改めて必要書類を揃え倫理審査

委員会の承認を得るようにしてください。倫理審査委員会は、事後承認を行えませんの

で、開催日程と研究開始日をよく確認し、研究開始前に承認を得られるように申請して

ください。 

（3）実験協力者から研究開始前に適切な方法でインフォームドコンセントを得ているか。 

（4）実験協力者への安全面の配慮（測定の安全性、緊急時の対応）が十分になされてい

るか。 

（5）個人情報の保護（データの管理等）が適切になされているか。 
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第 5 章 研究経費とその必要性、 
研究費の応募・受入等の状況の書き方 

 第 5章では、研究経費とその必要性、研究費の応募・受入等の状況の記述に際して、留

意すべき点を説明します。 

１．「研究経費とその必要性」には何を書くか 

 研究目的・方法等で示した内容と整合性を持ちつつ、実施に伴って必要となる経費を記

述します。科研費の原資は税金です。納税者目線で研究経費を積算することを強く意識し

てください。特に採択率が 10%前後と低い研究種目の場合は、つまらない減点要因を極力

減らさないと採択されないことから、積算の妥当性も問われます。 

 審査委員は下記のような手順で研究経費を評価していくことになります（研究経費の面

で評価される基本的なポイント）。ここに違和感があると、評価が下がってしまうことに

なりますので確認しておきましょう。 

①まず、申請書の背景・目的を読んで、研究経費を必要とする研究内容が、実験研究な

のか、論理研究なのか、自然現象の実測研究なのか、人を対象とした調査なのか等を

把握します。

②その研究を具体的にどう進めるのか、研究方法を読むと、どの程度の研究経費が必要

なのか、大体イメージできる内容が書かれていることを確認します。

③そして、そのイメージが研究経費の内訳・積算で裏切られていないことを確認します。 

◆「研究経費（積算表）」の記載に関する留意点

全体として、研究期間中のすべての年度で毎年同じ経費を記入することなく、研究の計

画に応じたメリハリのついた経費見積もりをすることが望ましいでしょう。また、通常、

申請した経費の７割前後の補助額となることを考慮しておく必要があります。予算項目ご

とには、以下の点に留意して記述しましょう。 

（1）設備備品費・消耗品等の明細 

・何をどれだけ購入するのか、できるだけ具体的に記入してください。

・年度ごとに合計金額を記入してください。

・「設備備品費」は原則として単価が 10万円以上のものです。 

・「設備備品費」を導入することにより必要となる軽微な据付費等は、予め設備備品に

含めて計上してください（「○○装置（据付費等を含む）」等と明記してください）。 
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・「消耗品費」は、図書（消耗品扱い）、薬品、実験用動物、ガラス器具等その品名ごと

に記入してください。 

・ソフトウェアについては、単価が 10万円未満のものは「消耗品費」、単価が 10万円

以上のものは「設備備品費」に計上してください。

・PCのような汎用性が高いものが必要な場合、研究目的・方法できちんと位置付けられ

ていて、それに見合った性能・価格のものなら積算に入れても問題ないでしょう。

（2）旅費等の明細 

・旅費（国内・海外）の支出にあたっては、「学内基準」に基づいて、成果発表、調査・

研究旅費（資料収集を含む）、研究打ち合わせ等その事項ごとに記入してください。

・行き先、期間等、できるだけ具体的に記入してください。

・研究発表を目的とする旅費は基本的に問題ありませんが、調査を目的とする旅費は、

回数が中途半端だと、この程度で調査の成果が得られるわけないとマイナス評価され

てしまうこともありますので、注意が必要です。

（3）その他の明細 

・その他は、計算機使用料、機器のレンタル料、会議費、印刷費、複写費、現像・焼付

費、通信運搬費、研究成果投稿料等です。

一通り積算した後は、以下の点をチェックしておきましょう。 

・研究経費が研究種目の応募総額を超えていないか。

・研究計画を実行していくうえで適切な経費が計上されているか。

※相場がわかる審査委員もいるのでできるだけ正確な金額を

※当該分野において当然必要な経費や研究成果の発表経費（学会発表、論文投稿、出

版等）を忘れずに

・それぞれの費目の積算が適切か。

・不必要な備品類や科研費で購入できない物品を購入しようとしていないか。

※建物経費、研究機関で通常備えるべき設備等、また、研究と直接関係のないものの

経費は認められません。

・大幅な水増し経費を計上していないか。

・経費の積算、計算ミスはないか。

※単位は正しいか（千円単位か円単位か）

※年度ごとの合計は記入されているか

・例年、「計」「０」「頁」の書き漏れ、計算間違い、前半部分（応募情報Web 入力項目）

の金額との不一致、様式の改変がかなり見受けられますので、ご注意ください。
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◆「その必要性」の記載に関する留意点

研究経費の必要性の欄には、研究目的・方法等で述べた研究を実施するため、研究経費

が妥当な金額であり、かつ研究活動に必要であることをできるだけ具体的に記述します。

研究目的・方法では記述しきれない設備備品（書籍等）、旅費（行先、回数等）、人件費（目

的、工数等）等の必要性なども記述します。いずれかの年度において、各費目が全体の研

究費の 90%を超える場合、及びその他の費目で、特に大きな割合を占める経費がある場合

には、その経費の必要性を必ず記述するようにしましょう。 

※この記入欄で、研究に必要な機材のうち、大学や学科、研究室などに既に整備されてい

るものは費用として計上しないことをあえて記述することは、研究遂行能力が高く、必

要なものだけ計上するという真摯な姿勢を示せることから、審査委員からのよい評価に

繋がることもあります。

２．「研究費の応募・受入等の状況」の記載に関する留意点 

 このページは、「研究資金の不合理な重複や過度の集中にならず、研究課題が十分遂行

し得るかどうか」を判断するために参考とするものです。研究費の応募・受入等の状況に

ついて、以下の点に留意して具体的に記述してください。 

・「（1）応募中の研究費」「（2）受入予定の研究費」欄には、研究インテグリティの確保

の観点から、国内外を問わず、競争的研究費のほか、民間財団からの助成金、企業か

らの受託研究費や共同研究費などの研究資金のすべてを記入します（情報の登録方法

については、最新の公募要領等の指示に従ってください）。学内の競争的に配分され

る「特定課題研究助成費」等の交付を受けている方は記入いただいても結構です。 

・「年度の研究経費（期間全体の額）」欄は、研究代表者または研究分担者としての使用

金額（予定）を記述します。（ ）には研究期間全体での使用総額（予定）を記入し

てください。単位は「千円」です。 

・「年度エフォート(％)」欄には、全仕事時間を 100％として、そのうち「（１）応募中

の研究費」及び「（２）受入予定の研究費」の研究活動等の実施に必要となる時間の

配分率（％）を入力してください。「全仕事時間」とは研究活動の時間のみを指すの

ではなく、教育活動等を含めた実質的な全仕事時間を指します。 

・「研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由」欄は、

複数の競争的資金に応募するも、不合理な重複に該当しないことがわかるよう焦点を

絞って明確に記述します。また、「研究課題を応募するに当たっての所属組織・役職」

や、「科研費の研究代表者」である場合は、研究期間全体の直接経費の総額も記入し

なければなりません。なお、研究課題名については、正確な表記に十分留意してくだ

さい。 
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第 6 章 研究計画調書の仕上げ 

 第 6章では、研究計画調書をいったん書き上げた後の仕上げ（チェック、ブラッシュア

ップ）について説明します。以下の太字の見出しをチェックポイントとして活用してみて

ください。 

１．研究計画調書の体裁の工夫 

（1）読みやすいように小見出しを付けているか 

研究計画調書が長々と書かれている場合は、小見出し（研究計画調書上段の四角枠内

に記載されている指示や年次計画・研究実施項目等）を付けて整理し、内容をわかりや

すくしましょう。 

（2）図表・写真・チャートを適切に挿入しているか 

研究内容によっては、文章や数式のみでなく、図や表を用いて説明する方が理解しや

すい場合があります。図や表を用いる場合には、見やすく、説明したい内容が簡潔に伝

わり易いものにしましょう。あまりに複雑な図や表は、却って理解しにくいことがあり

ますので避けた方がよいでしょう。また、図や表が本文中のどこの部分を補完的に説明

しようとしているのか明確になるようにしましょう。 

（3）モノクロ印刷でも内容を理解できるか 

（4）平易な言葉づかいを心がけているか 

特定の研究分野においてのみ使われる用語、特別な意味のある用語、新しい概念を表

す用語等、審査委員が容易に理解しにくいと考えられる用語には、初出時に説明を付す

ことが望ましく、審査委員が用語の定義をあちこち探さなければならないような事態は

避けるべきしょう。また、このような用語がいくつも出てこないようにすることが望ま

れます。 

（5）重要な部分は下線やボールドで強調しているか 

強調した部分だけを読んでも意味が通じるようにすることが望ましく、審査委員に対

してアピールしたい部分を強調するとよいでしょう。一方で、あまり多用すると主張す

るポイントかわかりにくくなることに注意しましょう。 

（6）誤字、脱字はないか 

審査委員の印象点も大事なので、誤字、脱字がないよう心がけましょう。 

２．研究計画調書の内容の見直し 

研究計画調書の内容（web入力項目を含む）についても十分な時間をかけて練り上げて

いきましょう。 
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（1）申請前に研究計画調書を読み返したか 

研究計画調書の全体を書き上げた後、しばらく間をあけて（少なくとも一晩）、紙に

モノクロ印刷したものを、審査委員になったつもりで読み返してみましょう。

（2）理解しやすい記述になっているか 

応募する研究種目の審査方式（書面審査か総合審査（書面審査＋合議審査）か、どの

ような評定要素に評点を付すのか、絶対評価か相対評価か）※1も踏まえ、改めて以下の

観点から見直し、審査委員が理解しやすい記述を心がけましょう。 

＜見直しの観点＞ 

・概要を読むだけで研究内容が理解できるか

・研究課題の学術的重要性は何か

・研究方法（経費計画を含む）は妥当か

・研究遂行能力及び研究環境は適切か

・論理の飛躍はないか

・わかりにくい記述はないか

・強調するべき部分が強調されているか

・見にくい図や表はないか

※1 公募要領やＪＳＰＳウェブサイト「科学研究費助成事業」で、自身が申請す

る研究種目の書面審査における評点基準等を参照してください。 

（3）研究内容が研究課題名に反映されているか 

再度、作成した研究計画に沿った研究課題名となっているか確認しましょう。 

（4）適切な審査区分が選択されているか 

審査区分の選択は採択の可否にとって重要です。その選択を誤るといくらよい研究計

画調書を書いても採択される可能性が低くなります。選択した審査区分が適切か否かに

ついては、自身の研究内容が審査委員に正しく理解され、高く評価してもらえるかどう

かいう観点から再度熟考しましょう。具体的には、「審査区分表」の審査区分の名称だ

けで判断するのではなく、小区分ごとに記載されている「内容の例」も確認し、自身の

研究内容に最も合致している審査区分を選択しましょう。また、科学研究費助成事業デ

ータベース（ＫＡＫＥＮ）を用いて、自身の研究内容と類似する研究課題がどの審査区

分で採択されているかも参考にしましょう。 

（5）第 3 者からコメントをもらったか 

信頼のおける第 3者に研究計画調書を見てもらい、コメントをもらうことも、新たな

気づきが得られることから有効でしょう。先輩や指導教員らに依頼するほか、大学が行

っている研究計画調書のブラッシュアップサービスも利用してみましょう。 
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３．最後に 

 締め切り間際の申請は、科研費電子申請システムの混雑や思わぬトラブルが発生するこ

とがあります。できるだけ余裕をもった研究計画調書の作成、申請を心がけましょう。早

目早目の研究計画調書の作成は、自身でのチェックやブラッシュアップができますし、採

択に向けて最も肝要であることを認識しましょう。 
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第 7 章 採択された研究計画調書のアピールポイント 

 科研費の審査は、審査委員が短期間に多くの応募調書を担当します。限られた時間の中

で、１件ずつに割り当てられる時間も短くなりがちなのが実状といえましょう。このよう

な状況を考慮すると、研究計画調書を作成するうえで、いかに減点を少なくするかが極め

て重要になってきます。 

 一方で、科研費の申請の機会を、自身の研究構想を整理し、新たな研究への展開を描く

ために可視化することだと位置づけると、長い研究活動の中でも重要な節目と考えられる

でしょう。 

 その意味では、自身の提案する研究を魅力的に伝えることは、研究全般に対する意識を

向上させ、今後の研究に繋がる新しい発想を得ることにもなり得るものです。 

 採択される研究計画調書の多くは、提案する研究の魅力を短い時間で伝えることに成功

しています。応募調書の全体から伝わる研究の学術性や重要性が最優先ではありますが、

高い評点に繋がるようなポイントには共通性が見いだせます。 

第 7章では、2022（令和 4）年度に採択された研究計画調書の中から、効果的なアピー

ルの事例を集めました。実際の応募調書の中で採択に至ったケースを取り上げることで、

採択・不採択が分かれるような審査における問題点とその解決策になり得るポイントを解

説します。 

 なお、本章に掲載の研究計画調書の全体は、「モデル調書」として研究推進部科学研究

費申請等支援サイト（学内者向け情報）に掲載されていますので、下記サイトを参照して

ください。 

2018（平成 30）年度以降の研究計画調書 

https://waseda-research-portal.jp/model/ 
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アピールポイント⼀覧

研究計画調書の該当箇所 アピールポイント

１．研究⽬的、研究⽅法など 

（１）本研究の学術的背景、研究課題の

核⼼をなす学術的「問い」

①概要を読むだけで構想全体が理解できる

②学術的背景をわかりやすく伝える

③学術的「問い」を明確に伝える

（２）本研究の⽬的および学術的独⾃性

と創造性

④研究⽬的を明確に伝える

⑤特⾊・強み・新しさ等、研究のオリジナリ

ティの⾼さを⽰す

⑥学術分野や社会への貢献等、具体的な波及

効果を⽰す

（３）本研究の着想に⾄った経緯や、

関連する国内外の研究動向と

本研究の位置づけ

⑦研究を⾏おうと思った⾃らの動機を熱意を

もって伝える

⑧研究の位置づけを客観的に⽰し、研究の

意義・重要性を伝える

（４）本研究で何をどのように、どこ

まで明らかにしようとするのか
⑨研究計画・⽅法をわかりやすく伝える

（５）本研究の⽬的を達成するための

準備状況

⑩計画的に準備を進めており、すぐに研究に

着⼿できることを⽰す

２．応募者の研究遂⾏能⼒及び研究環境 

（１）これまでの研究活動

⑪これまでの研究業績・研究経験を⽰し、研究

遂⾏能⼒を伝える

（２）研究環境（研究遂⾏に必要な研究

施設・設備・研究資料等を含む）

⑫具体的な研究環境を⽰し、研究計画の実現

可能性を伝える

研究経費とその必要性 ⑬研究計画に沿った研究経費の妥当性を⽰す
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若若手手研研究究１１ 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  

本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における

審査及び評価に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的

「問い」、(2)本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の

研究動向と本研究の位置づけ(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目

的を達成するための準備状況、について具体的かつ明確に記述すること。 

（（概概要要））  

中国戯曲は江戸時代（1603-1868）に鎖国による外国文物流入に対する厳しい制限の中、限定

された手段（長崎唐人街の社会、書物）によって伝わった。戯曲は語句のみならず、身体表現、

音楽、舞台などの諸要素を含め仕立てられるが、書承によって理解した側面は明らかではない。 

本研究は、その不明点の解明を目的として、日本に舶載された中国戯曲文献に対し、独自の体

例を持つ＜書入れ＞に着目し、演劇や舞台用語の解釈を通じて当時の受容実態を明らかにする研

究である。特に日本の中国戯曲受容の最初期である江江戸戸時時代代特特有有のの理理解解形形成成過過程程をを解解明明すするる。 

本研究により、舶載された戯曲テキストに新たに現れた術語に対する解釈と日本語訳内の表現

例との関係を連絡させ、雑劇・伝奇など中国における分類にとらわれず＜中国戯曲＞を解釈した

当時の受容実態本位の＜書入れ＞の実像を明らかにすることが期待される。 
（（本本文文））  

(1) 本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」 

＜中国戯曲＞は元代（1271-1368）に確立した総合芸術である。本研究では＜中国戯曲＞を
中国演劇と同義と定義するが、日本人が中国戯曲を＜唐土之芝居＞などと呼んで独自の文学作
品と認めた対象全てを示すものとする。＜中国戯曲＞は江戸時代に初めて受容された文学ジャ
ンルであり、中古以前の中国の文学事象にはない概念が含まれる。例えば目録中の中国戯曲作

品の部立の変遷は、他分野への付会に始まり『四庫総目』中の＜四部分類＞に集約される。 

表1 中国からの戯曲文献の目録上の項目の変化 

江戸時代初期に中国戯曲
の分類に使われた名称 

独自性が認められたころ
の分類に使われた名称 

最終的な分類 

物語・詞・小説・詩文など 唐土ノ芝居・龍踊 詞曲類南北曲 
申請者はこうした付会から集約に至る過程が＜劇本＞内部にもあると考え、現存する唯一の

江戸時代の中国戯曲脚本の日本語全訳である早大演劇博物館蔵『水滸記』全訳本（演博本）の

本文解釈のために加えられた注記を研究した。その結果＜曲詞＞や＜賓白＞、＜脚色＞、＜曲

牌＞、＜套曲＞、＜押韻＞など演劇を構成する分割的諸要素が＜右左訓＞や＜前後注＞、＜割

注＞などに配分して記され、＜通俗＞などと連絡して独自の解釈規則を持ち、書入れ順と読解

の階層が存在し、緻密な曲文の検討がなされ、最終的に曲詞には七五調、賓白には庶民語を用

いるなど高い原文再現性を持つ日本語訳に集約されたことを明らかにした（伴 2013）。 

一方、未検討の『水滸記』全訳本の稿稿本本である山口大学所蔵『水滸記訳本』には、紙面の余

白を全て埋めるかのように膨大かつ雑然とした読者による注記――＜書入れ＞がされており、

これは演博本の注記を整理する前段階の検討だと考えられる。さらに『諺解校注古本西廂記』、

『釈琵琶記』などにも同様の＜書入れ＞が存在すること（伴 2018）、戯曲特有の語彙が伊藤長

胤『名物六帖』（伴 2015）、新井白石『俳優考』（黄仕忠・鈴木陽一 2017）、無名氏『劇語審訳』

（岡崎由美 2021）などに個別に引用されていることから、中国戯曲をめぐる分割的諸要素を＜

書入れ＞から総合的に検討することが可能である見通しが立った。本研究はそうした研究の進

様式Ｓ－２１ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

ア
ピ
ー
ル
ポ
イ
ン
ト
①

概要に必要不可欠な研究の背景（1～3 行目）、目的（4～6 行目）、 
意義・発展性（7～9 行目）を簡潔にまとめている。

事例①-1

①概要を読むだけで構想全体が理解できる

【1　研究目的、研究方法など】 
概要

科研費の指南書_2023年度応募版①.indd   1科研費の指南書_2023年度応募版①.indd   1 2023/05/24   11:39:032023/05/24   11:39:03
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研研究究活活動動ススタターートト支支援援１１ 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「令和４(2022)年度研究活動スタート支援 審査区分表（４２頁）」の審査区分で審査されます。記述に

当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程」（公募要領１５頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、３頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的及び学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

  

（（概概要要））  

 本研究提案は「「酸酸素素共共存存下下のの低低温温N2O直直接接分分解解ププロロセセススのの実実現現・・確確立立」」を目指すものであ

る。亜酸化窒素(N2O)はCO2の約300倍の強い温室効果を示すため、排出量の低減化が求めら

れている。しかしながら、共存酸素によって触媒作用が阻害されるため、酸素共存下での

N2O直接分解反応の研究例は少ない。そこで本研究で提案する手法は、電電場場アアシシスストトにによよりり

触触媒媒上上にに活活性性酸酸素素種種をを形形成成ししN2Oとと反反応応ささせせるるここととでで、、N2Oをを選選択択的的ににN2ととO2にに分分解解すするるここ

ととをを狙狙うう。これによって、従従来来課課題題ととさされれてていいたた共共存存酸酸素素やや吸吸着着酸酸素素をを能能動動的的にに制制御御しし、、

N2O直直接接分分解解ササイイククルルをを成成立立ささせせるる。本申請では、低温で高活性・高選択性を示す触媒材料

の探索と、オペランド測定(反応条件下その場観察)を駆使した反応メカニズムの解明を目指

す。本本研研究究にによよりり、、酸酸素素共共存存下下ににおおいいてて低低温温かかつつ極極めめてて小小ささなな消消費費エエネネルルギギーーででN2Oのの直直接接

分分解解をを実実現現すするるここととでで、、地地球球温温暖暖化化抑抑制制にに貢貢献献すするる。。

（（本本文文））  

（（1））本本研研究究のの学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」

 亜酸化窒素(N2O)は、CO2の約300倍の強い温室効果を有することに加え、オゾン層破壊の

要因物質ともなる。さらにN2Oは大気中で長く滞留するため、N2Oの排出量を低減すること

が急務である[1]。N2Oの除去法として、選択的触媒還元法や直接分解法などが知られている。

選択的触媒還元法は、アンモニアやプロピレンなどの還元剤でN2Oを分解する手法であるが、

継続的に還元剤を供給する必要や有害な還元剤がスリップして排出される恐れがある。一方、

直接分解法は還元剤を用いずに触媒との接触のみでN2Oを分解する(式1)。
2N2O → 2N2 + O2  (式1) 

直直接接分分解解反反応応はは簡簡便便かかつつ高高効効率率ににN2Oをを分分解解ででききるるたためめ、、固固定定発発生生源源(ボボイイララーーななどど)やや自自動動

車車、、船船舶舶のの排排気気中中ののN2O低低減減ののたためめにに有有望望かかつつ理理想想的的なな手手法法であり、多くの研究例が報告さ

れている。一般に、N2O直接分解反応のメカニズムは、Langmuir-Hinshelwood (LH) 機構で進

行すると提唱されている[2]。まず、(式2)のN2O解離吸着によりN2と吸着酸素(O*)が生成する。

その後、(式3)の吸着酸素の脱離・再結合によりO2が生成する。

N2O → N2 + O*  (式2) 
2O* → O2   (式3) 

しかし (式3)の吸着酸素の脱離・再結合が低温では起こりにくいため、触触媒媒上上にに残残留留ししたた吸吸

着着酸酸素素にによよっってて活活性性点点がが被被覆覆さされれるる(課課題題①①)。さらに実用化を考えると、酸素を含めたガス

を触媒に供給する必要があるが、共共存存酸酸素素にによよっってて触触媒媒作作用用がが阻阻害害さされれるるたためめ、、酸酸素素共共存存下下

ででののN2O直直接接分分解解反反応応のの研研究究ははほほととんんどど進進んんででいいなないい(課課題題②②)。
これらの課題点を総合すると「「N2O直直接接分分解解ササイイククルルをを回回すすたためめにに、、触触媒媒上上にに存存在在すするる酸酸

素素ををどどののよよううににししてて制制御御すするるかか？？」」が本研究の核心となり、この「問い」に答えることが本

触媒プロセス系の学理解明の肝となる。

様式Ｓ－２２ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１

１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど

本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、 本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、

本研究の目的および学術的独自性と創造性、 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、 本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。

（（概概要要））

心臓と腎臓における機能障害が相互に進行していく病態である「心腎連関」は健康寿命を

延伸する上で解決されるべき重要な課題である．これに対し，近年の疫学的エビデンスでは，

生活環境や職場環境に遍在している長時間の「座位行動」が心血管疾患および慢性腎臓病の

重症化にそれぞれ独立して関与することが明らかにされている．しかしながら，座位行動が

心腎連関の進行過程を加速させるか否かは不明である．加えて，実験室レベルにおける座位

行動の介入研究が不足しており，長時間の座位行動を実際に中断した際に心血管系や腎臓で

どのような変化が生じるのかについては不明な点が多く残っている．そこで本研究では，

最先端の超音波画像診断技術を用いて座位行動の中断が心血管系および腎臓に及ぼす急性的・
慢性的な影響について詳細に検討を行う．その上で，座位行動を中断する際の具体的な方法

どのタイミングに・どういうパターンで座位行動を中断するべきなのか についても検討し，

心腎連関を断ち切るための新しい座位中断介入プログラムの開発を目指す．

（（本本文文））

（1）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的 「問い」

慢性腎臓病は腎障害や腎機能低下が持続する非感染性疾患であり，本邦の成人約8人に1人
約1,330万人 が罹患している国民病である．さらに，慢性腎臓病は加齢に伴い生じる腎臓

の変化 老化腎 を基盤病態として発症するため，超高齢社会が到来しているわが国では慢性

腎臓病の有病率が著しく増加している．慢性腎臓病は顕著な自覚症状が乏しいにも関わらず，

重症化すると末期腎不全に至り高額な医療費を要する血液透析療法や腎移植術が必要となる．

腎移植例が少ない本邦では血液透析療法への依存が突出しており，この現状は医療経済的に

極めて深刻な問題となっている．一方で，軽度な腎障害や腎機能低下でも心血管疾患の発症

リスクが著しく上昇することが明らかにされており Go et al., N Engl J Med. 2004 ，この現象は

心臓と腎臓において機能障害が相互に進行していく「心腎連関」として広く認知されている．

加えて，腎障害や腎機能低下が進行して最終的に末期腎不全に至る場合よりも，その過程に

おいて心血管疾患を発症して死に至る場合の方が多いことも明らかにされている．これらの

ことから，如何にして心腎連関を断ち切るかが健康寿命を延伸する上で重要な課題となっている．

近年，慢性腎臓病や心血管疾患の発症・進行に独立して関与する新しい危険因子として

「座位行動」が大きな注目を集めている．座位行動とは“座位，半臥位および臥位における

エネルギー消費量が1.5メッツ以下のすべての覚醒行動”と定義され，これは中高強度身体

活動が不足した状態を指す身体不活動とは全く異なる概念である．座位行動が出現する主な

場面としては，テレビ視聴，読書，自動車運転，パソコン利用，会議などが挙げられ，現代

の生活環境や職場環境に遍在している．高所得国における成人の総座位時間は1日8～10時間

程度であると推定されているが，昨今の新型コロナウイルス感染症拡大に伴うロックダウン

や外出制限などにより，世界中の人々の座位行動がさらに増加している可能性が考えられる

Dunstan, et al., Nat Rev Cardiol. 2021 ．こうした現状に対して，我々は，日常生活の中における

座位時間を加速度計で客観的に評価し，座位行動が腎臓や心血管系に及ぼす影響について

様式Ｓ－１３ 研究計画調書（添付ファイル項目）
基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））  

 本研究は、世界的な教育改革の動向として「探究（Inquiry）」というキーワードに注目が

集まる中、高等学校における「概念の形成と活用を軸とした探究型教科学習」の授業モデル

を、日米の学校訪問によるフィールド調査によって、比較教育学的な視点から実証的に構築

することを目的とする。これまでの「探究」に関わる学術的な教育研究においては、「総合

的な探究の時間」の授業開発研究は行われているが、教科学習における探究的な学習の在り

方については実証的な研究はほとんど行われていない。さらに、新しい研究テーマとして、

「概念の形成や活用」という考え方が、「探究的な学習」の理論で提案され始めるとともに

（Murdock, K. 2019）、それに影響を受けた高等学校学習指導要領においても重視されてい

ることを背景として、生徒による主体的な概念形成のプロセスとそれを促進する探究的な教

科学習の在り方を実証的に解明し、汎用的な授業モデルを構築する。

（（本本文文））  

（１）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」 

 わが国の高等学校学習指導要領が平成30年に改訂され、その中で領域としての「総合的な

探究の時間」と、探究型科目として「古典探究」「日本史探究」「世界史探究」「地理探

究」「理数探究」が設定された。また、「探究」というキーワードを冠していないまでも、

「歴史総合」や「地理総合」「化学」などの多くの必修科目においても、「探究的な活動」

が組み込まれている。

 ただし、これまでの「探究的な教科学習」の学術研究の先行研究においては、①「現代の

国語」や「言語文化」の授業づくりに関する理論研究（高木、2020）、②「歴史総合」の授

業づくりに関する理論研究（原田、2019）、③「理数探究」の授業づくりに関する理論研究

（篠塚、2020）などが行われているが、どれも学習指導要領の規定に基づく理論研究であり、

実際の授業観察や授業開発に基づく実証的な効果検証研究までには至っていない。したがっ

て、本研究で対象とする新設の探究型科目である「古典探究」「日本史探究」「世界史探

究」「地理探究」「理数探究」に関わる授業づくりの実証的な研究は皆無であるといってよ

い。くわえて、これまでの高等学校における探究的な教科学習の研究においては、知識の定

着過程の研究（佐藤、2020）や探究的な活動系列モデルの研究（桑田、2016）がほとんどで

あり、高等学校の生徒の発達段階に応じて学習内容の学術性を担保するための「概念の形成

と活用」の特性とそのための指導方法の在り方を解明する研究は行われていない。

 そこで、本研究の学術的「問い」を、「高等学校における探究型科目において、生徒の概

念の形成と活用はどのようなプロセスを経て成立し、それを活性化するための指導方法はど

のような特徴をもつのか？」と設定して、日米の授業観察に基づく生徒の概念形成のプロセ

スの解明と、それを活性化する探究型科目の授業モデル構築のための比較教育学的な実証研

究を行う。

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１ 
 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど 
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評

価に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、

(2)本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位

置づけ、(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、

について具体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要）） 
ライフスタイルの多様化により注目されている「高齢不妊」という新たな社会課題を解
決するには、その生物学的な原因探求が必須である。高齢妊娠の困難さは、卵子形成の
ための減数分裂に固有な二価染色体の構造異常に一因があると考えられている。二価染
色体は、組換えにより両親由来の相同染色体が架橋されたキアズマという特徴的な構造
を持つが、その構造基盤は明らかとなっていない。そこで本研究は、染色体内部のクロ
マチン相互作用を定量できる「Hi-C」を用いて、二価染色体の三次元構造をクロマチ
ンスケールの高解像度で決定し、その構造制御メカニズムを解き明かす。そして、高齢
卵子における二価染色体構造の劣化にクロマチンレベルでの証拠を得ることを目指す。 

（（本本文文）） 
（（１１））本本研研究究のの学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」  

本本研研究究のの学学術術的的背背景景  
配偶子（卵子・精子）の受精により生み出さ

れた個体は、母親と父親からゲノム DNA を１組
ずつ受け継ぐ。２組の相同なゲノム DNA を持つ
個体は、減数分裂に特有の組換え機構により両親
由来の相同なゲノム DNA を半減させることで、
配偶子を生み出す。減数分裂における相同組換え
は、DNA 二重鎖切断とそれに続く DNA 修復を
利用して、ペアとなった両親由来の相同染色体の
間でゲノム DNA を交換する。この DNA 交換反
応により、相同染色体は、それぞれが物理的に繋
がれたキアズマを持つ二価染色体となる（図図１１）。
相同組換え機構にエラーが起こると、二価染色体
の構造に異常を生じ、ゲノム DNA の半減が不完
全となる。この異常は、配偶子形成の異常を通じ
て、不妊やダウン症候群などの先天性異常症の一
因となる。母体年齢の高齢化に伴って二価染色体の構造異常が蓄積すること
（Henderson & Edwards 1968 Nature）および、二価染色体の分配異常と先天性異
常症の発生との相関が報告されている（Hassold & Hunt 2001 Nat Rev Genet）。
このことは、相同組換えが形成する二価染色体構造（キアズマ）の異常が卵子劣化の
本質であることを強く示唆している（図図２２）。したがって、二価染色体の構造基盤を
明らかにすることは、減数分裂での染色体の構造制御メカニズムを解き明かすだけで
なく、加齢に伴う卵子劣化に対する分子レベルでの証拠を得るための第一歩となる。 

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））  

 本研究は、世界的な教育改革の動向として「探究（Inquiry）」というキーワードに注目が

集まる中、高等学校における「概念の形成と活用を軸とした探究型教科学習」の授業モデル

を、日米の学校訪問によるフィールド調査によって、比較教育学的な視点から実証的に構築

することを目的とする。これまでの「探究」に関わる学術的な教育研究においては、「総合

的な探究の時間」の授業開発研究は行われているが、教科学習における探究的な学習の在り

方については実証的な研究はほとんど行われていない。さらに、新しい研究テーマとして、

「概念の形成や活用」という考え方が、「探究的な学習」の理論で提案され始めるとともに

（Murdock, K. 2019）、それに影響を受けた高等学校学習指導要領においても重視されてい

ることを背景として、生徒による主体的な概念形成のプロセスとそれを促進する探究的な教

科学習の在り方を実証的に解明し、汎用的な授業モデルを構築する。

（（本本文文））  

（１）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」 

 わが国の高等学校学習指導要領が平成30年に改訂され、その中で領域としての「総合的な

探究の時間」と、探究型科目として「古典探究」「日本史探究」「世界史探究」「地理探

究」「理数探究」が設定された。また、「探究」というキーワードを冠していないまでも、

「歴史総合」や「地理総合」「化学」などの多くの必修科目においても、「探究的な活動」

が組み込まれている。

 ただし、これまでの「探究的な教科学習」の学術研究の先行研究においては、①「現代の

国語」や「言語文化」の授業づくりに関する理論研究（高木、2020）、②「歴史総合」の授

業づくりに関する理論研究（原田、2019）、③「理数探究」の授業づくりに関する理論研究

（篠塚、2020）などが行われているが、どれも学習指導要領の規定に基づく理論研究であり、

実際の授業観察や授業開発に基づく実証的な効果検証研究までには至っていない。したがっ

て、本研究で対象とする新設の探究型科目である「古典探究」「日本史探究」「世界史探

究」「地理探究」「理数探究」に関わる授業づくりの実証的な研究は皆無であるといってよ

い。くわえて、これまでの高等学校における探究的な教科学習の研究においては、知識の定

着過程の研究（佐藤、2020）や探究的な活動系列モデルの研究（桑田、2016）がほとんどで

あり、高等学校の生徒の発達段階に応じて学習内容の学術性を担保するための「概念の形成

と活用」の特性とそのための指導方法の在り方を解明する研究は行われていない。

 そこで、本研究の学術的「問い」を、「高等学校における探究型科目において、生徒の概

念の形成と活用はどのようなプロセスを経て成立し、それを活性化するための指導方法はど

のような特徴をもつのか？」と設定して、日米の授業観察に基づく生徒の概念形成のプロセ

スの解明と、それを活性化する探究型科目の授業モデル構築のための比較教育学的な実証研

究を行う。

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 
基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１

１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど

本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、 本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、

本研究の目的および学術的独自性と創造性、 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、 本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。

（（概概要要））

心臓と腎臓における機能障害が相互に進行していく病態である「心腎連関」は健康寿命を

延伸する上で解決されるべき重要な課題である．これに対し，近年の疫学的エビデンスでは，

生活環境や職場環境に遍在している長時間の「座位行動」が心血管疾患および慢性腎臓病の

重症化にそれぞれ独立して関与することが明らかにされている．しかしながら，座位行動が

心腎連関の進行過程を加速させるか否かは不明である．加えて，実験室レベルにおける座位

行動の介入研究が不足しており，長時間の座位行動を実際に中断した際に心血管系や腎臓で

どのような変化が生じるのかについては不明な点が多く残っている．そこで本研究では，

最先端の超音波画像診断技術を用いて座位行動の中断が心血管系および腎臓に及ぼす急性的・
慢性的な影響について詳細に検討を行う．その上で，座位行動を中断する際の具体的な方法

どのタイミングに・どういうパターンで座位行動を中断するべきなのか についても検討し，

心腎連関を断ち切るための新しい座位中断介入プログラムの開発を目指す．

（（本本文文））

（1）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的 「問い」

慢性腎臓病は腎障害や腎機能低下が持続する非感染性疾患であり，本邦の成人約8人に1人
約1,330万人 が罹患している国民病である．さらに，慢性腎臓病は加齢に伴い生じる腎臓

の変化 老化腎 を基盤病態として発症するため，超高齢社会が到来しているわが国では慢性

腎臓病の有病率が著しく増加している．慢性腎臓病は顕著な自覚症状が乏しいにも関わらず，

重症化すると末期腎不全に至り高額な医療費を要する血液透析療法や腎移植術が必要となる．

腎移植例が少ない本邦では血液透析療法への依存が突出しており，この現状は医療経済的に

極めて深刻な問題となっている．一方で，軽度な腎障害や腎機能低下でも心血管疾患の発症

リスクが著しく上昇することが明らかにされており Go et al., N Engl J Med. 2004 ，この現象は

心臓と腎臓において機能障害が相互に進行していく「心腎連関」として広く認知されている．

加えて，腎障害や腎機能低下が進行して最終的に末期腎不全に至る場合よりも，その過程に

おいて心血管疾患を発症して死に至る場合の方が多いことも明らかにされている．これらの

ことから，如何にして心腎連関を断ち切るかが健康寿命を延伸する上で重要な課題となっている．

近年，慢性腎臓病や心血管疾患の発症・進行に独立して関与する新しい危険因子として

「座位行動」が大きな注目を集めている．座位行動とは“座位，半臥位および臥位における

エネルギー消費量が1.5メッツ以下のすべての覚醒行動”と定義され，これは中高強度身体

活動が不足した状態を指す身体不活動とは全く異なる概念である．座位行動が出現する主な

場面としては，テレビ視聴，読書，自動車運転，パソコン利用，会議などが挙げられ，現代

の生活環境や職場環境に遍在している．高所得国における成人の総座位時間は1日8～10時間

程度であると推定されているが，昨今の新型コロナウイルス感染症拡大に伴うロックダウン

や外出制限などにより，世界中の人々の座位行動がさらに増加している可能性が考えられる

Dunstan, et al., Nat Rev Cardiol. 2021 ．こうした現状に対して，我々は，日常生活の中における

座位時間を加速度計で客観的に評価し，座位行動が腎臓や心血管系に及ぼす影響について
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研研究究活活動動ススタターートト支支援援１１ 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「令和４(2022)年度研究活動スタート支援 審査区分表（４２頁）」の審査区分で審査されます。記述に

当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程」（公募要領１５頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、３頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的及び学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

  

（（概概要要））  

 本研究提案は「「酸酸素素共共存存下下のの低低温温N2O直直接接分分解解ププロロセセススのの実実現現・・確確立立」」を目指すものであ

る。亜酸化窒素(N2O)はCO2の約300倍の強い温室効果を示すため、排出量の低減化が求めら

れている。しかしながら、共存酸素によって触媒作用が阻害されるため、酸素共存下での

N2O直接分解反応の研究例は少ない。そこで本研究で提案する手法は、電電場場アアシシスストトにによよりり

触触媒媒上上にに活活性性酸酸素素種種をを形形成成ししN2Oとと反反応応ささせせるるここととでで、、N2Oをを選選択択的的ににN2ととO2にに分分解解すするるここ

ととをを狙狙うう。これによって、従従来来課課題題ととさされれてていいたた共共存存酸酸素素やや吸吸着着酸酸素素をを能能動動的的にに制制御御しし、、

N2O直直接接分分解解ササイイククルルをを成成立立ささせせるる。本申請では、低温で高活性・高選択性を示す触媒材料

の探索と、オペランド測定(反応条件下その場観察)を駆使した反応メカニズムの解明を目指

す。本本研研究究にによよりり、、酸酸素素共共存存下下ににおおいいてて低低温温かかつつ極極めめてて小小ささなな消消費費エエネネルルギギーーででN2Oのの直直接接

分分解解をを実実現現すするるここととでで、、地地球球温温暖暖化化抑抑制制にに貢貢献献すするる。。

（（本本文文））  

（（1））本本研研究究のの学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」

 亜酸化窒素(N2O)は、CO2の約300倍の強い温室効果を有することに加え、オゾン層破壊の

要因物質ともなる。さらにN2Oは大気中で長く滞留するため、N2Oの排出量を低減すること

が急務である[1]。N2Oの除去法として、選択的触媒還元法や直接分解法などが知られている。

選択的触媒還元法は、アンモニアやプロピレンなどの還元剤でN2Oを分解する手法であるが、

継続的に還元剤を供給する必要や有害な還元剤がスリップして排出される恐れがある。一方、

直接分解法は還元剤を用いずに触媒との接触のみでN2Oを分解する(式1)。
2N2O → 2N2 + O2  (式1) 

直直接接分分解解反反応応はは簡簡便便かかつつ高高効効率率ににN2Oをを分分解解ででききるるたためめ、、固固定定発発生生源源(ボボイイララーーななどど)やや自自動動

車車、、船船舶舶のの排排気気中中ののN2O低低減減ののたためめにに有有望望かかつつ理理想想的的なな手手法法であり、多くの研究例が報告さ

れている。一般に、N2O直接分解反応のメカニズムは、Langmuir-Hinshelwood (LH) 機構で進

行すると提唱されている[2]。まず、(式2)のN2O解離吸着によりN2と吸着酸素(O*)が生成する。

その後、(式3)の吸着酸素の脱離・再結合によりO2が生成する。

N2O → N2 + O*  (式2) 
2O* → O2   (式3) 

しかし (式3)の吸着酸素の脱離・再結合が低温では起こりにくいため、触触媒媒上上にに残残留留ししたた吸吸

着着酸酸素素にによよっってて活活性性点点がが被被覆覆さされれるる(課課題題①①)。さらに実用化を考えると、酸素を含めたガス

を触媒に供給する必要があるが、共共存存酸酸素素にによよっってて触触媒媒作作用用がが阻阻害害さされれるるたためめ、、酸酸素素共共存存下下

ででののN2O直直接接分分解解反反応応のの研研究究ははほほととんんどど進進んんででいいなないい(課課題題②②)。
これらの課題点を総合すると「「N2O直直接接分分解解ササイイククルルをを回回すすたためめにに、、触触媒媒上上にに存存在在すするる酸酸

素素ををどどののよよううににししてて制制御御すするるかか？？」」が本研究の核心となり、この「問い」に答えることが本

触媒プロセス系の学理解明の肝となる。

様式Ｓ－２２ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１

１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど

本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、 本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、

本研究の目的および学術的独自性と創造性、 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、 本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。

（（概概要要））

心臓と腎臓における機能障害が相互に進行していく病態である「心腎連関」は健康寿命を

延伸する上で解決されるべき重要な課題である．これに対し，近年の疫学的エビデンスでは，

生活環境や職場環境に遍在している長時間の「座位行動」が心血管疾患および慢性腎臓病の

重症化にそれぞれ独立して関与することが明らかにされている．しかしながら，座位行動が

心腎連関の進行過程を加速させるか否かは不明である．加えて，実験室レベルにおける座位

行動の介入研究が不足しており，長時間の座位行動を実際に中断した際に心血管系や腎臓で

どのような変化が生じるのかについては不明な点が多く残っている．そこで本研究では，

最先端の超音波画像診断技術を用いて座位行動の中断が心血管系および腎臓に及ぼす急性的・
慢性的な影響について詳細に検討を行う．その上で，座位行動を中断する際の具体的な方法

どのタイミングに・どういうパターンで座位行動を中断するべきなのか についても検討し，

心腎連関を断ち切るための新しい座位中断介入プログラムの開発を目指す．

（（本本文文））

（1）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的 「問い」

慢性腎臓病は腎障害や腎機能低下が持続する非感染性疾患であり，本邦の成人約8人に1人
約1,330万人 が罹患している国民病である．さらに，慢性腎臓病は加齢に伴い生じる腎臓

の変化 老化腎 を基盤病態として発症するため，超高齢社会が到来しているわが国では慢性

腎臓病の有病率が著しく増加している．慢性腎臓病は顕著な自覚症状が乏しいにも関わらず，

重症化すると末期腎不全に至り高額な医療費を要する血液透析療法や腎移植術が必要となる．

腎移植例が少ない本邦では血液透析療法への依存が突出しており，この現状は医療経済的に

極めて深刻な問題となっている．一方で，軽度な腎障害や腎機能低下でも心血管疾患の発症

リスクが著しく上昇することが明らかにされており Go et al., N Engl J Med. 2004 ，この現象は

心臓と腎臓において機能障害が相互に進行していく「心腎連関」として広く認知されている．

加えて，腎障害や腎機能低下が進行して最終的に末期腎不全に至る場合よりも，その過程に

おいて心血管疾患を発症して死に至る場合の方が多いことも明らかにされている．これらの

ことから，如何にして心腎連関を断ち切るかが健康寿命を延伸する上で重要な課題となっている．

近年，慢性腎臓病や心血管疾患の発症・進行に独立して関与する新しい危険因子として

「座位行動」が大きな注目を集めている．座位行動とは“座位，半臥位および臥位における

エネルギー消費量が1.5メッツ以下のすべての覚醒行動”と定義され，これは中高強度身体

活動が不足した状態を指す身体不活動とは全く異なる概念である．座位行動が出現する主な

場面としては，テレビ視聴，読書，自動車運転，パソコン利用，会議などが挙げられ，現代

の生活環境や職場環境に遍在している．高所得国における成人の総座位時間は1日8～10時間

程度であると推定されているが，昨今の新型コロナウイルス感染症拡大に伴うロックダウン

や外出制限などにより，世界中の人々の座位行動がさらに増加している可能性が考えられる

Dunstan, et al., Nat Rev Cardiol. 2021 ．こうした現状に対して，我々は，日常生活の中における

座位時間を加速度計で客観的に評価し，座位行動が腎臓や心血管系に及ぼす影響について

様式Ｓ－１３ 研究計画調書（添付ファイル項目）
基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））  

 本研究は、世界的な教育改革の動向として「探究（Inquiry）」というキーワードに注目が

集まる中、高等学校における「概念の形成と活用を軸とした探究型教科学習」の授業モデル

を、日米の学校訪問によるフィールド調査によって、比較教育学的な視点から実証的に構築

することを目的とする。これまでの「探究」に関わる学術的な教育研究においては、「総合

的な探究の時間」の授業開発研究は行われているが、教科学習における探究的な学習の在り

方については実証的な研究はほとんど行われていない。さらに、新しい研究テーマとして、

「概念の形成や活用」という考え方が、「探究的な学習」の理論で提案され始めるとともに

（Murdock, K. 2019）、それに影響を受けた高等学校学習指導要領においても重視されてい

ることを背景として、生徒による主体的な概念形成のプロセスとそれを促進する探究的な教

科学習の在り方を実証的に解明し、汎用的な授業モデルを構築する。

（（本本文文））  

（１）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」 

 わが国の高等学校学習指導要領が平成30年に改訂され、その中で領域としての「総合的な

探究の時間」と、探究型科目として「古典探究」「日本史探究」「世界史探究」「地理探

究」「理数探究」が設定された。また、「探究」というキーワードを冠していないまでも、

「歴史総合」や「地理総合」「化学」などの多くの必修科目においても、「探究的な活動」

が組み込まれている。

 ただし、これまでの「探究的な教科学習」の学術研究の先行研究においては、①「現代の

国語」や「言語文化」の授業づくりに関する理論研究（高木、2020）、②「歴史総合」の授

業づくりに関する理論研究（原田、2019）、③「理数探究」の授業づくりに関する理論研究

（篠塚、2020）などが行われているが、どれも学習指導要領の規定に基づく理論研究であり、

実際の授業観察や授業開発に基づく実証的な効果検証研究までには至っていない。したがっ

て、本研究で対象とする新設の探究型科目である「古典探究」「日本史探究」「世界史探

究」「地理探究」「理数探究」に関わる授業づくりの実証的な研究は皆無であるといってよ

い。くわえて、これまでの高等学校における探究的な教科学習の研究においては、知識の定

着過程の研究（佐藤、2020）や探究的な活動系列モデルの研究（桑田、2016）がほとんどで

あり、高等学校の生徒の発達段階に応じて学習内容の学術性を担保するための「概念の形成

と活用」の特性とそのための指導方法の在り方を解明する研究は行われていない。

 そこで、本研究の学術的「問い」を、「高等学校における探究型科目において、生徒の概

念の形成と活用はどのようなプロセスを経て成立し、それを活性化するための指導方法はど

のような特徴をもつのか？」と設定して、日米の授業観察に基づく生徒の概念形成のプロセ

スの解明と、それを活性化する探究型科目の授業モデル構築のための比較教育学的な実証研

究を行う。

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１ 
 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど 
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評

価に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、

(2)本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位

置づけ、(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、

について具体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要）） 
ライフスタイルの多様化により注目されている「高齢不妊」という新たな社会課題を解
決するには、その生物学的な原因探求が必須である。高齢妊娠の困難さは、卵子形成の
ための減数分裂に固有な二価染色体の構造異常に一因があると考えられている。二価染
色体は、組換えにより両親由来の相同染色体が架橋されたキアズマという特徴的な構造
を持つが、その構造基盤は明らかとなっていない。そこで本研究は、染色体内部のクロ
マチン相互作用を定量できる「Hi-C」を用いて、二価染色体の三次元構造をクロマチ
ンスケールの高解像度で決定し、その構造制御メカニズムを解き明かす。そして、高齢
卵子における二価染色体構造の劣化にクロマチンレベルでの証拠を得ることを目指す。 

（（本本文文）） 
（（１１））本本研研究究のの学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」  

本本研研究究のの学学術術的的背背景景  
配偶子（卵子・精子）の受精により生み出さ

れた個体は、母親と父親からゲノム DNA を１組
ずつ受け継ぐ。２組の相同なゲノム DNA を持つ
個体は、減数分裂に特有の組換え機構により両親
由来の相同なゲノム DNA を半減させることで、
配偶子を生み出す。減数分裂における相同組換え
は、DNA 二重鎖切断とそれに続く DNA 修復を
利用して、ペアとなった両親由来の相同染色体の
間でゲノム DNA を交換する。この DNA 交換反
応により、相同染色体は、それぞれが物理的に繋
がれたキアズマを持つ二価染色体となる（図図１１）。
相同組換え機構にエラーが起こると、二価染色体
の構造に異常を生じ、ゲノム DNA の半減が不完
全となる。この異常は、配偶子形成の異常を通じ
て、不妊やダウン症候群などの先天性異常症の一
因となる。母体年齢の高齢化に伴って二価染色体の構造異常が蓄積すること
（Henderson & Edwards 1968 Nature）および、二価染色体の分配異常と先天性異
常症の発生との相関が報告されている（Hassold & Hunt 2001 Nat Rev Genet）。
このことは、相同組換えが形成する二価染色体構造（キアズマ）の異常が卵子劣化の
本質であることを強く示唆している（図図２２）。したがって、二価染色体の構造基盤を
明らかにすることは、減数分裂での染色体の構造制御メカニズムを解き明かすだけで
なく、加齢に伴う卵子劣化に対する分子レベルでの証拠を得るための第一歩となる。 

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））  

 本研究は、世界的な教育改革の動向として「探究（Inquiry）」というキーワードに注目が

集まる中、高等学校における「概念の形成と活用を軸とした探究型教科学習」の授業モデル

を、日米の学校訪問によるフィールド調査によって、比較教育学的な視点から実証的に構築

することを目的とする。これまでの「探究」に関わる学術的な教育研究においては、「総合

的な探究の時間」の授業開発研究は行われているが、教科学習における探究的な学習の在り

方については実証的な研究はほとんど行われていない。さらに、新しい研究テーマとして、

「概念の形成や活用」という考え方が、「探究的な学習」の理論で提案され始めるとともに

（Murdock, K. 2019）、それに影響を受けた高等学校学習指導要領においても重視されてい

ることを背景として、生徒による主体的な概念形成のプロセスとそれを促進する探究的な教

科学習の在り方を実証的に解明し、汎用的な授業モデルを構築する。

（（本本文文））  

（１）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」 

 わが国の高等学校学習指導要領が平成30年に改訂され、その中で領域としての「総合的な

探究の時間」と、探究型科目として「古典探究」「日本史探究」「世界史探究」「地理探

究」「理数探究」が設定された。また、「探究」というキーワードを冠していないまでも、

「歴史総合」や「地理総合」「化学」などの多くの必修科目においても、「探究的な活動」

が組み込まれている。

 ただし、これまでの「探究的な教科学習」の学術研究の先行研究においては、①「現代の

国語」や「言語文化」の授業づくりに関する理論研究（高木、2020）、②「歴史総合」の授

業づくりに関する理論研究（原田、2019）、③「理数探究」の授業づくりに関する理論研究

（篠塚、2020）などが行われているが、どれも学習指導要領の規定に基づく理論研究であり、

実際の授業観察や授業開発に基づく実証的な効果検証研究までには至っていない。したがっ

て、本研究で対象とする新設の探究型科目である「古典探究」「日本史探究」「世界史探

究」「地理探究」「理数探究」に関わる授業づくりの実証的な研究は皆無であるといってよ

い。くわえて、これまでの高等学校における探究的な教科学習の研究においては、知識の定

着過程の研究（佐藤、2020）や探究的な活動系列モデルの研究（桑田、2016）がほとんどで

あり、高等学校の生徒の発達段階に応じて学習内容の学術性を担保するための「概念の形成

と活用」の特性とそのための指導方法の在り方を解明する研究は行われていない。

 そこで、本研究の学術的「問い」を、「高等学校における探究型科目において、生徒の概

念の形成と活用はどのようなプロセスを経て成立し、それを活性化するための指導方法はど

のような特徴をもつのか？」と設定して、日米の授業観察に基づく生徒の概念形成のプロセ

スの解明と、それを活性化する探究型科目の授業モデル構築のための比較教育学的な実証研

究を行う。

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 
基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１

１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど

本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、 本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、

本研究の目的および学術的独自性と創造性、 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、 本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。

（（概概要要））

心臓と腎臓における機能障害が相互に進行していく病態である「心腎連関」は健康寿命を

延伸する上で解決されるべき重要な課題である．これに対し，近年の疫学的エビデンスでは，

生活環境や職場環境に遍在している長時間の「座位行動」が心血管疾患および慢性腎臓病の

重症化にそれぞれ独立して関与することが明らかにされている．しかしながら，座位行動が

心腎連関の進行過程を加速させるか否かは不明である．加えて，実験室レベルにおける座位

行動の介入研究が不足しており，長時間の座位行動を実際に中断した際に心血管系や腎臓で

どのような変化が生じるのかについては不明な点が多く残っている．そこで本研究では，

最先端の超音波画像診断技術を用いて座位行動の中断が心血管系および腎臓に及ぼす急性的・
慢性的な影響について詳細に検討を行う．その上で，座位行動を中断する際の具体的な方法

どのタイミングに・どういうパターンで座位行動を中断するべきなのか についても検討し，

心腎連関を断ち切るための新しい座位中断介入プログラムの開発を目指す．

（（本本文文））

（1）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的 「問い」

慢性腎臓病は腎障害や腎機能低下が持続する非感染性疾患であり，本邦の成人約8人に1人
約1,330万人 が罹患している国民病である．さらに，慢性腎臓病は加齢に伴い生じる腎臓

の変化 老化腎 を基盤病態として発症するため，超高齢社会が到来しているわが国では慢性

腎臓病の有病率が著しく増加している．慢性腎臓病は顕著な自覚症状が乏しいにも関わらず，

重症化すると末期腎不全に至り高額な医療費を要する血液透析療法や腎移植術が必要となる．

腎移植例が少ない本邦では血液透析療法への依存が突出しており，この現状は医療経済的に

極めて深刻な問題となっている．一方で，軽度な腎障害や腎機能低下でも心血管疾患の発症

リスクが著しく上昇することが明らかにされており Go et al., N Engl J Med. 2004 ，この現象は

心臓と腎臓において機能障害が相互に進行していく「心腎連関」として広く認知されている．

加えて，腎障害や腎機能低下が進行して最終的に末期腎不全に至る場合よりも，その過程に

おいて心血管疾患を発症して死に至る場合の方が多いことも明らかにされている．これらの

ことから，如何にして心腎連関を断ち切るかが健康寿命を延伸する上で重要な課題となっている．

近年，慢性腎臓病や心血管疾患の発症・進行に独立して関与する新しい危険因子として

「座位行動」が大きな注目を集めている．座位行動とは“座位，半臥位および臥位における

エネルギー消費量が1.5メッツ以下のすべての覚醒行動”と定義され，これは中高強度身体

活動が不足した状態を指す身体不活動とは全く異なる概念である．座位行動が出現する主な

場面としては，テレビ視聴，読書，自動車運転，パソコン利用，会議などが挙げられ，現代

の生活環境や職場環境に遍在している．高所得国における成人の総座位時間は1日8～10時間

程度であると推定されているが，昨今の新型コロナウイルス感染症拡大に伴うロックダウン

や外出制限などにより，世界中の人々の座位行動がさらに増加している可能性が考えられる

Dunstan, et al., Nat Rev Cardiol. 2021 ．こうした現状に対して，我々は，日常生活の中における

座位時間を加速度計で客観的に評価し，座位行動が腎臓や心血管系に及ぼす影響について

様式Ｓ－１３ 研究計画調書（添付ファイル項目）
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本研究の背景、目的及び今後の展開をバランスよく示すことで、 
構想全体をわかりやすく伝えている。

本研究の背景、目的及び今後の展開をバランスよく示すことで、 
構想全体をわかりやすく伝えている。
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基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１  

 

＊上付き引用文献番号はP.7に列挙している。 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））    

 途上国ではインフォーマル部門の重要性が高く、政府の役割の一部を担っているが、フォ
ーマル部門との連携が不十分であり、双方の重複や空白など、改善の余地がある。本研究で
は、インフォーマル・リサイクル（ウェイスト・ピッカーによる廃品の回収を起点とするリ
サイクル）を事例に、フォーマル部門とインフォーマル部門の協働が成立する条件を解明し、
行政とウェイスト・ピッカーの協働による新たな廃棄物管理政策の提案を行う。調査対象国
は、地理的条件や経済レベルを基準に抽出したアジア9ヶ国であり、研究代表者によるこれ
までのスラム街での890日間の滞在調査や国際共同研究強化(A)によって構築した方法論に
基づいて、マレー語圏の3ヶ国における質的調査（研究代表者の若手研究の継続）、および、
全対象国における量的調査（国際共同研究）を行う。立案した政策は、各国政府や国際機関
（ASEANやアジア開発銀行など）に対して、応募者らのネットワークを通じて提案してい 

（（本本文文））  

（1）－1．本研究の学術的背景 
 近年、途上国の廃棄物管理において、急増する廃棄物への対応と貧困の緩和の両立を目的
に、研究者や国際援助機関によって、インフォーマル・リサイクル（ウェイスト・ピッカー
による廃品の回収を起点とするリサイクル）を活用した政策が検討されているa）、b）。途上
国では、インフォーマル部門の重要性が高く、廃棄物管理の場合であれば、廃品のリサイク
ルや貧困エリアでの廃棄物回収におけるウェイスト・ピッカーの貢献a）、インフォーマル・
リサイクルの貧困層にとってのセーフティーネットとしての役割b）などが解明されている。 
 しかし現状では、フォーマル部門の活動とインフォーマル部門の活動の連携がとられてお
らず、改善の余地が残されている。この背景には2つの課題が存在し、第1の課題は、フォー
マル部門とインフォーマル部門が円滑に連携するための条件が未解明という点である。第2
の課題は、インフォーマル・リサイクル自体について、例えば、地理的条件（都市の人口や
産業の進展度）やコロナ禍のような危機的現象（社会活動の制限や貧困層の増加）が与える
影響など、政策の立案に必要な基礎的要素が不明確という点である。 

（1）－2．本研究課題の核心をなす学術的「問い」 
 本研究の「問い」は、フォーマル部門とインフォーマル部門の協働が成立する条件は何か
である。本研究では、この学術的「問い」を、インフォーマル・リサイクルに関する基礎的
要素を解明しながら探求する。廃棄物管理におけるフォーマル部門とインフォーマル部門の
連携の議論は、行政（フォーマル部門）がウェイスト・ピッカー（インフォーマル部門）を
いかに組み込むかに重点が置かれ、両者が対立する要因となってきた。本研究では、両者を
いかに円滑に接合するかに重点を置き、統合ではなく協働に重点を置くことで、実務として、
フォーマル部門とインフォーマル部門の融和を図りつつ、上述の学術的「問い」を探求する。 

様式Ｓ－１３ 研究計画調書（添付ファイル項目） 
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基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））    

イノベーションを振興するための特許制度が、実は妨げになっていることが指摘されている。

その原因の一つとして、本来権利化されるべきではない、質の低い技術が多数特許化される

ことがある。このような現状は長く指摘されながら、問題が起こるメカニズムの分析はこれ

まで十分に分析されていない。そこで本研究では、㋑特許審査を担う審査官のインセンティ

ブや審査環境等の制度設計の問題を中心に、㋺特許制度の利用者である企業側のインセンテ

ィブの問題の両方に焦点をあて、データを用いて実証的に分析を行う。前者では、審査官レ

ベルの詳細なデータを用いて、彼らの異動や任期、成果賃金の導入などのインセンティブ設

計や審査速度の問題、先行文献の利用情報の問題に焦点を当てる。後者については、誰がど

のような特許を出願するインセンティブがあるのか、そして解決手段としての特許料金との

関係性を分析する。本研究の最終的な目標は、特許の質の低下の問題を解決する糸口を探る

ことである。

 

（（本本文文））  

((11))本本研研究究のの学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」  

学学術術的的背背景景  

特許制度は社会全体のイノベーションのインセンティブを支える重要な施策の一つである。

しかしながら、特許制度を巡っては、イノベーションに悪影響を与えている可能性が2000年
代から指摘されている（ Shapiro 2001; Jaffe and Lerner 2004; Bessen and Meuer 2008; 
Schankerman and Schuett 2016）。その理由の一つに、製品に関連する特許が数千件に達する

といういわゆる「特許の藪」により、特許侵害リスクやライセンスロイヤリティ、知的財産

の管理コストが上昇するなどの問題がある。そして、本来ならば特許化されるべきではない

技術が特許化されているという、特許の質に対する懸念が問題を悪化させている（FTC 
2012; Jaffe and Lerner 2004; Farrel and Shapiro 2008）。公知の技術であっても、一度特許化さ

れてしまうとそれを排除するのに多大な時間と労力を要する。結果として、そのような特許

の多くは放置されたままとなっているのである。それが資力に乏しい中小企業やスタートア

ップ企業の参入を妨げていることも指摘されている（Hall et al. 2021; Bessen and Meuer 2008; 
Schankerman and Schuett 2016）。また、瑕疵のある特許は、権利行使時の原告側の敗訴確率

を上昇させることを通じて、特許制度そのものの信頼性を大きく低下させるおそれもある。

これは最終的に、特許取得のインセンティブを低下させ、イノベーションの促進という制度

の趣旨を根幹から揺るがす非常に大きな問題となる可能性がある。

 このように特許の質の低下は社会的には望ましくない一方で、個々の企業にとって、その

ような特許を権利取得するインセンティブが存在する。特許の藪が存在する場合には、自身

が訴えられた場合に、反訴できるように他社が侵害する可能性のある特許を保有することが

様式Ｓ－１３ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））  

 制度維持の研究では、制度の変化に直面すると、組織は既存の制度を維持すること(制度

維持事象)が明らかになっている。しかし、先行研究では制度維持事象に関する事例記述的

な研究が多く、なぜ制度維持事象が生じるのかに対する理論的な説明が十分になされていな

い。そこで、本研究では、「なぜ/どのように、変化に直面しながらも、制度維持事象が生
じるのか」を学術的問いとし、制度維持の回帰メカニズムの解明を研究目的として研究に着

手することにした。そして、2つの研究課題(「制度維持と正統化問題」、「制度維持とメカ
ニズム」)を設定し、コンテンツ産業(ゲームソフト、映画作品、演劇作品)を対象に、主にイ
ンタビュー調査、ディスコース分析、歴史的組織研究をベースとして調査・分析を進める。

本研究によって、制度維持の回帰メカニズムが理論的・実証的に解明されると、制度維持研

究と新制度派組織論への理論的貢献と実務的なインプリケーションが期待される。 

（（本本文文））  

(1) 本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」
新制度派組織論は、制度化を共通の研究関心としたうえで、3つの潮流に分かれて発展し

てきた(図１)。近年では、制度維持(Institutional Maintenance)が注目されている。制度

維持とは、「変化に直面しつ

つある組織フィールドにおい

て、いかにまたはなぜ組織は

既存の制度を維持させること

ができるのか (Lawrence and 

Suddaby,2006,p.220; Trank 

and Washington,2009,p.236)」

を明らかにする概念である。

本研究は、制度維持の研究に

位置づけられる。 

制度維持の研究では、異質性を背景とした社会の不安定性が前提である。社社会会のの不不安安定定性性

ととはは、、新新ししいい実実践践のの登登場場((社社会会的的圧圧力力))にによよりり、、制制度度化化さされれたた実実践践((制制度度))にに対対すするる組組織織間間のの共共

通通理理解解がが難難ししくくななるるこことと(Oliver,1992;Dacin,Goodstein and Scott,2002)を指す。そのため、

社社会会がが不不安安定定ににななるるとと、、一一時時的的にに新新ししいい制制度度へへ変変化化ししたたととししててもも、、再再びび既既存存のの制制度度へへとと戻戻るる

回回帰帰的的変変化化がが生生じじるる。例えば、ゲームソフトでは、妖怪ウォッチの流行により人気が落ちた

ポケットモンスターが、もう一度人気を取り戻す事象が生じている。制度維持の研究では、

制度の変化に直面すると、組織は既存の制度を維持すること(制度維持事象)が明らかにされ

てきた。ししかかしし、、先先行行研研究究でではは、、制制度度維維持持事事象象のの事事例例記記述述的的なな説説明明がが多多くく、、ななぜぜ制制度度維維持持事事

象象がが生生じじるるののかかにに対対すするる理理論論的的なな説説明明がが十十分分ににななさされれてていいなないい。。 

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））  

投資意思決定をする場合には経済性評価技法としてＮＰＶ法（正味現在価値法）を採用す

るべきであるとの通説が唱えられ始めてから半世紀以上経った。しかし、実務ではＮＰＶ法

以外の経済性評価技法（特に回収期間法）もよく利用されている。また、ＮＰＶ法の利用が

企業の業績を高めているという明らかな証拠は得られていない。そういった中で、なぜ企業

は多様な投資の経済性評価技法を利用しているのかを解明しようという研究がわが国で続け

られている。研究は蓄積されているものの説明力が高い理論は生まれていない。本研究の目

的は、経済性評価技法が投資意思決定に利用され、正味現在価値法が最善の方法である、と

の通説を一度棚上げして、投資の経済性評価技法が投資のマネジメントプロセスでどのよう

に利用され機能しているのかを実証的に明らかにすることである。特に（1）投資の業績管

理プロセスにおける経済性評価技法の利用実態（管理会計の視点）、（2）企業と資金調達

先（銀行や証券会社）との交渉プロセスにおける経済性評価技法の利用実態（財務会計の視

点）に焦点を絞る。 

  
（（本本文文））  

＜＜１１：：本本研研究究のの学学術術的的背背景景（（国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ））・・学学術術的的なな「「問問いい」」＞＞

＜＜投投資資のの経経済済性性評評価価技技法法にに関関すするる研研究究＞＞  

資本予算（投資の意思決定）に関する理論研究は、経営財務論の創始者の一人であるDean. J
のCapital Budgeting （Columbia University Press：1951）という実務家向けの本と理論経済学

者であるLutz, F. and Lutz, V. のThe Theory of Investment of the Firm（Greenwood Press：1951）
という純粋経済学の本から始まった（廣本敏郎『米国管理会計論発達史』森山書房：1993）。 

Bierman and Smidtは、Lutz, F. and Lutz, V. (1951) から始まるミクロ経済学における企業の主

体的均衡行動の仮定に関する一連の研究を援用して、「投資の経済的価値を評価する方法の

中で、『正味現在価値』法が最も優れている」（The Capital Budgeting Decision, Macmillan：
1960）と彼らの有名なテキストで主張した。それ以来、管理会計のテキストには、投資の経

済性評価技法はＮＰＶ法（正味現在価値法）を使うべきであると書かれるようになった。ま

た多くの経済性評価技法の研究は、ＮＰＶ法を使うことが企業業績をあげることにつながる

ことを前提にして進められてきた。しかしながら、多くのアンケート調査が示すようにＮＰ

Ｖ法はかなり普及したが、それ以外の評価方法（特に回収期間法）を世界中の多くの企業が

併用している。また、わが国ではそもそもＮＰＶ法を採用している企業の割合は低い。さら

に、ＮＰＶ法を利用している企業の業績が良いということは実証的に証明されていない。管

理会計の理論と実務との大きなギャップがここにある。 

＜＜投投資資のの経経済済性性評評価価技技法法のの多多様様性性をを説説明明ししよよううととすするる研研究究のの潮潮流流＞＞  

海外とくにアメリカとイギリスでは、ＮＰＶ法の利用が増えない一方で回収期間法や会計

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 
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アジア 9 ヶ国、890 日間の滞在調査といった記述で、基盤（B）の 
ス ケ ー ル 感 が 効 果 的 に 示 さ れ て い る。 社 会 的 イ ン パ ク ト も 
明示されている。

1 行目から重要課題を述べており目を引く。その後研究のギャップ、
本研究の分析方法を明快に述べ、最終的に社会的インパクトに言及し、
説得力がある。

事例①-6

事例①-7
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基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１  

 

＊上付き引用文献番号はP.7に列挙している。 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））    

 途上国ではインフォーマル部門の重要性が高く、政府の役割の一部を担っているが、フォ
ーマル部門との連携が不十分であり、双方の重複や空白など、改善の余地がある。本研究で
は、インフォーマル・リサイクル（ウェイスト・ピッカーによる廃品の回収を起点とするリ
サイクル）を事例に、フォーマル部門とインフォーマル部門の協働が成立する条件を解明し、
行政とウェイスト・ピッカーの協働による新たな廃棄物管理政策の提案を行う。調査対象国
は、地理的条件や経済レベルを基準に抽出したアジア9ヶ国であり、研究代表者によるこれ
までのスラム街での890日間の滞在調査や国際共同研究強化(A)によって構築した方法論に
基づいて、マレー語圏の3ヶ国における質的調査（研究代表者の若手研究の継続）、および、
全対象国における量的調査（国際共同研究）を行う。立案した政策は、各国政府や国際機関
（ASEANやアジア開発銀行など）に対して、応募者らのネットワークを通じて提案してい 

（（本本文文））  

（1）－1．本研究の学術的背景 
 近年、途上国の廃棄物管理において、急増する廃棄物への対応と貧困の緩和の両立を目的
に、研究者や国際援助機関によって、インフォーマル・リサイクル（ウェイスト・ピッカー
による廃品の回収を起点とするリサイクル）を活用した政策が検討されているa）、b）。途上
国では、インフォーマル部門の重要性が高く、廃棄物管理の場合であれば、廃品のリサイク
ルや貧困エリアでの廃棄物回収におけるウェイスト・ピッカーの貢献a）、インフォーマル・
リサイクルの貧困層にとってのセーフティーネットとしての役割b）などが解明されている。 
 しかし現状では、フォーマル部門の活動とインフォーマル部門の活動の連携がとられてお
らず、改善の余地が残されている。この背景には2つの課題が存在し、第1の課題は、フォー
マル部門とインフォーマル部門が円滑に連携するための条件が未解明という点である。第2
の課題は、インフォーマル・リサイクル自体について、例えば、地理的条件（都市の人口や
産業の進展度）やコロナ禍のような危機的現象（社会活動の制限や貧困層の増加）が与える
影響など、政策の立案に必要な基礎的要素が不明確という点である。 

（1）－2．本研究課題の核心をなす学術的「問い」 
 本研究の「問い」は、フォーマル部門とインフォーマル部門の協働が成立する条件は何か
である。本研究では、この学術的「問い」を、インフォーマル・リサイクルに関する基礎的
要素を解明しながら探求する。廃棄物管理におけるフォーマル部門とインフォーマル部門の
連携の議論は、行政（フォーマル部門）がウェイスト・ピッカー（インフォーマル部門）を
いかに組み込むかに重点が置かれ、両者が対立する要因となってきた。本研究では、両者を
いかに円滑に接合するかに重点を置き、統合ではなく協働に重点を置くことで、実務として、
フォーマル部門とインフォーマル部門の融和を図りつつ、上述の学術的「問い」を探求する。 

様式Ｓ－１３ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

く。 

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））    

イノベーションを振興するための特許制度が、実は妨げになっていることが指摘されている。

その原因の一つとして、本来権利化されるべきではない、質の低い技術が多数特許化される

ことがある。このような現状は長く指摘されながら、問題が起こるメカニズムの分析はこれ

まで十分に分析されていない。そこで本研究では、㋑特許審査を担う審査官のインセンティ

ブや審査環境等の制度設計の問題を中心に、㋺特許制度の利用者である企業側のインセンテ

ィブの問題の両方に焦点をあて、データを用いて実証的に分析を行う。前者では、審査官レ

ベルの詳細なデータを用いて、彼らの異動や任期、成果賃金の導入などのインセンティブ設

計や審査速度の問題、先行文献の利用情報の問題に焦点を当てる。後者については、誰がど

のような特許を出願するインセンティブがあるのか、そして解決手段としての特許料金との

関係性を分析する。本研究の最終的な目標は、特許の質の低下の問題を解決する糸口を探る

ことである。

 

（（本本文文））  

((11))本本研研究究のの学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」  

学学術術的的背背景景  

特許制度は社会全体のイノベーションのインセンティブを支える重要な施策の一つである。

しかしながら、特許制度を巡っては、イノベーションに悪影響を与えている可能性が2000年
代から指摘されている（ Shapiro 2001; Jaffe and Lerner 2004; Bessen and Meuer 2008; 
Schankerman and Schuett 2016）。その理由の一つに、製品に関連する特許が数千件に達する

といういわゆる「特許の藪」により、特許侵害リスクやライセンスロイヤリティ、知的財産

の管理コストが上昇するなどの問題がある。そして、本来ならば特許化されるべきではない

技術が特許化されているという、特許の質に対する懸念が問題を悪化させている（FTC 
2012; Jaffe and Lerner 2004; Farrel and Shapiro 2008）。公知の技術であっても、一度特許化さ

れてしまうとそれを排除するのに多大な時間と労力を要する。結果として、そのような特許

の多くは放置されたままとなっているのである。それが資力に乏しい中小企業やスタートア

ップ企業の参入を妨げていることも指摘されている（Hall et al. 2021; Bessen and Meuer 2008; 
Schankerman and Schuett 2016）。また、瑕疵のある特許は、権利行使時の原告側の敗訴確率

を上昇させることを通じて、特許制度そのものの信頼性を大きく低下させるおそれもある。

これは最終的に、特許取得のインセンティブを低下させ、イノベーションの促進という制度

の趣旨を根幹から揺るがす非常に大きな問題となる可能性がある。

 このように特許の質の低下は社会的には望ましくない一方で、個々の企業にとって、その

ような特許を権利取得するインセンティブが存在する。特許の藪が存在する場合には、自身

が訴えられた場合に、反訴できるように他社が侵害する可能性のある特許を保有することが

様式Ｓ－１３ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））  

 制度維持の研究では、制度の変化に直面すると、組織は既存の制度を維持すること(制度

維持事象)が明らかになっている。しかし、先行研究では制度維持事象に関する事例記述的

な研究が多く、なぜ制度維持事象が生じるのかに対する理論的な説明が十分になされていな

い。そこで、本研究では、「なぜ/どのように、変化に直面しながらも、制度維持事象が生
じるのか」を学術的問いとし、制度維持の回帰メカニズムの解明を研究目的として研究に着

手することにした。そして、2つの研究課題(「制度維持と正統化問題」、「制度維持とメカ
ニズム」)を設定し、コンテンツ産業(ゲームソフト、映画作品、演劇作品)を対象に、主にイ
ンタビュー調査、ディスコース分析、歴史的組織研究をベースとして調査・分析を進める。

本研究によって、制度維持の回帰メカニズムが理論的・実証的に解明されると、制度維持研

究と新制度派組織論への理論的貢献と実務的なインプリケーションが期待される。 

（（本本文文））  

(1) 本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」
新制度派組織論は、制度化を共通の研究関心としたうえで、3つの潮流に分かれて発展し

てきた(図１)。近年では、制度維持(Institutional Maintenance)が注目されている。制度

維持とは、「変化に直面しつ

つある組織フィールドにおい

て、いかにまたはなぜ組織は

既存の制度を維持させること

ができるのか (Lawrence and 

Suddaby,2006,p.220; Trank 

and Washington,2009,p.236)」

を明らかにする概念である。

本研究は、制度維持の研究に

位置づけられる。 

制度維持の研究では、異質性を背景とした社会の不安定性が前提である。社社会会のの不不安安定定性性

ととはは、、新新ししいい実実践践のの登登場場((社社会会的的圧圧力力))にによよりり、、制制度度化化さされれたた実実践践((制制度度))にに対対すするる組組織織間間のの共共

通通理理解解がが難難ししくくななるるこことと(Oliver,1992;Dacin,Goodstein and Scott,2002)を指す。そのため、

社社会会がが不不安安定定ににななるるとと、、一一時時的的にに新新ししいい制制度度へへ変変化化ししたたととししててもも、、再再びび既既存存のの制制度度へへとと戻戻るる

回回帰帰的的変変化化がが生生じじるる。例えば、ゲームソフトでは、妖怪ウォッチの流行により人気が落ちた

ポケットモンスターが、もう一度人気を取り戻す事象が生じている。制度維持の研究では、

制度の変化に直面すると、組織は既存の制度を維持すること(制度維持事象)が明らかにされ

てきた。ししかかしし、、先先行行研研究究でではは、、制制度度維維持持事事象象のの事事例例記記述述的的なな説説明明がが多多くく、、ななぜぜ制制度度維維持持事事

象象がが生生じじるるののかかにに対対すするる理理論論的的なな説説明明がが十十分分ににななさされれてていいなないい。。 

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））  

投資意思決定をする場合には経済性評価技法としてＮＰＶ法（正味現在価値法）を採用す

るべきであるとの通説が唱えられ始めてから半世紀以上経った。しかし、実務ではＮＰＶ法

以外の経済性評価技法（特に回収期間法）もよく利用されている。また、ＮＰＶ法の利用が

企業の業績を高めているという明らかな証拠は得られていない。そういった中で、なぜ企業

は多様な投資の経済性評価技法を利用しているのかを解明しようという研究がわが国で続け

られている。研究は蓄積されているものの説明力が高い理論は生まれていない。本研究の目

的は、経済性評価技法が投資意思決定に利用され、正味現在価値法が最善の方法である、と

の通説を一度棚上げして、投資の経済性評価技法が投資のマネジメントプロセスでどのよう

に利用され機能しているのかを実証的に明らかにすることである。特に（1）投資の業績管

理プロセスにおける経済性評価技法の利用実態（管理会計の視点）、（2）企業と資金調達

先（銀行や証券会社）との交渉プロセスにおける経済性評価技法の利用実態（財務会計の視

点）に焦点を絞る。 

  
（（本本文文））  

＜＜１１：：本本研研究究のの学学術術的的背背景景（（国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ））・・学学術術的的なな「「問問いい」」＞＞

＜＜投投資資のの経経済済性性評評価価技技法法にに関関すするる研研究究＞＞  

資本予算（投資の意思決定）に関する理論研究は、経営財務論の創始者の一人であるDean. J
のCapital Budgeting （Columbia University Press：1951）という実務家向けの本と理論経済学

者であるLutz, F. and Lutz, V. のThe Theory of Investment of the Firm（Greenwood Press：1951）
という純粋経済学の本から始まった（廣本敏郎『米国管理会計論発達史』森山書房：1993）。 

Bierman and Smidtは、Lutz, F. and Lutz, V. (1951) から始まるミクロ経済学における企業の主

体的均衡行動の仮定に関する一連の研究を援用して、「投資の経済的価値を評価する方法の

中で、『正味現在価値』法が最も優れている」（The Capital Budgeting Decision, Macmillan：
1960）と彼らの有名なテキストで主張した。それ以来、管理会計のテキストには、投資の経

済性評価技法はＮＰＶ法（正味現在価値法）を使うべきであると書かれるようになった。ま

た多くの経済性評価技法の研究は、ＮＰＶ法を使うことが企業業績をあげることにつながる

ことを前提にして進められてきた。しかしながら、多くのアンケート調査が示すようにＮＰ

Ｖ法はかなり普及したが、それ以外の評価方法（特に回収期間法）を世界中の多くの企業が

併用している。また、わが国ではそもそもＮＰＶ法を採用している企業の割合は低い。さら

に、ＮＰＶ法を利用している企業の業績が良いということは実証的に証明されていない。管

理会計の理論と実務との大きなギャップがここにある。 

＜＜投投資資のの経経済済性性評評価価技技法法のの多多様様性性をを説説明明ししよよううととすするる研研究究のの潮潮流流＞＞  

海外とくにアメリカとイギリスでは、ＮＰＶ法の利用が増えない一方で回収期間法や会計

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

ア
ピ
ー
ル
ポ
イ
ン
ト
①

1 行目の導入における長期的課題、先行研究の不足、本研究の目的と
独自性までの流れが、テンポよく示されている。本研究分野の 
ベテランであること、研究の実行可能性が示されている。

研究の到達地点、先行研究の不足、本研究のリサーチクエスチョン、
研究課題の設定、社会的インパクトまでの流れが、テンポよく簡潔に
述べられている。研究課題の設定が具体的であり、読者の関心を呼ぶ
構成になっている。

事例①-8

事例①-9
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基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））１１  

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「中区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１６頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、６頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的及び学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））    

本研究の目的は、外国人労働者の急増と適切な「移民」政策の不在状況を背景に、日本社

会において今後、排外主義などのナナシショョナナリリズズムムとと政政治治意意識識がが、、互互いいににどどののよよううにに影影響響ししなな

ががらら変変容容ししてていいくくののかか、、そそののメメカカニニズズムムをを解解明明することである。具体的には、本研究グルー

プが2009年以降4年毎に行う継続的全国調査「国際化と市民の政治参加に関する世論調査」

を2025年にも実施し、人々の抱くナショナリズムと政治意識の変化の実態を把握する。また、

5時点累積データを用いた時点間比較を行うことで、その変容メカニズムを明らかにする。

その上で近似した社会状況の韓国との国際比較調査を実施し、欧米のモデルと比較しつつ、

日韓に共通する地政学的対立関係の影響を組み込んだ「東アジアモデル」の提示を試みる。 

（（本本文文））  

(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」 

排排外外主主義義ななどどののナナシショョナナリリズズムムにに対対しし、、外外国国人人人人口口増増加加とといいうう社社会会情情勢勢のの変変化化やや近近隣隣諸諸国国

ととのの国国際際関関係係（（特特にに地地政政学学的的ココンンフフリリククトトののよよううなな対対立立関関係係））がが、、どどののよよううにに影影響響すするるののかか。。

以上が本課題の核心を成す「問い」である。以下、その社会的背景を説明する。 

少子高齢化に悩む先進諸国は、労働力確保や経済成長、社会保障の危機緩和など様々な恩

恵を移民から受けている。だが同時にBrexitやトランプ現象、欧州における移民排斥を掲げ

る極右政党の伸張など、排外主義的ナショナリズムが政治に強い影響を与える状況にもある。

そのような排外主義的ナショナリズムの政治的影響力、規定構造や社会レベルでの変動の

要因解明に関し、特に欧州では近年、European Social Survey（以下ESS）などの継続的な国

際比較調査を用いた量的研究の知見を基に、帰納的説明モデルが構築されるに至っている。

一例としてHeathら（2020）は排外主義の因果連関をモデル化しており、より具体的には、

経済的（雇用）・象徴的（宗教）脅威認知や社会的距離などを直接の要因とした上で、それ

らと相互に関連しあう集団間接触や相対的剥奪感などを含めたモデルを提示している。

西欧と比しても急激に進む少子高齢化を背景に、日本でも外国籍者人口が急増（30年でほ

ぼ3倍）し、現実的には遅れてきた「移民国家」となっている。ただ、少子高齢社会への対

応としての労働力確保や社会保障の破綻回避のためには、適切な移民受入政策が必要である。

しかし日本では1990年以降の度重なる入管法改正にも関わらず、その不在状況が続いている。

この問題を考えるには、日本でもナショナリズムと政党支持などの政治意識の関連性の検

討が必要である。実際、自民党のコアな支持層のもつ強い反移民意識が「移民」政策の不在

に影響しているともいわれる。しかしその反移民意識に関する日本の研究では、欧米で重視

される経済や文化への脅威認知とは異なり、近隣諸国との政治的対立の認知がその源泉され

る（樋口2014）。具体的には、地政学的対立に伴い韓国を「敵国」と見なす認知が在日コリ

アンへの排外意識を生み出し、また反中・反韓という形態の排外主義が自民党支持者で強ま

様式Ｓ－１２ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））１１  

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「中区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１６頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、６頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的及び学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））    

本研究の目的は、外国人労働者の急増と適切な「移民」政策の不在状況を背景に、日本社

会において今後、排外主義などのナナシショョナナリリズズムムとと政政治治意意識識がが、、互互いいににどどののよよううにに影影響響ししなな

ががらら変変容容ししてていいくくののかか、、そそののメメカカニニズズムムをを解解明明することである。具体的には、本研究グルー

プが2009年以降4年毎に行う継続的全国調査「国際化と市民の政治参加に関する世論調査」

を2025年にも実施し、人々の抱くナショナリズムと政治意識の変化の実態を把握する。また、

5時点累積データを用いた時点間比較を行うことで、その変容メカニズムを明らかにする。

その上で近似した社会状況の韓国との国際比較調査を実施し、欧米のモデルと比較しつつ、

日韓に共通する地政学的対立関係の影響を組み込んだ「東アジアモデル」の提示を試みる。 

（（本本文文））  

(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」 

排排外外主主義義ななどどののナナシショョナナリリズズムムにに対対しし、、外外国国人人人人口口増増加加とといいうう社社会会情情勢勢のの変変化化やや近近隣隣諸諸国国

ととのの国国際際関関係係（（特特にに地地政政学学的的ココンンフフリリククトトののよよううなな対対立立関関係係））がが、、どどののよよううにに影影響響すするるののかか。。

以上が本課題の核心を成す「問い」である。以下、その社会的背景を説明する。 

少子高齢化に悩む先進諸国は、労働力確保や経済成長、社会保障の危機緩和など様々な恩

恵を移民から受けている。だが同時にBrexitやトランプ現象、欧州における移民排斥を掲げ

る極右政党の伸張など、排外主義的ナショナリズムが政治に強い影響を与える状況にもある。

そのような排外主義的ナショナリズムの政治的影響力、規定構造や社会レベルでの変動の

要因解明に関し、特に欧州では近年、European Social Survey（以下ESS）などの継続的な国

際比較調査を用いた量的研究の知見を基に、帰納的説明モデルが構築されるに至っている。

一例としてHeathら（2020）は排外主義の因果連関をモデル化しており、より具体的には、

経済的（雇用）・象徴的（宗教）脅威認知や社会的距離などを直接の要因とした上で、それ

らと相互に関連しあう集団間接触や相対的剥奪感などを含めたモデルを提示している。

西欧と比しても急激に進む少子高齢化を背景に、日本でも外国籍者人口が急増（30年でほ

ぼ3倍）し、現実的には遅れてきた「移民国家」となっている。ただ、少子高齢社会への対

応としての労働力確保や社会保障の破綻回避のためには、適切な移民受入政策が必要である。

しかし日本では1990年以降の度重なる入管法改正にも関わらず、その不在状況が続いている。

この問題を考えるには、日本でもナショナリズムと政党支持などの政治意識の関連性の検

討が必要である。実際、自民党のコアな支持層のもつ強い反移民意識が「移民」政策の不在

に影響しているともいわれる。しかしその反移民意識に関する日本の研究では、欧米で重視

される経済や文化への脅威認知とは異なり、近隣諸国との政治的対立の認知がその源泉され

る（樋口2014）。具体的には、地政学的対立に伴い韓国を「敵国」と見なす認知が在日コリ

アンへの排外意識を生み出し、また反中・反韓という形態の排外主義が自民党支持者で強ま

様式Ｓ－１２ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１

１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど

本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、 本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、

本研究の目的および学術的独自性と創造性、 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、 本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。

（（概概要要））

現在，集積回路設計・製造は低コスト化やグローバル化のため積極的に外注が利用され，

悪意ある設計・製造者により悪意ある回路を故意に挿入する「「ハハーードドウウェェアアトトロロイイ」」が現実

的な脅威として指摘されている．特に集積回路設計工程で挿入されたハードウェアトロイは，

軽微な設計データ改変で重大な事象を引き起こし得る．しかもハードウェアトロイは対策技

術が開発されると，それを回避するハードウェアトロイが開発される「「いいたたちちごごっっここ」」が続

いている．本研究では，研究代表者らが総務省SCOPEや基盤研究B等によって進めたハード

ウェアトロイ検知技術のもと，これを格段に進展させ，集積回路設計データのハードウェア

トロイを積極的に学習することで，既知・未知のハードウェアトロイを検知する技術を確立

する．しかも機械学習モデルそのものを「騙す」攻撃を解明し理理論論的的にに「「騙騙さされれににくくいい」」ハハ

ーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知技技術術を構築する．セキュア集積回路チップの実現に大きく寄与する．

（（本本文文））

(1) 本本研研究究のの学学術術的的背背景景，，研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」

組込み機器やIoT（Internet-of-Things）機器の心臓部は集積回路によって構成されるが，

現在の集積回路の開発プロセスは設計・製造のコスト削減やグローバル化により，海外企業

への発注や，第3者によるIPコア（Intellectual Property，既設計回路）が多用されている．

海外企業への発注や購入したIPコアの信頼性は，海外企業等の性善説に基づく一方，集積回

路のサプライチェーンは危険にさらされており，悪意ある設計者・製造者により，悪意ある

回路の挿入が容易に実現され得る．悪意ある回路部品は「「ハハーードドウウェェアアトトロロイイ」」と呼ばれ，

海外を中心にその危険性が大きく指摘されている．特に次世代通信，医療，宇宙航空などの

分野で使用される機器にハードウェアトロイが含まれれば，潜在的に大きな危機を招く．

集積回路に組み込まれたハードウェアトロイに関して，米国では国防総省高等研究所を中

心に「集積回路の信頼性確保プログラム」を開始している[1]．実際，組込み機器・IoT機器

中のハードウェアトロイの実例として，[2]では特定メーカのPCに遠隔から侵入できるバッ

クドア回路が含まれると言われ，国家機関で当該メーカ製PCの使用が禁止された．[3]では

ロシアで販売されたアイロンに不正チップが発見された．対象アイロンはWiFi経由でウィル

スを仕掛ける回路が含まれていたと言う．2018年10月には特定の国で製造されたチップに

ハードウェアトロイの挿入が疑われた [4]．これらの例は集積回路に挿入されたハードウェ

アトロイが現実の脅威として存在することを強く示唆する．

[1] https://www.darpa.mil/program/trusted-integrated-circuits
[2] https://www.telegraph.co.uk/technology/news/10208578/Spy-agencies-ban-Lenovo-from-secret-

networks.html
[3] https://www.bbc.co.uk/news/blogs-news-from-elsewhere-24707337
[4] https://www.bloomberg.com/news/features/2018-10-04/the-big-hack-how-china-used-a-tiny-chip-

to-infiltrate-america-s-top-companies

様式Ｓ－１３ 研究計画調書（添付ファイル項目）

ア
ピ
ー
ル
ポ
イ
ン
ト
①

研究計画調書上の項目
【1　研究目的、研究方法など】
概要／（1）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」

基盤（A）に相応しいスケールである。これまでの研究について触れ、
研究実績と本研究への自信がアピールできている。「モデルの構築を
試みる」ことを宣言することで、アウトプット、社会的インパクトに
ついても触れている。
概要の抽象度はやや高いが、直後の本文冒頭で学術的問いを明確に 
示し、そのあと詳細を述べることで、ポイントがつかみやすく、 
説得力を増している。

事例①-10
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基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））１１  

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「中区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１６頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、６頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的及び学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））    

本研究の目的は、外国人労働者の急増と適切な「移民」政策の不在状況を背景に、日本社

会において今後、排外主義などのナナシショョナナリリズズムムとと政政治治意意識識がが、、互互いいににどどののよよううにに影影響響ししなな

ががらら変変容容ししてていいくくののかか、、そそののメメカカニニズズムムをを解解明明することである。具体的には、本研究グルー

プが2009年以降4年毎に行う継続的全国調査「国際化と市民の政治参加に関する世論調査」

を2025年にも実施し、人々の抱くナショナリズムと政治意識の変化の実態を把握する。また、

5時点累積データを用いた時点間比較を行うことで、その変容メカニズムを明らかにする。

その上で近似した社会状況の韓国との国際比較調査を実施し、欧米のモデルと比較しつつ、

日韓に共通する地政学的対立関係の影響を組み込んだ「東アジアモデル」の提示を試みる。 

（（本本文文））  

(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」 

排排外外主主義義ななどどののナナシショョナナリリズズムムにに対対しし、、外外国国人人人人口口増増加加とといいうう社社会会情情勢勢のの変変化化やや近近隣隣諸諸国国

ととのの国国際際関関係係（（特特にに地地政政学学的的ココンンフフリリククトトののよよううなな対対立立関関係係））がが、、どどののよよううにに影影響響すするるののかか。。

以上が本課題の核心を成す「問い」である。以下、その社会的背景を説明する。 

少子高齢化に悩む先進諸国は、労働力確保や経済成長、社会保障の危機緩和など様々な恩

恵を移民から受けている。だが同時にBrexitやトランプ現象、欧州における移民排斥を掲げ

る極右政党の伸張など、排外主義的ナショナリズムが政治に強い影響を与える状況にもある。

そのような排外主義的ナショナリズムの政治的影響力、規定構造や社会レベルでの変動の

要因解明に関し、特に欧州では近年、European Social Survey（以下ESS）などの継続的な国

際比較調査を用いた量的研究の知見を基に、帰納的説明モデルが構築されるに至っている。

一例としてHeathら（2020）は排外主義の因果連関をモデル化しており、より具体的には、

経済的（雇用）・象徴的（宗教）脅威認知や社会的距離などを直接の要因とした上で、それ

らと相互に関連しあう集団間接触や相対的剥奪感などを含めたモデルを提示している。

西欧と比しても急激に進む少子高齢化を背景に、日本でも外国籍者人口が急増（30年でほ

ぼ3倍）し、現実的には遅れてきた「移民国家」となっている。ただ、少子高齢社会への対

応としての労働力確保や社会保障の破綻回避のためには、適切な移民受入政策が必要である。

しかし日本では1990年以降の度重なる入管法改正にも関わらず、その不在状況が続いている。

この問題を考えるには、日本でもナショナリズムと政党支持などの政治意識の関連性の検

討が必要である。実際、自民党のコアな支持層のもつ強い反移民意識が「移民」政策の不在

に影響しているともいわれる。しかしその反移民意識に関する日本の研究では、欧米で重視

される経済や文化への脅威認知とは異なり、近隣諸国との政治的対立の認知がその源泉され

る（樋口2014）。具体的には、地政学的対立に伴い韓国を「敵国」と見なす認知が在日コリ

アンへの排外意識を生み出し、また反中・反韓という形態の排外主義が自民党支持者で強ま

様式Ｓ－１２ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））１１  

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「中区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１６頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、６頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的及び学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））    

本研究の目的は、外国人労働者の急増と適切な「移民」政策の不在状況を背景に、日本社

会において今後、排外主義などのナナシショョナナリリズズムムとと政政治治意意識識がが、、互互いいににどどののよよううにに影影響響ししなな

ががらら変変容容ししてていいくくののかか、、そそののメメカカニニズズムムをを解解明明することである。具体的には、本研究グルー

プが2009年以降4年毎に行う継続的全国調査「国際化と市民の政治参加に関する世論調査」

を2025年にも実施し、人々の抱くナショナリズムと政治意識の変化の実態を把握する。また、

5時点累積データを用いた時点間比較を行うことで、その変容メカニズムを明らかにする。

その上で近似した社会状況の韓国との国際比較調査を実施し、欧米のモデルと比較しつつ、

日韓に共通する地政学的対立関係の影響を組み込んだ「東アジアモデル」の提示を試みる。 

（（本本文文））  

(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」 

排排外外主主義義ななどどののナナシショョナナリリズズムムにに対対しし、、外外国国人人人人口口増増加加とといいうう社社会会情情勢勢のの変変化化やや近近隣隣諸諸国国

ととのの国国際際関関係係（（特特にに地地政政学学的的ココンンフフリリククトトののよよううなな対対立立関関係係））がが、、どどののよよううにに影影響響すするるののかか。。

以上が本課題の核心を成す「問い」である。以下、その社会的背景を説明する。 

少子高齢化に悩む先進諸国は、労働力確保や経済成長、社会保障の危機緩和など様々な恩

恵を移民から受けている。だが同時にBrexitやトランプ現象、欧州における移民排斥を掲げ

る極右政党の伸張など、排外主義的ナショナリズムが政治に強い影響を与える状況にもある。

そのような排外主義的ナショナリズムの政治的影響力、規定構造や社会レベルでの変動の

要因解明に関し、特に欧州では近年、European Social Survey（以下ESS）などの継続的な国

際比較調査を用いた量的研究の知見を基に、帰納的説明モデルが構築されるに至っている。

一例としてHeathら（2020）は排外主義の因果連関をモデル化しており、より具体的には、

経済的（雇用）・象徴的（宗教）脅威認知や社会的距離などを直接の要因とした上で、それ

らと相互に関連しあう集団間接触や相対的剥奪感などを含めたモデルを提示している。

西欧と比しても急激に進む少子高齢化を背景に、日本でも外国籍者人口が急増（30年でほ

ぼ3倍）し、現実的には遅れてきた「移民国家」となっている。ただ、少子高齢社会への対

応としての労働力確保や社会保障の破綻回避のためには、適切な移民受入政策が必要である。

しかし日本では1990年以降の度重なる入管法改正にも関わらず、その不在状況が続いている。

この問題を考えるには、日本でもナショナリズムと政党支持などの政治意識の関連性の検

討が必要である。実際、自民党のコアな支持層のもつ強い反移民意識が「移民」政策の不在

に影響しているともいわれる。しかしその反移民意識に関する日本の研究では、欧米で重視

される経済や文化への脅威認知とは異なり、近隣諸国との政治的対立の認知がその源泉され

る（樋口2014）。具体的には、地政学的対立に伴い韓国を「敵国」と見なす認知が在日コリ

アンへの排外意識を生み出し、また反中・反韓という形態の排外主義が自民党支持者で強ま

様式Ｓ－１２ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１

１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど

本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、 本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、

本研究の目的および学術的独自性と創造性、 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、 本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。

（（概概要要））

現在，集積回路設計・製造は低コスト化やグローバル化のため積極的に外注が利用され，

悪意ある設計・製造者により悪意ある回路を故意に挿入する「「ハハーードドウウェェアアトトロロイイ」」が現実

的な脅威として指摘されている．特に集積回路設計工程で挿入されたハードウェアトロイは，

軽微な設計データ改変で重大な事象を引き起こし得る．しかもハードウェアトロイは対策技

術が開発されると，それを回避するハードウェアトロイが開発される「「いいたたちちごごっっここ」」が続

いている．本研究では，研究代表者らが総務省SCOPEや基盤研究B等によって進めたハード

ウェアトロイ検知技術のもと，これを格段に進展させ，集積回路設計データのハードウェア

トロイを積極的に学習することで，既知・未知のハードウェアトロイを検知する技術を確立

する．しかも機械学習モデルそのものを「騙す」攻撃を解明し理理論論的的にに「「騙騙さされれににくくいい」」ハハ

ーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知技技術術を構築する．セキュア集積回路チップの実現に大きく寄与する．

（（本本文文））

(1) 本本研研究究のの学学術術的的背背景景，，研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」

組込み機器やIoT（Internet-of-Things）機器の心臓部は集積回路によって構成されるが，

現在の集積回路の開発プロセスは設計・製造のコスト削減やグローバル化により，海外企業

への発注や，第3者によるIPコア（Intellectual Property，既設計回路）が多用されている．

海外企業への発注や購入したIPコアの信頼性は，海外企業等の性善説に基づく一方，集積回

路のサプライチェーンは危険にさらされており，悪意ある設計者・製造者により，悪意ある

回路の挿入が容易に実現され得る．悪意ある回路部品は「「ハハーードドウウェェアアトトロロイイ」」と呼ばれ，

海外を中心にその危険性が大きく指摘されている．特に次世代通信，医療，宇宙航空などの

分野で使用される機器にハードウェアトロイが含まれれば，潜在的に大きな危機を招く．

集積回路に組み込まれたハードウェアトロイに関して，米国では国防総省高等研究所を中

心に「集積回路の信頼性確保プログラム」を開始している[1]．実際，組込み機器・IoT機器

中のハードウェアトロイの実例として，[2]では特定メーカのPCに遠隔から侵入できるバッ

クドア回路が含まれると言われ，国家機関で当該メーカ製PCの使用が禁止された．[3]では

ロシアで販売されたアイロンに不正チップが発見された．対象アイロンはWiFi経由でウィル

スを仕掛ける回路が含まれていたと言う．2018年10月には特定の国で製造されたチップに

ハードウェアトロイの挿入が疑われた [4]．これらの例は集積回路に挿入されたハードウェ

アトロイが現実の脅威として存在することを強く示唆する．

[1] https://www.darpa.mil/program/trusted-integrated-circuits
[2] https://www.telegraph.co.uk/technology/news/10208578/Spy-agencies-ban-Lenovo-from-secret-

networks.html
[3] https://www.bbc.co.uk/news/blogs-news-from-elsewhere-24707337
[4] https://www.bloomberg.com/news/features/2018-10-04/the-big-hack-how-china-used-a-tiny-chip-

to-infiltrate-america-s-top-companies

様式Ｓ－１３ 研究計画調書（添付ファイル項目）
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太字部分をつなげるだけで、申請者がやりたいことが大まかにイメージ
できる。また、本研究でどこまで明らかにするのか、研究方法も 
含めて簡潔に示されており、妥当性があることを想起させる。
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②学術的背景をわかりやすく伝える

【1　研究目的、研究方法など】
（1）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」
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基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１

１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど

本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、 本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、

本研究の目的および学術的独自性と創造性、 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、 本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。

（（概概要要））

心臓と腎臓における機能障害が相互に進行していく病態である「心腎連関」は健康寿命を

延伸する上で解決されるべき重要な課題である．これに対し，近年の疫学的エビデンスでは，

生活環境や職場環境に遍在している長時間の「座位行動」が心血管疾患および慢性腎臓病の

重症化にそれぞれ独立して関与することが明らかにされている．しかしながら，座位行動が

心腎連関の進行過程を加速させるか否かは不明である．加えて，実験室レベルにおける座位

行動の介入研究が不足しており，長時間の座位行動を実際に中断した際に心血管系や腎臓で

どのような変化が生じるのかについては不明な点が多く残っている．そこで本研究では，

最先端の超音波画像診断技術を用いて座位行動の中断が心血管系および腎臓に及ぼす急性的・
慢性的な影響について詳細に検討を行う．その上で，座位行動を中断する際の具体的な方法

どのタイミングに・どういうパターンで座位行動を中断するべきなのか についても検討し，

心腎連関を断ち切るための新しい座位中断介入プログラムの開発を目指す．

（（本本文文））

（1）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的 「問い」

慢性腎臓病は腎障害や腎機能低下が持続する非感染性疾患であり，本邦の成人約8人に1人
約1,330万人 が罹患している国民病である．さらに，慢性腎臓病は加齢に伴い生じる腎臓

の変化 老化腎 を基盤病態として発症するため，超高齢社会が到来しているわが国では慢性

腎臓病の有病率が著しく増加している．慢性腎臓病は顕著な自覚症状が乏しいにも関わらず，

重症化すると末期腎不全に至り高額な医療費を要する血液透析療法や腎移植術が必要となる．

腎移植例が少ない本邦では血液透析療法への依存が突出しており，この現状は医療経済的に

極めて深刻な問題となっている．一方で，軽度な腎障害や腎機能低下でも心血管疾患の発症

リスクが著しく上昇することが明らかにされており Go et al., N Engl J Med. 2004 ，この現象は

心臓と腎臓において機能障害が相互に進行していく「心腎連関」として広く認知されている．

加えて，腎障害や腎機能低下が進行して最終的に末期腎不全に至る場合よりも，その過程に

おいて心血管疾患を発症して死に至る場合の方が多いことも明らかにされている．これらの

ことから，如何にして心腎連関を断ち切るかが健康寿命を延伸する上で重要な課題となっている．

近年，慢性腎臓病や心血管疾患の発症・進行に独立して関与する新しい危険因子として

「座位行動」が大きな注目を集めている．座位行動とは“座位，半臥位および臥位における

エネルギー消費量が1.5メッツ以下のすべての覚醒行動”と定義され，これは中高強度身体

活動が不足した状態を指す身体不活動とは全く異なる概念である．座位行動が出現する主な

場面としては，テレビ視聴，読書，自動車運転，パソコン利用，会議などが挙げられ，現代

の生活環境や職場環境に遍在している．高所得国における成人の総座位時間は1日8～10時間

程度であると推定されているが，昨今の新型コロナウイルス感染症拡大に伴うロックダウン

や外出制限などにより，世界中の人々の座位行動がさらに増加している可能性が考えられる

Dunstan, et al., Nat Rev Cardiol. 2021 ．こうした現状に対して，我々は，日常生活の中における

座位時間を加速度計で客観的に評価し，座位行動が腎臓や心血管系に及ぼす影響について

様式Ｓ－１３ 研究計画調書（添付ファイル項目）

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））２２

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

様々な検討を重ねてきた．その結果，日常の座位時間が長い中高齢者は腎機能 推算糸球体

濾過量 が低値を示すことや Kosaki and Maeda et al., BMC Nephrol. 2020 ，心血管機能 圧受容器

反射感受性 が低いこと Mori and Maeda et al., under review などが明らかになっている．加えて，

腎臓の機能単位であるネフロンの数を理論的に推定する式を用いて※1，加齢やCKDに伴って

生じるネフロン数の減少と座位時間の関連性を横断的に検討した結果，いずれの対象集団に

おいても，日常の総座位時間が長い者では推定ネフロン数が少ないことが示された 図1 ．

さらに，この関連性は様々な交絡因子 年齢 性別 肥満の有無 服薬の有無 加速度計の

装着時間など の影響を統計学的に考慮した後も有意であった．こうした観察研究の知見は，

長時間の座位行動により心腎連関の進行過程が加速する可能性を示している．しかしながら，

心腎連関の進行過程において長時間の座位行動がどのような影響をもたらすかは全く不明である．

最近では，総座位時間に着目した研究のみならず，特定の座位行動パターン 座位行動を

中断した頻度 ブレイク や連続した座位行動の回数 バウト など に着目した研究報告が

増えてきている．我々の予備的な検討においても，30分以上連続した座位行動の出現回数が

腎機能の低下に伴い増加することが示されている unpublished data ．加えて，近年の身体活動

ガイドラインでは，身体活動を増加させる重要性だけでなく，連続した座位行動を中断する

ことの重要性も強く主張されている Powell et al., J Phys Act Health, 2018 ．これらのことから，

連続した座位行動を中断することは心腎連関を断ち切る上でも重要な役割を果たす可能性が

高いと考えられる．しかし，連続した座位行動を実際に中断した場合に腎臓や心血管系において
どのような変化が生じるのかについてはエビデンスが十分に蓄積されていない． 加えて，これまでの

研究では“どのタイミングに・どういうパターンで”座位行動を中断するべきかについて

十分な検討が実施されていない．したがって，心腎連関を断ち切る座位行動の具体的な中断

方法を提案するためには，実験室レベルにおける座位行動の介入研究，すなわち，連続した

座位行動を継続する条件に対し，ある一定時間 例えば30分毎 に座位行動を中断する条件を

施行した場合に，腎臓や心血管系がどのような変化を示すかを検討する必要がある 図2 ．

◆ 本研究の核心をなす学術的 「問い」 ➡ 座位行動を中断すると心腎連関を断ち切れるのか？
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事例②-1

先 行 研 究 を レ ビ ュ ー し た う え で、「何 が わ か っ て い な い の か、 
何が解くべき課題なのか」を太字・下線で明確に示しているので、 
学術的背景がわかりやすい。
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基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））１１

１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど

本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。

本研究の目的と方法などについて、５頁以内で記述すること。

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、 本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、

本研究の目的および学術的独自性と創造性、 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、 本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。

（（概概要要））

心臓と腎臓における機能障害が相互に進行していく病態である「心腎連関」は健康寿命を

延伸する上で解決されるべき重要な課題である．これに対し，近年の疫学的エビデンスでは，

生活環境や職場環境に遍在している長時間の「座位行動」が心血管疾患および慢性腎臓病の

重症化にそれぞれ独立して関与することが明らかにされている．しかしながら，座位行動が

心腎連関の進行過程を加速させるか否かは不明である．加えて，実験室レベルにおける座位

行動の介入研究が不足しており，長時間の座位行動を実際に中断した際に心血管系や腎臓で

どのような変化が生じるのかについては不明な点が多く残っている．そこで本研究では，

最先端の超音波画像診断技術を用いて座位行動の中断が心血管系および腎臓に及ぼす急性的・
慢性的な影響について詳細に検討を行う．その上で，座位行動を中断する際の具体的な方法

どのタイミングに・どういうパターンで座位行動を中断するべきなのか についても検討し，

心腎連関を断ち切るための新しい座位中断介入プログラムの開発を目指す．

（（本本文文））

（1）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的 「問い」

慢性腎臓病は腎障害や腎機能低下が持続する非感染性疾患であり，本邦の成人約8人に1人
約1,330万人 が罹患している国民病である．さらに，慢性腎臓病は加齢に伴い生じる腎臓

の変化 老化腎 を基盤病態として発症するため，超高齢社会が到来しているわが国では慢性

腎臓病の有病率が著しく増加している．慢性腎臓病は顕著な自覚症状が乏しいにも関わらず，

重症化すると末期腎不全に至り高額な医療費を要する血液透析療法や腎移植術が必要となる．

腎移植例が少ない本邦では血液透析療法への依存が突出しており，この現状は医療経済的に

極めて深刻な問題となっている．一方で，軽度な腎障害や腎機能低下でも心血管疾患の発症

リスクが著しく上昇することが明らかにされており Go et al., N Engl J Med. 2004 ，この現象は

心臓と腎臓において機能障害が相互に進行していく「心腎連関」として広く認知されている．

加えて，腎障害や腎機能低下が進行して最終的に末期腎不全に至る場合よりも，その過程に

おいて心血管疾患を発症して死に至る場合の方が多いことも明らかにされている．これらの

ことから，如何にして心腎連関を断ち切るかが健康寿命を延伸する上で重要な課題となっている．

近年，慢性腎臓病や心血管疾患の発症・進行に独立して関与する新しい危険因子として

「座位行動」が大きな注目を集めている．座位行動とは“座位，半臥位および臥位における

エネルギー消費量が1.5メッツ以下のすべての覚醒行動”と定義され，これは中高強度身体

活動が不足した状態を指す身体不活動とは全く異なる概念である．座位行動が出現する主な

場面としては，テレビ視聴，読書，自動車運転，パソコン利用，会議などが挙げられ，現代

の生活環境や職場環境に遍在している．高所得国における成人の総座位時間は1日8～10時間

程度であると推定されているが，昨今の新型コロナウイルス感染症拡大に伴うロックダウン

や外出制限などにより，世界中の人々の座位行動がさらに増加している可能性が考えられる

Dunstan, et al., Nat Rev Cardiol. 2021 ．こうした現状に対して，我々は，日常生活の中における

座位時間を加速度計で客観的に評価し，座位行動が腎臓や心血管系に及ぼす影響について

様式Ｓ－１３ 研究計画調書（添付ファイル項目）

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））２２

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

様々な検討を重ねてきた．その結果，日常の座位時間が長い中高齢者は腎機能 推算糸球体

濾過量 が低値を示すことや Kosaki and Maeda et al., BMC Nephrol. 2020 ，心血管機能 圧受容器

反射感受性 が低いこと Mori and Maeda et al., under review などが明らかになっている．加えて，

腎臓の機能単位であるネフロンの数を理論的に推定する式を用いて※1，加齢やCKDに伴って

生じるネフロン数の減少と座位時間の関連性を横断的に検討した結果，いずれの対象集団に

おいても，日常の総座位時間が長い者では推定ネフロン数が少ないことが示された 図1 ．

さらに，この関連性は様々な交絡因子 年齢 性別 肥満の有無 服薬の有無 加速度計の

装着時間など の影響を統計学的に考慮した後も有意であった．こうした観察研究の知見は，

長時間の座位行動により心腎連関の進行過程が加速する可能性を示している．しかしながら，

心腎連関の進行過程において長時間の座位行動がどのような影響をもたらすかは全く不明である．

最近では，総座位時間に着目した研究のみならず，特定の座位行動パターン 座位行動を

中断した頻度 ブレイク や連続した座位行動の回数 バウト など に着目した研究報告が

増えてきている．我々の予備的な検討においても，30分以上連続した座位行動の出現回数が

腎機能の低下に伴い増加することが示されている unpublished data ．加えて，近年の身体活動

ガイドラインでは，身体活動を増加させる重要性だけでなく，連続した座位行動を中断する

ことの重要性も強く主張されている Powell et al., J Phys Act Health, 2018 ．これらのことから，

連続した座位行動を中断することは心腎連関を断ち切る上でも重要な役割を果たす可能性が

高いと考えられる．しかし，連続した座位行動を実際に中断した場合に腎臓や心血管系において
どのような変化が生じるのかについてはエビデンスが十分に蓄積されていない． 加えて，これまでの

研究では“どのタイミングに・どういうパターンで”座位行動を中断するべきかについて

十分な検討が実施されていない．したがって，心腎連関を断ち切る座位行動の具体的な中断

方法を提案するためには，実験室レベルにおける座位行動の介入研究，すなわち，連続した

座位行動を継続する条件に対し，ある一定時間 例えば30分毎 に座位行動を中断する条件を

施行した場合に，腎臓や心血管系がどのような変化を示すかを検討する必要がある 図2 ．

◆ 本研究の核心をなす学術的 「問い」 ➡ 座位行動を中断すると心腎連関を断ち切れるのか？
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若若手手研研究究１１ 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

《《概概要要》》  

本研究では、既存の近代俳句研究で軽視されてきた明治期の地方俳誌を多角的に考究する。

まず、各誌の俳句欄を新聞『日本』や俳誌『ホトトギス』の掲載句と比較し、句風における

「地方」と「中央」の関係性を批判的に問い直す。また、雑報欄などの諸記事を対象に、各

誌の編集方針やその特色を分析する。さらに、日記記事を含む散文にも目を向け、正岡子規

や高浜虚子らが推進した写生文運動の伝播状況を、実例を踏まえながら検証する。一連の調

査・分析を通じ、従来看過されてきた地方俳人たちの活動に光を当て、中央俳壇を中心に語

られてきた従来的な近代俳句史叙述の見直しを図る。

併せて、各地方俳誌を所蔵する図書館・文学館の情報を整理するともに、一部の俳誌につ

いては総目次を作成する。さらに、調査過程で収集した各誌の句を適宜電子データとして入

力し、将来的な近代俳句データベースの構築に向けた基礎作業を進める。

《《本本文文》》  
((11))    学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」  

既存の近代俳句研究は、正岡子規や高浜虚子、河東碧梧桐ら一部の著名俳人の句風や動向

を主たる考察対象としてきた。特に、新聞『日本』や俳誌『ホトトギス』といった「中央俳

壇」の研究が主流と言える。しかし、先行論の多くは一部の資料（子規「俳諧大要」や虚子

『俳句入門』、碧梧桐『新傾向句の研究』など）のみに立脚しており、新見の提示に足る十分な

資料調査が行われていない。また、地域研究の一環として俳誌に言及する際には入念な基礎

調査が行われているものの、同時代俳壇の状況を巨視的に捉える視点には乏しい。

日本派（子規らを中心とする新派俳句の派閥）の地方俳誌は明治32年頃から林立し始める。
子規の俳句革新が全国各地に浸透していった背景には、そうした地方拠点の存在があった。

しかし、子規没後の明治37年頃からは各誌の中心俳人（大阪の松瀬青々や秋田の石井露月など）
が影響力を強め、俳誌を中心とした独自の文化圏を形成するに至る。さらに、明治40年代に
興隆する碧梧桐らの新傾向俳句は、各地の俳誌に拠る若手俳人たちに支持されたことで、明

治俳壇の一時代を画する大規模な運動として展開していく。

こうした明治期の地方俳誌では中央の著名俳人が選者を務めることも多く、選句を通じて

各地の句風に影響を及ぼしていたと考えられる。また、『日本』や『ホトトギス』には全国

の句会から多くの句が寄せられており、上京した地方俳人が『ホトトギス』の編集を助ける

こともあった。このことから、当時の俳句を取り巻く状況を正確に描出するためには、一部

の主要媒体だけでなく、広く地方俳壇を含めた検証が不可欠だと考えられる。加えて、多く

の日本派俳誌は『ホトトギス』に範を取っているため、日記記事等の写生文も多数掲載され

ている。従来看過されてきたそれらの散文も、子規や虚子が推進した写生文運動の伝播状況

を把握するための重要な基礎資料と位置づけられる。

既存の近代俳句研究では十分な資料調査が進んでおらず、こうした俳壇の実態を検証でき

様式Ｓ－２１ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

若若手手研研究究１１ 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

《《概概要要》》  

本研究では、既存の近代俳句研究で軽視されてきた明治期の地方俳誌を多角的に考究する。

まず、各誌の俳句欄を新聞『日本』や俳誌『ホトトギス』の掲載句と比較し、句風における

「地方」と「中央」の関係性を批判的に問い直す。また、雑報欄などの諸記事を対象に、各

誌の編集方針やその特色を分析する。さらに、日記記事を含む散文にも目を向け、正岡子規

や高浜虚子らが推進した写生文運動の伝播状況を、実例を踏まえながら検証する。一連の調

査・分析を通じ、従来看過されてきた地方俳人たちの活動に光を当て、中央俳壇を中心に語

られてきた従来的な近代俳句史叙述の見直しを図る。

併せて、各地方俳誌を所蔵する図書館・文学館の情報を整理するともに、一部の俳誌につ

いては総目次を作成する。さらに、調査過程で収集した各誌の句を適宜電子データとして入

力し、将来的な近代俳句データベースの構築に向けた基礎作業を進める。

《《本本文文》》  
((11))    学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」  

既存の近代俳句研究は、正岡子規や高浜虚子、河東碧梧桐ら一部の著名俳人の句風や動向

を主たる考察対象としてきた。特に、新聞『日本』や俳誌『ホトトギス』といった「中央俳

壇」の研究が主流と言える。しかし、先行論の多くは一部の資料（子規「俳諧大要」や虚子

『俳句入門』、碧梧桐『新傾向句の研究』など）のみに立脚しており、新見の提示に足る十分な

資料調査が行われていない。また、地域研究の一環として俳誌に言及する際には入念な基礎

調査が行われているものの、同時代俳壇の状況を巨視的に捉える視点には乏しい。

日本派（子規らを中心とする新派俳句の派閥）の地方俳誌は明治32年頃から林立し始める。
子規の俳句革新が全国各地に浸透していった背景には、そうした地方拠点の存在があった。

しかし、子規没後の明治37年頃からは各誌の中心俳人（大阪の松瀬青々や秋田の石井露月など）
が影響力を強め、俳誌を中心とした独自の文化圏を形成するに至る。さらに、明治40年代に
興隆する碧梧桐らの新傾向俳句は、各地の俳誌に拠る若手俳人たちに支持されたことで、明

治俳壇の一時代を画する大規模な運動として展開していく。

こうした明治期の地方俳誌では中央の著名俳人が選者を務めることも多く、選句を通じて

各地の句風に影響を及ぼしていたと考えられる。また、『日本』や『ホトトギス』には全国

の句会から多くの句が寄せられており、上京した地方俳人が『ホトトギス』の編集を助ける

こともあった。このことから、当時の俳句を取り巻く状況を正確に描出するためには、一部

の主要媒体だけでなく、広く地方俳壇を含めた検証が不可欠だと考えられる。加えて、多く

の日本派俳誌は『ホトトギス』に範を取っているため、日記記事等の写生文も多数掲載され

ている。従来看過されてきたそれらの散文も、子規や虚子が推進した写生文運動の伝播状況

を把握するための重要な基礎資料と位置づけられる。

既存の近代俳句研究では十分な資料調査が進んでおらず、こうした俳壇の実態を検証でき

様式Ｓ－２１ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

研研究究活活動動ススタターートト支支援援１１ 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「令和４(2022)年度研究活動スタート支援 審査区分表（４２頁）」の審査区分で審査されます。記述に

当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程」（公募要領１５頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、３頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的及び学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

■■概概要要::  貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモン共鳴を用いた化学変換，いわゆるプラズ

モニック触媒は，エネルギー問題の解決策として注目を集め，多くの研究が行われてきた。

プラズモニック触媒の作用機構から，触媒特性と励起されるプラズモンの共鳴特性との間に

は何かしらの関係があると予測されるものの，その詳細は未だ不明である。両者の関係を解

明することは，触媒の効率化・制御・高性能化の観点から必要不可欠である。本研究課題で

は，液体中で動作する開口型近接場光学顕微鏡（液中a-SNOM）を開発し，触媒として作用

する貴金属ナノ構造体の表面電子状態を可視化することでプラズモニック触媒特性とプラズ

モンの共鳴特性の関係解明を目的とする。また，ナノ構造体に励起されるプラズモン共鳴の

制御を介してプラズモニック触媒の特性を制御することをもう一つの目的とする。 

（（本本文文））■■本本研研究究のの学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」::  エネルギー問題が

深刻化する現代において，再生可能な太陽エネルギーを化学変換に効率的に利用することは，

極めて重要な課題である。1972年にFujishimaらが紫外光照射によりTiO2電極上で水分解を行

なって以降[1]，より効率的な光誘起化学変換手法（触媒）の探索が行われてきた。光誘起化

学変換の効率化に有望なのが，貴貴金金属属ナナノノ構構造造体体にに励励起起さされれるるププララズズモモンン共共鳴鳴をを用用いいたたププララ

ズズモモニニッックク触触媒媒である[2]。貴金属ナノ構造体に光を照射すると，自由電子の集団振動である

プラズモン共鳴が励起されると同時に熱電子・熱ホールが生成する。プラズモン共鳴はナノ

構造体の吸収を増大させるため，構造体は光増感剤として働く。また，熱電子・熱ホールが

反応物に流れ込むことで，酸化・還元反応を引き起こすため構造体は触媒としても働く。一

方，貴金属ナノ構造体には共鳴エネルギー，空間特性，分極方向（共鳴特性）の異なる複数

のプラズモン共鳴（プラズモンモード）が励起されることが知られている（業績 5）。プラ

ズモニック触媒の特性と励起されるプラズモンの共鳴特性との間には何かしらの相関がある

ことが予測される。これを解明するためには，触媒として働く条件下（多くの場合液中）に

おけるナノ構造体の表面電子状態を可視化することが不可欠である。しかし，実験的にこれ

を行なった報告は未だ無く，その詳細は不明である。ププララズズモモニニッックク触触媒媒のの特特性性ととププララズズモモ

ンンのの共共鳴鳴特特性性ととのの関関係係をを解解明明すするるここととはは，，触触媒媒のの効効率率化化・・制制御御・・高高性性能能化化のの観観点点かからら必必要要不不

可可欠欠ででああるるここととから本研究課題の核心をなす1つ目の学術的「問い」を以下に与える。  

 

  

また，申請者の最近の研究（本研究の目的を達成するための準備状況参照）から，励起光の

偏光特性を制御することにより，任意のプラズモンモードを選択的に励起できることが明ら

かとなった。プラズモニック触媒の特性と励起されるプラズモンの共鳴特性との間には何か

しらの相関があると仮定すると，励起光の偏光特性制御によりププララズズモモニニッックク触触媒媒のの特特性性をを

制制御御可可能能ででああるるとと考考ええらられれるる。このことから，2つ目の学術的「問い」を以下に与える。 

 

 

■■本本研研究究のの目目的的:: 本研究の主たる目的は以下の二つである。 

（（１１））貴貴金金属属ナナノノ構構造造体体にに励励起起さされれるるププララズズモモンンのの共共鳴鳴特特性性とと触触媒媒特特性性のの関関係係をを解解明明

ププララズズモモニニッックク触触媒媒のの特特性性とと励励起起さされれるるププララズズモモンンのの共共鳴鳴特特性性ととのの関関係係はは？？ 

様式Ｓ－２２ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

ププララズズモモンンのの制制御御をを介介ししててププララズズモモニニッックク触触媒媒のの特特性性をを制制御御すするるここととはは可可能能かか？？ 
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冒頭に先行研究の大きな流れとその問題点を含む学術的背景の 
全体像を簡潔に述べ、次にこれらの詳細を説明している。

事例②-2
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若若手手研研究究１１ 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

《《概概要要》》  

本研究では、既存の近代俳句研究で軽視されてきた明治期の地方俳誌を多角的に考究する。

まず、各誌の俳句欄を新聞『日本』や俳誌『ホトトギス』の掲載句と比較し、句風における

「地方」と「中央」の関係性を批判的に問い直す。また、雑報欄などの諸記事を対象に、各

誌の編集方針やその特色を分析する。さらに、日記記事を含む散文にも目を向け、正岡子規

や高浜虚子らが推進した写生文運動の伝播状況を、実例を踏まえながら検証する。一連の調

査・分析を通じ、従来看過されてきた地方俳人たちの活動に光を当て、中央俳壇を中心に語

られてきた従来的な近代俳句史叙述の見直しを図る。

併せて、各地方俳誌を所蔵する図書館・文学館の情報を整理するともに、一部の俳誌につ

いては総目次を作成する。さらに、調査過程で収集した各誌の句を適宜電子データとして入

力し、将来的な近代俳句データベースの構築に向けた基礎作業を進める。

《《本本文文》》  
((11))    学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」  

既存の近代俳句研究は、正岡子規や高浜虚子、河東碧梧桐ら一部の著名俳人の句風や動向

を主たる考察対象としてきた。特に、新聞『日本』や俳誌『ホトトギス』といった「中央俳

壇」の研究が主流と言える。しかし、先行論の多くは一部の資料（子規「俳諧大要」や虚子

『俳句入門』、碧梧桐『新傾向句の研究』など）のみに立脚しており、新見の提示に足る十分な

資料調査が行われていない。また、地域研究の一環として俳誌に言及する際には入念な基礎

調査が行われているものの、同時代俳壇の状況を巨視的に捉える視点には乏しい。

日本派（子規らを中心とする新派俳句の派閥）の地方俳誌は明治32年頃から林立し始める。
子規の俳句革新が全国各地に浸透していった背景には、そうした地方拠点の存在があった。

しかし、子規没後の明治37年頃からは各誌の中心俳人（大阪の松瀬青々や秋田の石井露月など）
が影響力を強め、俳誌を中心とした独自の文化圏を形成するに至る。さらに、明治40年代に
興隆する碧梧桐らの新傾向俳句は、各地の俳誌に拠る若手俳人たちに支持されたことで、明

治俳壇の一時代を画する大規模な運動として展開していく。

こうした明治期の地方俳誌では中央の著名俳人が選者を務めることも多く、選句を通じて

各地の句風に影響を及ぼしていたと考えられる。また、『日本』や『ホトトギス』には全国

の句会から多くの句が寄せられており、上京した地方俳人が『ホトトギス』の編集を助ける

こともあった。このことから、当時の俳句を取り巻く状況を正確に描出するためには、一部

の主要媒体だけでなく、広く地方俳壇を含めた検証が不可欠だと考えられる。加えて、多く

の日本派俳誌は『ホトトギス』に範を取っているため、日記記事等の写生文も多数掲載され

ている。従来看過されてきたそれらの散文も、子規や虚子が推進した写生文運動の伝播状況

を把握するための重要な基礎資料と位置づけられる。

既存の近代俳句研究では十分な資料調査が進んでおらず、こうした俳壇の実態を検証でき

様式Ｓ－２１ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

若若手手研研究究１１ 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

《《概概要要》》  

本研究では、既存の近代俳句研究で軽視されてきた明治期の地方俳誌を多角的に考究する。

まず、各誌の俳句欄を新聞『日本』や俳誌『ホトトギス』の掲載句と比較し、句風における

「地方」と「中央」の関係性を批判的に問い直す。また、雑報欄などの諸記事を対象に、各

誌の編集方針やその特色を分析する。さらに、日記記事を含む散文にも目を向け、正岡子規

や高浜虚子らが推進した写生文運動の伝播状況を、実例を踏まえながら検証する。一連の調

査・分析を通じ、従来看過されてきた地方俳人たちの活動に光を当て、中央俳壇を中心に語

られてきた従来的な近代俳句史叙述の見直しを図る。

併せて、各地方俳誌を所蔵する図書館・文学館の情報を整理するともに、一部の俳誌につ

いては総目次を作成する。さらに、調査過程で収集した各誌の句を適宜電子データとして入

力し、将来的な近代俳句データベースの構築に向けた基礎作業を進める。

《《本本文文》》  
((11))    学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」  

既存の近代俳句研究は、正岡子規や高浜虚子、河東碧梧桐ら一部の著名俳人の句風や動向

を主たる考察対象としてきた。特に、新聞『日本』や俳誌『ホトトギス』といった「中央俳

壇」の研究が主流と言える。しかし、先行論の多くは一部の資料（子規「俳諧大要」や虚子

『俳句入門』、碧梧桐『新傾向句の研究』など）のみに立脚しており、新見の提示に足る十分な

資料調査が行われていない。また、地域研究の一環として俳誌に言及する際には入念な基礎

調査が行われているものの、同時代俳壇の状況を巨視的に捉える視点には乏しい。

日本派（子規らを中心とする新派俳句の派閥）の地方俳誌は明治32年頃から林立し始める。
子規の俳句革新が全国各地に浸透していった背景には、そうした地方拠点の存在があった。

しかし、子規没後の明治37年頃からは各誌の中心俳人（大阪の松瀬青々や秋田の石井露月など）
が影響力を強め、俳誌を中心とした独自の文化圏を形成するに至る。さらに、明治40年代に
興隆する碧梧桐らの新傾向俳句は、各地の俳誌に拠る若手俳人たちに支持されたことで、明

治俳壇の一時代を画する大規模な運動として展開していく。

こうした明治期の地方俳誌では中央の著名俳人が選者を務めることも多く、選句を通じて

各地の句風に影響を及ぼしていたと考えられる。また、『日本』や『ホトトギス』には全国

の句会から多くの句が寄せられており、上京した地方俳人が『ホトトギス』の編集を助ける

こともあった。このことから、当時の俳句を取り巻く状況を正確に描出するためには、一部

の主要媒体だけでなく、広く地方俳壇を含めた検証が不可欠だと考えられる。加えて、多く

の日本派俳誌は『ホトトギス』に範を取っているため、日記記事等の写生文も多数掲載され

ている。従来看過されてきたそれらの散文も、子規や虚子が推進した写生文運動の伝播状況

を把握するための重要な基礎資料と位置づけられる。

既存の近代俳句研究では十分な資料調査が進んでおらず、こうした俳壇の実態を検証でき

様式Ｓ－２１ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

研研究究活活動動ススタターートト支支援援１１ 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「令和４(2022)年度研究活動スタート支援 審査区分表（４２頁）」の審査区分で審査されます。記述に

当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程」（公募要領１５頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、３頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的及び学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

■■概概要要::  貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモン共鳴を用いた化学変換，いわゆるプラズ

モニック触媒は，エネルギー問題の解決策として注目を集め，多くの研究が行われてきた。

プラズモニック触媒の作用機構から，触媒特性と励起されるプラズモンの共鳴特性との間に

は何かしらの関係があると予測されるものの，その詳細は未だ不明である。両者の関係を解

明することは，触媒の効率化・制御・高性能化の観点から必要不可欠である。本研究課題で

は，液体中で動作する開口型近接場光学顕微鏡（液中a-SNOM）を開発し，触媒として作用

する貴金属ナノ構造体の表面電子状態を可視化することでプラズモニック触媒特性とプラズ

モンの共鳴特性の関係解明を目的とする。また，ナノ構造体に励起されるプラズモン共鳴の

制御を介してプラズモニック触媒の特性を制御することをもう一つの目的とする。 

（（本本文文））■■本本研研究究のの学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」::  エネルギー問題が

深刻化する現代において，再生可能な太陽エネルギーを化学変換に効率的に利用することは，

極めて重要な課題である。1972年にFujishimaらが紫外光照射によりTiO2電極上で水分解を行

なって以降[1]，より効率的な光誘起化学変換手法（触媒）の探索が行われてきた。光誘起化

学変換の効率化に有望なのが，貴貴金金属属ナナノノ構構造造体体にに励励起起さされれるるププララズズモモンン共共鳴鳴をを用用いいたたププララ

ズズモモニニッックク触触媒媒である[2]。貴金属ナノ構造体に光を照射すると，自由電子の集団振動である

プラズモン共鳴が励起されると同時に熱電子・熱ホールが生成する。プラズモン共鳴はナノ

構造体の吸収を増大させるため，構造体は光増感剤として働く。また，熱電子・熱ホールが

反応物に流れ込むことで，酸化・還元反応を引き起こすため構造体は触媒としても働く。一

方，貴金属ナノ構造体には共鳴エネルギー，空間特性，分極方向（共鳴特性）の異なる複数

のプラズモン共鳴（プラズモンモード）が励起されることが知られている（業績 5）。プラ

ズモニック触媒の特性と励起されるプラズモンの共鳴特性との間には何かしらの相関がある

ことが予測される。これを解明するためには，触媒として働く条件下（多くの場合液中）に

おけるナノ構造体の表面電子状態を可視化することが不可欠である。しかし，実験的にこれ

を行なった報告は未だ無く，その詳細は不明である。ププララズズモモニニッックク触触媒媒のの特特性性ととププララズズモモ

ンンのの共共鳴鳴特特性性ととのの関関係係をを解解明明すするるここととはは，，触触媒媒のの効効率率化化・・制制御御・・高高性性能能化化のの観観点点かからら必必要要不不

可可欠欠ででああるるここととから本研究課題の核心をなす1つ目の学術的「問い」を以下に与える。  

 

  

また，申請者の最近の研究（本研究の目的を達成するための準備状況参照）から，励起光の

偏光特性を制御することにより，任意のプラズモンモードを選択的に励起できることが明ら

かとなった。プラズモニック触媒の特性と励起されるプラズモンの共鳴特性との間には何か

しらの相関があると仮定すると，励起光の偏光特性制御によりププララズズモモニニッックク触触媒媒のの特特性性をを

制制御御可可能能ででああるるとと考考ええらられれるる。このことから，2つ目の学術的「問い」を以下に与える。 

 

 

■■本本研研究究のの目目的的:: 本研究の主たる目的は以下の二つである。 

（（１１））貴貴金金属属ナナノノ構構造造体体にに励励起起さされれるるププララズズモモンンのの共共鳴鳴特特性性とと触触媒媒特特性性のの関関係係をを解解明明

ププララズズモモニニッックク触触媒媒のの特特性性とと励励起起さされれるるププララズズモモンンのの共共鳴鳴特特性性ととのの関関係係はは？？ 

様式Ｓ－２２ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

ププララズズモモンンのの制制御御をを介介ししててププララズズモモニニッックク触触媒媒のの特特性性をを制制御御すするるここととはは可可能能かか？？ 
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学術的背景は、当該研究分野の先行研究だけでなく、関連する申請者の
研究成果（論文になっていない場合は学会発表でも可）も加えると、
実行可能性の高さが伝わる。

事例②-3
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基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））２２

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

ナナノノフファァイイババーー

グラフェン

セセルルロローースス

ハイブリッドナノシート 高強度フィルム 高強度板材

シート成形 プレス成形

図3 グラフェンとセルロースナノファイバーからなるナノシートの作製と、

高強度フィルム、高強度板材へのスケールアップ

るとはいえない。持続可能な社会を構築するために、生産時のエネルギー消費が低く、軽量

高強度でかつリサイクルもできる新しい機械材料の開発が切望されている。

材料生産に要するエネルギーが低く、軽量高強度な例として、真珠層が挙げられる。真珠

層は炭酸カルシウムのプレートがタンパク質で接着され、図2に示すような層状構造が形成

されている。硬くて脆い炭酸カルシウムを用いているにも関わらず、層状構造により強靭な

材料となっている。これは緻密な層状構造により、亀裂が発生しても次の層に亀裂がトラッ

プされ、亀裂が伝播しにくい構造である事に起因する。この層状構造をナノシートとポリマ

ーで再現する研究が精力的になされている。ナノシートの最も有力な候補は、炭素原子がハ

ニカム状配列した最高強度をほこる「グラフェン」である。グラフェンとポリマーからなる

高強度シートの開発は、2010年の100MPaの強度からスタートし、現在では1000MPaに達し

ており、高強度鋼板に匹敵する値が得られている(Zhao et al. Nature, Vol. 580, 2020)。特筆す

べきは軽量性であり、密度はわずか1.8g/cm3であり、鉄鋼の20%の重量である。これまでの

研究において、層状材料はポリマーとナノシートの滑りによって破壊が生じるため、滑りを

抑制するための官能基付与とシートの大面積化が重要であるとされてきた。実際に上述した

文献では官能基が付与された酸化グラフェンをコア材料として用いている。酸化グラフェン

は大量の酸化剤を必要とするため環境負荷が高く、グラフェン自身の弾性率は1/5に低減す

るため、最適な手法とは言えない。グラフェンの酸化を経ず大面積グラフェンを生産し、相

互作用があり剛直なポリマー材料を選択することが望ましい。

申請者らはグラフェンの大面積化に挑戦する中で、セルロースナノファイバーがグラフェ

ン表面に強く吸着し、グラフェンの薄層化に寄与することを発見した。水溶液中のセルロー

スナノファイバーが、疎水 疎水相互作用によりグラファイト表面へ吸着し、液中でのせん

断力を効率的にグラフェンに伝えることができる。これにより、大面積でグラフェン表面が

硬いポリマーで覆われたナノハイブリッド材を創り出すことができる（図 ）。このグラフ

ェンとセルロースナノファイバーからなるナノ素材のフィルムや板材に関する力学モデルは

存在しない。グラフェンの薄層大面積化が達成され、しわなく高配向で成形された場合、ど

こまで高強度化できるか未知である。ナノ素材の製造プロセス 内部構造 機械的特性の相互

関係を詳しく調査して学術基盤を構築することで、ナノ素材の特性を真に発揮させたバルク

材料をつくりだし、目標である強度 を達成させる。また、ナノハイブリッドシート

は構成部材がナノスケールであるため、ポリマーのように柔軟で加工性に富む。ナノ素材の

レオロジー特性を把握し制御することができれば、プレス成型や射出成型による量産化への

道が拓ける。低エネルギーで生産でき、環境に優しいナノ素材を使いこなすことで、環境負

荷の高いプラスチックの使用を減らし、持続可能な循環型機械材料を実現する。

若若手手研研究究１１ 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

（（概概要要））  

新しい生活様式に対応した働き方として「ワーク」と「バケーション」を合わせた「ワー

ケーション（Workation）」が注目されている。旅先など普段とは異なる環境で働きながら

余暇活動を行う、仕事と余暇を両立させる新しい働き方である。しかし、地方に従業員を送

り出すだけのものから、多様なプログラムを用意するものまで、ワーケーションのモデルは

確立されておらず、その効果に関する科学的な分析もされていない。モデルや効果が曖昧な

状況では、更なる利用拡大は望めない。本研究では、都市部の就労者を対象に、農業体験や

スポーツの余暇活動を取り入れたワーケーションの実証実験を行い、その効果を評価する。

そこで、各種のセンサ技術を用いて、身体活動、心の状態、労働生産性の観点から評価を行

い、就労者の健康と労働生産性に寄与するワーケーションモデルの構築と、その推進に資す

る企業や自治体で活用できるマニュアル作成を行う。ワーケーションは「働き方改革の実

現」と「地域活性化」の切り札となりうる働き方である。その普及と新たな可能性を目指す。  

（（本本文文））  

(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」             

「問い」:『農業体験や運動・スポーツを取り入れたワーケーションは、 

就労者の心身の健康や労働生産性に寄与する新しい働き方になるか？』 

COVID-19は世界を席巻し、我々の生活を一変させた。労働現場では在宅勤務の導入が加

速した。外出頻度の減少による運動不足や、生活習慣の乱れによる心身の健康への影響が報

告されている（経済産業省, 2021）。そのような中、旅先や帰省先など、勤務先や自宅以外

の普段とは異なる場所でテレワーク等を活用して、仕事と余暇を並行するワーケーションが

注目されている（田中 & 石山, 2020）。その市場規模は拡大基調にあり今後も拡大が予想さ

れている（矢野経済研究所, 2020）。しかし、ワーケーションのモデルと効果が曖昧なまま、

企業や自治体での試行錯誤が続いている。モデルの面では、リゾート地や温泉地の宿泊地や、

プールやジム等の運動施設がある宿泊地に、従業員を送り出すだけの取り組みも見られ、確

立したモデルがない。効果の面でも、意見や感想など定性的な知見は蓄積されつつあるが、

実証的な研究に基づく知見は乏しい。ワーケーションの良好事例や定量的な効果を示すこと

ができれば、企業や自治体が推進を判断するためのエビデンスを提供することが可能になる。

近年、就労者を対象にした興味深い研究が報告されている。体験型農園での農作業とスト

レス軽減の関連（水嶋ら, 2020; 桒嶋ら, 2019）や、運動・スポーツの実施と職務満足や就業

継続意向の関連（Iwaasa ＆ Mizuno, 2019）を示した研究である。これらは就労者の心身の健

康や労働生産性を考慮する上で極めて重要な発見であるが、これらの知見を援用し、農業と

スポーツを取り入れたワーケーションの効果について科学的に評価しようとする試みはない。

本研究では、センサ技術とWeb調査を用いて、身体活動（歩数・睡眠）、心の状態（スト

レス）、労働生産性（ハピネス、エンゲイジメント）の観点から、その効果を評価する。

様式Ｓ－２１ 研究計画調書（添付ファイル項目） 
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②

大きな課題を示したうえで、申請者がどのようにその課題に立ち向かう
のかの方針を明確に打ち出している。また、工学分野でありながら、
学術的な未知の探索を行うこともしっかりと説明できている。

事例②-4
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基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））２２

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

ナナノノフファァイイババーー

グラフェン

セセルルロローースス

ハイブリッドナノシート 高強度フィルム 高強度板材

シート成形 プレス成形

図3 グラフェンとセルロースナノファイバーからなるナノシートの作製と、

高強度フィルム、高強度板材へのスケールアップ

るとはいえない。持続可能な社会を構築するために、生産時のエネルギー消費が低く、軽量

高強度でかつリサイクルもできる新しい機械材料の開発が切望されている。

材料生産に要するエネルギーが低く、軽量高強度な例として、真珠層が挙げられる。真珠

層は炭酸カルシウムのプレートがタンパク質で接着され、図2に示すような層状構造が形成

されている。硬くて脆い炭酸カルシウムを用いているにも関わらず、層状構造により強靭な

材料となっている。これは緻密な層状構造により、亀裂が発生しても次の層に亀裂がトラッ

プされ、亀裂が伝播しにくい構造である事に起因する。この層状構造をナノシートとポリマ

ーで再現する研究が精力的になされている。ナノシートの最も有力な候補は、炭素原子がハ

ニカム状配列した最高強度をほこる「グラフェン」である。グラフェンとポリマーからなる

高強度シートの開発は、2010年の100MPaの強度からスタートし、現在では1000MPaに達し

ており、高強度鋼板に匹敵する値が得られている(Zhao et al. Nature, Vol. 580, 2020)。特筆す

べきは軽量性であり、密度はわずか1.8g/cm3であり、鉄鋼の20%の重量である。これまでの

研究において、層状材料はポリマーとナノシートの滑りによって破壊が生じるため、滑りを

抑制するための官能基付与とシートの大面積化が重要であるとされてきた。実際に上述した

文献では官能基が付与された酸化グラフェンをコア材料として用いている。酸化グラフェン

は大量の酸化剤を必要とするため環境負荷が高く、グラフェン自身の弾性率は1/5に低減す

るため、最適な手法とは言えない。グラフェンの酸化を経ず大面積グラフェンを生産し、相

互作用があり剛直なポリマー材料を選択することが望ましい。

申請者らはグラフェンの大面積化に挑戦する中で、セルロースナノファイバーがグラフェ

ン表面に強く吸着し、グラフェンの薄層化に寄与することを発見した。水溶液中のセルロー

スナノファイバーが、疎水 疎水相互作用によりグラファイト表面へ吸着し、液中でのせん

断力を効率的にグラフェンに伝えることができる。これにより、大面積でグラフェン表面が

硬いポリマーで覆われたナノハイブリッド材を創り出すことができる（図 ）。このグラフ

ェンとセルロースナノファイバーからなるナノ素材のフィルムや板材に関する力学モデルは

存在しない。グラフェンの薄層大面積化が達成され、しわなく高配向で成形された場合、ど

こまで高強度化できるか未知である。ナノ素材の製造プロセス 内部構造 機械的特性の相互

関係を詳しく調査して学術基盤を構築することで、ナノ素材の特性を真に発揮させたバルク

材料をつくりだし、目標である強度 を達成させる。また、ナノハイブリッドシート

は構成部材がナノスケールであるため、ポリマーのように柔軟で加工性に富む。ナノ素材の

レオロジー特性を把握し制御することができれば、プレス成型や射出成型による量産化への

道が拓ける。低エネルギーで生産でき、環境に優しいナノ素材を使いこなすことで、環境負

荷の高いプラスチックの使用を減らし、持続可能な循環型機械材料を実現する。

若若手手研研究究１１ 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

（（概概要要））  

新しい生活様式に対応した働き方として「ワーク」と「バケーション」を合わせた「ワー

ケーション（Workation）」が注目されている。旅先など普段とは異なる環境で働きながら

余暇活動を行う、仕事と余暇を両立させる新しい働き方である。しかし、地方に従業員を送

り出すだけのものから、多様なプログラムを用意するものまで、ワーケーションのモデルは

確立されておらず、その効果に関する科学的な分析もされていない。モデルや効果が曖昧な

状況では、更なる利用拡大は望めない。本研究では、都市部の就労者を対象に、農業体験や

スポーツの余暇活動を取り入れたワーケーションの実証実験を行い、その効果を評価する。

そこで、各種のセンサ技術を用いて、身体活動、心の状態、労働生産性の観点から評価を行

い、就労者の健康と労働生産性に寄与するワーケーションモデルの構築と、その推進に資す

る企業や自治体で活用できるマニュアル作成を行う。ワーケーションは「働き方改革の実

現」と「地域活性化」の切り札となりうる働き方である。その普及と新たな可能性を目指す。  

（（本本文文））  

(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」             

「問い」:『農業体験や運動・スポーツを取り入れたワーケーションは、 

就労者の心身の健康や労働生産性に寄与する新しい働き方になるか？』 

COVID-19は世界を席巻し、我々の生活を一変させた。労働現場では在宅勤務の導入が加

速した。外出頻度の減少による運動不足や、生活習慣の乱れによる心身の健康への影響が報

告されている（経済産業省, 2021）。そのような中、旅先や帰省先など、勤務先や自宅以外

の普段とは異なる場所でテレワーク等を活用して、仕事と余暇を並行するワーケーションが

注目されている（田中 & 石山, 2020）。その市場規模は拡大基調にあり今後も拡大が予想さ

れている（矢野経済研究所, 2020）。しかし、ワーケーションのモデルと効果が曖昧なまま、

企業や自治体での試行錯誤が続いている。モデルの面では、リゾート地や温泉地の宿泊地や、

プールやジム等の運動施設がある宿泊地に、従業員を送り出すだけの取り組みも見られ、確

立したモデルがない。効果の面でも、意見や感想など定性的な知見は蓄積されつつあるが、

実証的な研究に基づく知見は乏しい。ワーケーションの良好事例や定量的な効果を示すこと

ができれば、企業や自治体が推進を判断するためのエビデンスを提供することが可能になる。

近年、就労者を対象にした興味深い研究が報告されている。体験型農園での農作業とスト

レス軽減の関連（水嶋ら, 2020; 桒嶋ら, 2019）や、運動・スポーツの実施と職務満足や就業

継続意向の関連（Iwaasa ＆ Mizuno, 2019）を示した研究である。これらは就労者の心身の健

康や労働生産性を考慮する上で極めて重要な発見であるが、これらの知見を援用し、農業と

スポーツを取り入れたワーケーションの効果について科学的に評価しようとする試みはない。

本研究では、センサ技術とWeb調査を用いて、身体活動（歩数・睡眠）、心の状態（スト

レス）、労働生産性（ハピネス、エンゲイジメント）の観点から、その効果を評価する。

様式Ｓ－２１ 研究計画調書（添付ファイル項目） 
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事例②-5

レイアウトや強調が適切であり、一目で重要なポイントが把握できる。
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③

③学術的「問い」を明確に伝える

【1　研究目的、研究方法など】
（1）本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」

科研費の指南書_2023年度応募版③.indd   1科研費の指南書_2023年度応募版③.indd   1 2023/05/24   11:42:152023/05/24   11:42:15

34



基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））  

ゴルフパッティング等のクローズドスキル課題では，遂行直前に脳の右半球が左半球より

も賦活している場合には成功試行となり，左半球が右半球よりも賦活している場合には失敗

試行になるという。しかしながら，感情心理生理学では左半球が正の感情処理や接近動機づ

けに関係し，右半球は負の感情や回避動機づけに関係することが知られており，右半球の賦

活が良好なスポーツパフォーマンスを生み出すという知見は直感に反する。その背景には，

スポーツ領域の知見は，側頭部脳波の左右偏側性に基づいて現象記述的に語られてきたに過

ぎないこと，また，遂行成績を左右する前帯状皮質の関与を無視してきたことがある。本研

究ではこれを問題視したうえで従来の知見を再検証し，パフォーマンスを良好な結果に導く

真の脳活動を明らかにする。最大の特徴は，一側性のボール把握で対側半球を賦活させて左

右偏側性を創出し，脳波計測と機能的MRIの適用によって本研究を完遂させることである。 
（（本本文文））    
((11))   本本研研究究のの学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」                          

心理生理学的手法(psychophysiological approach)を用い

たスポーツ心理学の重要知見の一つは，アーチェリーや

ゴルフパッティング等のクローズドスキルスポーツでは，

遂行直前に右半球が左半球よりも賦活している場合は成

功試行となり，逆に，左半球が右半球よりも賦活してい

る場合は失敗試行になりやすいというものである(e.g., 
Hatfield et al., 1984) （図１）。一方，感情心理生理学で

は，脳波の前頭部アルファ帯域(8-13 Hz)の左右偏側性に

着目し，左半球の賦活は快感情（あるいは接近動機）と

関係し，右半球の賦活は不快感情（あるいは回避動機）

と関係することが示されてきた。 
右半球の賦活は，行動抑制や罰感作といった回避動機

や負の感情処理と関係が深いにもかかわらず，クローズ

ドスキルスポーツでは良好なパフォーマンスをもたらすという。ここに感情心理生理学とス

ポーツ心理生理学の知見の齟齬がある。本研究の第一の問いは，従来の知見の齟齬を解消し，

優れたパフォーマンスを導く左右偏側性の特徴を矛盾なく明確に同定しておくべきではない

か，ということである。 
 前帯状皮質(anterior cingulate cortex: ACC)は自身の行動をモニタし，エラー反応を検出・修

正するパフォーマンスモニタリング機能を担っている。脳波上ではエラー反応の約70ミリ秒

後に ACC由来のエラー関連陰性電位(error-related negativity: ERN)が頭皮上前頭－中心部に観

察される（図２）。行動上のエラーだけでなく，エラー結果を示す視覚情報によっても，

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

図１ 一側性のボール把握による対側
半球の賦活と遂行成績との関係 

 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質
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以上により、申請者らは、「「ななぜぜ//どどののよよううにに、、変変化化にに直直面面ししななががららもも、、制制度度維維持持事事象象がが

生生じじるるののかか」」をを主主たたるる学学術術的的問問いいとし、その上で以下の研究課題を設定する。すなわち、①①

変変化化にに直直面面ししななががららもも、、いいかかにに既既存存のの制制度度がが再再びび正正統統化化さされれるるののかか、、②②どどののよよううななメメカカニニズズ

ムムでで既既存存のの制制度度へへとと回回帰帰すするるののかか、、ででああるる。。

 

(2)本研究の目的および学術的独自性と創造性 

 本本研研究究のの目目的的はは、、制制度度維維持持のの回回帰帰メメカカニニズズムムのの理理論論的的・・実実証証的的なな解解明明ででああるる。制度維持に

関する先行研究では、変化に直面しながらも、組織により既存の制度が維持される事象を明

らかにしてきた。だが、一連の研究では、制度維持に関する事例記述を中心とした静態的な

メカニズムの分析にとどまっており、制度維持の動態的なメカニズムに関する研究は十分に

行われていない。したがって、本本研研究究はは、、動動態態的的ななメメカカニニズズムムにに着着目目ししてて制制度度維維持持のの研研究究にに

おおけけるる新新たたなな理理論論的的展展開開をを企企図図ししたた研研究究ととししてて学学術術的的独独自自性性ががああるる。 

 本本研研究究のの創創造造性性はは、、回回帰帰メメカカニニズズムムにに焦焦点点をを当当てててていいるる点点ででああるる。本研究では変化に直面

しながらも、既存の制度へと回帰的変化する事象を研究対象としている。そのため、既既存存のの

制制度度ををいいかかにに維維持持ししてていいるるかかにに焦焦点点をを当当てててていいるる先先行行研研究究ととはは着着眼眼点点がが異異ななっってていいるる。回帰

的変化は従来の制度維持の研究では説明できなかった事象であり、学術的な研究があまり行

われていない。制制度度維維持持のの回回帰帰メメカカニニズズムムにに関関すするる研研究究課課題題のの解解明明がが進進めめばば、、制制度度維維持持のの研研

究究ににおおけけるる新新たたなな研研究究領領域域のの創創造造にに貢貢献献すするるここととがが期期待待さされれるる。。 

 また、本研究を通じて、「組織及び製品、コンテンツが地位や評判を守るためにどのよう

に対応すればいいのか」という実務的なインプリケーションも期待される。新制度派組織論

では、制度変革を意図する組織にのみ焦点が当たり、既存の制度に利害関係を有する組織は

どのように対応すればいいのかという視点が希薄であった。制度維持の回帰メカニズムの解

明により、既存の組織に対して示唆を与えることができる。以上から、本本研研究究はは新新制制度度派派組組

織織論論のの研研究究ををレレベベルルアアッッププささせせるるううええででもも重重要要かかつつ有有意意義義なな研研究究ででああるる。 

 

(3) 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ
制度維持の回帰メカニズムを解明する発想は、新制度派組織論の分析枠組みを用いて、長

期的に存続している組織と衰退する組織の差異を探求している研究代表者による科研費課題

(20K22137)「制度論的アプローチによる組織の長期的存続プロセスの理論的・実証的解明」

に端を発している。ゲームソフトを対象に研究・分析を進める過程で、マクロレベルでの回

帰的変化が生じていることに気づいた。映画作品や演劇作品も仮分析をしたところ、同様に

回帰的変化が生じていることが明らかになった。そして、新制度派組織論を包括的にレビュ

ーし、制度維持の研究領域において動態的なメカニズムの研究が不足していることが判明し

た。そこで、制度維持の回帰メカニズムを解明することで、制度維持の研究に新たな視点を

提供するとともに、新制度派組織論をレベルアップできると思い、本研究の着想に至った。

アイデンティティの異質性(Navis and Glynn,2012;Quirke,2013;Jesper,2016)を背景とし

て制度維持の研究は発展しており、ミクロ的基礎付けや制度ワークのようなボトムアップの

視点が強調されている。欧米では2010年以降に制度維持の研究が増加している傾向にあるが、

制度維持事象の事例記述を意図した静態的なメカニズムに関する研究が多い。だが、制度維

持の動態的なメカニズムの解明を意図した研究はほとんど行われていない状況にある。日本
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））１１  

 

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「小区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１８頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、４頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的および学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））  

ゴルフパッティング等のクローズドスキル課題では，遂行直前に脳の右半球が左半球より

も賦活している場合には成功試行となり，左半球が右半球よりも賦活している場合には失敗

試行になるという。しかしながら，感情心理生理学では左半球が正の感情処理や接近動機づ

けに関係し，右半球は負の感情や回避動機づけに関係することが知られており，右半球の賦

活が良好なスポーツパフォーマンスを生み出すという知見は直感に反する。その背景には，

スポーツ領域の知見は，側頭部脳波の左右偏側性に基づいて現象記述的に語られてきたに過

ぎないこと，また，遂行成績を左右する前帯状皮質の関与を無視してきたことがある。本研

究ではこれを問題視したうえで従来の知見を再検証し，パフォーマンスを良好な結果に導く

真の脳活動を明らかにする。最大の特徴は，一側性のボール把握で対側半球を賦活させて左

右偏側性を創出し，脳波計測と機能的MRIの適用によって本研究を完遂させることである。 
（（本本文文））    
((11))   本本研研究究のの学学術術的的背背景景、、研研究究課課題題のの核核心心ををななすす学学術術的的「「問問いい」」                          

心理生理学的手法(psychophysiological approach)を用い

たスポーツ心理学の重要知見の一つは，アーチェリーや

ゴルフパッティング等のクローズドスキルスポーツでは，

遂行直前に右半球が左半球よりも賦活している場合は成

功試行となり，逆に，左半球が右半球よりも賦活してい

る場合は失敗試行になりやすいというものである(e.g., 
Hatfield et al., 1984) （図１）。一方，感情心理生理学で

は，脳波の前頭部アルファ帯域(8-13 Hz)の左右偏側性に

着目し，左半球の賦活は快感情（あるいは接近動機）と

関係し，右半球の賦活は不快感情（あるいは回避動機）

と関係することが示されてきた。 
右半球の賦活は，行動抑制や罰感作といった回避動機

や負の感情処理と関係が深いにもかかわらず，クローズ

ドスキルスポーツでは良好なパフォーマンスをもたらすという。ここに感情心理生理学とス

ポーツ心理生理学の知見の齟齬がある。本研究の第一の問いは，従来の知見の齟齬を解消し，

優れたパフォーマンスを導く左右偏側性の特徴を矛盾なく明確に同定しておくべきではない

か，ということである。 
 前帯状皮質(anterior cingulate cortex: ACC)は自身の行動をモニタし，エラー反応を検出・修

正するパフォーマンスモニタリング機能を担っている。脳波上ではエラー反応の約70ミリ秒

後に ACC由来のエラー関連陰性電位(error-related negativity: ERN)が頭皮上前頭－中心部に観

察される（図２）。行動上のエラーだけでなく，エラー結果を示す視覚情報によっても，

様式Ｓ－１４ 研究計画調書（添付ファイル項目） 

図１ 一側性のボール把握による対側
半球の賦活と遂行成績との関係 
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ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質
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変変化化にに直直面面ししななががららもも、、いいかかにに既既存存のの制制度度がが再再びび正正統統化化さされれるるののかか、、②②どどののよよううななメメカカニニズズ

ムムでで既既存存のの制制度度へへとと回回帰帰すするるののかか、、ででああるる。。

 

(2)本研究の目的および学術的独自性と創造性 

 本本研研究究のの目目的的はは、、制制度度維維持持のの回回帰帰メメカカニニズズムムのの理理論論的的・・実実証証的的なな解解明明ででああるる。制度維持に

関する先行研究では、変化に直面しながらも、組織により既存の制度が維持される事象を明

らかにしてきた。だが、一連の研究では、制度維持に関する事例記述を中心とした静態的な

メカニズムの分析にとどまっており、制度維持の動態的なメカニズムに関する研究は十分に

行われていない。したがって、本本研研究究はは、、動動態態的的ななメメカカニニズズムムにに着着目目ししてて制制度度維維持持のの研研究究にに
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しながらも、既存の制度へと回帰的変化する事象を研究対象としている。そのため、既既存存のの

制制度度ををいいかかにに維維持持ししてていいるるかかにに焦焦点点をを当当てててていいるる先先行行研研究究ととはは着着眼眼点点がが異異ななっってていいるる。回帰

的変化は従来の制度維持の研究では説明できなかった事象であり、学術的な研究があまり行

われていない。制制度度維維持持のの回回帰帰メメカカニニズズムムにに関関すするる研研究究課課題題のの解解明明がが進進めめばば、、制制度度維維持持のの研研
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 また、本研究を通じて、「組織及び製品、コンテンツが地位や評判を守るためにどのよう
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若若手手研研究究２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ていない。また、近代文学研究全体を通じて言及されていない地方俳誌も数多く存在する。

それら未開拓の文献を調査・分析することは、明治俳句研究の一領域に止まらず、広く近代

文学研究に新たな視座を提供するものと考えられる。

以上の背景を踏まえ、本研究では「明治期の地方俳誌では、どのような俳人たちが、いか

なる文学活動を展開していたか、またそこにはどのような特色が認められるか」という問い

を設定する。俳誌というメディアを介して俳人たちの具体的な活動状況を浮き彫りにすると

ともに、近代俳句史における彼らの位置づけを再考する。また、地方俳壇の多様な様相を剔

抉することで、中央俳壇に即した近代俳句研究の偏向性を批判的に問い直したい。

((22))    本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性  

本研究の目的は、明治期における日本派の地方俳誌を調査・分析し、その実態を多角的に

考究することにある。特に、各誌に見られる俳句表現上の特色を、中央俳壇との比較を通じ

て闡明する。また俳句だけでなく、俳誌というメディアに掲載される種々の記事を取り上げ、

その資料的な性格を明らかにする。同時に、各誌の総目次を作成することで、現在低迷して

いる近代俳句研究の研究基盤を整備する。さらに、将来的な近代俳句データベースの構築に

向け、地方俳誌に載る句を幅広く収集する。

本研究の独自性と創造性は、既存の近代俳句研究や明治文学研究では未検証の地方俳誌に

照明を当て、そこで展開される文学活動から、当時の俳壇及び文壇の情勢を検証する点に認

められる。同時に、本研究は明治文壇における俳誌の位置づけ自体を問い直す点でも独創的

と言える。久米正雄や室生犀星、瀧井孝作などの作家たちは、小説で活躍する以前に地方の

俳誌や新聞に投句していた。本研究では、日本各地に偏在する俳誌というメディアが、そう

した地方の青年たちに文学との接点を提供する「場」として機能していたことを指摘する。

加えて、これまで注目されてこなかった地方俳人たちによる写生文を考察対象とし、明治期

における散文実践の一端を明らかにする。こうした句の分析のみに止まらない研究の可能性

を提示することで、俳誌を主軸とした新たな研究領域の創出が期待される。

また、所蔵一覧や総目次の整備によって資料へのアクセシビリティを向上させ、後続研究

の発展を促す。同時に、これまで参照されてこなかった資料群の存在を紹介することは、近

代俳句研究全体の活性化を促すと考えられる。

  ((33))  －－１１  着着想想にに至至っったた経経緯緯  

申請者はこれまで、明治期の俳句を言説史と表現史という二つの観点から研究しており、

近代俳句関連の先行研究を幅広く参照してきた。だが、そこで言及される資料は極めて限定

的であり、著名俳人と直接関わらない地方俳誌の動向は軽視されている。また、既存の個人

全集や全句集にも遺漏が多く、初出状況の調査すらなされていないのが現状である。そうし

た研究の低迷は、研究基盤となる地方俳誌の情報自体が欠落しており、「中央」と「地方」

が互いを意識していた当時の俳壇状況を十分理解していないことに起因すると考えられる。

他方、明治期の文芸誌や総合誌に関する研究領域では、総目次や記事索引が整備されてお

り、研究に活用されている。特に執筆者索引は、各誌に拠った作家の傾向が概観でき、雑誌

の性格を知るうえで裨益する所が大きい。また、一部の文献は国会図書館等のデータベース

で記事検索が可能であり、資料調査の足掛かりとして役立てられている。こうした研究環境

の整備は、明治期を対象とした近代俳句研究にも有効であると考え、本研究の着想に至った。
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  
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【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

様々な検討を重ねてきた．その結果，日常の座位時間が長い中高齢者は腎機能 推算糸球体

濾過量 が低値を示すことや Kosaki and Maeda et al., BMC Nephrol. 2020 ，心血管機能 圧受容器

反射感受性 が低いこと Mori and Maeda et al., under review などが明らかになっている．加えて，

腎臓の機能単位であるネフロンの数を理論的に推定する式を用いて※1，加齢やCKDに伴って

生じるネフロン数の減少と座位時間の関連性を横断的に検討した結果，いずれの対象集団に

おいても，日常の総座位時間が長い者では推定ネフロン数が少ないことが示された 図1 ．

さらに，この関連性は様々な交絡因子 年齢 性別 肥満の有無 服薬の有無 加速度計の

装着時間など の影響を統計学的に考慮した後も有意であった．こうした観察研究の知見は，

長時間の座位行動により心腎連関の進行過程が加速する可能性を示している．しかしながら，

心腎連関の進行過程において長時間の座位行動がどのような影響をもたらすかは全く不明である．

最近では，総座位時間に着目した研究のみならず，特定の座位行動パターン 座位行動を

中断した頻度 ブレイク や連続した座位行動の回数 バウト など に着目した研究報告が

増えてきている．我々の予備的な検討においても，30分以上連続した座位行動の出現回数が

腎機能の低下に伴い増加することが示されている unpublished data ．加えて，近年の身体活動

ガイドラインでは，身体活動を増加させる重要性だけでなく，連続した座位行動を中断する

ことの重要性も強く主張されている Powell et al., J Phys Act Health, 2018 ．これらのことから，

連続した座位行動を中断することは心腎連関を断ち切る上でも重要な役割を果たす可能性が

高いと考えられる．しかし，連続した座位行動を実際に中断した場合に腎臓や心血管系において
どのような変化が生じるのかについてはエビデンスが十分に蓄積されていない． 加えて，これまでの

研究では“どのタイミングに・どういうパターンで”座位行動を中断するべきかについて

十分な検討が実施されていない．したがって，心腎連関を断ち切る座位行動の具体的な中断

方法を提案するためには，実験室レベルにおける座位行動の介入研究，すなわち，連続した

座位行動を継続する条件に対し，ある一定時間 例えば30分毎 に座位行動を中断する条件を

施行した場合に，腎臓や心血管系がどのような変化を示すかを検討する必要がある 図2 ．

◆ 本研究の核心をなす学術的 「問い」 ➡ 座位行動を中断すると心腎連関を断ち切れるのか？

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））２２
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基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））１１  

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「中区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１６頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、６頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的及び学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））    

本研究の目的は、外国人労働者の急増と適切な「移民」政策の不在状況を背景に、日本社

会において今後、排外主義などのナナシショョナナリリズズムムとと政政治治意意識識がが、、互互いいににどどののよよううにに影影響響ししなな

ががらら変変容容ししてていいくくののかか、、そそののメメカカニニズズムムをを解解明明することである。具体的には、本研究グルー

プが2009年以降4年毎に行う継続的全国調査「国際化と市民の政治参加に関する世論調査」

を2025年にも実施し、人々の抱くナショナリズムと政治意識の変化の実態を把握する。また、

5時点累積データを用いた時点間比較を行うことで、その変容メカニズムを明らかにする。

その上で近似した社会状況の韓国との国際比較調査を実施し、欧米のモデルと比較しつつ、

日韓に共通する地政学的対立関係の影響を組み込んだ「東アジアモデル」の提示を試みる。 

（（本本文文））  

(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」 

排排外外主主義義ななどどののナナシショョナナリリズズムムにに対対しし、、外外国国人人人人口口増増加加とといいうう社社会会情情勢勢のの変変化化やや近近隣隣諸諸国国

ととのの国国際際関関係係（（特特にに地地政政学学的的ココンンフフリリククトトののよよううなな対対立立関関係係））がが、、どどののよよううにに影影響響すするるののかか。。

以上が本課題の核心を成す「問い」である。以下、その社会的背景を説明する。 

少子高齢化に悩む先進諸国は、労働力確保や経済成長、社会保障の危機緩和など様々な恩

恵を移民から受けている。だが同時にBrexitやトランプ現象、欧州における移民排斥を掲げ

る極右政党の伸張など、排外主義的ナショナリズムが政治に強い影響を与える状況にもある。

そのような排外主義的ナショナリズムの政治的影響力、規定構造や社会レベルでの変動の

要因解明に関し、特に欧州では近年、European Social Survey（以下ESS）などの継続的な国

際比較調査を用いた量的研究の知見を基に、帰納的説明モデルが構築されるに至っている。

一例としてHeathら（2020）は排外主義の因果連関をモデル化しており、より具体的には、

経済的（雇用）・象徴的（宗教）脅威認知や社会的距離などを直接の要因とした上で、それ

らと相互に関連しあう集団間接触や相対的剥奪感などを含めたモデルを提示している。

西欧と比しても急激に進む少子高齢化を背景に、日本でも外国籍者人口が急増（30年でほ

ぼ3倍）し、現実的には遅れてきた「移民国家」となっている。ただ、少子高齢社会への対

応としての労働力確保や社会保障の破綻回避のためには、適切な移民受入政策が必要である。

しかし日本では1990年以降の度重なる入管法改正にも関わらず、その不在状況が続いている。

この問題を考えるには、日本でもナショナリズムと政党支持などの政治意識の関連性の検

討が必要である。実際、自民党のコアな支持層のもつ強い反移民意識が「移民」政策の不在

に影響しているともいわれる。しかしその反移民意識に関する日本の研究では、欧米で重視

される経済や文化への脅威認知とは異なり、近隣諸国との政治的対立の認知がその源泉され

る（樋口2014）。具体的には、地政学的対立に伴い韓国を「敵国」と見なす認知が在日コリ

アンへの排外意識を生み出し、また反中・反韓という形態の排外主義が自民党支持者で強ま
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若若手手研研究究２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ていない。また、近代文学研究全体を通じて言及されていない地方俳誌も数多く存在する。

それら未開拓の文献を調査・分析することは、明治俳句研究の一領域に止まらず、広く近代

文学研究に新たな視座を提供するものと考えられる。

以上の背景を踏まえ、本研究では「明治期の地方俳誌では、どのような俳人たちが、いか

なる文学活動を展開していたか、またそこにはどのような特色が認められるか」という問い

を設定する。俳誌というメディアを介して俳人たちの具体的な活動状況を浮き彫りにすると

ともに、近代俳句史における彼らの位置づけを再考する。また、地方俳壇の多様な様相を剔

抉することで、中央俳壇に即した近代俳句研究の偏向性を批判的に問い直したい。

((22))    本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性  

本研究の目的は、明治期における日本派の地方俳誌を調査・分析し、その実態を多角的に

考究することにある。特に、各誌に見られる俳句表現上の特色を、中央俳壇との比較を通じ

て闡明する。また俳句だけでなく、俳誌というメディアに掲載される種々の記事を取り上げ、

その資料的な性格を明らかにする。同時に、各誌の総目次を作成することで、現在低迷して

いる近代俳句研究の研究基盤を整備する。さらに、将来的な近代俳句データベースの構築に

向け、地方俳誌に載る句を幅広く収集する。

本研究の独自性と創造性は、既存の近代俳句研究や明治文学研究では未検証の地方俳誌に

照明を当て、そこで展開される文学活動から、当時の俳壇及び文壇の情勢を検証する点に認

められる。同時に、本研究は明治文壇における俳誌の位置づけ自体を問い直す点でも独創的

と言える。久米正雄や室生犀星、瀧井孝作などの作家たちは、小説で活躍する以前に地方の

俳誌や新聞に投句していた。本研究では、日本各地に偏在する俳誌というメディアが、そう

した地方の青年たちに文学との接点を提供する「場」として機能していたことを指摘する。

加えて、これまで注目されてこなかった地方俳人たちによる写生文を考察対象とし、明治期

における散文実践の一端を明らかにする。こうした句の分析のみに止まらない研究の可能性

を提示することで、俳誌を主軸とした新たな研究領域の創出が期待される。

また、所蔵一覧や総目次の整備によって資料へのアクセシビリティを向上させ、後続研究

の発展を促す。同時に、これまで参照されてこなかった資料群の存在を紹介することは、近

代俳句研究全体の活性化を促すと考えられる。

  ((33))  －－１１  着着想想にに至至っったた経経緯緯  

申請者はこれまで、明治期の俳句を言説史と表現史という二つの観点から研究しており、

近代俳句関連の先行研究を幅広く参照してきた。だが、そこで言及される資料は極めて限定

的であり、著名俳人と直接関わらない地方俳誌の動向は軽視されている。また、既存の個人

全集や全句集にも遺漏が多く、初出状況の調査すらなされていないのが現状である。そうし

た研究の低迷は、研究基盤となる地方俳誌の情報自体が欠落しており、「中央」と「地方」

が互いを意識していた当時の俳壇状況を十分理解していないことに起因すると考えられる。

他方、明治期の文芸誌や総合誌に関する研究領域では、総目次や記事索引が整備されてお

り、研究に活用されている。特に執筆者索引は、各誌に拠った作家の傾向が概観でき、雑誌

の性格を知るうえで裨益する所が大きい。また、一部の文献は国会図書館等のデータベース

で記事検索が可能であり、資料調査の足掛かりとして役立てられている。こうした研究環境

の整備は、明治期を対象とした近代俳句研究にも有効であると考え、本研究の着想に至った。

若若手手研研究究２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  
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文学研究に新たな視座を提供するものと考えられる。

以上の背景を踏まえ、本研究では「明治期の地方俳誌では、どのような俳人たちが、いか

なる文学活動を展開していたか、またそこにはどのような特色が認められるか」という問い

を設定する。俳誌というメディアを介して俳人たちの具体的な活動状況を浮き彫りにすると

ともに、近代俳句史における彼らの位置づけを再考する。また、地方俳壇の多様な様相を剔

抉することで、中央俳壇に即した近代俳句研究の偏向性を批判的に問い直したい。
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本研究の目的は、明治期における日本派の地方俳誌を調査・分析し、その実態を多角的に

考究することにある。特に、各誌に見られる俳句表現上の特色を、中央俳壇との比較を通じ

て闡明する。また俳句だけでなく、俳誌というメディアに掲載される種々の記事を取り上げ、

その資料的な性格を明らかにする。同時に、各誌の総目次を作成することで、現在低迷して

いる近代俳句研究の研究基盤を整備する。さらに、将来的な近代俳句データベースの構築に

向け、地方俳誌に載る句を幅広く収集する。

本研究の独自性と創造性は、既存の近代俳句研究や明治文学研究では未検証の地方俳誌に

照明を当て、そこで展開される文学活動から、当時の俳壇及び文壇の情勢を検証する点に認

められる。同時に、本研究は明治文壇における俳誌の位置づけ自体を問い直す点でも独創的

と言える。久米正雄や室生犀星、瀧井孝作などの作家たちは、小説で活躍する以前に地方の

俳誌や新聞に投句していた。本研究では、日本各地に偏在する俳誌というメディアが、そう

した地方の青年たちに文学との接点を提供する「場」として機能していたことを指摘する。

加えて、これまで注目されてこなかった地方俳人たちによる写生文を考察対象とし、明治期

における散文実践の一端を明らかにする。こうした句の分析のみに止まらない研究の可能性

を提示することで、俳誌を主軸とした新たな研究領域の創出が期待される。

また、所蔵一覧や総目次の整備によって資料へのアクセシビリティを向上させ、後続研究

の発展を促す。同時に、これまで参照されてこなかった資料群の存在を紹介することは、近

代俳句研究全体の活性化を促すと考えられる。

  ((33))  －－１１  着着想想にに至至っったた経経緯緯  

申請者はこれまで、明治期の俳句を言説史と表現史という二つの観点から研究しており、

近代俳句関連の先行研究を幅広く参照してきた。だが、そこで言及される資料は極めて限定

的であり、著名俳人と直接関わらない地方俳誌の動向は軽視されている。また、既存の個人

全集や全句集にも遺漏が多く、初出状況の調査すらなされていないのが現状である。そうし

た研究の低迷は、研究基盤となる地方俳誌の情報自体が欠落しており、「中央」と「地方」

が互いを意識していた当時の俳壇状況を十分理解していないことに起因すると考えられる。

他方、明治期の文芸誌や総合誌に関する研究領域では、総目次や記事索引が整備されてお

り、研究に活用されている。特に執筆者索引は、各誌に拠った作家の傾向が概観でき、雑誌

の性格を知るうえで裨益する所が大きい。また、一部の文献は国会図書館等のデータベース

で記事検索が可能であり、資料調査の足掛かりとして役立てられている。こうした研究環境

の整備は、明治期を対象とした近代俳句研究にも有効であると考え、本研究の着想に至った。

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））２２

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

様々な検討を重ねてきた．その結果，日常の座位時間が長い中高齢者は腎機能 推算糸球体

濾過量 が低値を示すことや Kosaki and Maeda et al., BMC Nephrol. 2020 ，心血管機能 圧受容器

反射感受性 が低いこと Mori and Maeda et al., under review などが明らかになっている．加えて，

腎臓の機能単位であるネフロンの数を理論的に推定する式を用いて※1，加齢やCKDに伴って

生じるネフロン数の減少と座位時間の関連性を横断的に検討した結果，いずれの対象集団に

おいても，日常の総座位時間が長い者では推定ネフロン数が少ないことが示された 図1 ．

さらに，この関連性は様々な交絡因子 年齢 性別 肥満の有無 服薬の有無 加速度計の

装着時間など の影響を統計学的に考慮した後も有意であった．こうした観察研究の知見は，

長時間の座位行動により心腎連関の進行過程が加速する可能性を示している．しかしながら，

心腎連関の進行過程において長時間の座位行動がどのような影響をもたらすかは全く不明である．

最近では，総座位時間に着目した研究のみならず，特定の座位行動パターン 座位行動を

中断した頻度 ブレイク や連続した座位行動の回数 バウト など に着目した研究報告が

増えてきている．我々の予備的な検討においても，30分以上連続した座位行動の出現回数が

腎機能の低下に伴い増加することが示されている unpublished data ．加えて，近年の身体活動

ガイドラインでは，身体活動を増加させる重要性だけでなく，連続した座位行動を中断する

ことの重要性も強く主張されている Powell et al., J Phys Act Health, 2018 ．これらのことから，

連続した座位行動を中断することは心腎連関を断ち切る上でも重要な役割を果たす可能性が

高いと考えられる．しかし，連続した座位行動を実際に中断した場合に腎臓や心血管系において
どのような変化が生じるのかについてはエビデンスが十分に蓄積されていない． 加えて，これまでの

研究では“どのタイミングに・どういうパターンで”座位行動を中断するべきかについて

十分な検討が実施されていない．したがって，心腎連関を断ち切る座位行動の具体的な中断

方法を提案するためには，実験室レベルにおける座位行動の介入研究，すなわち，連続した

座位行動を継続する条件に対し，ある一定時間 例えば30分毎 に座位行動を中断する条件を

施行した場合に，腎臓や心血管系がどのような変化を示すかを検討する必要がある 図2 ．

◆ 本研究の核心をなす学術的 「問い」 ➡ 座位行動を中断すると心腎連関を断ち切れるのか？
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増えてきている．我々の予備的な検討においても，30分以上連続した座位行動の出現回数が

腎機能の低下に伴い増加することが示されている unpublished data ．加えて，近年の身体活動

ガイドラインでは，身体活動を増加させる重要性だけでなく，連続した座位行動を中断する

ことの重要性も強く主張されている Powell et al., J Phys Act Health, 2018 ．これらのことから，

連続した座位行動を中断することは心腎連関を断ち切る上でも重要な役割を果たす可能性が

高いと考えられる．しかし，連続した座位行動を実際に中断した場合に腎臓や心血管系において
どのような変化が生じるのかについてはエビデンスが十分に蓄積されていない． 加えて，これまでの

研究では“どのタイミングに・どういうパターンで”座位行動を中断するべきかについて

十分な検討が実施されていない．したがって，心腎連関を断ち切る座位行動の具体的な中断

方法を提案するためには，実験室レベルにおける座位行動の介入研究，すなわち，連続した

座位行動を継続する条件に対し，ある一定時間 例えば30分毎 に座位行動を中断する条件を

施行した場合に，腎臓や心血管系がどのような変化を示すかを検討する必要がある 図2 ．

◆ 本研究の核心をなす学術的 「問い」 ➡ 座位行動を中断すると心腎連関を断ち切れるのか？

基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））１１  

１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど  
本研究計画調書は「中区分」の審査区分で審査されます。記述に当たっては、「科学研究費助成事業における審査及び評価

に関する規程」（公募要領１６頁参照）を参考にすること。 

本研究の目的と方法などについて、６頁以内で記述すること。 

冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述し、本文には、(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」、(2)

本研究の目的及び学術的独自性と創造性、(3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ、

(4)本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか、(5)本研究の目的を達成するための準備状況、について具

体的かつ明確に記述すること。 

本研究を研究分担者とともに行う場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割を記述すること。 

（（概概要要））    

本研究の目的は、外国人労働者の急増と適切な「移民」政策の不在状況を背景に、日本社

会において今後、排外主義などのナナシショョナナリリズズムムとと政政治治意意識識がが、、互互いいににどどののよよううにに影影響響ししなな

ががらら変変容容ししてていいくくののかか、、そそののメメカカニニズズムムをを解解明明することである。具体的には、本研究グルー

プが2009年以降4年毎に行う継続的全国調査「国際化と市民の政治参加に関する世論調査」

を2025年にも実施し、人々の抱くナショナリズムと政治意識の変化の実態を把握する。また、

5時点累積データを用いた時点間比較を行うことで、その変容メカニズムを明らかにする。

その上で近似した社会状況の韓国との国際比較調査を実施し、欧米のモデルと比較しつつ、

日韓に共通する地政学的対立関係の影響を組み込んだ「東アジアモデル」の提示を試みる。 

（（本本文文））  

(1)本研究の学術的背景、研究課題の核心をなす学術的「問い」 

排排外外主主義義ななどどののナナシショョナナリリズズムムにに対対しし、、外外国国人人人人口口増増加加とといいうう社社会会情情勢勢のの変変化化やや近近隣隣諸諸国国

ととのの国国際際関関係係（（特特にに地地政政学学的的ココンンフフリリククトトののよよううなな対対立立関関係係））がが、、どどののよよううにに影影響響すするるののかか。。

以上が本課題の核心を成す「問い」である。以下、その社会的背景を説明する。 

少子高齢化に悩む先進諸国は、労働力確保や経済成長、社会保障の危機緩和など様々な恩

恵を移民から受けている。だが同時にBrexitやトランプ現象、欧州における移民排斥を掲げ

る極右政党の伸張など、排外主義的ナショナリズムが政治に強い影響を与える状況にもある。

そのような排外主義的ナショナリズムの政治的影響力、規定構造や社会レベルでの変動の

要因解明に関し、特に欧州では近年、European Social Survey（以下ESS）などの継続的な国

際比較調査を用いた量的研究の知見を基に、帰納的説明モデルが構築されるに至っている。

一例としてHeathら（2020）は排外主義の因果連関をモデル化しており、より具体的には、

経済的（雇用）・象徴的（宗教）脅威認知や社会的距離などを直接の要因とした上で、それ

らと相互に関連しあう集団間接触や相対的剥奪感などを含めたモデルを提示している。

西欧と比しても急激に進む少子高齢化を背景に、日本でも外国籍者人口が急増（30年でほ

ぼ3倍）し、現実的には遅れてきた「移民国家」となっている。ただ、少子高齢社会への対

応としての労働力確保や社会保障の破綻回避のためには、適切な移民受入政策が必要である。

しかし日本では1990年以降の度重なる入管法改正にも関わらず、その不在状況が続いている。

この問題を考えるには、日本でもナショナリズムと政党支持などの政治意識の関連性の検

討が必要である。実際、自民党のコアな支持層のもつ強い反移民意識が「移民」政策の不在

に影響しているともいわれる。しかしその反移民意識に関する日本の研究では、欧米で重視

される経済や文化への脅威認知とは異なり、近隣諸国との政治的対立の認知がその源泉され

る（樋口2014）。具体的には、地政学的対立に伴い韓国を「敵国」と見なす認知が在日コリ

アンへの排外意識を生み出し、また反中・反韓という形態の排外主義が自民党支持者で強ま

様式Ｓ－１２ 研究計画調書（添付ファイル項目） 
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冒頭で学術的問いが明確に示されており、ポイントがつかみやすい。
そのあと、社会的背景、欧州における研究のトレンド、日本での 
課題と研究の必要性がロジカルに述べられており、理解しやすい。

事例③-5
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【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

前述の通り集積回路の開

発プロセスは，大きく設計

工程と製造工程に分かれる

（図図1）．製製造造工工程程でハー

ドウェアトロイを挿入する

には回路の物理的構造その

ものを改変する必要があ

り，ハードウェアトロイの

可能性・危険性は限定的で

ある．一方，設設計計工工程程でハードウェアトロイを挿入するには，電子的な設計データのごく一

部を改変するだけで，極めて重大な攻撃が可能となる．実際，集積回路設計データ中の

0.01%程度の改変で，内部秘密情報の漏洩や制御装置の誤動作も可能である[1]．
しかも，製造工程では1つのマスクパターンから多くの集積回路チップを製造するのに対

し，設計工程ではただ一つの設計データを設計する．つまり製造工程では多数の集積回路チ

ップの一部にハードウェアトロイを挿入した不正チップを作り込むことができるが，設計工

程ではただ一つの設計データにハードウェアトロイを挿入し不正設計データとなる．これは，

製造工程では原理的に「正チップ」と「不正チップ」との双方が存在し，「正チップと異な

るチップを発見」することが主流となるに対して，設計工程では「「たただだ一一つつのの設設計計デデーータタがが

不不正正かかどどううかかをを判判断断すするる」」ことが目標となる．しかも我が国の半導体設計メーカは内製の設

計ツールの開発研究がほぼなく，米国製設計ツールや東アジア諸国の安価な外部IPコア・セ

ルライブラリを使わざるを得ない状況にある．我が国こそが設設計計工工程程ででハハーードドウウェェアアトトロロイイ

侵侵入入のの危危機機にに直直面面していると言っていい．

以上まとめると，集積回路中のハードウェアトロイ検知では，以下の学術的な問いに答え

を見出す必要がある：

学学術術的的問問いい1（（設設計計工工程程ののハハーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知））：我が国の集積回路のハードウェア

トロイ検知では，設計工程のハードウェアトロイ検知技術の確立が急務である．設計工程

ハードウェアトロイ検知では，原理的に「正データ」は存在せず，「ただ一つの設計デー

タにハードウェアトロイが侵入しているか」を判断する技術が必要となる．

一方，研究代表者らは，(5)準準備備状状況況1に記述するように，これまで総務省SCOPE・基盤

研究(B)等を通し，集積回路設計データのハードウェアトロイ検知に関する研究を行い，特

にTrust-HUB（http://www.trust-hub.org）と呼ばれる世界標準のハードウェアトロイベンチ

マーク回路を対象に，既知設計データ中のハードウェアトロイの有無を誤りなく検知するこ

とに世界で初めて成功した．本成果は国際会議[T12] や論文[T10]等（番号は，2-(1)ここれれままでで

のの研研究究活活動動を指す）で発表され多くの受賞もあった．特に最初の発表[T12]は，発表後1年程

度の間に被引用回数が数十件を超えるなど国内外で多くの反響を呼ぶと共に，設計データ中

のハードウェアトロイ検知に関し，研究代表者らの研究グループが国際的に高く認知された．

一方，ここまで我々は，ベンチマークレベルで既知ハードウェアトロイについて，これら

が設計データ中に含まれていた場合，正しく検知する技術を研究開発してきたが，こうした

技術が開発されると「未知」ハードウェアトロイの出現が危ぶまれる．実際，ハードウェア

図図1：：集集積積回回路路設設計計・・製製造造工工程程中中ののハハーードドウウェェアアトトロロイイ挿挿入入

設計工程 製造工程

3rd Party IP外部発注 海外製造

潜在的なハードウェア
トロイの危険性

⚫ トロイ挿入が容易
⚫ ただ一つの設計データを設計
→ 唯一の設計データの不正検出（難しい）

【本研究】

⚫ トロイ挿入が難しい（現実的でない）
⚫ 1つのマスクから複数のチップを製造，一部チップ

のみ不正
→ 正チップと不正チップの区別が主流【従来研究】

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））３３

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

トロイ検知手法に対して，それに対応したハードウェアトロイの開発等の事例が報告され[5]，
今後も「「いいたたちちごごっっごご」」が繰り返される恐れがある．

[5] Jie Zhang et al, "DeTrust: Defeating hardware trust verification with stealthy implicitly-triggered 
hardware Trojans," Proc. CCS'14, pp. 153-166, 2014.

つまり，次の学術的問いに答えを見出す必要がある：

学学術術的的問問いい2（（未未知知ハハーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知））：ハードウェアトロイの開発は「いたちご

っこ」であり，いかに既知ハードウェアトロイを学習し，未知ハードウェアトロイを検知

するかが大きな問題となる．

上記「いたちごっこ」を解決するための有力な技術に「「機機械械学学習習」」がある（例えば(5)準準
備備状状況況2を参照）．機械学習モデルが既知のハードウェアトロイを学習することで，未知の

設計データが与えられても，効果的に設計データ中のハードウェアトロイの識別が期待でき

る．ところがハードウェアトロイそのものに微小な「「摂摂動動」」を加えることで，機械学習モデ

ルが「「騙騙さされれ」」，，誤誤識識別別がが起起ここるる恐恐れれがある．これは敵敵対対的的ササンンププルル攻攻撃撃と呼ばれ，画像処

理や音声処理で複数の実例が報告されている．攻撃者の次の一手を未然に防止するため，ハ

ードウェアトロイの摂動とは何かその条件の解明と，摂動に耐性を持つ機械学習モデルの解

明が不可欠である．上記に加え，次の学術的問いに答えを見出す必要がある：

学学術術的的問問いい3（（攻攻撃撃可可能能性性とと攻攻撃撃耐耐性性をを持持つつ機機械械学学習習モモデデルルのの解解明明））：ハードウェアトロ

イの摂動とは何か，その条件を世界に先駆けて解明，機械学習モデルの「騙し方」ならび

に摂動に耐性を持つ「騙されにくい」機械学習モデルの解明が大きな問題となる．

(2-1) 本本研研究究のの目目的的

以上の学術的問い1～3の答えとして，本研究では，レジスタトランスファレベル・論理レ

ベル等の集積回路設計データを対象に，機械学習によるハードウェアトロイの「学習」を利

用し機械学習モデルを進化，未知ハードウェアトロイや，摂動を加えたハードウェアトロイ

を含む設計データ（未知設計データ）に対し，未知設計データ中の「各信号線のトロイ／非

トロイを識別」する技術の確立を目的とする（図図2）．予備的な成果・実用性のもと，精度

として適合率（Precision）を用い，適適合合率率98%以以上上とと高高いい数数値値目目標標を設定する．つまり設計

データがハードウェアトロイを含

む場合，そのうち1つ以上の真の

トロイ信号線を偽陽性なく検知

し，設計データがハードウェアト

ロイを含まない場合，全信号線を

非トロイ信号線と分類することを

目標とする．

研究代表者らは， (5)準準備備状状況況1・・2に示す通り，Trust-HUBのハードウェアトロイ中の107

個以上の膨大な信号線を実際に精査し，データベースとして蓄積している（『『ハハーードドウウェェアア

トトロロイイビビッッググデデーータタ』』）．これは我々の研究グループのみが持つ優位な知見であり，これら

のもと，機械学習モデルとその信号線特徴量を最適化することで上記目標を達成する．

(2-2) 学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性

図図2：：本本研研究究のの目目的的

学学習習にによよるる信信号号線線のの分分類類（（適適合合率率98%以以上上））

Q

Q
SET

CLR

D

未知・摂動のあるトロイを含む回路設計データ
信号線ごとの特徴量

機械学習による信号線の分類

相互の最適化
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事例③-6

学術的問いが枠で囲まれており、審査委員は素早く見つけることが 
できる。また、背景情報を示したうえで学術的問いを示すという手法は、
審査委員が論理的な妥当性を確認できる（次ページも同様）。
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【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

前述の通り集積回路の開

発プロセスは，大きく設計

工程と製造工程に分かれる

（図図1）．製製造造工工程程でハー

ドウェアトロイを挿入する

には回路の物理的構造その

ものを改変する必要があ

り，ハードウェアトロイの

可能性・危険性は限定的で

ある．一方，設設計計工工程程でハードウェアトロイを挿入するには，電子的な設計データのごく一

部を改変するだけで，極めて重大な攻撃が可能となる．実際，集積回路設計データ中の

0.01%程度の改変で，内部秘密情報の漏洩や制御装置の誤動作も可能である[1]．
しかも，製造工程では1つのマスクパターンから多くの集積回路チップを製造するのに対

し，設計工程ではただ一つの設計データを設計する．つまり製造工程では多数の集積回路チ

ップの一部にハードウェアトロイを挿入した不正チップを作り込むことができるが，設計工

程ではただ一つの設計データにハードウェアトロイを挿入し不正設計データとなる．これは，

製造工程では原理的に「正チップ」と「不正チップ」との双方が存在し，「正チップと異な

るチップを発見」することが主流となるに対して，設計工程では「「たただだ一一つつのの設設計計デデーータタがが

不不正正かかどどううかかをを判判断断すするる」」ことが目標となる．しかも我が国の半導体設計メーカは内製の設

計ツールの開発研究がほぼなく，米国製設計ツールや東アジア諸国の安価な外部IPコア・セ

ルライブラリを使わざるを得ない状況にある．我が国こそが設設計計工工程程ででハハーードドウウェェアアトトロロイイ

侵侵入入のの危危機機にに直直面面していると言っていい．

以上まとめると，集積回路中のハードウェアトロイ検知では，以下の学術的な問いに答え

を見出す必要がある：

学学術術的的問問いい1（（設設計計工工程程ののハハーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知））：我が国の集積回路のハードウェア

トロイ検知では，設計工程のハードウェアトロイ検知技術の確立が急務である．設計工程

ハードウェアトロイ検知では，原理的に「正データ」は存在せず，「ただ一つの設計デー

タにハードウェアトロイが侵入しているか」を判断する技術が必要となる．

一方，研究代表者らは，(5)準準備備状状況況1に記述するように，これまで総務省SCOPE・基盤

研究(B)等を通し，集積回路設計データのハードウェアトロイ検知に関する研究を行い，特

にTrust-HUB（http://www.trust-hub.org）と呼ばれる世界標準のハードウェアトロイベンチ

マーク回路を対象に，既知設計データ中のハードウェアトロイの有無を誤りなく検知するこ

とに世界で初めて成功した．本成果は国際会議[T12] や論文[T10]等（番号は，2-(1)ここれれままでで

のの研研究究活活動動を指す）で発表され多くの受賞もあった．特に最初の発表[T12]は，発表後1年程

度の間に被引用回数が数十件を超えるなど国内外で多くの反響を呼ぶと共に，設計データ中

のハードウェアトロイ検知に関し，研究代表者らの研究グループが国際的に高く認知された．

一方，ここまで我々は，ベンチマークレベルで既知ハードウェアトロイについて，これら

が設計データ中に含まれていた場合，正しく検知する技術を研究開発してきたが，こうした

技術が開発されると「未知」ハードウェアトロイの出現が危ぶまれる．実際，ハードウェア

図図1：：集集積積回回路路設設計計・・製製造造工工程程中中ののハハーードドウウェェアアトトロロイイ挿挿入入

設計工程 製造工程

3rd Party IP外部発注 海外製造

潜在的なハードウェア
トロイの危険性

⚫ トロイ挿入が容易
⚫ ただ一つの設計データを設計
→ 唯一の設計データの不正検出（難しい）

【本研究】

⚫ トロイ挿入が難しい（現実的でない）
⚫ 1つのマスクから複数のチップを製造，一部チップ

のみ不正
→ 正チップと不正チップの区別が主流【従来研究】

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））３３

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

トロイ検知手法に対して，それに対応したハードウェアトロイの開発等の事例が報告され[5]，
今後も「「いいたたちちごごっっごご」」が繰り返される恐れがある．

[5] Jie Zhang et al, "DeTrust: Defeating hardware trust verification with stealthy implicitly-triggered 
hardware Trojans," Proc. CCS'14, pp. 153-166, 2014.

つまり，次の学術的問いに答えを見出す必要がある：

学学術術的的問問いい2（（未未知知ハハーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知））：ハードウェアトロイの開発は「いたちご

っこ」であり，いかに既知ハードウェアトロイを学習し，未知ハードウェアトロイを検知

するかが大きな問題となる．

上記「いたちごっこ」を解決するための有力な技術に「「機機械械学学習習」」がある（例えば(5)準準
備備状状況況2を参照）．機械学習モデルが既知のハードウェアトロイを学習することで，未知の

設計データが与えられても，効果的に設計データ中のハードウェアトロイの識別が期待でき

る．ところがハードウェアトロイそのものに微小な「「摂摂動動」」を加えることで，機械学習モデ

ルが「「騙騙さされれ」」，，誤誤識識別別がが起起ここるる恐恐れれがある．これは敵敵対対的的ササンンププルル攻攻撃撃と呼ばれ，画像処

理や音声処理で複数の実例が報告されている．攻撃者の次の一手を未然に防止するため，ハ

ードウェアトロイの摂動とは何かその条件の解明と，摂動に耐性を持つ機械学習モデルの解

明が不可欠である．上記に加え，次の学術的問いに答えを見出す必要がある：

学学術術的的問問いい3（（攻攻撃撃可可能能性性とと攻攻撃撃耐耐性性をを持持つつ機機械械学学習習モモデデルルのの解解明明））：ハードウェアトロ

イの摂動とは何か，その条件を世界に先駆けて解明，機械学習モデルの「騙し方」ならび

に摂動に耐性を持つ「騙されにくい」機械学習モデルの解明が大きな問題となる．

(2-1) 本本研研究究のの目目的的

以上の学術的問い1～3の答えとして，本研究では，レジスタトランスファレベル・論理レ

ベル等の集積回路設計データを対象に，機械学習によるハードウェアトロイの「学習」を利

用し機械学習モデルを進化，未知ハードウェアトロイや，摂動を加えたハードウェアトロイ

を含む設計データ（未知設計データ）に対し，未知設計データ中の「各信号線のトロイ／非

トロイを識別」する技術の確立を目的とする（図図2）．予備的な成果・実用性のもと，精度

として適合率（Precision）を用い，適適合合率率98%以以上上とと高高いい数数値値目目標標を設定する．つまり設計

データがハードウェアトロイを含

む場合，そのうち1つ以上の真の

トロイ信号線を偽陽性なく検知

し，設計データがハードウェアト

ロイを含まない場合，全信号線を

非トロイ信号線と分類することを

目標とする．

研究代表者らは， (5)準準備備状状況況1・・2に示す通り，Trust-HUBのハードウェアトロイ中の107

個以上の膨大な信号線を実際に精査し，データベースとして蓄積している（『『ハハーードドウウェェアア

トトロロイイビビッッググデデーータタ』』）．これは我々の研究グループのみが持つ優位な知見であり，これら

のもと，機械学習モデルとその信号線特徴量を最適化することで上記目標を達成する．

(2-2) 学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性

図図2：：本本研研究究のの目目的的

学学習習にによよるる信信号号線線のの分分類類（（適適合合率率98%以以上上））
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基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））３３

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性

上述した本研究の核心をなす学術的「問い」を明らかにし，心腎連関を断ち切る新しい

座位中断介入プログラムを開発するため，本申請課題では以下に示す3つの目的を設定した．

①. 座位行動の時間・パターンと腎臓および心血管系の血行力学的指標の関連性を明らかにすること 
②. 食後における座位行動の中断が腎臓と心血管系に及ぼす急性的な影響を明らかにすること 
③. 包括的な座位中断介入プログラムが腎臓と心血管系に及ぼす慢性的な影響を明らかにすること 

腎臓や心血管系はその構造および機能が複雑であるため，それらを評価する指標の選択が

重要である．臨床で広く用いられている腎臓および心血管系の指標は，主に病理的な変化を

特異的に検出することが目的であるため，それらの指標を用いて座位行動を中断した場合に

生じる生理的な変化を鋭敏かつ正確に評価することは困難であると考えられる．これに対し，

近年の新しい超音波画像診断技術から得られる種々の指標 後述 は，腎臓および心血管系の

急性的・慢性的な生理応答を鋭敏かつ正確に反映できる可能性がある．具体的には，腎臓の

評価では，従来から用いられている腎 区域 動脈に対するパルスドプラ法に加えて，腎葉間

静脈に対してパルスドプラ法を適応し，腎静脈におけるうっ血の程度を定量化する Iida et al., 
JACC Heart Fail, 2016 ．なお，極めて微細かつ低流速である腎葉間静脈血流の描出は，低流速

検出能に優れた新しい血流イメージング技術 Superb Micro-vascular Imaging を搭載した超音波

画像診断装置 Aplio i900, Canan Medical Systems社製 を用いて実施する予定である．心血管系の

評価では，従来の2次元心エコー法に加えて，複雑な構造を持つ心臓 特に右心室 の容積と

機能を正確に計測できる3次元心エコー法も合わせて実施する．さらに，より詳細な心機能

評価 心臓四腔の容積や局所変形率の定量化など が可能な3次元のスペックルトラッキング

心エコー法 Quad-Chamber Tracking なども実施する予定である．したがって，本研究の学術的

独自性は，座位行動の中断に伴って生じる腎臓や心血管系の生理的な変化を詳細に評価する為に
最先端の超音波画像診断技術を応用する点である．

一方で，心腎連関の発症・進行予防に関するこれまでの研究では，主に薬剤などを用いた

治療介入効果が検証されており，非薬物療法に関するエビデンスは十分に蓄積されていない．

これに対して，心腎連関を断ち切る上での新たな介入標的として日常生活の中で容易に改善

可能な「座位行動」 に着眼した点は本研究の創造性である．この着眼点は心腎連関を断ち

切る上でより実践的で新しい介入プログラムの開発につながる可能性がある．

（3）本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

食後において血糖値の上昇が遷延した状態である「食後高血糖」は過剰な酸化ストレスや

炎症などを介して血管内皮機能障害を惹起し，心腎連関の基盤病態になると考えられている

上田ら., 日内会誌, 2010 ．したがって，食後高血糖を制御することは心腎連関を断ち切る上で

重要な役割を果たす可能性が考えられる．これに対して，食後において座位行動を定期的に

中断することが食後高血糖の是正に有効であることが明らかにされている Dunstan et al., 
Diabetes Care, 2012 ．さらに，座位行動を削減する包括的プログラムを介入することによって

糖代謝動態が慢性的に改善することなども示されている Healy et al., Med Sci Sports Exerc, 2018 ．

これらのことから，本研究では，食後における座位行動の中断は食後高血糖の是正とそれに伴う
血管内皮機能機能の改善を介して心腎連関の進行を抑制するという着想に至った．

国内外で実施されている座位行動に関する臨床研究は，そのほとんどが観察研究であり，

長時間の座位行動に伴う健康上の弊害を示した疫学的エビデンスの蓄積は急速に進んでいる．

その一方で，座位行動を実際に中断した場合の各種リスク因子の変化を比較検討するような

介入研究は圧倒的に不足しており，座位行動に関する実験的エビデンスは十分に蓄積されていない．

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））３３

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性

上述した本研究の核心をなす学術的「問い」を明らかにし，心腎連関を断ち切る新しい

座位中断介入プログラムを開発するため，本申請課題では以下に示す3つの目的を設定した．

①. 座位行動の時間・パターンと腎臓および心血管系の血行力学的指標の関連性を明らかにすること 
②. 食後における座位行動の中断が腎臓と心血管系に及ぼす急性的な影響を明らかにすること 
③. 包括的な座位中断介入プログラムが腎臓と心血管系に及ぼす慢性的な影響を明らかにすること 

腎臓や心血管系はその構造および機能が複雑であるため，それらを評価する指標の選択が

重要である．臨床で広く用いられている腎臓および心血管系の指標は，主に病理的な変化を

特異的に検出することが目的であるため，それらの指標を用いて座位行動を中断した場合に

生じる生理的な変化を鋭敏かつ正確に評価することは困難であると考えられる．これに対し，

近年の新しい超音波画像診断技術から得られる種々の指標 後述 は，腎臓および心血管系の

急性的・慢性的な生理応答を鋭敏かつ正確に反映できる可能性がある．具体的には，腎臓の

評価では，従来から用いられている腎 区域 動脈に対するパルスドプラ法に加えて，腎葉間

静脈に対してパルスドプラ法を適応し，腎静脈におけるうっ血の程度を定量化する Iida et al., 
JACC Heart Fail, 2016 ．なお，極めて微細かつ低流速である腎葉間静脈血流の描出は，低流速

検出能に優れた新しい血流イメージング技術 Superb Micro-vascular Imaging を搭載した超音波

画像診断装置 Aplio i900, Canan Medical Systems社製 を用いて実施する予定である．心血管系の

評価では，従来の2次元心エコー法に加えて，複雑な構造を持つ心臓 特に右心室 の容積と

機能を正確に計測できる3次元心エコー法も合わせて実施する．さらに，より詳細な心機能

評価 心臓四腔の容積や局所変形率の定量化など が可能な3次元のスペックルトラッキング

心エコー法 Quad-Chamber Tracking なども実施する予定である．したがって，本研究の学術的

独自性は，座位行動の中断に伴って生じる腎臓や心血管系の生理的な変化を詳細に評価する為に
最先端の超音波画像診断技術を応用する点である．

一方で，心腎連関の発症・進行予防に関するこれまでの研究では，主に薬剤などを用いた

治療介入効果が検証されており，非薬物療法に関するエビデンスは十分に蓄積されていない．

これに対して，心腎連関を断ち切る上での新たな介入標的として日常生活の中で容易に改善

可能な「座位行動」 に着眼した点は本研究の創造性である．この着眼点は心腎連関を断ち

切る上でより実践的で新しい介入プログラムの開発につながる可能性がある．

（3）本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

食後において血糖値の上昇が遷延した状態である「食後高血糖」は過剰な酸化ストレスや

炎症などを介して血管内皮機能障害を惹起し，心腎連関の基盤病態になると考えられている

上田ら., 日内会誌, 2010 ．したがって，食後高血糖を制御することは心腎連関を断ち切る上で

重要な役割を果たす可能性が考えられる．これに対して，食後において座位行動を定期的に

中断することが食後高血糖の是正に有効であることが明らかにされている Dunstan et al., 
Diabetes Care, 2012 ．さらに，座位行動を削減する包括的プログラムを介入することによって

糖代謝動態が慢性的に改善することなども示されている Healy et al., Med Sci Sports Exerc, 2018 ．

これらのことから，本研究では，食後における座位行動の中断は食後高血糖の是正とそれに伴う
血管内皮機能機能の改善を介して心腎連関の進行を抑制するという着想に至った．

国内外で実施されている座位行動に関する臨床研究は，そのほとんどが観察研究であり，

長時間の座位行動に伴う健康上の弊害を示した疫学的エビデンスの蓄積は急速に進んでいる．

その一方で，座位行動を実際に中断した場合の各種リスク因子の変化を比較検討するような

介入研究は圧倒的に不足しており，座位行動に関する実験的エビデンスは十分に蓄積されていない．

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

以上により、申請者らは、「「ななぜぜ//どどののよよううにに、、変変化化にに直直面面ししななががららもも、、制制度度維維持持事事象象がが

生生じじるるののかか」」をを主主たたるる学学術術的的問問いいとし、その上で以下の研究課題を設定する。すなわち、①①

変変化化にに直直面面ししななががららもも、、いいかかにに既既存存のの制制度度がが再再びび正正統統化化さされれるるののかか、、②②どどののよよううななメメカカニニズズ

ムムでで既既存存のの制制度度へへとと回回帰帰すするるののかか、、ででああるる。。

 

(2)本研究の目的および学術的独自性と創造性 

 本本研研究究のの目目的的はは、、制制度度維維持持のの回回帰帰メメカカニニズズムムのの理理論論的的・・実実証証的的なな解解明明ででああるる。制度維持に

関する先行研究では、変化に直面しながらも、組織により既存の制度が維持される事象を明

らかにしてきた。だが、一連の研究では、制度維持に関する事例記述を中心とした静態的な

メカニズムの分析にとどまっており、制度維持の動態的なメカニズムに関する研究は十分に

行われていない。したがって、本本研研究究はは、、動動態態的的ななメメカカニニズズムムにに着着目目ししてて制制度度維維持持のの研研究究にに

おおけけるる新新たたなな理理論論的的展展開開をを企企図図ししたた研研究究ととししてて学学術術的的独独自自性性ががああるる。 

 本本研研究究のの創創造造性性はは、、回回帰帰メメカカニニズズムムにに焦焦点点をを当当てててていいるる点点ででああるる。本研究では変化に直面

しながらも、既存の制度へと回帰的変化する事象を研究対象としている。そのため、既既存存のの

制制度度ををいいかかにに維維持持ししてていいるるかかにに焦焦点点をを当当てててていいるる先先行行研研究究ととはは着着眼眼点点がが異異ななっってていいるる。回帰

的変化は従来の制度維持の研究では説明できなかった事象であり、学術的な研究があまり行

われていない。制制度度維維持持のの回回帰帰メメカカニニズズムムにに関関すするる研研究究課課題題のの解解明明がが進進めめばば、、制制度度維維持持のの研研

究究ににおおけけるる新新たたなな研研究究領領域域のの創創造造にに貢貢献献すするるここととがが期期待待さされれるる。。 

 また、本研究を通じて、「組織及び製品、コンテンツが地位や評判を守るためにどのよう

に対応すればいいのか」という実務的なインプリケーションも期待される。新制度派組織論

では、制度変革を意図する組織にのみ焦点が当たり、既存の制度に利害関係を有する組織は

どのように対応すればいいのかという視点が希薄であった。制度維持の回帰メカニズムの解

明により、既存の組織に対して示唆を与えることができる。以上から、本本研研究究はは新新制制度度派派組組

織織論論のの研研究究ををレレベベルルアアッッププささせせるるううええででもも重重要要かかつつ有有意意義義なな研研究究ででああるる。 

 

(3) 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ
制度維持の回帰メカニズムを解明する発想は、新制度派組織論の分析枠組みを用いて、長

期的に存続している組織と衰退する組織の差異を探求している研究代表者による科研費課題

(20K22137)「制度論的アプローチによる組織の長期的存続プロセスの理論的・実証的解明」

に端を発している。ゲームソフトを対象に研究・分析を進める過程で、マクロレベルでの回

帰的変化が生じていることに気づいた。映画作品や演劇作品も仮分析をしたところ、同様に

回帰的変化が生じていることが明らかになった。そして、新制度派組織論を包括的にレビュ

ーし、制度維持の研究領域において動態的なメカニズムの研究が不足していることが判明し

た。そこで、制度維持の回帰メカニズムを解明することで、制度維持の研究に新たな視点を

提供するとともに、新制度派組織論をレベルアップできると思い、本研究の着想に至った。

アイデンティティの異質性(Navis and Glynn,2012;Quirke,2013;Jesper,2016)を背景とし

て制度維持の研究は発展しており、ミクロ的基礎付けや制度ワークのようなボトムアップの

視点が強調されている。欧米では2010年以降に制度維持の研究が増加している傾向にあるが、

制度維持事象の事例記述を意図した静態的なメカニズムに関する研究が多い。だが、制度維

持の動態的なメカニズムの解明を意図した研究はほとんど行われていない状況にある。日本

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質
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基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））３３

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性

上述した本研究の核心をなす学術的「問い」を明らかにし，心腎連関を断ち切る新しい

座位中断介入プログラムを開発するため，本申請課題では以下に示す3つの目的を設定した．

①. 座位行動の時間・パターンと腎臓および心血管系の血行力学的指標の関連性を明らかにすること 
②. 食後における座位行動の中断が腎臓と心血管系に及ぼす急性的な影響を明らかにすること 
③. 包括的な座位中断介入プログラムが腎臓と心血管系に及ぼす慢性的な影響を明らかにすること 

腎臓や心血管系はその構造および機能が複雑であるため，それらを評価する指標の選択が

重要である．臨床で広く用いられている腎臓および心血管系の指標は，主に病理的な変化を

特異的に検出することが目的であるため，それらの指標を用いて座位行動を中断した場合に

生じる生理的な変化を鋭敏かつ正確に評価することは困難であると考えられる．これに対し，

近年の新しい超音波画像診断技術から得られる種々の指標 後述 は，腎臓および心血管系の

急性的・慢性的な生理応答を鋭敏かつ正確に反映できる可能性がある．具体的には，腎臓の

評価では，従来から用いられている腎 区域 動脈に対するパルスドプラ法に加えて，腎葉間

静脈に対してパルスドプラ法を適応し，腎静脈におけるうっ血の程度を定量化する Iida et al., 
JACC Heart Fail, 2016 ．なお，極めて微細かつ低流速である腎葉間静脈血流の描出は，低流速

検出能に優れた新しい血流イメージング技術 Superb Micro-vascular Imaging を搭載した超音波

画像診断装置 Aplio i900, Canan Medical Systems社製 を用いて実施する予定である．心血管系の

評価では，従来の2次元心エコー法に加えて，複雑な構造を持つ心臓 特に右心室 の容積と

機能を正確に計測できる3次元心エコー法も合わせて実施する．さらに，より詳細な心機能

評価 心臓四腔の容積や局所変形率の定量化など が可能な3次元のスペックルトラッキング

心エコー法 Quad-Chamber Tracking なども実施する予定である．したがって，本研究の学術的

独自性は，座位行動の中断に伴って生じる腎臓や心血管系の生理的な変化を詳細に評価する為に
最先端の超音波画像診断技術を応用する点である．

一方で，心腎連関の発症・進行予防に関するこれまでの研究では，主に薬剤などを用いた

治療介入効果が検証されており，非薬物療法に関するエビデンスは十分に蓄積されていない．

これに対して，心腎連関を断ち切る上での新たな介入標的として日常生活の中で容易に改善

可能な「座位行動」 に着眼した点は本研究の創造性である．この着眼点は心腎連関を断ち

切る上でより実践的で新しい介入プログラムの開発につながる可能性がある．

（3）本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

食後において血糖値の上昇が遷延した状態である「食後高血糖」は過剰な酸化ストレスや

炎症などを介して血管内皮機能障害を惹起し，心腎連関の基盤病態になると考えられている

上田ら., 日内会誌, 2010 ．したがって，食後高血糖を制御することは心腎連関を断ち切る上で

重要な役割を果たす可能性が考えられる．これに対して，食後において座位行動を定期的に

中断することが食後高血糖の是正に有効であることが明らかにされている Dunstan et al., 
Diabetes Care, 2012 ．さらに，座位行動を削減する包括的プログラムを介入することによって

糖代謝動態が慢性的に改善することなども示されている Healy et al., Med Sci Sports Exerc, 2018 ．

これらのことから，本研究では，食後における座位行動の中断は食後高血糖の是正とそれに伴う
血管内皮機能機能の改善を介して心腎連関の進行を抑制するという着想に至った．

国内外で実施されている座位行動に関する臨床研究は，そのほとんどが観察研究であり，

長時間の座位行動に伴う健康上の弊害を示した疫学的エビデンスの蓄積は急速に進んでいる．

その一方で，座位行動を実際に中断した場合の各種リスク因子の変化を比較検討するような

介入研究は圧倒的に不足しており，座位行動に関する実験的エビデンスは十分に蓄積されていない．

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））３３

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性

上述した本研究の核心をなす学術的「問い」を明らかにし，心腎連関を断ち切る新しい

座位中断介入プログラムを開発するため，本申請課題では以下に示す3つの目的を設定した．

①. 座位行動の時間・パターンと腎臓および心血管系の血行力学的指標の関連性を明らかにすること 
②. 食後における座位行動の中断が腎臓と心血管系に及ぼす急性的な影響を明らかにすること 
③. 包括的な座位中断介入プログラムが腎臓と心血管系に及ぼす慢性的な影響を明らかにすること 

腎臓や心血管系はその構造および機能が複雑であるため，それらを評価する指標の選択が

重要である．臨床で広く用いられている腎臓および心血管系の指標は，主に病理的な変化を

特異的に検出することが目的であるため，それらの指標を用いて座位行動を中断した場合に

生じる生理的な変化を鋭敏かつ正確に評価することは困難であると考えられる．これに対し，

近年の新しい超音波画像診断技術から得られる種々の指標 後述 は，腎臓および心血管系の

急性的・慢性的な生理応答を鋭敏かつ正確に反映できる可能性がある．具体的には，腎臓の

評価では，従来から用いられている腎 区域 動脈に対するパルスドプラ法に加えて，腎葉間

静脈に対してパルスドプラ法を適応し，腎静脈におけるうっ血の程度を定量化する Iida et al., 
JACC Heart Fail, 2016 ．なお，極めて微細かつ低流速である腎葉間静脈血流の描出は，低流速

検出能に優れた新しい血流イメージング技術 Superb Micro-vascular Imaging を搭載した超音波

画像診断装置 Aplio i900, Canan Medical Systems社製 を用いて実施する予定である．心血管系の

評価では，従来の2次元心エコー法に加えて，複雑な構造を持つ心臓 特に右心室 の容積と

機能を正確に計測できる3次元心エコー法も合わせて実施する．さらに，より詳細な心機能

評価 心臓四腔の容積や局所変形率の定量化など が可能な3次元のスペックルトラッキング

心エコー法 Quad-Chamber Tracking なども実施する予定である．したがって，本研究の学術的

独自性は，座位行動の中断に伴って生じる腎臓や心血管系の生理的な変化を詳細に評価する為に
最先端の超音波画像診断技術を応用する点である．

一方で，心腎連関の発症・進行予防に関するこれまでの研究では，主に薬剤などを用いた

治療介入効果が検証されており，非薬物療法に関するエビデンスは十分に蓄積されていない．

これに対して，心腎連関を断ち切る上での新たな介入標的として日常生活の中で容易に改善

可能な「座位行動」 に着眼した点は本研究の創造性である．この着眼点は心腎連関を断ち

切る上でより実践的で新しい介入プログラムの開発につながる可能性がある．

（3）本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

食後において血糖値の上昇が遷延した状態である「食後高血糖」は過剰な酸化ストレスや

炎症などを介して血管内皮機能障害を惹起し，心腎連関の基盤病態になると考えられている

上田ら., 日内会誌, 2010 ．したがって，食後高血糖を制御することは心腎連関を断ち切る上で

重要な役割を果たす可能性が考えられる．これに対して，食後において座位行動を定期的に

中断することが食後高血糖の是正に有効であることが明らかにされている Dunstan et al., 
Diabetes Care, 2012 ．さらに，座位行動を削減する包括的プログラムを介入することによって

糖代謝動態が慢性的に改善することなども示されている Healy et al., Med Sci Sports Exerc, 2018 ．

これらのことから，本研究では，食後における座位行動の中断は食後高血糖の是正とそれに伴う
血管内皮機能機能の改善を介して心腎連関の進行を抑制するという着想に至った．

国内外で実施されている座位行動に関する臨床研究は，そのほとんどが観察研究であり，

長時間の座位行動に伴う健康上の弊害を示した疫学的エビデンスの蓄積は急速に進んでいる．

その一方で，座位行動を実際に中断した場合の各種リスク因子の変化を比較検討するような

介入研究は圧倒的に不足しており，座位行動に関する実験的エビデンスは十分に蓄積されていない．

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質
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以上により、申請者らは、「「ななぜぜ//どどののよよううにに、、変変化化にに直直面面ししななががららもも、、制制度度維維持持事事象象がが

生生じじるるののかか」」をを主主たたるる学学術術的的問問いいとし、その上で以下の研究課題を設定する。すなわち、①①

変変化化にに直直面面ししななががららもも、、いいかかにに既既存存のの制制度度がが再再びび正正統統化化さされれるるののかか、、②②どどののよよううななメメカカニニズズ

ムムでで既既存存のの制制度度へへとと回回帰帰すするるののかか、、ででああるる。。

 

(2)本研究の目的および学術的独自性と創造性 

 本本研研究究のの目目的的はは、、制制度度維維持持のの回回帰帰メメカカニニズズムムのの理理論論的的・・実実証証的的なな解解明明ででああるる。制度維持に

関する先行研究では、変化に直面しながらも、組織により既存の制度が維持される事象を明

らかにしてきた。だが、一連の研究では、制度維持に関する事例記述を中心とした静態的な

メカニズムの分析にとどまっており、制度維持の動態的なメカニズムに関する研究は十分に

行われていない。したがって、本本研研究究はは、、動動態態的的ななメメカカニニズズムムにに着着目目ししてて制制度度維維持持のの研研究究にに

おおけけるる新新たたなな理理論論的的展展開開をを企企図図ししたた研研究究ととししてて学学術術的的独独自自性性ががああるる。 

 本本研研究究のの創創造造性性はは、、回回帰帰メメカカニニズズムムにに焦焦点点をを当当てててていいるる点点ででああるる。本研究では変化に直面

しながらも、既存の制度へと回帰的変化する事象を研究対象としている。そのため、既既存存のの

制制度度ををいいかかにに維維持持ししてていいるるかかにに焦焦点点をを当当てててていいるる先先行行研研究究ととはは着着眼眼点点がが異異ななっってていいるる。回帰

的変化は従来の制度維持の研究では説明できなかった事象であり、学術的な研究があまり行

われていない。制制度度維維持持のの回回帰帰メメカカニニズズムムにに関関すするる研研究究課課題題のの解解明明がが進進めめばば、、制制度度維維持持のの研研

究究ににおおけけるる新新たたなな研研究究領領域域のの創創造造にに貢貢献献すするるここととがが期期待待さされれるる。。 

 また、本研究を通じて、「組織及び製品、コンテンツが地位や評判を守るためにどのよう

に対応すればいいのか」という実務的なインプリケーションも期待される。新制度派組織論

では、制度変革を意図する組織にのみ焦点が当たり、既存の制度に利害関係を有する組織は

どのように対応すればいいのかという視点が希薄であった。制度維持の回帰メカニズムの解

明により、既存の組織に対して示唆を与えることができる。以上から、本本研研究究はは新新制制度度派派組組

織織論論のの研研究究ををレレベベルルアアッッププささせせるるううええででもも重重要要かかつつ有有意意義義なな研研究究ででああるる。 

 

(3) 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ
制度維持の回帰メカニズムを解明する発想は、新制度派組織論の分析枠組みを用いて、長

期的に存続している組織と衰退する組織の差異を探求している研究代表者による科研費課題

(20K22137)「制度論的アプローチによる組織の長期的存続プロセスの理論的・実証的解明」

に端を発している。ゲームソフトを対象に研究・分析を進める過程で、マクロレベルでの回

帰的変化が生じていることに気づいた。映画作品や演劇作品も仮分析をしたところ、同様に

回帰的変化が生じていることが明らかになった。そして、新制度派組織論を包括的にレビュ

ーし、制度維持の研究領域において動態的なメカニズムの研究が不足していることが判明し

た。そこで、制度維持の回帰メカニズムを解明することで、制度維持の研究に新たな視点を

提供するとともに、新制度派組織論をレベルアップできると思い、本研究の着想に至った。

アイデンティティの異質性(Navis and Glynn,2012;Quirke,2013;Jesper,2016)を背景とし

て制度維持の研究は発展しており、ミクロ的基礎付けや制度ワークのようなボトムアップの

視点が強調されている。欧米では2010年以降に制度維持の研究が増加している傾向にあるが、

制度維持事象の事例記述を意図した静態的なメカニズムに関する研究が多い。だが、制度維

持の動態的なメカニズムの解明を意図した研究はほとんど行われていない状況にある。日本
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研究目的の段落の構成がよい。結論→説明、結論→説明と続き、 
読み手が要点を迅速に理解できる構成となっている。3 段落目の最後に
研究のインパクトを述べており、この項全体として説得力を増す工夫が
なされている。下線を適切に用いており、下線を読んだだけで独自性や
創造性を理解することができる。

事例④-3

科研費の指南書_2023年度応募版④.indd   3科研費の指南書_2023年度応募版④.indd   3 2023/05/24   11:43:422023/05/24   11:43:42

43



基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））３３

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性

上述した本研究の核心をなす学術的「問い」を明らかにし，心腎連関を断ち切る新しい

座位中断介入プログラムを開発するため，本申請課題では以下に示す3つの目的を設定した．

①. 座位行動の時間・パターンと腎臓および心血管系の血行力学的指標の関連性を明らかにすること 
②. 食後における座位行動の中断が腎臓と心血管系に及ぼす急性的な影響を明らかにすること 
③. 包括的な座位中断介入プログラムが腎臓と心血管系に及ぼす慢性的な影響を明らかにすること 

腎臓や心血管系はその構造および機能が複雑であるため，それらを評価する指標の選択が

重要である．臨床で広く用いられている腎臓および心血管系の指標は，主に病理的な変化を

特異的に検出することが目的であるため，それらの指標を用いて座位行動を中断した場合に

生じる生理的な変化を鋭敏かつ正確に評価することは困難であると考えられる．これに対し，

近年の新しい超音波画像診断技術から得られる種々の指標 後述 は，腎臓および心血管系の

急性的・慢性的な生理応答を鋭敏かつ正確に反映できる可能性がある．具体的には，腎臓の

評価では，従来から用いられている腎 区域 動脈に対するパルスドプラ法に加えて，腎葉間

静脈に対してパルスドプラ法を適応し，腎静脈におけるうっ血の程度を定量化する Iida et al., 
JACC Heart Fail, 2016 ．なお，極めて微細かつ低流速である腎葉間静脈血流の描出は，低流速

検出能に優れた新しい血流イメージング技術 Superb Micro-vascular Imaging を搭載した超音波

画像診断装置 Aplio i900, Canan Medical Systems社製 を用いて実施する予定である．心血管系の

評価では，従来の2次元心エコー法に加えて，複雑な構造を持つ心臓 特に右心室 の容積と

機能を正確に計測できる3次元心エコー法も合わせて実施する．さらに，より詳細な心機能

評価 心臓四腔の容積や局所変形率の定量化など が可能な3次元のスペックルトラッキング

心エコー法 Quad-Chamber Tracking なども実施する予定である．したがって，本研究の学術的

独自性は，座位行動の中断に伴って生じる腎臓や心血管系の生理的な変化を詳細に評価する為に
最先端の超音波画像診断技術を応用する点である．

一方で，心腎連関の発症・進行予防に関するこれまでの研究では，主に薬剤などを用いた

治療介入効果が検証されており，非薬物療法に関するエビデンスは十分に蓄積されていない．

これに対して，心腎連関を断ち切る上での新たな介入標的として日常生活の中で容易に改善

可能な「座位行動」 に着眼した点は本研究の創造性である．この着眼点は心腎連関を断ち

切る上でより実践的で新しい介入プログラムの開発につながる可能性がある．

（3）本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

食後において血糖値の上昇が遷延した状態である「食後高血糖」は過剰な酸化ストレスや

炎症などを介して血管内皮機能障害を惹起し，心腎連関の基盤病態になると考えられている

上田ら., 日内会誌, 2010 ．したがって，食後高血糖を制御することは心腎連関を断ち切る上で

重要な役割を果たす可能性が考えられる．これに対して，食後において座位行動を定期的に

中断することが食後高血糖の是正に有効であることが明らかにされている Dunstan et al., 
Diabetes Care, 2012 ．さらに，座位行動を削減する包括的プログラムを介入することによって

糖代謝動態が慢性的に改善することなども示されている Healy et al., Med Sci Sports Exerc, 2018 ．

これらのことから，本研究では，食後における座位行動の中断は食後高血糖の是正とそれに伴う
血管内皮機能機能の改善を介して心腎連関の進行を抑制するという着想に至った．

国内外で実施されている座位行動に関する臨床研究は，そのほとんどが観察研究であり，

長時間の座位行動に伴う健康上の弊害を示した疫学的エビデンスの蓄積は急速に進んでいる．

その一方で，座位行動を実際に中断した場合の各種リスク因子の変化を比較検討するような

介入研究は圧倒的に不足しており，座位行動に関する実験的エビデンスは十分に蓄積されていない．

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））３３

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性
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事例⑤-1

研究の方法論の観点から、学術的独自性が簡潔にまとめられている。

⑤特色・強み・新しさ等、研究の 
オリジナリティの高さを示す

【1　研究目的、研究方法など】
（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

表1．研究内容の発展の流れ 

（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性 
 本研究の目的は、アジア9ヶ国のインフォーマル・リサイクルを事例として、フォーマル
部門とインフォーマル部門の協働が成立する条件を解明したうえで、行政とウェイスト・ピ
ッカーの協働に基づく新たな廃棄物管理政策を提案することであり、具体的には、表1に示
した5つの研究を実施する。 
 本研究の独自性と創造性は、同一の方法論（学術面）および協働という発想（実務面）に
ある。【学術面】先行研究は、様々な研究者が得たデータを用いた比較分析であるのに対し
て、本研究は、共通の方法論（研究代表者によるスラム街での長期滞在調査に基づき構築）
を用いて入手した均質性と信頼性が高いデータによる比較研究である。【実務面】これまで
の政策は、一方的に行政に組み込むという発想であり、ウェイスト・ピッカーの反発を招い
てきたのに対して、本研究では、双方の協働という発想に転換し両者の融和を図る。 
 
 
 
 

（3）－1．本研究の着想に至った経緯と準備状況 
 現在、各国政府や国際援助機関により、インフォーマル・リサイクルを公的な廃棄物管理
に組み込む試みがなされているが、良質な一次データが不足しc）、現状では、インフォーマ
ル・リサイクルを効果的に活かせていないことが着想の原点である。研究代表者は、これま
での研究を通じ1、2、3、4、5、廃棄物最終処分場におけるインフォーマル・リサイクルを調査し
分析するための方法論を構築した。この方法論の検証は終えており、短期調査でも質の高い
フィールド・データの入手が可能であることを確認している。このように、現状において、
各地のインフォーマル・リサイクルの実態をより正確に把握する方法論を構築するとともに、
後述するように、国際共同研究強化（A）により、研究を実現するための体制も整えている。 

（3）－2．関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ 
 廃棄物最終処分場におけるインフォーマル・リサイクルの研究は、事例研究の積み重ねの
段階にある。調査対象地は、主に、中南米およびアフリカであり、アジアではフィリピンや
ベトナムで研究がなされ、研究代表者はインドネシアを中心に研究を行ってきた。先行研究
では、廃品の回収量やリサイクル率の研究が中心的に行われ、経済効果に関する研究が不足
しているB）。比較研究は、様々な研究者によって行われた現地調査のデータ（援助機関によ
るレポートを含む）を用いた比較研究であり、現地調査の方法が統一されていない上、デー
タの質にばらつきがあり、研究結果の信頼性に課題がある。 
 本研究は、アジアの事例研究、および、比較研究による要因分析と位置づけられる。本研
究では、インフォーマル・リサイクルが盛んでは無い地域を含め、アジア全域の計9ヶ国で
の現地調査を行う。これにより、まず、ディスクリプティブな研究として、経済効果やコロ
ナ禍などの突発的な危機への対応方法を明らかにする。次に、パネル・データの分析による
アナリティカルな研究として、インフォーマル・リサイクルの効果に影響を与える要因およ
びフォーマル部門とインフォーマル部門の協働が成立する条件を解明し、学術的貢献ととも 
に、廃棄物管理政策の立案に必要な情報を提供することにより、実務的貢献を果たす。 
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では、廃品の回収量やリサイクル率の研究が中心的に行われ、経済効果に関する研究が不足
しているB）。比較研究は、様々な研究者によって行われた現地調査のデータ（援助機関によ
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タの質にばらつきがあり、研究結果の信頼性に課題がある。 
 本研究は、アジアの事例研究、および、比較研究による要因分析と位置づけられる。本研
究では、インフォーマル・リサイクルが盛んでは無い地域を含め、アジア全域の計9ヶ国で
の現地調査を行う。これにより、まず、ディスクリプティブな研究として、経済効果やコロ
ナ禍などの突発的な危機への対応方法を明らかにする。次に、パネル・データの分析による
アナリティカルな研究として、インフォーマル・リサイクルの効果に影響を与える要因およ
びフォーマル部門とインフォーマル部門の協働が成立する条件を解明し、学術的貢献ととも 
に、廃棄物管理政策の立案に必要な情報を提供することにより、実務的貢献を果たす。 
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⑤

本研究と同じ研究は過去にないと言い切り、学術的独自性をアピール
している。

事例⑤-2
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

表1．研究内容の発展の流れ 

（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性 
 本研究の目的は、アジア9ヶ国のインフォーマル・リサイクルを事例として、フォーマル
部門とインフォーマル部門の協働が成立する条件を解明したうえで、行政とウェイスト・ピ
ッカーの協働に基づく新たな廃棄物管理政策を提案することであり、具体的には、表1に示
した5つの研究を実施する。 
 本研究の独自性と創造性は、同一の方法論（学術面）および協働という発想（実務面）に
ある。【学術面】先行研究は、様々な研究者が得たデータを用いた比較分析であるのに対し
て、本研究は、共通の方法論（研究代表者によるスラム街での長期滞在調査に基づき構築）
を用いて入手した均質性と信頼性が高いデータによる比較研究である。【実務面】これまで
の政策は、一方的に行政に組み込むという発想であり、ウェイスト・ピッカーの反発を招い
てきたのに対して、本研究では、双方の協働という発想に転換し両者の融和を図る。 
 
 
 
 

（3）－1．本研究の着想に至った経緯と準備状況 
 現在、各国政府や国際援助機関により、インフォーマル・リサイクルを公的な廃棄物管理
に組み込む試みがなされているが、良質な一次データが不足しc）、現状では、インフォーマ
ル・リサイクルを効果的に活かせていないことが着想の原点である。研究代表者は、これま
での研究を通じ1、2、3、4、5、廃棄物最終処分場におけるインフォーマル・リサイクルを調査し
分析するための方法論を構築した。この方法論の検証は終えており、短期調査でも質の高い
フィールド・データの入手が可能であることを確認している。このように、現状において、
各地のインフォーマル・リサイクルの実態をより正確に把握する方法論を構築するとともに、
後述するように、国際共同研究強化（A）により、研究を実現するための体制も整えている。 

（3）－2．関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ 
 廃棄物最終処分場におけるインフォーマル・リサイクルの研究は、事例研究の積み重ねの
段階にある。調査対象地は、主に、中南米およびアフリカであり、アジアではフィリピンや
ベトナムで研究がなされ、研究代表者はインドネシアを中心に研究を行ってきた。先行研究
では、廃品の回収量やリサイクル率の研究が中心的に行われ、経済効果に関する研究が不足
しているB）。比較研究は、様々な研究者によって行われた現地調査のデータ（援助機関によ
るレポートを含む）を用いた比較研究であり、現地調査の方法が統一されていない上、デー
タの質にばらつきがあり、研究結果の信頼性に課題がある。 
 本研究は、アジアの事例研究、および、比較研究による要因分析と位置づけられる。本研
究では、インフォーマル・リサイクルが盛んでは無い地域を含め、アジア全域の計9ヶ国で
の現地調査を行う。これにより、まず、ディスクリプティブな研究として、経済効果やコロ
ナ禍などの突発的な危機への対応方法を明らかにする。次に、パネル・データの分析による
アナリティカルな研究として、インフォーマル・リサイクルの効果に影響を与える要因およ
びフォーマル部門とインフォーマル部門の協働が成立する条件を解明し、学術的貢献ととも 
に、廃棄物管理政策の立案に必要な情報を提供することにより、実務的貢献を果たす。 

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

表1．研究内容の発展の流れ 

（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性 
 本研究の目的は、アジア9ヶ国のインフォーマル・リサイクルを事例として、フォーマル
部門とインフォーマル部門の協働が成立する条件を解明したうえで、行政とウェイスト・ピ
ッカーの協働に基づく新たな廃棄物管理政策を提案することであり、具体的には、表1に示
した5つの研究を実施する。 
 本研究の独自性と創造性は、同一の方法論（学術面）および協働という発想（実務面）に
ある。【学術面】先行研究は、様々な研究者が得たデータを用いた比較分析であるのに対し
て、本研究は、共通の方法論（研究代表者によるスラム街での長期滞在調査に基づき構築）
を用いて入手した均質性と信頼性が高いデータによる比較研究である。【実務面】これまで
の政策は、一方的に行政に組み込むという発想であり、ウェイスト・ピッカーの反発を招い
てきたのに対して、本研究では、双方の協働という発想に転換し両者の融和を図る。 
 
 
 
 

（3）－1．本研究の着想に至った経緯と準備状況 
 現在、各国政府や国際援助機関により、インフォーマル・リサイクルを公的な廃棄物管理
に組み込む試みがなされているが、良質な一次データが不足しc）、現状では、インフォーマ
ル・リサイクルを効果的に活かせていないことが着想の原点である。研究代表者は、これま
での研究を通じ1、2、3、4、5、廃棄物最終処分場におけるインフォーマル・リサイクルを調査し
分析するための方法論を構築した。この方法論の検証は終えており、短期調査でも質の高い
フィールド・データの入手が可能であることを確認している。このように、現状において、
各地のインフォーマル・リサイクルの実態をより正確に把握する方法論を構築するとともに、
後述するように、国際共同研究強化（A）により、研究を実現するための体制も整えている。 

（3）－2．関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ 
 廃棄物最終処分場におけるインフォーマル・リサイクルの研究は、事例研究の積み重ねの
段階にある。調査対象地は、主に、中南米およびアフリカであり、アジアではフィリピンや
ベトナムで研究がなされ、研究代表者はインドネシアを中心に研究を行ってきた。先行研究
では、廃品の回収量やリサイクル率の研究が中心的に行われ、経済効果に関する研究が不足
しているB）。比較研究は、様々な研究者によって行われた現地調査のデータ（援助機関によ
るレポートを含む）を用いた比較研究であり、現地調査の方法が統一されていない上、デー
タの質にばらつきがあり、研究結果の信頼性に課題がある。 
 本研究は、アジアの事例研究、および、比較研究による要因分析と位置づけられる。本研
究では、インフォーマル・リサイクルが盛んでは無い地域を含め、アジア全域の計9ヶ国で
の現地調査を行う。これにより、まず、ディスクリプティブな研究として、経済効果やコロ
ナ禍などの突発的な危機への対応方法を明らかにする。次に、パネル・データの分析による
アナリティカルな研究として、インフォーマル・リサイクルの効果に影響を与える要因およ
びフォーマル部門とインフォーマル部門の協働が成立する条件を解明し、学術的貢献ととも 
に、廃棄物管理政策の立案に必要な情報を提供することにより、実務的貢献を果たす。 
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⑤

研究計画調書上の項目：【1　研究目的、研究方法など】
（3）本研究の着想に至った経緯

事例⑤-3

先行研究の不足と、そのギャップを埋める本研究における戦略を簡潔
に示し、独自性と創造性を効果的にアピールしている。
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⑥

⑥学術分野や社会への貢献等、 
具体的な波及効果を示す

【1　研究目的、研究方法など】
（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性
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若若手手研研究究２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ていない。また、近代文学研究全体を通じて言及されていない地方俳誌も数多く存在する。

それら未開拓の文献を調査・分析することは、明治俳句研究の一領域に止まらず、広く近代

文学研究に新たな視座を提供するものと考えられる。

以上の背景を踏まえ、本研究では「明治期の地方俳誌では、どのような俳人たちが、いか

なる文学活動を展開していたか、またそこにはどのような特色が認められるか」という問い

を設定する。俳誌というメディアを介して俳人たちの具体的な活動状況を浮き彫りにすると

ともに、近代俳句史における彼らの位置づけを再考する。また、地方俳壇の多様な様相を剔

抉することで、中央俳壇に即した近代俳句研究の偏向性を批判的に問い直したい。

((22))    本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性  

本研究の目的は、明治期における日本派の地方俳誌を調査・分析し、その実態を多角的に

考究することにある。特に、各誌に見られる俳句表現上の特色を、中央俳壇との比較を通じ

て闡明する。また俳句だけでなく、俳誌というメディアに掲載される種々の記事を取り上げ、

その資料的な性格を明らかにする。同時に、各誌の総目次を作成することで、現在低迷して

いる近代俳句研究の研究基盤を整備する。さらに、将来的な近代俳句データベースの構築に

向け、地方俳誌に載る句を幅広く収集する。

本研究の独自性と創造性は、既存の近代俳句研究や明治文学研究では未検証の地方俳誌に

照明を当て、そこで展開される文学活動から、当時の俳壇及び文壇の情勢を検証する点に認

められる。同時に、本研究は明治文壇における俳誌の位置づけ自体を問い直す点でも独創的

と言える。久米正雄や室生犀星、瀧井孝作などの作家たちは、小説で活躍する以前に地方の

俳誌や新聞に投句していた。本研究では、日本各地に偏在する俳誌というメディアが、そう

した地方の青年たちに文学との接点を提供する「場」として機能していたことを指摘する。

加えて、これまで注目されてこなかった地方俳人たちによる写生文を考察対象とし、明治期

における散文実践の一端を明らかにする。こうした句の分析のみに止まらない研究の可能性

を提示することで、俳誌を主軸とした新たな研究領域の創出が期待される。

また、所蔵一覧や総目次の整備によって資料へのアクセシビリティを向上させ、後続研究

の発展を促す。同時に、これまで参照されてこなかった資料群の存在を紹介することは、近

代俳句研究全体の活性化を促すと考えられる。

  ((33))  －－１１  着着想想にに至至っったた経経緯緯  

申請者はこれまで、明治期の俳句を言説史と表現史という二つの観点から研究しており、

近代俳句関連の先行研究を幅広く参照してきた。だが、そこで言及される資料は極めて限定

的であり、著名俳人と直接関わらない地方俳誌の動向は軽視されている。また、既存の個人

全集や全句集にも遺漏が多く、初出状況の調査すらなされていないのが現状である。そうし

た研究の低迷は、研究基盤となる地方俳誌の情報自体が欠落しており、「中央」と「地方」

が互いを意識していた当時の俳壇状況を十分理解していないことに起因すると考えられる。

他方、明治期の文芸誌や総合誌に関する研究領域では、総目次や記事索引が整備されてお

り、研究に活用されている。特に執筆者索引は、各誌に拠った作家の傾向が概観でき、雑誌

の性格を知るうえで裨益する所が大きい。また、一部の文献は国会図書館等のデータベース

で記事検索が可能であり、資料調査の足掛かりとして役立てられている。こうした研究環境

の整備は、明治期を対象とした近代俳句研究にも有効であると考え、本研究の着想に至った。

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））３３

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

（2）本研究の目的および学術的独自性と創造性

上述した本研究の核心をなす学術的「問い」を明らかにし，心腎連関を断ち切る新しい

座位中断介入プログラムを開発するため，本申請課題では以下に示す3つの目的を設定した．

①. 座位行動の時間・パターンと腎臓および心血管系の血行力学的指標の関連性を明らかにすること 
②. 食後における座位行動の中断が腎臓と心血管系に及ぼす急性的な影響を明らかにすること 
③. 包括的な座位中断介入プログラムが腎臓と心血管系に及ぼす慢性的な影響を明らかにすること 

腎臓や心血管系はその構造および機能が複雑であるため，それらを評価する指標の選択が

重要である．臨床で広く用いられている腎臓および心血管系の指標は，主に病理的な変化を

特異的に検出することが目的であるため，それらの指標を用いて座位行動を中断した場合に

生じる生理的な変化を鋭敏かつ正確に評価することは困難であると考えられる．これに対し，

近年の新しい超音波画像診断技術から得られる種々の指標 後述 は，腎臓および心血管系の

急性的・慢性的な生理応答を鋭敏かつ正確に反映できる可能性がある．具体的には，腎臓の

評価では，従来から用いられている腎 区域 動脈に対するパルスドプラ法に加えて，腎葉間

静脈に対してパルスドプラ法を適応し，腎静脈におけるうっ血の程度を定量化する Iida et al., 
JACC Heart Fail, 2016 ．なお，極めて微細かつ低流速である腎葉間静脈血流の描出は，低流速

検出能に優れた新しい血流イメージング技術 Superb Micro-vascular Imaging を搭載した超音波

画像診断装置 Aplio i900, Canan Medical Systems社製 を用いて実施する予定である．心血管系の

評価では，従来の2次元心エコー法に加えて，複雑な構造を持つ心臓 特に右心室 の容積と

機能を正確に計測できる3次元心エコー法も合わせて実施する．さらに，より詳細な心機能

評価 心臓四腔の容積や局所変形率の定量化など が可能な3次元のスペックルトラッキング

心エコー法 Quad-Chamber Tracking なども実施する予定である．したがって，本研究の学術的

独自性は，座位行動の中断に伴って生じる腎臓や心血管系の生理的な変化を詳細に評価する為に
最先端の超音波画像診断技術を応用する点である．

一方で，心腎連関の発症・進行予防に関するこれまでの研究では，主に薬剤などを用いた

治療介入効果が検証されており，非薬物療法に関するエビデンスは十分に蓄積されていない．

これに対して，心腎連関を断ち切る上での新たな介入標的として日常生活の中で容易に改善

可能な「座位行動」 に着眼した点は本研究の創造性である．この着眼点は心腎連関を断ち

切る上でより実践的で新しい介入プログラムの開発につながる可能性がある．

（3）本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ

食後において血糖値の上昇が遷延した状態である「食後高血糖」は過剰な酸化ストレスや

炎症などを介して血管内皮機能障害を惹起し，心腎連関の基盤病態になると考えられている

上田ら., 日内会誌, 2010 ．したがって，食後高血糖を制御することは心腎連関を断ち切る上で

重要な役割を果たす可能性が考えられる．これに対して，食後において座位行動を定期的に

中断することが食後高血糖の是正に有効であることが明らかにされている Dunstan et al., 
Diabetes Care, 2012 ．さらに，座位行動を削減する包括的プログラムを介入することによって

糖代謝動態が慢性的に改善することなども示されている Healy et al., Med Sci Sports Exerc, 2018 ．

これらのことから，本研究では，食後における座位行動の中断は食後高血糖の是正とそれに伴う
血管内皮機能機能の改善を介して心腎連関の進行を抑制するという着想に至った．
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ていない。また、近代文学研究全体を通じて言及されていない地方俳誌も数多く存在する。

それら未開拓の文献を調査・分析することは、明治俳句研究の一領域に止まらず、広く近代

文学研究に新たな視座を提供するものと考えられる。

以上の背景を踏まえ、本研究では「明治期の地方俳誌では、どのような俳人たちが、いか

なる文学活動を展開していたか、またそこにはどのような特色が認められるか」という問い

を設定する。俳誌というメディアを介して俳人たちの具体的な活動状況を浮き彫りにすると

ともに、近代俳句史における彼らの位置づけを再考する。また、地方俳壇の多様な様相を剔

抉することで、中央俳壇に即した近代俳句研究の偏向性を批判的に問い直したい。

((22))    本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性  

本研究の目的は、明治期における日本派の地方俳誌を調査・分析し、その実態を多角的に

考究することにある。特に、各誌に見られる俳句表現上の特色を、中央俳壇との比較を通じ

て闡明する。また俳句だけでなく、俳誌というメディアに掲載される種々の記事を取り上げ、

その資料的な性格を明らかにする。同時に、各誌の総目次を作成することで、現在低迷して

いる近代俳句研究の研究基盤を整備する。さらに、将来的な近代俳句データベースの構築に

向け、地方俳誌に載る句を幅広く収集する。

本研究の独自性と創造性は、既存の近代俳句研究や明治文学研究では未検証の地方俳誌に

照明を当て、そこで展開される文学活動から、当時の俳壇及び文壇の情勢を検証する点に認

められる。同時に、本研究は明治文壇における俳誌の位置づけ自体を問い直す点でも独創的

と言える。久米正雄や室生犀星、瀧井孝作などの作家たちは、小説で活躍する以前に地方の

俳誌や新聞に投句していた。本研究では、日本各地に偏在する俳誌というメディアが、そう

した地方の青年たちに文学との接点を提供する「場」として機能していたことを指摘する。

加えて、これまで注目されてこなかった地方俳人たちによる写生文を考察対象とし、明治期

における散文実践の一端を明らかにする。こうした句の分析のみに止まらない研究の可能性

を提示することで、俳誌を主軸とした新たな研究領域の創出が期待される。

また、所蔵一覧や総目次の整備によって資料へのアクセシビリティを向上させ、後続研究

の発展を促す。同時に、これまで参照されてこなかった資料群の存在を紹介することは、近

代俳句研究全体の活性化を促すと考えられる。

  ((33))  －－１１  着着想想にに至至っったた経経緯緯  

申請者はこれまで、明治期の俳句を言説史と表現史という二つの観点から研究しており、

近代俳句関連の先行研究を幅広く参照してきた。だが、そこで言及される資料は極めて限定

的であり、著名俳人と直接関わらない地方俳誌の動向は軽視されている。また、既存の個人

全集や全句集にも遺漏が多く、初出状況の調査すらなされていないのが現状である。そうし

た研究の低迷は、研究基盤となる地方俳誌の情報自体が欠落しており、「中央」と「地方」

が互いを意識していた当時の俳壇状況を十分理解していないことに起因すると考えられる。

他方、明治期の文芸誌や総合誌に関する研究領域では、総目次や記事索引が整備されてお

り、研究に活用されている。特に執筆者索引は、各誌に拠った作家の傾向が概観でき、雑誌

の性格を知るうえで裨益する所が大きい。また、一部の文献は国会図書館等のデータベース

で記事検索が可能であり、資料調査の足掛かりとして役立てられている。こうした研究環境

の整備は、明治期を対象とした近代俳句研究にも有効であると考え、本研究の着想に至った。
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学術的創造性として、本研究による当該研究分野の発展への寄与、 
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を設定する。俳誌というメディアを介して俳人たちの具体的な活動状況を浮き彫りにすると
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食後において血糖値の上昇が遷延した状態である「食後高血糖」は過剰な酸化ストレスや

炎症などを介して血管内皮機能障害を惹起し，心腎連関の基盤病態になると考えられている

上田ら., 日内会誌, 2010 ．したがって，食後高血糖を制御することは心腎連関を断ち切る上で

重要な役割を果たす可能性が考えられる．これに対して，食後において座位行動を定期的に

中断することが食後高血糖の是正に有効であることが明らかにされている Dunstan et al., 
Diabetes Care, 2012 ．さらに，座位行動を削減する包括的プログラムを介入することによって

糖代謝動態が慢性的に改善することなども示されている Healy et al., Med Sci Sports Exerc, 2018 ．

これらのことから，本研究では，食後における座位行動の中断は食後高血糖の是正とそれに伴う
血管内皮機能機能の改善を介して心腎連関の進行を抑制するという着想に至った．

国内外で実施されている座位行動に関する臨床研究は，そのほとんどが観察研究であり，

長時間の座位行動に伴う健康上の弊害を示した疫学的エビデンスの蓄積は急速に進んでいる．

その一方で，座位行動を実際に中断した場合の各種リスク因子の変化を比較検討するような

介入研究は圧倒的に不足しており，座位行動に関する実験的エビデンスは十分に蓄積されていない．

若若手手研研究究２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ていない。また、近代文学研究全体を通じて言及されていない地方俳誌も数多く存在する。

それら未開拓の文献を調査・分析することは、明治俳句研究の一領域に止まらず、広く近代

文学研究に新たな視座を提供するものと考えられる。

以上の背景を踏まえ、本研究では「明治期の地方俳誌では、どのような俳人たちが、いか

なる文学活動を展開していたか、またそこにはどのような特色が認められるか」という問い

を設定する。俳誌というメディアを介して俳人たちの具体的な活動状況を浮き彫りにすると

ともに、近代俳句史における彼らの位置づけを再考する。また、地方俳壇の多様な様相を剔

抉することで、中央俳壇に即した近代俳句研究の偏向性を批判的に問い直したい。

((22))    本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性  

本研究の目的は、明治期における日本派の地方俳誌を調査・分析し、その実態を多角的に

考究することにある。特に、各誌に見られる俳句表現上の特色を、中央俳壇との比較を通じ

て闡明する。また俳句だけでなく、俳誌というメディアに掲載される種々の記事を取り上げ、

その資料的な性格を明らかにする。同時に、各誌の総目次を作成することで、現在低迷して

いる近代俳句研究の研究基盤を整備する。さらに、将来的な近代俳句データベースの構築に

向け、地方俳誌に載る句を幅広く収集する。

本研究の独自性と創造性は、既存の近代俳句研究や明治文学研究では未検証の地方俳誌に

照明を当て、そこで展開される文学活動から、当時の俳壇及び文壇の情勢を検証する点に認

められる。同時に、本研究は明治文壇における俳誌の位置づけ自体を問い直す点でも独創的

と言える。久米正雄や室生犀星、瀧井孝作などの作家たちは、小説で活躍する以前に地方の

俳誌や新聞に投句していた。本研究では、日本各地に偏在する俳誌というメディアが、そう

した地方の青年たちに文学との接点を提供する「場」として機能していたことを指摘する。

加えて、これまで注目されてこなかった地方俳人たちによる写生文を考察対象とし、明治期

における散文実践の一端を明らかにする。こうした句の分析のみに止まらない研究の可能性

を提示することで、俳誌を主軸とした新たな研究領域の創出が期待される。

また、所蔵一覧や総目次の整備によって資料へのアクセシビリティを向上させ、後続研究

の発展を促す。同時に、これまで参照されてこなかった資料群の存在を紹介することは、近

代俳句研究全体の活性化を促すと考えられる。

  ((33))  －－１１  着着想想にに至至っったた経経緯緯  

申請者はこれまで、明治期の俳句を言説史と表現史という二つの観点から研究しており、

近代俳句関連の先行研究を幅広く参照してきた。だが、そこで言及される資料は極めて限定

的であり、著名俳人と直接関わらない地方俳誌の動向は軽視されている。また、既存の個人

全集や全句集にも遺漏が多く、初出状況の調査すらなされていないのが現状である。そうし

た研究の低迷は、研究基盤となる地方俳誌の情報自体が欠落しており、「中央」と「地方」

が互いを意識していた当時の俳壇状況を十分理解していないことに起因すると考えられる。

他方、明治期の文芸誌や総合誌に関する研究領域では、総目次や記事索引が整備されてお

り、研究に活用されている。特に執筆者索引は、各誌に拠った作家の傾向が概観でき、雑誌

の性格を知るうえで裨益する所が大きい。また、一部の文献は国会図書館等のデータベース

で記事検索が可能であり、資料調査の足掛かりとして役立てられている。こうした研究環境

の整備は、明治期を対象とした近代俳句研究にも有効であると考え、本研究の着想に至った。
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事例⑥-2

研究成果の社会実装の観点から、学術的創造性を簡潔に述べている。
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質

研研究究活活動動ススタターートト支支援援２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

1996）。涙液の干渉像測定器は複数製品化されているがいずれも大型機器でありVRゴーグル

を装用した状態で測定することはできない。 

近年、メタバース上での活動のためにVVRRゴゴーーググルルのの利利用用者者がが増増加加している。VRコンテンツ

市場は2025年までに189億ドルに達すると言われ今後も拡大傾向にある。VRゴーグルの特徴

は、至近距離の画面に注視し続けることにより、三次元世界への没入感を体験できる点にあ

る。一方で、VRゴーグルは著しく目に負荷を与える装置であるため安安全全なな使使用用がが求求めめらられれてて

いいるるにも関わらず、目への安全、とりわけ涙涙液液へへのの影影響響にに関関すするる研研究究はは少少なないい。先行研究で

はVRゴーグル装用時のまばたき回数の低下や眼不快感の増加が報告されている（Jungho et 

al., 2018; Hyeon et al., 2021）。また、VRゴーグルの使用前と使用後での比較において、

涙液層の安定性が向上したという報告（Philip et al.,2019）がある一方、安定性に有意差

がなかったという結果（Mohamad et al.,2020）もあり、統一的な見解には至っていない。 

本研究の学術的問いは、ドドラライイアアイイにに直直接接関関連連すするる涙涙液液層層のの安安定定性性にに対対しし、、VVRRゴゴーーググルルのの

装装用用ががどどののよよううにに影影響響すするるかか？？ということである。このため、VRゴーグルを用いた涙液層の

測定器を開発し、ゴーグル使用中の涙液の状態変化をリアルタイムに把握する必要がある。 

（（22））本本研研究究のの目目的的・・学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性  

本研究の目目的的はは、、VVRRゴゴーーググルルがが涙涙液液層層のの安安定定性性にに与与ええるる影影響響ののメメカカニニズズムムをを明明ららかかににしし、、

VVRRゴゴーーググルルのの安安全全なな設設計計及及びび使使用用のの指指針針をを得得るるここととである。学術的独独自自性性はは、、小小型型カカメメララをを

搭搭載載ししたた涙涙液液測測定定シシスステテムムをを開開発発すするるここととにによよりり、、VVRRゴゴーーググルル装装用用中中のの涙涙液液動動態態をを非非侵侵襲襲にに

そそのの場場でで観観察察すするる点点である。また、まばたきの動きと回数、眼球運動、角膜の温湿度も同時

に測定することにより、先行研究との比較を行う。先行研究では、VRゴーグルの使用前後に

おける涙液は測定されているが、申請者が把握している限りにおいて、ゴーグル装用中の涙

液をリアルタイムに計測した報告はない。この理由としては、従来の涙液測定装置は大型で

VRゴーグルを装用したまま測定する事ができないためと考えられる。 

本研究が成功すればVRゴーグル使用時のドライアイ発症メカニズムの解明の一助となるだ

けでなく、ドライアイ予防の方策を見出すことができる。また研研究究のの波波及及効効果果として、VRコ

ンテンツの内容によって涙液の挙動を定量化できるため、泣ける映画の格付けを涙液量から

評価するなど、新新ししいいVVRRココンンテテンンツツ開開発発の有効利用につながることが期待できる。更に、涙

液量と相関があるとされる糖糖尿尿病病やや鬱鬱病病のの検検出出やや予予防防に結びつく研究になる可能性がある。 

（（33））本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯、、及及びび関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ  

申申請請者者ははドドラライイアアイイをを罹罹患患しており、日常生活で目の不快感を実感している。このため目

の健康管理を行う研究を進めており、これまでにスマートフォンを用いた涙涙液液評評価価法法をを開開発発

しし実実用用化化にに成成功功している（特許第6557707）。また申請者は周囲のVRゴーグルの利用者が眼

精疲労に悩まされる事例を見てきた。一方、メタバースの急拡大にも関わらずVRゴーグルの

目の安全性に関する研究は少なく、特にドドラライイアアイイととVVRRゴゴーーググルルととのの関関連連性性ははほほととんんどど分分かか

っってていいなないいことに疑問を持った。そこで、申請者が開開発発ししたた涙涙液液評評価価手手法法ををVVRRゴゴーーググルルにに応応

用用すするる着着想想を得た。本研究が進めば、目の安全につながるVRゴーグルの設計やコンテンツ開

発の指針になるのではないかとの考えに至った。 

これまでの研究で、ディスプレイを用いた作業はドライアイのリスクファクターとなる事

が報告されている（Uchino et al., 2008）。また、モイスチャーゴーグルを装用すると眼

周囲が温かく高湿となるためドライアイ症状が軽減することが知られている（Waduthantri 
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事例⑥-3

研究成果の学術や実践への波及効果が大きく、学術的創造性の高さが
わかる。
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質
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1996）。涙液の干渉像測定器は複数製品化されているがいずれも大型機器でありVRゴーグル

を装用した状態で測定することはできない。 

近年、メタバース上での活動のためにVVRRゴゴーーググルルのの利利用用者者がが増増加加している。VRコンテンツ

市場は2025年までに189億ドルに達すると言われ今後も拡大傾向にある。VRゴーグルの特徴

は、至近距離の画面に注視し続けることにより、三次元世界への没入感を体験できる点にあ

る。一方で、VRゴーグルは著しく目に負荷を与える装置であるため安安全全なな使使用用がが求求めめらられれてて

いいるるにも関わらず、目への安全、とりわけ涙涙液液へへのの影影響響にに関関すするる研研究究はは少少なないい。先行研究で

はVRゴーグル装用時のまばたき回数の低下や眼不快感の増加が報告されている（Jungho et 

al., 2018; Hyeon et al., 2021）。また、VRゴーグルの使用前と使用後での比較において、

涙液層の安定性が向上したという報告（Philip et al.,2019）がある一方、安定性に有意差

がなかったという結果（Mohamad et al.,2020）もあり、統一的な見解には至っていない。 

本研究の学術的問いは、ドドラライイアアイイにに直直接接関関連連すするる涙涙液液層層のの安安定定性性にに対対しし、、VVRRゴゴーーググルルのの

装装用用ががどどののよよううにに影影響響すするるかか？？ということである。このため、VRゴーグルを用いた涙液層の

測定器を開発し、ゴーグル使用中の涙液の状態変化をリアルタイムに把握する必要がある。 

（（22））本本研研究究のの目目的的・・学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性  

本研究の目目的的はは、、VVRRゴゴーーググルルがが涙涙液液層層のの安安定定性性にに与与ええるる影影響響ののメメカカニニズズムムをを明明ららかかににしし、、

VVRRゴゴーーググルルのの安安全全なな設設計計及及びび使使用用のの指指針針をを得得るるここととである。学術的独独自自性性はは、、小小型型カカメメララをを

搭搭載載ししたた涙涙液液測測定定シシスステテムムをを開開発発すするるここととにによよりり、、VVRRゴゴーーググルル装装用用中中のの涙涙液液動動態態をを非非侵侵襲襲にに

そそのの場場でで観観察察すするる点点である。また、まばたきの動きと回数、眼球運動、角膜の温湿度も同時

に測定することにより、先行研究との比較を行う。先行研究では、VRゴーグルの使用前後に

おける涙液は測定されているが、申請者が把握している限りにおいて、ゴーグル装用中の涙

液をリアルタイムに計測した報告はない。この理由としては、従来の涙液測定装置は大型で

VRゴーグルを装用したまま測定する事ができないためと考えられる。 

本研究が成功すればVRゴーグル使用時のドライアイ発症メカニズムの解明の一助となるだ

けでなく、ドライアイ予防の方策を見出すことができる。また研研究究のの波波及及効効果果として、VRコ

ンテンツの内容によって涙液の挙動を定量化できるため、泣ける映画の格付けを涙液量から

評価するなど、新新ししいいVVRRココンンテテンンツツ開開発発の有効利用につながることが期待できる。更に、涙

液量と相関があるとされる糖糖尿尿病病やや鬱鬱病病のの検検出出やや予予防防に結びつく研究になる可能性がある。 

（（33））本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯、、及及びび関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ  

申申請請者者ははドドラライイアアイイをを罹罹患患しており、日常生活で目の不快感を実感している。このため目

の健康管理を行う研究を進めており、これまでにスマートフォンを用いた涙涙液液評評価価法法をを開開発発

しし実実用用化化にに成成功功している（特許第6557707）。また申請者は周囲のVRゴーグルの利用者が眼

精疲労に悩まされる事例を見てきた。一方、メタバースの急拡大にも関わらずVRゴーグルの

目の安全性に関する研究は少なく、特にドドラライイアアイイととVVRRゴゴーーググルルととのの関関連連性性ははほほととんんどど分分かか

っってていいなないいことに疑問を持った。そこで、申請者が開開発発ししたた涙涙液液評評価価手手法法ををVVRRゴゴーーググルルにに応応

用用すするる着着想想を得た。本研究が進めば、目の安全につながるVRゴーグルの設計やコンテンツ開

発の指針になるのではないかとの考えに至った。 

これまでの研究で、ディスプレイを用いた作業はドライアイのリスクファクターとなる事

が報告されている（Uchino et al., 2008）。また、モイスチャーゴーグルを装用すると眼

周囲が温かく高湿となるためドライアイ症状が軽減することが知られている（Waduthantri 
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事例⑥-4

学術的創造性として、本研究による当該研究分野の発展への寄与、
様々な研究分野への波及効果の可能性を述べている。
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における好意同乗者事例が挙げられる。ところが、治験・臨床試験に際しては、インフォー

ムド・コンセント（ic）が適切に実施されたうえでリスクを承知で参加した被験者に重篤な

有害結果が生じた場合、（上述の好意同乗者事例では同意があっても処罰されるのとは対照

的に）まさにicが行為者の処罰を否定する根拠（のひとつ）と考えられている。これらのこ

とから、危危険険引引受受けけにとって「危険行為遂行に対する同意の有無」は表層的なものであって

決定的とは言えず、その奥には処罰／不処罰を分かつ真の要因が隠れているはずであること

が分かる。医学研究を中心とした治験・臨床試験の促進のためにも、その真の要因を顕在化

させ、危危険険引引受受けけに基づく不処罰範囲を明確化することが必要である。 

【【２２－－１１】】本本研研究究のの目目的的  

 ① 危険引受けをめぐる議論の現状を精査し、その到達点・問題点を明らかにすること。 

 ② 英国法・低地諸国法・リスク学の知見を参照し、解釈上有用な示唆を得ること。 

 ③ 上記①及び②の成果を融合し、危険引受けの不処罰根拠・範囲を導出すること。 

【【２２－－２２】】本本研研究究のの学学術術的的独独自自性性  

 従来、危険引受けは主として同意論や過失犯論に付随していわば「おまけ」として検討さ

れてきたに過ぎず、しかも検討の中心は「引受け」に集中していた。本研究は、危険引受け

を被害者側の冒険的行為と定義し、従来あまり関心が払われてこなかった「危険（＝リリスス

クク）」自自体体のの性性質質（（のの評評価価方方法法））ににもも検検討討のの重重心心を置き、同意論や過失犯論ではなく（行為

者側の冒険的行為である）結結果果的的加加重重犯犯論論とと対対比比させるという新たなアプローチから、危険

引受けを再構成する。 

【【２２－－３３】】本本研研究究のの創創造造性性  

 本研究は、特に治験・臨床試験を念頭に、傷害や傷害致死といった人身犯罪の成否が問題

となる場面における不処罰根拠・範囲を確定することを通じて、医学を中心とした自然科学

研究の社会的許容性を明示するものであり、法学のみならず広く科学全般の学学術術研研究究活活動動のの

円円滑滑なな促促進進に資するものである。また、人身損害のみならず財産的損害に係るリスクに対す

る応用も視野に入れており、例えば企業の幹部による投機的な経営判断の許容性の検討など、

健健全全なな社社会会経経済済活活動動のの推推進進にも資する素地がある。 

【【３３－－１１】】本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯  

 申請者は、博士後期課程在籍中、刑法学の内、傷害致死や強盗致死傷のような結果的加重

犯を素材として、故意／過失の二分論に拘泥した伝伝統統的的なな刑刑事事責責任任のの問問いい方方にに疑疑義義を呈した。

検討過程では、英国及びドイツの状況も参照した。その上で、リスクへの着目の現代社会に

おける意義と重要性を示すリスク学の知見も踏まえ、行為者（加害者）による意識的な冒険

（リスク・テイキング）を（従来の学説の如く）「過失」として位置付けることは、行行為為者者

がが「（最終的な損害発生を意図していたわけではないが）敢敢ええててリリススククをを取取っったた」とといいうう事事

実実をを正正当当にに評評価価しし得得なないいとの結論に至り、故意／過失の中間に位置する独立第三責任形式と

して新新たたなな責責任任形形式式「「冒冒険険」」をを（（「「過過失失」」かからら分分離離すするるかかたたちちでで））設設定定すべき旨、論証した。 

その裏返しとして、被被害害者者のの側側のの意意識識的的なな冒冒険険ににつついいててもも、、類類似似のの疑疑義義が生じることに気

が付いた。危険運転における好意同乗者は、必要もないリスク状況に自身を曝す。しかし、

この好意同乗者に被害が生じた場合、運転者は判例上も学説上も免責されない。治験・臨床

試験（特に第Ⅰ相）の健康な被験者も、必要もないリスク状況に自身を曝す。この限りで、

好好意意同同乗乗者者事事例例とと被被験験者者事事例例はは同同様様のの構構造造ででああるるににもも拘拘ららずず、被験者に健康被害が生じたと
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における好意同乗者事例が挙げられる。ところが、治験・臨床試験に際しては、インフォー

ムド・コンセント（ic）が適切に実施されたうえでリスクを承知で参加した被験者に重篤な

有害結果が生じた場合、（上述の好意同乗者事例では同意があっても処罰されるのとは対照

的に）まさにicが行為者の処罰を否定する根拠（のひとつ）と考えられている。これらのこ

とから、危危険険引引受受けけにとって「危険行為遂行に対する同意の有無」は表層的なものであって

決定的とは言えず、その奥には処罰／不処罰を分かつ真の要因が隠れているはずであること

が分かる。医学研究を中心とした治験・臨床試験の促進のためにも、その真の要因を顕在化

させ、危危険険引引受受けけに基づく不処罰範囲を明確化することが必要である。 

【【２２－－１１】】本本研研究究のの目目的的  

 ① 危険引受けをめぐる議論の現状を精査し、その到達点・問題点を明らかにすること。 

 ② 英国法・低地諸国法・リスク学の知見を参照し、解釈上有用な示唆を得ること。 

 ③ 上記①及び②の成果を融合し、危険引受けの不処罰根拠・範囲を導出すること。 

【【２２－－２２】】本本研研究究のの学学術術的的独独自自性性  

 従来、危険引受けは主として同意論や過失犯論に付随していわば「おまけ」として検討さ

れてきたに過ぎず、しかも検討の中心は「引受け」に集中していた。本研究は、危険引受け

を被害者側の冒険的行為と定義し、従来あまり関心が払われてこなかった「危険（＝リリスス

クク）」自自体体のの性性質質（（のの評評価価方方法法））ににもも検検討討のの重重心心を置き、同意論や過失犯論ではなく（行為

者側の冒険的行為である）結結果果的的加加重重犯犯論論とと対対比比させるという新たなアプローチから、危険

引受けを再構成する。 

【【２２－－３３】】本本研研究究のの創創造造性性  

 本研究は、特に治験・臨床試験を念頭に、傷害や傷害致死といった人身犯罪の成否が問題

となる場面における不処罰根拠・範囲を確定することを通じて、医学を中心とした自然科学

研究の社会的許容性を明示するものであり、法学のみならず広く科学全般の学学術術研研究究活活動動のの

円円滑滑なな促促進進に資するものである。また、人身損害のみならず財産的損害に係るリスクに対す

る応用も視野に入れており、例えば企業の幹部による投機的な経営判断の許容性の検討など、

健健全全なな社社会会経経済済活活動動のの推推進進にも資する素地がある。 

【【３３－－１１】】本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯  

 申請者は、博士後期課程在籍中、刑法学の内、傷害致死や強盗致死傷のような結果的加重

犯を素材として、故意／過失の二分論に拘泥した伝伝統統的的なな刑刑事事責責任任のの問問いい方方にに疑疑義義を呈した。

検討過程では、英国及びドイツの状況も参照した。その上で、リスクへの着目の現代社会に

おける意義と重要性を示すリスク学の知見も踏まえ、行為者（加害者）による意識的な冒険

（リスク・テイキング）を（従来の学説の如く）「過失」として位置付けることは、行行為為者者

がが「（最終的な損害発生を意図していたわけではないが）敢敢ええててリリススククをを取取っったた」とといいうう事事

実実をを正正当当にに評評価価しし得得なないいとの結論に至り、故意／過失の中間に位置する独立第三責任形式と

して新新たたなな責責任任形形式式「「冒冒険険」」をを（（「「過過失失」」かからら分分離離すするるかかたたちちでで））設設定定すべき旨、論証した。 

その裏返しとして、被被害害者者のの側側のの意意識識的的なな冒冒険険ににつついいててもも、、類類似似のの疑疑義義が生じることに気

が付いた。危険運転における好意同乗者は、必要もないリスク状況に自身を曝す。しかし、

この好意同乗者に被害が生じた場合、運転者は判例上も学説上も免責されない。治験・臨床

試験（特に第Ⅰ相）の健康な被験者も、必要もないリスク状況に自身を曝す。この限りで、

好好意意同同乗乗者者事事例例とと被被験験者者事事例例はは同同様様のの構構造造ででああるるににもも拘拘ららずず、被験者に健康被害が生じたと
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しても実験者は通常問責されないという全全くく逆逆のの結結論論に至る。従来の議論はこの差異に対し

て説得的な論拠を示せていない点に問題があり、その克服には被被害害者者側側ににつついいててもも「「リリスス

クク・・テテイイキキンンググ」」やや「「リリススクク」」自自体体にに対対ししてて検検討討をを加加ええるる必必要要があると考えるに至った。 

【【３３－－２２】】関関連連すするる国国内内外外のの動動向向  
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論理的な説明を重ねながらも、わかりやすい事例を用いて説得力を 
示しつつ、申請者の熱い思いを伝えることに成功している。

事例⑦-1

⑦研究を行おうと思った自らの動機を 
熱意をもって伝える

【1　研究目的、研究方法など】
（3）本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の 

研究動向と本研究の位置づけ
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

 (3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ 

本研究の着想に至った経緯：日本語教師でもある研究代表者は2015年に教師仲間数人と本研
究会を発足し、現在もスタッフとして活動を続けている。本研究会の発足理由は、実践を振

り返り、他者と共有し、意見交換する場を欲していたからである。既存の学会は学術的な研

究発表が主体で、気軽に意見交換ができず、教師研修では知識やノウハウを学べるが、自ら

の実践とのすり合わせができずにいた。2か月に1度開催される定例会では、文献講読をした
り、個々に行っている実践を話題として提供し、ALの方策を議論したりしている。しかし、
本研究会の何がスタッフや参加者にとって有意義な経験になっているのか、ALの知見を深
めたことが、どのように各々の教育観や実践に反映されたかについては、誰も改めて語るこ

とはなく、わかっていない。先行研究を概観すると、教師研修と実践の変化の関係性につい

ては、今後の課題として残されたままになっている。また、本研究会のスタッフは全てボラ

ンティアである。参加者も所属機関からの指示などではなく、自己意志で参加し続けている。

研究会を維持・発展させるためにスタッフや参加者が継続的に努力を重ねてきた。しかし、

その努力は共有されずにいる。本研究会の在り方を再考するためには、先行研究に頼るだけ

ではなく、本研究会を対象に研究すべきと考えたことが本研究の着想に至った経緯である。

関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ：日本でALは「教員による一方向的な講義形
式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称」

（中央教育審議会2012、p.37）という定義から派生し、現状では能動的学習そのものを指す
場合と、それを実現するための教育方法を指す場合がある（山内2018）。本研究では、本研
究会が議論の対象とする日本語学習者の能動的学習およびその教育方法を「AL」とし、本研究会

に教師が自発的に参加しALについて学ぶ行為を「能動的学習」とする。「能動的学習」は、溝上

（2014）を援用し「書く・話す・発表するなどの活動への関与と、そこで生じる認知プロセ
スの外化を伴う」（p.7）学習とする。ALの先行研究では、授業の目標・目的により多様な
ALが行われ、学習者に与える影響も多様である。本研究ではALの影響を教育観・実践に絞り、

ALに関する能動的学習の実態とその影響を明らかにすることを試みる。 

教師研修において、舘岡（2016）は他者とのつながりによる学びの視点を入れた「対話型
教師研修」を提案し「研修と自身の現場が結びつき、その往還によって継続的学びと実践の

変革が可能となることが期待される」（舘岡2016、p.79）とし、「対話型教師研修」におけ
る「学び合いコミュニティ」の生成を考察している。本研究会では、スタッフはボランティ

アで運営を行い、参加者は自発的に自己研修とネットワーク維持のために参加しており、継

続的学びのための「学び合いコミュニティ」が生成されている可能性がある。本研究では、

研究会における「学び合いコミュニティ」生成と実践の結びつきに焦点を当てる。 
 集団に関する研究は、K.レヴィンを中心にしたグループ・ダイナミックスの研究を中心に
発展してきた。本研究では、個々の人々がどのように集団としてまとまるかについては「集

団凝集性」として研究が進められてきた。M.A.ホッグ（1992）は伝統的な凝集性概念の限界
と批判を示し、再概念化や代替的観点、新しい理論化である社会的アイデンティティ理論、

自己カテゴリー化理論を検討した。その後、多くの研究者によって研究が行われているが、

確定的な概念化には至っていない。また、インターネットツールの発展により人々の集まり

方に変化が生じた現在において、既存の概念や理論がどこまで通用するかは不明である。本

研究ではインターネットという新しい観点を用いて、集団凝集性の再検討を行う。 
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【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性

本研究は、植物ナノセルロースとグラフェンからなるハイブリッド材料を作製し、グラ

フェンが面方向に配向したフィルムを成形する。高張力鋼板に匹敵する強度 と弾性

率 を目標とし、プレス成型や射出成型によってナノ素材からバルク素材を得る。

ナノセルロースの構造を図 に示す。セルロースは基本的に親水性であり水に容易に可溶

化するが、一部に疎水面を有する。グラフェンは疎水性であるため、水溶液中でグラフェン

とセルロースナノファイバーが疎水 疎水相互作用

により強く吸着することを見出した。実際に分子シ

ミュレーションをすると、疎水 疎水相互作用で接

の相互作用により結合し、これによりセルロースナ

ノファイバーからグラフェンに荷重が伝達されるこ

とが分かった（図 ）。今までのナノ材料は、軟ら

かいポリマーおよび分散剤が硬いグラフェンを取り

囲み、「糠に釘」状態となり力が伝わりにくい組成

であった。本申請課題で提案するように、硬いセル

ロースナノファイバーでグラフェンを覆うことで、

グラフェンへの荷重が効率的になされる。本申請課

題で提案するプロセスは、セルロースナノファイバ

ーが剥離分散補助と応力伝達の両方の役割を果たす

ことができ、水を取り除くだけで高強度なナノシー

トが作製できる革新的なプロセスである。ナノ材料

科学、材料力学、材料加工が組み合わさった横断的

な学術分野を切り開き、持続生産可能で環境に優し

いナノ素材からなる機械材料を実現させる。

本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ

申請者は若手研究A(2015-2017)の補助を得て、グラファイトを液体中で剥離しグラフェン

を得る手法を提案している。流動操作によって高速層流状態をつくりだし、黒鉛を配向させ

て純せん断を付与することで、大面積の薄層グラフェンを創り出すことに成功している。更

に基盤研究B(2019-2021)ではグラフェンのエッジ部を改質することで、溶けるが如く分散す

るグラフェンの構造を見出している。申請者は独自に高品質グラフェンを量産化させるプロ

セスを構築してきた。しかしながら、グラフェンをプラスチックと混合した際に、原子レベ

ルで平滑なグラフェンはプラスチックとの界面で滑りが発生し、グラフェンへ応力が伝達さ

れないことで、グラフェンの高い機械的特性を活用しきれていなことが分かった。グラフェ

ンと相互作用があり、応力が伝達される分子を模索している中で、セルロースナノファイバ

ーがグラフェンと強く吸着することを見出した。セルロースナノファイバー、グラフェンと

もに優れた機械的特性を示すため、このナノハイブリッド素材を機械材料に活用することを

着想した。

ナノ素材は凝集力が強いため、プラスチックに均一に分散させることは極めて困難である。

しかしながら、逆転の発想でナノ素材の強い凝集力を活用した素材開発が進められつつある。

疎水面

疎水面

図4 ナノセルロースの構造

図5 グラフェンとナノセルロース

のハイブリッド構造
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本研究会の何がスタッフや参加者にとって有意義な経験になっているのか、ALの知見を深
めたことが、どのように各々の教育観や実践に反映されたかについては、誰も改めて語るこ

とはなく、わかっていない。先行研究を概観すると、教師研修と実践の変化の関係性につい

ては、今後の課題として残されたままになっている。また、本研究会のスタッフは全てボラ

ンティアである。参加者も所属機関からの指示などではなく、自己意志で参加し続けている。

研究会を維持・発展させるためにスタッフや参加者が継続的に努力を重ねてきた。しかし、

その努力は共有されずにいる。本研究会の在り方を再考するためには、先行研究に頼るだけ

ではなく、本研究会を対象に研究すべきと考えたことが本研究の着想に至った経緯である。

関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ：日本でALは「教員による一方向的な講義形
式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称」

（中央教育審議会2012、p.37）という定義から派生し、現状では能動的学習そのものを指す
場合と、それを実現するための教育方法を指す場合がある（山内2018）。本研究では、本研
究会が議論の対象とする日本語学習者の能動的学習およびその教育方法を「AL」とし、本研究会

に教師が自発的に参加しALについて学ぶ行為を「能動的学習」とする。「能動的学習」は、溝上

（2014）を援用し「書く・話す・発表するなどの活動への関与と、そこで生じる認知プロセ
スの外化を伴う」（p.7）学習とする。ALの先行研究では、授業の目標・目的により多様な
ALが行われ、学習者に与える影響も多様である。本研究ではALの影響を教育観・実践に絞り、

ALに関する能動的学習の実態とその影響を明らかにすることを試みる。 

教師研修において、舘岡（2016）は他者とのつながりによる学びの視点を入れた「対話型
教師研修」を提案し「研修と自身の現場が結びつき、その往還によって継続的学びと実践の

変革が可能となることが期待される」（舘岡2016、p.79）とし、「対話型教師研修」におけ
る「学び合いコミュニティ」の生成を考察している。本研究会では、スタッフはボランティ

アで運営を行い、参加者は自発的に自己研修とネットワーク維持のために参加しており、継

続的学びのための「学び合いコミュニティ」が生成されている可能性がある。本研究では、

研究会における「学び合いコミュニティ」生成と実践の結びつきに焦点を当てる。 
 集団に関する研究は、K.レヴィンを中心にしたグループ・ダイナミックスの研究を中心に
発展してきた。本研究では、個々の人々がどのように集団としてまとまるかについては「集

団凝集性」として研究が進められてきた。M.A.ホッグ（1992）は伝統的な凝集性概念の限界
と批判を示し、再概念化や代替的観点、新しい理論化である社会的アイデンティティ理論、

自己カテゴリー化理論を検討した。その後、多くの研究者によって研究が行われているが、

確定的な概念化には至っていない。また、インターネットツールの発展により人々の集まり

方に変化が生じた現在において、既存の概念や理論がどこまで通用するかは不明である。本

研究ではインターネットという新しい観点を用いて、集団凝集性の再検討を行う。 

研研究究活活動動ススタターートト支支援援２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

1996）。涙液の干渉像測定器は複数製品化されているがいずれも大型機器でありVRゴーグル

を装用した状態で測定することはできない。 

近年、メタバース上での活動のためにVVRRゴゴーーググルルのの利利用用者者がが増増加加している。VRコンテンツ

市場は2025年までに189億ドルに達すると言われ今後も拡大傾向にある。VRゴーグルの特徴

は、至近距離の画面に注視し続けることにより、三次元世界への没入感を体験できる点にあ

る。一方で、VRゴーグルは著しく目に負荷を与える装置であるため安安全全なな使使用用がが求求めめらられれてて

いいるるにも関わらず、目への安全、とりわけ涙涙液液へへのの影影響響にに関関すするる研研究究はは少少なないい。先行研究で

はVRゴーグル装用時のまばたき回数の低下や眼不快感の増加が報告されている（Jungho et 

al., 2018; Hyeon et al., 2021）。また、VRゴーグルの使用前と使用後での比較において、

涙液層の安定性が向上したという報告（Philip et al.,2019）がある一方、安定性に有意差

がなかったという結果（Mohamad et al.,2020）もあり、統一的な見解には至っていない。 

本研究の学術的問いは、ドドラライイアアイイにに直直接接関関連連すするる涙涙液液層層のの安安定定性性にに対対しし、、VVRRゴゴーーググルルのの

装装用用ががどどののよよううにに影影響響すするるかか？？ということである。このため、VRゴーグルを用いた涙液層の

測定器を開発し、ゴーグル使用中の涙液の状態変化をリアルタイムに把握する必要がある。 

（（22））本本研研究究のの目目的的・・学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性  

本研究の目目的的はは、、VVRRゴゴーーググルルがが涙涙液液層層のの安安定定性性にに与与ええるる影影響響ののメメカカニニズズムムをを明明ららかかににしし、、

VVRRゴゴーーググルルのの安安全全なな設設計計及及びび使使用用のの指指針針をを得得るるここととである。学術的独独自自性性はは、、小小型型カカメメララをを

搭搭載載ししたた涙涙液液測測定定シシスステテムムをを開開発発すするるここととにによよりり、、VVRRゴゴーーググルル装装用用中中のの涙涙液液動動態態をを非非侵侵襲襲にに

そそのの場場でで観観察察すするる点点である。また、まばたきの動きと回数、眼球運動、角膜の温湿度も同時

に測定することにより、先行研究との比較を行う。先行研究では、VRゴーグルの使用前後に

おける涙液は測定されているが、申請者が把握している限りにおいて、ゴーグル装用中の涙

液をリアルタイムに計測した報告はない。この理由としては、従来の涙液測定装置は大型で

VRゴーグルを装用したまま測定する事ができないためと考えられる。 

本研究が成功すればVRゴーグル使用時のドライアイ発症メカニズムの解明の一助となるだ

けでなく、ドライアイ予防の方策を見出すことができる。また研研究究のの波波及及効効果果として、VRコ

ンテンツの内容によって涙液の挙動を定量化できるため、泣ける映画の格付けを涙液量から

評価するなど、新新ししいいVVRRココンンテテンンツツ開開発発の有効利用につながることが期待できる。更に、涙

液量と相関があるとされる糖糖尿尿病病やや鬱鬱病病のの検検出出やや予予防防に結びつく研究になる可能性がある。 

（（33））本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯、、及及びび関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ  

申申請請者者ははドドラライイアアイイをを罹罹患患しており、日常生活で目の不快感を実感している。このため目

の健康管理を行う研究を進めており、これまでにスマートフォンを用いた涙涙液液評評価価法法をを開開発発

しし実実用用化化にに成成功功している（特許第6557707）。また申請者は周囲のVRゴーグルの利用者が眼

精疲労に悩まされる事例を見てきた。一方、メタバースの急拡大にも関わらずVRゴーグルの

目の安全性に関する研究は少なく、特にドドラライイアアイイととVVRRゴゴーーググルルととのの関関連連性性ははほほととんんどど分分かか

っってていいなないいことに疑問を持った。そこで、申請者が開開発発ししたた涙涙液液評評価価手手法法ををVVRRゴゴーーググルルにに応応

用用すするる着着想想を得た。本研究が進めば、目の安全につながるVRゴーグルの設計やコンテンツ開

発の指針になるのではないかとの考えに至った。 

これまでの研究で、ディスプレイを用いた作業はドライアイのリスクファクターとなる事

が報告されている（Uchino et al., 2008）。また、モイスチャーゴーグルを装用すると眼

周囲が温かく高湿となるためドライアイ症状が軽減することが知られている（Waduthantri 
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自らが立ち上げた研究会における実践（申請者ならではの経験）に 
基づく研究の動機を述べているので説得力がある。

事例⑦-2

これまでに実施した、ほかにはない申請者自身の研究が着想のもとに
なっていることを示し、さらに問題解決のためのアイデアも申請者 
自身のオリジナルであることを強調している。

事例⑦-3
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

 (3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ 

本研究の着想に至った経緯：日本語教師でもある研究代表者は2015年に教師仲間数人と本研
究会を発足し、現在もスタッフとして活動を続けている。本研究会の発足理由は、実践を振

り返り、他者と共有し、意見交換する場を欲していたからである。既存の学会は学術的な研

究発表が主体で、気軽に意見交換ができず、教師研修では知識やノウハウを学べるが、自ら

の実践とのすり合わせができずにいた。2か月に1度開催される定例会では、文献講読をした
り、個々に行っている実践を話題として提供し、ALの方策を議論したりしている。しかし、
本研究会の何がスタッフや参加者にとって有意義な経験になっているのか、ALの知見を深
めたことが、どのように各々の教育観や実践に反映されたかについては、誰も改めて語るこ

とはなく、わかっていない。先行研究を概観すると、教師研修と実践の変化の関係性につい

ては、今後の課題として残されたままになっている。また、本研究会のスタッフは全てボラ

ンティアである。参加者も所属機関からの指示などではなく、自己意志で参加し続けている。

研究会を維持・発展させるためにスタッフや参加者が継続的に努力を重ねてきた。しかし、

その努力は共有されずにいる。本研究会の在り方を再考するためには、先行研究に頼るだけ

ではなく、本研究会を対象に研究すべきと考えたことが本研究の着想に至った経緯である。

関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ：日本でALは「教員による一方向的な講義形
式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称」

（中央教育審議会2012、p.37）という定義から派生し、現状では能動的学習そのものを指す
場合と、それを実現するための教育方法を指す場合がある（山内2018）。本研究では、本研
究会が議論の対象とする日本語学習者の能動的学習およびその教育方法を「AL」とし、本研究会

に教師が自発的に参加しALについて学ぶ行為を「能動的学習」とする。「能動的学習」は、溝上

（2014）を援用し「書く・話す・発表するなどの活動への関与と、そこで生じる認知プロセ
スの外化を伴う」（p.7）学習とする。ALの先行研究では、授業の目標・目的により多様な
ALが行われ、学習者に与える影響も多様である。本研究ではALの影響を教育観・実践に絞り、

ALに関する能動的学習の実態とその影響を明らかにすることを試みる。 

教師研修において、舘岡（2016）は他者とのつながりによる学びの視点を入れた「対話型
教師研修」を提案し「研修と自身の現場が結びつき、その往還によって継続的学びと実践の

変革が可能となることが期待される」（舘岡2016、p.79）とし、「対話型教師研修」におけ
る「学び合いコミュニティ」の生成を考察している。本研究会では、スタッフはボランティ

アで運営を行い、参加者は自発的に自己研修とネットワーク維持のために参加しており、継

続的学びのための「学び合いコミュニティ」が生成されている可能性がある。本研究では、

研究会における「学び合いコミュニティ」生成と実践の結びつきに焦点を当てる。 
 集団に関する研究は、K.レヴィンを中心にしたグループ・ダイナミックスの研究を中心に
発展してきた。本研究では、個々の人々がどのように集団としてまとまるかについては「集

団凝集性」として研究が進められてきた。M.A.ホッグ（1992）は伝統的な凝集性概念の限界
と批判を示し、再概念化や代替的観点、新しい理論化である社会的アイデンティティ理論、

自己カテゴリー化理論を検討した。その後、多くの研究者によって研究が行われているが、

確定的な概念化には至っていない。また、インターネットツールの発展により人々の集まり

方に変化が生じた現在において、既存の概念や理論がどこまで通用するかは不明である。本

研究ではインターネットという新しい観点を用いて、集団凝集性の再検討を行う。 

基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））３３

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性

本研究は、植物ナノセルロースとグラフェンからなるハイブリッド材料を作製し、グラ

フェンが面方向に配向したフィルムを成形する。高張力鋼板に匹敵する強度 と弾性

率 を目標とし、プレス成型や射出成型によってナノ素材からバルク素材を得る。

ナノセルロースの構造を図 に示す。セルロースは基本的に親水性であり水に容易に可溶

化するが、一部に疎水面を有する。グラフェンは疎水性であるため、水溶液中でグラフェン

とセルロースナノファイバーが疎水 疎水相互作用

により強く吸着することを見出した。実際に分子シ

ミュレーションをすると、疎水 疎水相互作用で接

の相互作用により結合し、これによりセルロースナ

ノファイバーからグラフェンに荷重が伝達されるこ

とが分かった（図 ）。今までのナノ材料は、軟ら

かいポリマーおよび分散剤が硬いグラフェンを取り

囲み、「糠に釘」状態となり力が伝わりにくい組成

であった。本申請課題で提案するように、硬いセル

ロースナノファイバーでグラフェンを覆うことで、

グラフェンへの荷重が効率的になされる。本申請課

題で提案するプロセスは、セルロースナノファイバ

ーが剥離分散補助と応力伝達の両方の役割を果たす

ことができ、水を取り除くだけで高強度なナノシー

トが作製できる革新的なプロセスである。ナノ材料

科学、材料力学、材料加工が組み合わさった横断的

な学術分野を切り開き、持続生産可能で環境に優し

いナノ素材からなる機械材料を実現させる。

本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ

申請者は若手研究A(2015-2017)の補助を得て、グラファイトを液体中で剥離しグラフェン

を得る手法を提案している。流動操作によって高速層流状態をつくりだし、黒鉛を配向させ

て純せん断を付与することで、大面積の薄層グラフェンを創り出すことに成功している。更

に基盤研究B(2019-2021)ではグラフェンのエッジ部を改質することで、溶けるが如く分散す

るグラフェンの構造を見出している。申請者は独自に高品質グラフェンを量産化させるプロ

セスを構築してきた。しかしながら、グラフェンをプラスチックと混合した際に、原子レベ

ルで平滑なグラフェンはプラスチックとの界面で滑りが発生し、グラフェンへ応力が伝達さ

れないことで、グラフェンの高い機械的特性を活用しきれていなことが分かった。グラフェ

ンと相互作用があり、応力が伝達される分子を模索している中で、セルロースナノファイバ

ーがグラフェンと強く吸着することを見出した。セルロースナノファイバー、グラフェンと

もに優れた機械的特性を示すため、このナノハイブリッド素材を機械材料に活用することを

着想した。

ナノ素材は凝集力が強いため、プラスチックに均一に分散させることは極めて困難である。

しかしながら、逆転の発想でナノ素材の強い凝集力を活用した素材開発が進められつつある。

疎水面

疎水面

図4 ナノセルロースの構造

図5 グラフェンとナノセルロース

のハイブリッド構造
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【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性

本研究は、植物ナノセルロースとグラフェンからなるハイブリッド材料を作製し、グラ

フェンが面方向に配向したフィルムを成形する。高張力鋼板に匹敵する強度 と弾性

率 を目標とし、プレス成型や射出成型によってナノ素材からバルク素材を得る。

ナノセルロースの構造を図 に示す。セルロースは基本的に親水性であり水に容易に可溶

化するが、一部に疎水面を有する。グラフェンは疎水性であるため、水溶液中でグラフェン

とセルロースナノファイバーが疎水 疎水相互作用

により強く吸着することを見出した。実際に分子シ

ミュレーションをすると、疎水 疎水相互作用で接

の相互作用により結合し、これによりセルロースナ

ノファイバーからグラフェンに荷重が伝達されるこ

とが分かった（図 ）。今までのナノ材料は、軟ら

かいポリマーおよび分散剤が硬いグラフェンを取り

囲み、「糠に釘」状態となり力が伝わりにくい組成

であった。本申請課題で提案するように、硬いセル

ロースナノファイバーでグラフェンを覆うことで、

グラフェンへの荷重が効率的になされる。本申請課

題で提案するプロセスは、セルロースナノファイバ

ーが剥離分散補助と応力伝達の両方の役割を果たす

ことができ、水を取り除くだけで高強度なナノシー

トが作製できる革新的なプロセスである。ナノ材料

科学、材料力学、材料加工が組み合わさった横断的

な学術分野を切り開き、持続生産可能で環境に優し

いナノ素材からなる機械材料を実現させる。

本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ

申請者は若手研究A(2015-2017)の補助を得て、グラファイトを液体中で剥離しグラフェン

を得る手法を提案している。流動操作によって高速層流状態をつくりだし、黒鉛を配向させ

て純せん断を付与することで、大面積の薄層グラフェンを創り出すことに成功している。更

に基盤研究B(2019-2021)ではグラフェンのエッジ部を改質することで、溶けるが如く分散す

るグラフェンの構造を見出している。申請者は独自に高品質グラフェンを量産化させるプロ

セスを構築してきた。しかしながら、グラフェンをプラスチックと混合した際に、原子レベ

ルで平滑なグラフェンはプラスチックとの界面で滑りが発生し、グラフェンへ応力が伝達さ

れないことで、グラフェンの高い機械的特性を活用しきれていなことが分かった。グラフェ

ンと相互作用があり、応力が伝達される分子を模索している中で、セルロースナノファイバ

ーがグラフェンと強く吸着することを見出した。セルロースナノファイバー、グラフェンと

もに優れた機械的特性を示すため、このナノハイブリッド素材を機械材料に活用することを

着想した。

ナノ素材は凝集力が強いため、プラスチックに均一に分散させることは極めて困難である。

しかしながら、逆転の発想でナノ素材の強い凝集力を活用した素材開発が進められつつある。

疎水面

疎水面

図4 ナノセルロースの構造

図5 グラフェンとナノセルロース

のハイブリッド構造
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

 (3)本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ 

本研究の着想に至った経緯：日本語教師でもある研究代表者は2015年に教師仲間数人と本研
究会を発足し、現在もスタッフとして活動を続けている。本研究会の発足理由は、実践を振

り返り、他者と共有し、意見交換する場を欲していたからである。既存の学会は学術的な研

究発表が主体で、気軽に意見交換ができず、教師研修では知識やノウハウを学べるが、自ら

の実践とのすり合わせができずにいた。2か月に1度開催される定例会では、文献講読をした
り、個々に行っている実践を話題として提供し、ALの方策を議論したりしている。しかし、
本研究会の何がスタッフや参加者にとって有意義な経験になっているのか、ALの知見を深
めたことが、どのように各々の教育観や実践に反映されたかについては、誰も改めて語るこ

とはなく、わかっていない。先行研究を概観すると、教師研修と実践の変化の関係性につい

ては、今後の課題として残されたままになっている。また、本研究会のスタッフは全てボラ

ンティアである。参加者も所属機関からの指示などではなく、自己意志で参加し続けている。

研究会を維持・発展させるためにスタッフや参加者が継続的に努力を重ねてきた。しかし、

その努力は共有されずにいる。本研究会の在り方を再考するためには、先行研究に頼るだけ

ではなく、本研究会を対象に研究すべきと考えたことが本研究の着想に至った経緯である。

関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ：日本でALは「教員による一方向的な講義形
式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称」

（中央教育審議会2012、p.37）という定義から派生し、現状では能動的学習そのものを指す
場合と、それを実現するための教育方法を指す場合がある（山内2018）。本研究では、本研
究会が議論の対象とする日本語学習者の能動的学習およびその教育方法を「AL」とし、本研究会

に教師が自発的に参加しALについて学ぶ行為を「能動的学習」とする。「能動的学習」は、溝上

（2014）を援用し「書く・話す・発表するなどの活動への関与と、そこで生じる認知プロセ
スの外化を伴う」（p.7）学習とする。ALの先行研究では、授業の目標・目的により多様な
ALが行われ、学習者に与える影響も多様である。本研究ではALの影響を教育観・実践に絞り、

ALに関する能動的学習の実態とその影響を明らかにすることを試みる。 

教師研修において、舘岡（2016）は他者とのつながりによる学びの視点を入れた「対話型
教師研修」を提案し「研修と自身の現場が結びつき、その往還によって継続的学びと実践の

変革が可能となることが期待される」（舘岡2016、p.79）とし、「対話型教師研修」におけ
る「学び合いコミュニティ」の生成を考察している。本研究会では、スタッフはボランティ

アで運営を行い、参加者は自発的に自己研修とネットワーク維持のために参加しており、継

続的学びのための「学び合いコミュニティ」が生成されている可能性がある。本研究では、

研究会における「学び合いコミュニティ」生成と実践の結びつきに焦点を当てる。 
 集団に関する研究は、K.レヴィンを中心にしたグループ・ダイナミックスの研究を中心に
発展してきた。本研究では、個々の人々がどのように集団としてまとまるかについては「集

団凝集性」として研究が進められてきた。M.A.ホッグ（1992）は伝統的な凝集性概念の限界
と批判を示し、再概念化や代替的観点、新しい理論化である社会的アイデンティティ理論、

自己カテゴリー化理論を検討した。その後、多くの研究者によって研究が行われているが、

確定的な概念化には至っていない。また、インターネットツールの発展により人々の集まり

方に変化が生じた現在において、既存の概念や理論がどこまで通用するかは不明である。本

研究ではインターネットという新しい観点を用いて、集団凝集性の再検討を行う。 
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

1996）。涙液の干渉像測定器は複数製品化されているがいずれも大型機器でありVRゴーグル

を装用した状態で測定することはできない。 

近年、メタバース上での活動のためにVVRRゴゴーーググルルのの利利用用者者がが増増加加している。VRコンテンツ

市場は2025年までに189億ドルに達すると言われ今後も拡大傾向にある。VRゴーグルの特徴

は、至近距離の画面に注視し続けることにより、三次元世界への没入感を体験できる点にあ

る。一方で、VRゴーグルは著しく目に負荷を与える装置であるため安安全全なな使使用用がが求求めめらられれてて

いいるるにも関わらず、目への安全、とりわけ涙涙液液へへのの影影響響にに関関すするる研研究究はは少少なないい。先行研究で

はVRゴーグル装用時のまばたき回数の低下や眼不快感の増加が報告されている（Jungho et 

al., 2018; Hyeon et al., 2021）。また、VRゴーグルの使用前と使用後での比較において、

涙液層の安定性が向上したという報告（Philip et al.,2019）がある一方、安定性に有意差

がなかったという結果（Mohamad et al.,2020）もあり、統一的な見解には至っていない。 

本研究の学術的問いは、ドドラライイアアイイにに直直接接関関連連すするる涙涙液液層層のの安安定定性性にに対対しし、、VVRRゴゴーーググルルのの

装装用用ががどどののよよううにに影影響響すするるかか？？ということである。このため、VRゴーグルを用いた涙液層の

測定器を開発し、ゴーグル使用中の涙液の状態変化をリアルタイムに把握する必要がある。 

（（22））本本研研究究のの目目的的・・学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性  

本研究の目目的的はは、、VVRRゴゴーーググルルがが涙涙液液層層のの安安定定性性にに与与ええるる影影響響ののメメカカニニズズムムをを明明ららかかににしし、、

VVRRゴゴーーググルルのの安安全全なな設設計計及及びび使使用用のの指指針針をを得得るるここととである。学術的独独自自性性はは、、小小型型カカメメララをを

搭搭載載ししたた涙涙液液測測定定シシスステテムムをを開開発発すするるここととにによよりり、、VVRRゴゴーーググルル装装用用中中のの涙涙液液動動態態をを非非侵侵襲襲にに

そそのの場場でで観観察察すするる点点である。また、まばたきの動きと回数、眼球運動、角膜の温湿度も同時

に測定することにより、先行研究との比較を行う。先行研究では、VRゴーグルの使用前後に

おける涙液は測定されているが、申請者が把握している限りにおいて、ゴーグル装用中の涙

液をリアルタイムに計測した報告はない。この理由としては、従来の涙液測定装置は大型で

VRゴーグルを装用したまま測定する事ができないためと考えられる。 

本研究が成功すればVRゴーグル使用時のドライアイ発症メカニズムの解明の一助となるだ

けでなく、ドライアイ予防の方策を見出すことができる。また研研究究のの波波及及効効果果として、VRコ

ンテンツの内容によって涙液の挙動を定量化できるため、泣ける映画の格付けを涙液量から

評価するなど、新新ししいいVVRRココンンテテンンツツ開開発発の有効利用につながることが期待できる。更に、涙

液量と相関があるとされる糖糖尿尿病病やや鬱鬱病病のの検検出出やや予予防防に結びつく研究になる可能性がある。 

（（33））本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯、、及及びび関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ  

申申請請者者ははドドラライイアアイイをを罹罹患患しており、日常生活で目の不快感を実感している。このため目

の健康管理を行う研究を進めており、これまでにスマートフォンを用いた涙涙液液評評価価法法をを開開発発

しし実実用用化化にに成成功功している（特許第6557707）。また申請者は周囲のVRゴーグルの利用者が眼

精疲労に悩まされる事例を見てきた。一方、メタバースの急拡大にも関わらずVRゴーグルの

目の安全性に関する研究は少なく、特にドドラライイアアイイととVVRRゴゴーーググルルととのの関関連連性性ははほほととんんどど分分かか

っってていいなないいことに疑問を持った。そこで、申請者が開開発発ししたた涙涙液液評評価価手手法法ををVVRRゴゴーーググルルにに応応

用用すするる着着想想を得た。本研究が進めば、目の安全につながるVRゴーグルの設計やコンテンツ開

発の指針になるのではないかとの考えに至った。 

これまでの研究で、ディスプレイを用いた作業はドライアイのリスクファクターとなる事

が報告されている（Uchino et al., 2008）。また、モイスチャーゴーグルを装用すると眼

周囲が温かく高湿となるためドライアイ症状が軽減することが知られている（Waduthantri 
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事例⑦-4

自らの罹患経験と科学技術の急速な進展に伴う様々な問題点との 
接点が説得力のある研究の動機になっている。
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

（（２２））構構造造体体にに励励起起さされれるるププララズズモモンンのの制制御御をを介介ししたた触触媒媒特特性性のの制制御御

以下にその詳細を述べる。図1に開口型近接場光学顕微鏡（a-
SNOM）の模式図を示す。a-SNOMは，先端に直径100 nm程度の

微小開口を持つ近接場プローブを介して試料を励起し，試料から

の光を対物レンズで集光する顕微鏡であり，光の回折限界を超え

る高空間分解計測が可能である。これまでの研究から，a-SNOM
はナノ構造体に励起されるプラズモン共鳴（表面電荷状態）を可

視化できることが明らかとなった（業績 5）。a-SNOMはプロー

ブを試料と平行に振動させ，プローブ-試料間に働く剪断応力を

検出して両者の距離制御を行う。液中では，抵抗により剪断応力を検出が困難なため，a-
SNOMを利用できない。第一の目的では，抵抗の少ない試料と垂直方向にプローブの振動さ

せる液中a-SNOMを開発し，触媒反応中におけるナノ構造体の表面電子状態を可視化する。

またa-SNOMを用いたラマン散乱計測から触媒反応速度，反応の空間分布を計測し，表面電

子状態と比較することで，励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を明らかにす

る。第二の目的では，励起場を変調することでプラズモン共鳴が選択的に励起可能であるこ

とを利用して，励起光の偏光特性制御を介したプラズモニック触媒の特性制御を目指す。

■■学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性: 従来のプラズモニック触媒に関する研究では，触媒特性とプラズ

モンの共鳴特性の関係に着目した研究はほとんどなく，理論計算を用いた研究が少数報告さ

れているのみである。その原因は，液中でナノ構造体の表面電子状態を高空間分解計測する

ことの困難さである。本研究の学術的独自性は，実験的にプラズモニック触媒の物理を解明

する点である。また，解明した物理を用いてプラズモニック触媒特性の制御を試みる点が本

研究の創造性に富んだ特色である。

■■本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯: 申請者は，これまで貴金属ナノプレートを研究対象としてプ

ラズモンモードの解析を行い，モードごとに異なる共鳴特性を示すことを明らかにしてきた

（業績 5,6,7,8）。また，プラズモンと分子との相互作用についても研究を行う中で，相互作

用の空間特性や相互作用強度にプラズモンの共鳴特性が強く影響を与えることを明らかにし

た（業績 2,3）。一方，プラズモニック触媒の特性とプラズモンの共鳴特性の間の関係につ

いて研究が行われてないことを知り，本研究がプラズモンモードの共鳴特性について良く理

解し，研究を実施する環境を持つ申請者にしか着想出来ない研究であると考えた。

■■関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ: 液中でナノ構造体の表面電子状態を高空

間分解計測する研究として，電子顕微鏡を用いた研究[3]，散乱型近接場光学顕微鏡（s-
SNOM）を用いた研究[4]が報告されている。電子顕微鏡を用いた研究では，励起に用いる電

子線が反応物である分子を変化させる恐れがあるため，触媒能の評価には用いられていない。

また，s-SNOMは，用いる探針の特性のため近赤外域の計測には適しているものの，可視域

の計測には用いることができない。本研究は，a-SNOMをベースとしているため， 反応物で

ある分子を変化させることなく，可視域における触媒特性評価およびナノ構造体の表面電子

状態を評価が可能である。この点が他の研究との差異であり特色である。

■■本本研研究究でで何何ををどどののよよううににどどここままでで明明ららかかににししよよううととすするるののかか: 本研究のスケジュールを表1
に示す。主目的（１）「貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の

関係を解明」達成のため，申請者は（1-1）液中a-SNOMの開発，（1-2）プラズモンの共鳴

特性と触媒特性の関係解明の課題に取り組む。また，主目的（２）「構造体に励起されるプ

ラズモンの制御を介した触媒特性の制御」を達成するため，申請者は（2-1）励起光の変調

を用いたプラズモンの制御，（2-2）触媒特性制御の課題に取り組む。詳細を以下に示す。

（（1-1））液液中中a-SNOMのの開開発発: 予定期間9ヶ月。液中a-SNOM用の近接場プローブ作製に3ヶ月，

図1. a-SNOM模式図

近接場プローブ 

試料 

対物レンズ 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

開発投資を想定する。 

 

＜＜学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性＞＞

 従来の研究は、投資の経済性評価技法は投資意思決定に利用され、さらにNPV法の採用が

業績を高めるということを前提にしていた。それに対して、本研究は、経済性評価技法は投

資意思決定に利用されるだけではなく、投資のマネジメントプロセスにおいても利用されて

いるという前提（仮説）に立脚する点で学術的独自性を持ちうる。またこの点で創造性があ

る。さらに、投資のマネジメントプロセスを（1）企業内部の業績管理プロセス、（2）企業

と資金調達先との交渉プロセスにわけて、それらのプロセスにおける経済性評価技法の役立

ちを会計の視点から考える点でも学術的独自性を持ちうると確信する。

＜＜３３：：本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯＞＞

 本研究の着想は、応募者のこれまでの研究活動でも示すように、資本予算にかかわる理論

的・実証的研究に基づいた３つの研究領域の成果から生まれた。

(1)投資のマネジメントプロセスに着目した資本予算の研究、

応募者は投資のマネジメントプロセスに着目して製造企業を対象としたインタビュー調査

とアンケート調査を何回もおこなってきた。そこで明らかになったことは、経済性評価技法

が設備投資案の作成段階、起案段階、審議段階、承認段階という投資管理のプロセスでそれ

ぞれ利用されているという実態と、経済性評価技法を投資の目標設定に利用している企業が

多いということである。それは経済性評価技法が投資の業績管理プロセスに組み入れられて

いることを意味すると解釈できる。

(2)投資の経済性評価技法の多様性を説明する研究

上述した上總（2003）では、間接金融が主流であった当時に、銀行から投資資金を借り入

れるプロセスで回収期間法が使われている実態を実務家の文献で確認した。また、北尾

(2008)は、日本企業が間接金融中心から直接金融中心に変わる中で回収期間法中心からNPV
法中心へと変化している可能性をマクロ経済の視点で示唆した。このような研究から、投資

の資金調達プロセスにおける経済性評価技法の具体的な利用実態の存在の可能性を確認でき

る。

・北尾信夫. 2009. 「わが国企業の回収期間法選好に関する比較制度分析」『メルコ管理会

計研究』2. 

(3)NPV法が最善な経済性評価技法であるという通説に関連した文献調査

応募者は、NPV法が最善の投資の経済性評価技法であるとの通説がどのように形成された

かを上述したLutz, F. and Lutz, V. (1951) に始まる一連のミクロ経済学の文献分析をする

ことによって、通説がミクロ経済学の企業行動の仮定（企業価値最大化）を援用して作られ

たものであり、実証的に検証されていない仮説であるということを確認した（本年度の8月
31日同志社大学で開催された日本原価計算研究学会全国大会で「経済性評価技法の説明理論

の系譜：NPV法の有用性の再検討」としてで報告した）。

以上、応募者がこれまでおこなってきた資本予算の３つの研究領域の成果から、本研究の

研究課題においてかなりの成果が見込まれると確信するにいたった。
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事例⑦-5

当該研究分野における自らの特長を踏まえた研究の動機を語っている。
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研研究究活活動動ススタターートト支支援援２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

（（２２））構構造造体体にに励励起起さされれるるププララズズモモンンのの制制御御をを介介ししたた触触媒媒特特性性のの制制御御

以下にその詳細を述べる。図1に開口型近接場光学顕微鏡（a-
SNOM）の模式図を示す。a-SNOMは，先端に直径100 nm程度の

微小開口を持つ近接場プローブを介して試料を励起し，試料から

の光を対物レンズで集光する顕微鏡であり，光の回折限界を超え

る高空間分解計測が可能である。これまでの研究から，a-SNOM
はナノ構造体に励起されるプラズモン共鳴（表面電荷状態）を可

視化できることが明らかとなった（業績 5）。a-SNOMはプロー

ブを試料と平行に振動させ，プローブ-試料間に働く剪断応力を

検出して両者の距離制御を行う。液中では，抵抗により剪断応力を検出が困難なため，a-
SNOMを利用できない。第一の目的では，抵抗の少ない試料と垂直方向にプローブの振動さ

せる液中a-SNOMを開発し，触媒反応中におけるナノ構造体の表面電子状態を可視化する。

またa-SNOMを用いたラマン散乱計測から触媒反応速度，反応の空間分布を計測し，表面電

子状態と比較することで，励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を明らかにす

る。第二の目的では，励起場を変調することでプラズモン共鳴が選択的に励起可能であるこ

とを利用して，励起光の偏光特性制御を介したプラズモニック触媒の特性制御を目指す。

■■学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性: 従来のプラズモニック触媒に関する研究では，触媒特性とプラズ

モンの共鳴特性の関係に着目した研究はほとんどなく，理論計算を用いた研究が少数報告さ

れているのみである。その原因は，液中でナノ構造体の表面電子状態を高空間分解計測する

ことの困難さである。本研究の学術的独自性は，実験的にプラズモニック触媒の物理を解明

する点である。また，解明した物理を用いてプラズモニック触媒特性の制御を試みる点が本

研究の創造性に富んだ特色である。

■■本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯: 申請者は，これまで貴金属ナノプレートを研究対象としてプ

ラズモンモードの解析を行い，モードごとに異なる共鳴特性を示すことを明らかにしてきた

（業績 5,6,7,8）。また，プラズモンと分子との相互作用についても研究を行う中で，相互作

用の空間特性や相互作用強度にプラズモンの共鳴特性が強く影響を与えることを明らかにし

た（業績 2,3）。一方，プラズモニック触媒の特性とプラズモンの共鳴特性の間の関係につ

いて研究が行われてないことを知り，本研究がプラズモンモードの共鳴特性について良く理

解し，研究を実施する環境を持つ申請者にしか着想出来ない研究であると考えた。

■■関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ: 液中でナノ構造体の表面電子状態を高空

間分解計測する研究として，電子顕微鏡を用いた研究[3]，散乱型近接場光学顕微鏡（s-
SNOM）を用いた研究[4]が報告されている。電子顕微鏡を用いた研究では，励起に用いる電

子線が反応物である分子を変化させる恐れがあるため，触媒能の評価には用いられていない。

また，s-SNOMは，用いる探針の特性のため近赤外域の計測には適しているものの，可視域

の計測には用いることができない。本研究は，a-SNOMをベースとしているため， 反応物で

ある分子を変化させることなく，可視域における触媒特性評価およびナノ構造体の表面電子

状態を評価が可能である。この点が他の研究との差異であり特色である。

■■本本研研究究でで何何ををどどののよよううににどどここままでで明明ららかかににししよよううととすするるののかか: 本研究のスケジュールを表1
に示す。主目的（１）「貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の

関係を解明」達成のため，申請者は（1-1）液中a-SNOMの開発，（1-2）プラズモンの共鳴

特性と触媒特性の関係解明の課題に取り組む。また，主目的（２）「構造体に励起されるプ

ラズモンの制御を介した触媒特性の制御」を達成するため，申請者は（2-1）励起光の変調

を用いたプラズモンの制御，（2-2）触媒特性制御の課題に取り組む。詳細を以下に示す。

（（1-1））液液中中a-SNOMのの開開発発: 予定期間9ヶ月。液中a-SNOM用の近接場プローブ作製に3ヶ月，

図1. a-SNOM模式図

近接場プローブ 

試料 

対物レンズ 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

開発投資を想定する。 

 

＜＜学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性＞＞

 従来の研究は、投資の経済性評価技法は投資意思決定に利用され、さらにNPV法の採用が

業績を高めるということを前提にしていた。それに対して、本研究は、経済性評価技法は投

資意思決定に利用されるだけではなく、投資のマネジメントプロセスにおいても利用されて

いるという前提（仮説）に立脚する点で学術的独自性を持ちうる。またこの点で創造性があ

る。さらに、投資のマネジメントプロセスを（1）企業内部の業績管理プロセス、（2）企業

と資金調達先との交渉プロセスにわけて、それらのプロセスにおける経済性評価技法の役立

ちを会計の視点から考える点でも学術的独自性を持ちうると確信する。

＜＜３３：：本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯＞＞

 本研究の着想は、応募者のこれまでの研究活動でも示すように、資本予算にかかわる理論

的・実証的研究に基づいた３つの研究領域の成果から生まれた。

(1)投資のマネジメントプロセスに着目した資本予算の研究、

応募者は投資のマネジメントプロセスに着目して製造企業を対象としたインタビュー調査

とアンケート調査を何回もおこなってきた。そこで明らかになったことは、経済性評価技法

が設備投資案の作成段階、起案段階、審議段階、承認段階という投資管理のプロセスでそれ

ぞれ利用されているという実態と、経済性評価技法を投資の目標設定に利用している企業が

多いということである。それは経済性評価技法が投資の業績管理プロセスに組み入れられて

いることを意味すると解釈できる。

(2)投資の経済性評価技法の多様性を説明する研究

上述した上總（2003）では、間接金融が主流であった当時に、銀行から投資資金を借り入

れるプロセスで回収期間法が使われている実態を実務家の文献で確認した。また、北尾

(2008)は、日本企業が間接金融中心から直接金融中心に変わる中で回収期間法中心からNPV
法中心へと変化している可能性をマクロ経済の視点で示唆した。このような研究から、投資

の資金調達プロセスにおける経済性評価技法の具体的な利用実態の存在の可能性を確認でき

る。

・北尾信夫. 2009. 「わが国企業の回収期間法選好に関する比較制度分析」『メルコ管理会

計研究』2. 

(3)NPV法が最善な経済性評価技法であるという通説に関連した文献調査

応募者は、NPV法が最善の投資の経済性評価技法であるとの通説がどのように形成された

かを上述したLutz, F. and Lutz, V. (1951) に始まる一連のミクロ経済学の文献分析をする

ことによって、通説がミクロ経済学の企業行動の仮定（企業価値最大化）を援用して作られ

たものであり、実証的に検証されていない仮説であるということを確認した（本年度の8月
31日同志社大学で開催された日本原価計算研究学会全国大会で「経済性評価技法の説明理論

の系譜：NPV法の有用性の再検討」としてで報告した）。

以上、応募者がこれまでおこなってきた資本予算の３つの研究領域の成果から、本研究の

研究課題においてかなりの成果が見込まれると確信するにいたった。
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事例⑦-6

申請者のこれまでの研究実績をベースに着想に至った経緯が端的に 
述べられており、説得力がある。
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⑧

⑧研究の位置づけを客観的に示し、 
研究の意義・重要性を伝える

【1　研究目的、研究方法など】
（3）本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の 

研究動向と本研究の位置づけ
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

た，左右偏側性を生み出す機序も明確にされていない。fMRI研究では，快・不快感情に合致

して左・右の前頭前野背外側部(dorsolateral prefrontal cortex: DLPFC)が賦活し，アルファ帯域

に脱同期をもたらすとの報告がある(Herrington et al., 2005)。しかし一方で，異なる知見

(Engels et al., 2007)も報告されており決定的ではない。また，あがり防止に右半球の賦活が貢

献する理由は，左半球に位置する言語野の活動が抑制されるためであると信じられているが

(e.g., Wang et al., 2021)，初期の知見を精査すると適切な条件設定で検証されておらず，一人

歩きした説明の可能性が疑われる。さらに近年の脳機能研究に基づくと，行動モニタリング

機能を担うACC活動を捉えなければパフォーマンスを支える脳活動は解明できないにもかか

わらず(e.g., Masaki et al., 2012)，スポーツ心理学領域ではそのような視座はない。 
こうした背景から，多チャネルデジタル脳波計での脳波計測とfMRIを適用し，従来の知見

の齟齬を解消したうえで，パフォーマンス向上につながる脳活動と神経基盤を明らかにする

ことを着想した。 

((44))   本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままでで明明ららかかににししよよううととすするるののかか                        

本研究が設定する問いを解決するために，脳波とfMRIを用いた3実験を行う。3実験を通

して，優れたパフォーマンス発揮につながる脳活動を明らかにし，左右偏側性の神経機序に

まで言及する。いずれも左右偏側性の誘発後に各種課題遂行時の脳機能を計測する（図３）。 

【【実実験験１１】】  令令和和44〜〜66年年度度：：認認知知課課題題をを用用いいたた基基礎礎実実験験（（正正木木））  

課題は申請者が従来使用してきたERN測定に適した空間ストループ課題を用いる（図４）。

この課題では，注視点の上下いずれかの位置に，上下いずれかの方向を指す矢印がランダム

に提示される。参加者は矢印の提示位置を無視して，矢印の方向にできるだけ早く正確に反

応する。反応は上下に配置されたボタン押しで行う。矢印の提示位置（上・下）と矢印の方

向（上・下）が合致している一致刺激に対しては素早い反応ができるが，提示位置と矢印の

方向が逆の不一致刺激に対しては反応時間が長くなり，エラー反応も増加する。そのため

ERN算出に必要なエラー数を確保することが

できる。実験参加者はすべて右利き大学生と

する（他の実験も同様）。 
実験では，ボールを左右いずれかの手で反

復把握し（90秒間），把握肢と対側半球の賦

活を評価するための安静時脳波（開眼）を記

図３ 実験手続きと年次計画（左）および実験で確認する結果（右） 

図４ 空間ストループ課題。この例の一致刺激には
上ボタン，不一致刺激には下ボタンで反応する。 

 

研研究究活活動動ススタターートト支支援援３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

et al., 2015）。VRゴーグル装用時においても温湿度が保持されるため、涙液層の安定性が

向上したとの報告がある（Marshev et al., 2020）。一方、VRゴーグル使用前後で安定性の

変化は見られなかったとする研究もある（Mohamad et al., 2020）。いずれの報告もゴーグ

ル使用前後のみでの涙液層を比較しているが、ゴーグル装用の涙液に対する影響を正確に把

握するためには、装用中の涙涙液液層層ののダダイイナナミミッッククなな変変化化をを捉捉ええるるここととがが不不可可欠欠である。本研

究では、ここれれままでで検検討討さされれてていいなないいVVRRゴゴーーググルル装装用用中中のの涙涙液液動動態態をを観観察察しし、、そそのの関関与与をを明明らら

かかににすするる点点ででイインンパパククトトがが大大ききいい。また、これからのメタバース時代で多くの利用が見込ま

れるVRゴーグルについて、その安安全全使使用用おおよよびび安安全全設設計計のの指指針針がが得得らられれるるここととかからら社社会会的的なな

意意義義はは大大ききいい。さらに、本研究はドライアイ発症メカニズムを解明を目指すことから学学術術的的

なな意意義義もも大大ききいい。 

（（44））本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままででああききららかかにによよううととすするるののかか  

【【課課題題①①】】  VVRRゴゴーーググルルをを用用いいたた涙涙液液測測定定シシスステテムムのの開開発発  

ゴーグル内に小型カメラ及び光源を搭載する。光源は白色の発光シート、あるいは、白色

LEDの前に拡散板を取り付けたものを想定する。視野を邪魔せず、角膜表面に焦点位置が来

るよう小型カメラと光源を配置するのがポイントとなる。 

【【課課題題②②】】  VVRRゴゴーーググルル使使用用中中のの涙涙液液挙挙動動ののリリアアルルタタイイムム観観察察ととデデーータタ解解析析  

開発するシステムを用いて、実際に被験者にVRコンテンツを視聴してもらい、涙液の計測

を行う。取得したデータを抽出、解析し、VRゴーグル装用が涙液に与える影響や、安全使用

および設計に関する考察を進め、論文化する（下表）。また、本研究成果を社会還元するた

めに、上記システム開発および実験結果に基づいた特許出願を行いたい。 

研研究究方方法法  

 対対象象者者：：眼手術経験及びドライアイ既往歴のある人を除外した健常者30名 

 評評価価項項目目：：標準的な涙液層の評価指標を取得する。 

・ (1)涙液層の伸展挙動（開瞼後の涙液層の角膜上方への動きや位置）、(2)干渉色、

(3)涙液層が破壊するまでの時間、(4)涙液メニスカス高（涙液量と相関）等 

・ 瞬目回数、角膜の温湿度、ドライアイの自覚症状の有無、等 

 涙涙液液層層のの安安定定性性のの判判定定：：上記の評価項目を既報データに基づいて判定する。 

11年年目目 22年年目目

前半 後半 前半 後半

【課題①】
涙液測定システム

の開発

【課題②】
VRゴーグル装用時
の涙液のリアルタイ

ム観察

VRゴーグルの涙液
への影響解明と、安
全使用の指針提示

設計、部材購入、
組立て、調整

改良、プレ測定、
研究会発表

被験者リクルート 被験者での測定、
データ抽出・解析、
国内学会発表

論文執筆、
国際学会発表

医学・工学の
観点で考察

プロトコール作成、
倫理員会申請、
協力体制構築

（（55））準準備備状状況況  

本研究で使用する装置の仕様抽出は完了しており部材入手次第、速速ややかかにに試試作作開開始始ででききるる。

また、開発のポイントであるカメラ・光源の位置決めについては既既にに予予備備検検討討をを終終ええてていいるる。

また涙液の測定及び解析方法についてはドライアイ研究の第一人者である横井則彦教授に確

認済であるため、方法論について実実現現のの目目処処がが立立っってていいるる。このため、データ解析後も滞滞りり

ななくく学学会会発発表表やや論論文文執執筆筆をを行行ううここととががででききるる状況にある。 

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））４４

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

本研究の学術的独自性・創造性は以下の2点に集約される：

1) 集積回路のハードウェアトロイ検知では，従来「正チップの存在を仮定し，正チップ

と不正チップとの差分を電力・重さなどで検知しハードウェアトロイを検知」するも

のであったのに対し，ハードウェアトロイ検知の本質的困難点が，ただ一つの集積回

路設計データ中のハードウェアトロイ検知であることに着目し，ハードウェアトロイ

の構造・信号線に特徴的な性質から，これを検知する技術を確立する．

2) 研究代表者らが持つ『『ハハーードドウウェェアアトトロロイイビビッッググデデーータタ』』の「学習」のもと，世界に

先駆けて，集積回路データ中の未知ハードウェアトロイならびに「摂動」により変異

したハードウェアトロイの検知を実現する．これにより，攻撃者の次の一手を未然に

防止するハードウェアトロイ検知技術を確立する．

(3) 本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯とと，，関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ

【【着着想想にに至至っったた経経緯緯】】研究代表者らは，これまで総務省SCOPEや基盤研究Bを通し，後述す

る(5)準準備備状状況況1に示す通り，世界に先駆けて集積回路設計データ中の既知のハードウェアト

ロイの識別に成功している．さらに(5)準準備備状状況況2に示す通り，機械学習を用いたハードウェ

アトロイ識別ならびに「摂動」によるハードウェアトロイの変異の解明とこれに耐性を持つ

機械学習モデルについて，初期的な成果を上げている．本研究はこれら成果のもと，研究代

表者らが蓄積した『ハードウェアトロイビッグデータ』を前提に，機械学習を用いた未知な

らびに摂動を持ったハードウェアトロイ検知の研究を格段に進めるものである．

【国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ】】これまでハードウェアトロイが現実的な脅威とし

て指摘されて以来，海外を中心にハードウェアトロイに関する研究が進んでいる．既存研究

は主に「製造工程」に焦点を当てたものが多く（以下の文献[6]など），「（疑似的な）正チ

ップを仮定し，正チップと不正チップとの差分を電力・重さ等で検知」するものが多い．

[6] Yanjiang Liu, Yiqiang Zhao, and Jiaji He, "SCCA: side-channel correlation analysis for detecting 
hardware Trojan," in Proc. 2017 11th IEEE International Conference on Anti-counterfeiting, Security, 
and Identification (ASID), 2017.

一方，集積回路の設計データに注目すると，設計データを対象としたハードウェアトロイ

検知は，我々の初期成果[T8],[T12]等を除き，設計データ中の未知ハードウェアトロイ，特

に摂動を持ったハードウェアトロイ検知に関する研究は国内外でほぼない状況である．

(4) 本本研研究究でで何何ををどどののよよううににどどここままでで明明ららかかににししよようう

ととすするるののかか

［［研研究究体体制制］］本研究の体制は，研究代表者に加え，

研究分担者に集積回路論理設計・機械学習アーキテ

クチャ設計の権威・木村晋二（早稲田大学），研究

協力者に博士学生4名とする（図図3）．さらに産業界

協力企業により実データ提供・評価を行う．

［［研研究究計計画画］］前述のように集積回路のハードウェアトロイ検知は国内外で喫緊の課題であり，

以下の通り，3年間の短期間で目的を達成する計画とする．

《《2022年年度度：：「「特特徴徴量量」」のの最最適適化化，，「「摂摂動動」」のの解解明明》》まず研究代表者らが持つ『ハードウ

ェアトロイビッグデータ』ならびにこれまでの研究成果のもと，ハードウェアトロイを構成

する信号線特徴量を抽出し，さらに過学習などを考慮した上で，最適な特徴量の集合を解明

する．(5)準準備備状状況況1に示すようにこれまでハードウェアトロイビッグデータを精査し，例え

図図3：：研研究究体体制制

【【課課題題】】  攻攻撃撃にに耐耐性性をを持持つつ機機械械学学習習モモデデルルにによよるる
設設計計工工程程ハハーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知

研研究究代代表表者者

  戸戸川川  望望  ((早早大大))
ハハーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知のの理理論論構構築築

研研究究分分担担者者

木木村村  晋晋二二（（早早大大））  
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【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

本研究の学術的独自性・創造性は以下の2点に集約される：

1) 集積回路のハードウェアトロイ検知では，従来「正チップの存在を仮定し，正チップ

と不正チップとの差分を電力・重さなどで検知しハードウェアトロイを検知」するも

のであったのに対し，ハードウェアトロイ検知の本質的困難点が，ただ一つの集積回

路設計データ中のハードウェアトロイ検知であることに着目し，ハードウェアトロイ

の構造・信号線に特徴的な性質から，これを検知する技術を確立する．

2) 研究代表者らが持つ『『ハハーードドウウェェアアトトロロイイビビッッググデデーータタ』』の「学習」のもと，世界に

先駆けて，集積回路データ中の未知ハードウェアトロイならびに「摂動」により変異

したハードウェアトロイの検知を実現する．これにより，攻撃者の次の一手を未然に

防止するハードウェアトロイ検知技術を確立する．

(3) 本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯とと，，関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ

【【着着想想にに至至っったた経経緯緯】】研究代表者らは，これまで総務省SCOPEや基盤研究Bを通し，後述す

る(5)準準備備状状況況1に示す通り，世界に先駆けて集積回路設計データ中の既知のハードウェアト

ロイの識別に成功している．さらに(5)準準備備状状況況2に示す通り，機械学習を用いたハードウェ

アトロイ識別ならびに「摂動」によるハードウェアトロイの変異の解明とこれに耐性を持つ

機械学習モデルについて，初期的な成果を上げている．本研究はこれら成果のもと，研究代

表者らが蓄積した『ハードウェアトロイビッグデータ』を前提に，機械学習を用いた未知な

らびに摂動を持ったハードウェアトロイ検知の研究を格段に進めるものである．

【国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ】】これまでハードウェアトロイが現実的な脅威とし

て指摘されて以来，海外を中心にハードウェアトロイに関する研究が進んでいる．既存研究

は主に「製造工程」に焦点を当てたものが多く（以下の文献[6]など），「（疑似的な）正チ

ップを仮定し，正チップと不正チップとの差分を電力・重さ等で検知」するものが多い．

[6] Yanjiang Liu, Yiqiang Zhao, and Jiaji He, "SCCA: side-channel correlation analysis for detecting 
hardware Trojan," in Proc. 2017 11th IEEE International Conference on Anti-counterfeiting, Security, 
and Identification (ASID), 2017.

一方，集積回路の設計データに注目すると，設計データを対象としたハードウェアトロイ

検知は，我々の初期成果[T8],[T12]等を除き，設計データ中の未知ハードウェアトロイ，特

に摂動を持ったハードウェアトロイ検知に関する研究は国内外でほぼない状況である．

(4) 本本研研究究でで何何ををどどののよよううににどどここままでで明明ららかかににししよようう

ととすするるののかか

［［研研究究体体制制］］本研究の体制は，研究代表者に加え，

研究分担者に集積回路論理設計・機械学習アーキテ

クチャ設計の権威・木村晋二（早稲田大学），研究

協力者に博士学生4名とする（図図3）．さらに産業界

協力企業により実データ提供・評価を行う．

［［研研究究計計画画］］前述のように集積回路のハードウェアトロイ検知は国内外で喫緊の課題であり，

以下の通り，3年間の短期間で目的を達成する計画とする．

《《2022年年度度：：「「特特徴徴量量」」のの最最適適化化，，「「摂摂動動」」のの解解明明》》まず研究代表者らが持つ『ハードウ

ェアトロイビッグデータ』ならびにこれまでの研究成果のもと，ハードウェアトロイを構成

する信号線特徴量を抽出し，さらに過学習などを考慮した上で，最適な特徴量の集合を解明

する．(5)準準備備状状況況1に示すようにこれまでハードウェアトロイビッグデータを精査し，例え

図図3：：研研究究体体制制
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事例⑧-1

先行研究を丁寧にレビューしたうえで、研究分野ごとの知見の不一致
を明らかにするという本研究独自の立ち位置を明確に示している。
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，

同時にACCを活動させることにもなる。ここにも整合性の欠如がみてとれる。本研究の第二

の問いは，パフォーマンス向上に関わる脳活動を明確にするうえで，モニタリング機能を担

うACCと前頭部皮質活動との機能的結合を明確にすべきではないのか，ということである。 
((22))   本本研研究究のの目目的的おおよよびび学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性                                          

本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
脳波測定が可能なゴルフパッティング課題を用いて，スポーツ場面に近い環境で脳波の左右偏

側性とERNの振る舞い（機能的結合）を確認し，優れたパフォーマンスを生み出す脳活動を

同定する。 
脳活動の左右偏側性に関する齟齬を解決し，左右半球活動とACCとを結びつけてパフォー

マンス成否を検証した研究は過去にない。また，ボール把握で左右偏側性を積極的に創出し

た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ

科学の発展に貢献できるものと考えている。 
((33))   本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯やや、、関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ          

左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質
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ERNと機能的意義を同じにするフィードバック関連陰性電位 (feedback-related negativity: FRN)が
脳波上に惹起する（図５参照）。 

ERNは全般性不安障害の患者や(Weinberg et 
al., 2010)，高不安健常者ほど振幅が大きい

(Hajcak et al., 2003)。アスリートでも競技不安の

高い者はプレッシャー下でERNを顕著に増大さ

せる(Masaki et al., 2017)。あがり易いアスリート

は失敗事象に対するACC反応が強いため，試合

中はACC活動をできるだけ抑制すべきである。

一方，感情心理生理学では，左半球が右半球よりも賦活している者ではERNは小さく(Nash 
et al., 2012)，左前頭を賦活させれば，失敗に対する感受性や回避動機づけを減弱できること

が示唆されている。スポーツ場面では右半球の賦活はパフォーマンスを向上させるというが，
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本研究の目的は従来の知見の齟齬を解決し，パフォーマンスを向上させる真の脳活動と，

それを担っている脳部位を同定することである。優れたパフォーマンスを生み出すためには，

(1) 左半球よりも右半球の賦活状態が本当に理想なのか，(2) 前帯状皮質（ACC）は右半球賦

活に呼応して共に賦活してよいのか（機能的結合），について明らかにする。主な手法は脳

波の周波数分析（アルファ帯域の左右偏側性）と事象関連分析（ERN/FRN測定）に基づいて

行う。また，左右偏側性をもたらす脳部位の同定と，それらとACCとの機能的結合性を明ら

かにするために，fMRI (functional magnetic resonance imaging)による検証も行う。さらに，(3) 
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た後にERNの振る舞いを調べた研究も存在していない。本研究によって得られた知見は，主

にクローズドスキルスポーツのパフォーマンス向上を支える脳活動の理解を深めることに繋

がり，新しいトレーニングプログラム創造のためのプラットフォームとして今後のスポーツ
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左右偏側性を創出する簡便な方法は一側性のボール把握である（図１）。ボール把握肢と

対側半球を容易に賦活させることができるため，感情心理生理学でもスポーツ心理生理学で

も用いられてきた。興味深いことに，フットサルや体操の試合では，左手のボール把握によ

って「あがり」を防止できたことが報告されている(Beckmann et al., 2013; Gröpel & Beckmann, 
2017)。 
しかしながら，同じボール把握法にもかかわらず，感情心理生理学では前頭部の偏側性が

重要視され，スポーツ心理生理学では側頭部の偏側性が重要視される。知見に一致がみられ

ない原因の一つは，偏側性を確認する脳波導出部位の選定が一貫していないことにある。ま

図２ 前帯状皮質由来のERN波形 

反応時点 前帯状皮質

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

た，左右偏側性を生み出す機序も明確にされていない。fMRI研究では，快・不快感情に合致

して左・右の前頭前野背外側部(dorsolateral prefrontal cortex: DLPFC)が賦活し，アルファ帯域

に脱同期をもたらすとの報告がある(Herrington et al., 2005)。しかし一方で，異なる知見

(Engels et al., 2007)も報告されており決定的ではない。また，あがり防止に右半球の賦活が貢

献する理由は，左半球に位置する言語野の活動が抑制されるためであると信じられているが

(e.g., Wang et al., 2021)，初期の知見を精査すると適切な条件設定で検証されておらず，一人

歩きした説明の可能性が疑われる。さらに近年の脳機能研究に基づくと，行動モニタリング

機能を担うACC活動を捉えなければパフォーマンスを支える脳活動は解明できないにもかか

わらず(e.g., Masaki et al., 2012)，スポーツ心理学領域ではそのような視座はない。 
こうした背景から，多チャネルデジタル脳波計での脳波計測とfMRIを適用し，従来の知見

の齟齬を解消したうえで，パフォーマンス向上につながる脳活動と神経基盤を明らかにする

ことを着想した。 

((44))   本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままでで明明ららかかににししよよううととすするるののかか                        

本研究が設定する問いを解決するために，脳波とfMRIを用いた3実験を行う。3実験を通

して，優れたパフォーマンス発揮につながる脳活動を明らかにし，左右偏側性の神経機序に

まで言及する。いずれも左右偏側性の誘発後に各種課題遂行時の脳機能を計測する（図３）。 

【【実実験験１１】】  令令和和44〜〜66年年度度：：認認知知課課題題をを用用いいたた基基礎礎実実験験（（正正木木））  

課題は申請者が従来使用してきたERN測定に適した空間ストループ課題を用いる（図４）。

この課題では，注視点の上下いずれかの位置に，上下いずれかの方向を指す矢印がランダム

に提示される。参加者は矢印の提示位置を無視して，矢印の方向にできるだけ早く正確に反

応する。反応は上下に配置されたボタン押しで行う。矢印の提示位置（上・下）と矢印の方

向（上・下）が合致している一致刺激に対しては素早い反応ができるが，提示位置と矢印の

方向が逆の不一致刺激に対しては反応時間が長くなり，エラー反応も増加する。そのため

ERN算出に必要なエラー数を確保することが

できる。実験参加者はすべて右利き大学生と

する（他の実験も同様）。 
実験では，ボールを左右いずれかの手で反

復把握し（90秒間），把握肢と対側半球の賦

活を評価するための安静時脳波（開眼）を記

図３ 実験手続きと年次計画（左）および実験で確認する結果（右） 

図４ 空間ストループ課題。この例の一致刺激には
上ボタン，不一致刺激には下ボタンで反応する。 
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

et al., 2015）。VRゴーグル装用時においても温湿度が保持されるため、涙液層の安定性が

向上したとの報告がある（Marshev et al., 2020）。一方、VRゴーグル使用前後で安定性の

変化は見られなかったとする研究もある（Mohamad et al., 2020）。いずれの報告もゴーグ

ル使用前後のみでの涙液層を比較しているが、ゴーグル装用の涙液に対する影響を正確に把

握するためには、装用中の涙涙液液層層ののダダイイナナミミッッククなな変変化化をを捉捉ええるるここととがが不不可可欠欠である。本研
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（（44））本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままででああききららかかにによよううととすするるののかか  

【【課課題題①①】】  VVRRゴゴーーググルルをを用用いいたた涙涙液液測測定定シシスステテムムのの開開発発  

ゴーグル内に小型カメラ及び光源を搭載する。光源は白色の発光シート、あるいは、白色

LEDの前に拡散板を取り付けたものを想定する。視野を邪魔せず、角膜表面に焦点位置が来

るよう小型カメラと光源を配置するのがポイントとなる。 
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研研究究方方法法  
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 涙涙液液層層のの安安定定性性のの判判定定：：上記の評価項目を既報データに基づいて判定する。 

11年年目目 22年年目目

前半 後半 前半 後半
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涙液測定システム

の開発

【課題②】
VRゴーグル装用時
の涙液のリアルタイ

ム観察

VRゴーグルの涙液
への影響解明と、安
全使用の指針提示

設計、部材購入、
組立て、調整

改良、プレ測定、
研究会発表

被験者リクルート 被験者での測定、
データ抽出・解析、
国内学会発表

論文執筆、
国際学会発表

医学・工学の
観点で考察

プロトコール作成、
倫理員会申請、
協力体制構築

（（55））準準備備状状況況  

本研究で使用する装置の仕様抽出は完了しており部材入手次第、速速ややかかにに試試作作開開始始ででききるる。

また、開発のポイントであるカメラ・光源の位置決めについては既既にに予予備備検検討討をを終終ええてていいるる。

また涙液の測定及び解析方法についてはドライアイ研究の第一人者である横井則彦教授に確

認済であるため、方法論について実実現現のの目目処処がが立立っってていいるる。このため、データ解析後も滞滞りり

ななくく学学会会発発表表やや論論文文執執筆筆をを行行ううここととががででききるる状況にある。 

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））４４

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

本研究の学術的独自性・創造性は以下の2点に集約される：

1) 集積回路のハードウェアトロイ検知では，従来「正チップの存在を仮定し，正チップ

と不正チップとの差分を電力・重さなどで検知しハードウェアトロイを検知」するも

のであったのに対し，ハードウェアトロイ検知の本質的困難点が，ただ一つの集積回

路設計データ中のハードウェアトロイ検知であることに着目し，ハードウェアトロイ

の構造・信号線に特徴的な性質から，これを検知する技術を確立する．

2) 研究代表者らが持つ『『ハハーードドウウェェアアトトロロイイビビッッググデデーータタ』』の「学習」のもと，世界に

先駆けて，集積回路データ中の未知ハードウェアトロイならびに「摂動」により変異

したハードウェアトロイの検知を実現する．これにより，攻撃者の次の一手を未然に

防止するハードウェアトロイ検知技術を確立する．

(3) 本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯とと，，関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ

【【着着想想にに至至っったた経経緯緯】】研究代表者らは，これまで総務省SCOPEや基盤研究Bを通し，後述す

る(5)準準備備状状況況1に示す通り，世界に先駆けて集積回路設計データ中の既知のハードウェアト

ロイの識別に成功している．さらに(5)準準備備状状況況2に示す通り，機械学習を用いたハードウェ

アトロイ識別ならびに「摂動」によるハードウェアトロイの変異の解明とこれに耐性を持つ

機械学習モデルについて，初期的な成果を上げている．本研究はこれら成果のもと，研究代

表者らが蓄積した『ハードウェアトロイビッグデータ』を前提に，機械学習を用いた未知な

らびに摂動を持ったハードウェアトロイ検知の研究を格段に進めるものである．

【国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ】】これまでハードウェアトロイが現実的な脅威とし

て指摘されて以来，海外を中心にハードウェアトロイに関する研究が進んでいる．既存研究

は主に「製造工程」に焦点を当てたものが多く（以下の文献[6]など），「（疑似的な）正チ

ップを仮定し，正チップと不正チップとの差分を電力・重さ等で検知」するものが多い．

[6] Yanjiang Liu, Yiqiang Zhao, and Jiaji He, "SCCA: side-channel correlation analysis for detecting 
hardware Trojan," in Proc. 2017 11th IEEE International Conference on Anti-counterfeiting, Security, 
and Identification (ASID), 2017.

一方，集積回路の設計データに注目すると，設計データを対象としたハードウェアトロイ

検知は，我々の初期成果[T8],[T12]等を除き，設計データ中の未知ハードウェアトロイ，特

に摂動を持ったハードウェアトロイ検知に関する研究は国内外でほぼない状況である．

(4) 本本研研究究でで何何ををどどののよよううににどどここままでで明明ららかかににししよようう

ととすするるののかか

［［研研究究体体制制］］本研究の体制は，研究代表者に加え，

研究分担者に集積回路論理設計・機械学習アーキテ

クチャ設計の権威・木村晋二（早稲田大学），研究

協力者に博士学生4名とする（図図3）．さらに産業界

協力企業により実データ提供・評価を行う．

［［研研究究計計画画］］前述のように集積回路のハードウェアトロイ検知は国内外で喫緊の課題であり，

以下の通り，3年間の短期間で目的を達成する計画とする．

《《2022年年度度：：「「特特徴徴量量」」のの最最適適化化，，「「摂摂動動」」のの解解明明》》まず研究代表者らが持つ『ハードウ

ェアトロイビッグデータ』ならびにこれまでの研究成果のもと，ハードウェアトロイを構成

する信号線特徴量を抽出し，さらに過学習などを考慮した上で，最適な特徴量の集合を解明

する．(5)準準備備状状況況1に示すようにこれまでハードウェアトロイビッグデータを精査し，例え

図図3：：研研究究体体制制

【【課課題題】】  攻攻撃撃にに耐耐性性をを持持つつ機機械械学学習習モモデデルルにによよるる
設設計計工工程程ハハーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知
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事例⑧-2

先行研究の限界を示したうえで、当該研究分野における本研究の 
立ち位置と学術的・社会的インパクトを述べている。

事例⑧-3

これまでの研究と申請者による本研究の対比を行うことで、本研究の
特長を相対的に示している。
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

人のみならず債権者や主たる債務者の利益をも調整する必要があるという「利益のバランス

化」の重要性である。この視点から、申請者は科研費による2つの課題（課題番号：

24730073・15K16952）の成果を通じて、債権者に「危険防止義務」を課すことを最適解とし

て導出し、2016年度の「日本私法学会」においてその成果を報告した。しかし、先に述べた

ように、2017年の民法改正では「保証人保護」が徹底されたため、保証をめぐる研究自体が

ある種の終焉を迎えたような論調が法学会において形成されつつあったといってよい。

しかし、執筆依頼を受けた論文テーマ「身元保証サービスにおける消費者保護」（現代消

費者法37号・2017年）の検討を通じて、保証をめぐる研究には先に述べた3つの研究課題に

対応する重大な欠落があることを発見した。利用場面が多岐にわたる「保証的制度」におい

ては、その関係当事者の性質も必然的に多様であるため、当事者間の「利益のバランス化」

が原則的な保証の場合よりも困難となる。しかし、それゆえに、研究対象としての魅力を強

く感じざるを得なかった。以上から、保証人保護論には従前の研究において気付かれていな

い重大な“空白地帯”があり、申請者の従前の研究手法と成果とを発展的に活かすことによ

る、この空白地帯の補充への強い関心から、本研究課題の着想へと至った。

◆◆関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ

 国内においては、不動産賃貸借や老人ホームの入居の際に求められる保証をめぐって、

「非金銭担保機能」がある旨を分析する研究は、申請者のもの（前掲：現代消費者法37号、

慶應法学44号など）に加えて数点ある（中田裕康・千葉大学法学論集28巻1=2号1頁・2013年、

能登真規子・滋賀大学経済学部研究年報26号・2019年など）。しかし、いずれも従前の「保

証」をめぐる研究の域を出るものではない。それゆえに、「非金銭担保機能」に着目した

「保証人保護の実効的方策」を提示するという発想自体が、現状の法学では存在しないとい

ってよい。それゆえに、本研究が国内の法学における学術的独自性と独創性とを備えること

は、先に述べたとおりである。また、国外に目を向けると、保証人保護論の展開が顕著であ

るフランスにおいて、不動産賃貸借の保証に「非金銭担保機能」がある旨を述べる立法理由

書の存在を確認している。しかし、研究対象になるほどの位置付けにはなっていない。

以上から、本研究は、申請者が構築してきた保証に係る研究成果をさらに発展させ、保証

制度のパラダイムシフトを通じた、超高齢社会たるわが国の持続的な発展を支えるものとな

る。あわせて、法理論的基盤を共有するフランスの研究者との交流を通じて、同国の法学や

社会等に直接的な影響を与える可能性をも秘めている。 

 IV  本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままでで明明ららかかににししよよううととすするるののかか

 1  2022年年度度：：【【研研究究課課題題①①】】へへのの取取組組みみ

初年度となる2022度は、【研究課題①】への取組みとして、まず、「保証」の名で提供さ

れているものが現実に利用されている場面を網羅的に抽出し、この中から「保証的制度」に

あたるものを整理し、分類する。「保証（保証的制度）」は社会において多様に用いられて

いながらも、その利用実態について体系的に分析した研究はこれまでに存在しない。繰り返

し例示している不動産賃貸借や老人ホームの入居の際に求められる「保証」は、現時点で把

握しうる「保証的制度」の典型例として示しているに過ぎない。したがって、「保証的制

度」の利用実態を網羅的に明らかにすること自体が、本研究目的を達成する前提作業となる。

その成果としての分類は「保証人保護の実効的方策」を検討する基準枠としても意味を持つ。
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事例⑧-4

最後の段落で、研究計画がどのように学術や社会に貢献できるのかに
ついて明確に示している。
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骨格のもつ新たな可能性を垣間見た[3]。これらの研究を通して、この魅力的な湾曲構造に他

のエッセンスを組み合わせた新たな骨格デザインを提案することで、全く新奇の性質を有す

る化合物群が創出できると確信した。その一つとして、今回提案したホウ素をドープした湾

曲ナノグラフェン骨格の着想に至った。 
[関連する国内外の研究動向と本研究の位置付け] 
 ホウ素の平面ナノグラフェンへの固定化は、名古屋大学の山口らの概念提唱に端を発し、

国内外で複数のグループで研究されている[4]。これらはいずれも平面構造もしくは骨格周辺

でのナノグラフェンへのホウ素の固定化である[1]。また、ホウ素以外のヘテロ原子の湾曲ナ

ノグラフェンへの導入は窒素原子を始め報告されている[5]。一方で、本研究のようにホホウウ素素

をを湾湾曲曲ナナノノググララフフェェンンへへ固固定定化化すするる研研究究はは皆皆無無であり、三配位ホウ素の軌道混成の制御という

新たなコンセプトを提唱できる、先駆的な研究である。 
 
(4) 本研究で何をどこまで明らかにしようとするのか 

 本研究は２年間を計画している。本研究ではホウ素ドープ湾曲ナノグラフェンとして、二

種類のπ拡張ボラサーキュレンを電解合成により合成する。今年度は予備研究としてDFT計
算による性質の予測と比較を行う。初年度はπ拡張ボラサーキュレンの合成および物性解明

に注力する。次年度はルイス塩基との複合体形成挙動の調査により、湾湾曲曲ナナノノググララフフェェンンにに組組

みみ込込ままれれたた三三配配位位ホホウウ素素のの本本質質的的なな性性質質理理解解をを目目指指すす。以下に具体的な研究計画を示す。 
 π拡張ボラサーキュレンの合成  

 ボウル構造やサドル構造の[5]/[7]サーキュレンの炭素原子をホウ素原子と入れ替えると、

原子価の差から中性ラジカル種となる。この開殻π共役系はおそらく不安定であるため、分

子周辺をベンゼン環で縮環し、安定な閉殻π共役系をもつπ拡張ボラサーキュレンとする。

それぞれが湾曲構造であることを理論計算により確かめた。π拡張ボラサーキュレンは、前

駆体であるボロールまたはボレピンから電解Scholl反応により合成する。有機分子の吸着が

弱く電解Scholl反応において実用的であるホウ素ドープダイヤモンド(BDD)[6]を作用電極の第

一候補とし、非配位性か配位力の弱い溶媒および電解質、もしくはイオン液体を用いてグロ

ーブボックス内で電位を制御しながら電解合成することで、ホウ素がπ共役面に完全に固定

化されていない中間体の分解を抑えた、π拡張ボラサーキュレン合成を目指す。 
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ボラサーキュレン
(開殻π共役系)

サーキュレン π拡張ボラサーキュレン
(閉殻π共役系)

BB

ホウ素置換 縮環

BB

π拡張ボラ[7]サーキュレンボレピン
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電解Scholl

π拡張ボラ[5]サーキュレン
(π拡張ボラコラニュレン)

ボロール

+ ‒

BDD電極

ホウ素ドープ湾曲ナノグラフェンの分子設計 BDD電極を用いた電解合成
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骨格のもつ新たな可能性を垣間見た[3]。これらの研究を通して、この魅力的な湾曲構造に他

のエッセンスを組み合わせた新たな骨格デザインを提案することで、全く新奇の性質を有す

る化合物群が創出できると確信した。その一つとして、今回提案したホウ素をドープした湾

曲ナノグラフェン骨格の着想に至った。 
[関連する国内外の研究動向と本研究の位置付け] 
 ホウ素の平面ナノグラフェンへの固定化は、名古屋大学の山口らの概念提唱に端を発し、

国内外で複数のグループで研究されている[4]。これらはいずれも平面構造もしくは骨格周辺

でのナノグラフェンへのホウ素の固定化である[1]。また、ホウ素以外のヘテロ原子の湾曲ナ

ノグラフェンへの導入は窒素原子を始め報告されている[5]。一方で、本研究のようにホホウウ素素

をを湾湾曲曲ナナノノググララフフェェンンへへ固固定定化化すするる研研究究はは皆皆無無であり、三配位ホウ素の軌道混成の制御という

新たなコンセプトを提唱できる、先駆的な研究である。 
 
(4) 本研究で何をどこまで明らかにしようとするのか 

 本研究は２年間を計画している。本研究ではホウ素ドープ湾曲ナノグラフェンとして、二

種類のπ拡張ボラサーキュレンを電解合成により合成する。今年度は予備研究としてDFT計
算による性質の予測と比較を行う。初年度はπ拡張ボラサーキュレンの合成および物性解明

に注力する。次年度はルイス塩基との複合体形成挙動の調査により、湾湾曲曲ナナノノググララフフェェンンにに組組

みみ込込ままれれたた三三配配位位ホホウウ素素のの本本質質的的なな性性質質理理解解をを目目指指すす。以下に具体的な研究計画を示す。 
 π拡張ボラサーキュレンの合成  

 ボウル構造やサドル構造の[5]/[7]サーキュレンの炭素原子をホウ素原子と入れ替えると、

原子価の差から中性ラジカル種となる。この開殻π共役系はおそらく不安定であるため、分

子周辺をベンゼン環で縮環し、安定な閉殻π共役系をもつπ拡張ボラサーキュレンとする。

それぞれが湾曲構造であることを理論計算により確かめた。π拡張ボラサーキュレンは、前

駆体であるボロールまたはボレピンから電解Scholl反応により合成する。有機分子の吸着が

弱く電解Scholl反応において実用的であるホウ素ドープダイヤモンド(BDD)[6]を作用電極の第

一候補とし、非配位性か配位力の弱い溶媒および電解質、もしくはイオン液体を用いてグロ

ーブボックス内で電位を制御しながら電解合成することで、ホウ素がπ共役面に完全に固定

化されていない中間体の分解を抑えた、π拡張ボラサーキュレン合成を目指す。 
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事例⑨-1

重要分子の設計方法や合成方法を見やすく図示し、本研究を理解する
うえで重要なポイントをわかりやすく伝えている。

⑨研究計画・方法をわかりやすく伝える

【1　研究目的、研究方法など】
（4）本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

（（２２））構構造造体体にに励励起起さされれるるププララズズモモンンのの制制御御をを介介ししたた触触媒媒特特性性のの制制御御

以下にその詳細を述べる。図1に開口型近接場光学顕微鏡（a-
SNOM）の模式図を示す。a-SNOMは，先端に直径100 nm程度の

微小開口を持つ近接場プローブを介して試料を励起し，試料から

の光を対物レンズで集光する顕微鏡であり，光の回折限界を超え

る高空間分解計測が可能である。これまでの研究から，a-SNOM
はナノ構造体に励起されるプラズモン共鳴（表面電荷状態）を可

視化できることが明らかとなった（業績 5）。a-SNOMはプロー

ブを試料と平行に振動させ，プローブ-試料間に働く剪断応力を

検出して両者の距離制御を行う。液中では，抵抗により剪断応力を検出が困難なため，a-
SNOMを利用できない。第一の目的では，抵抗の少ない試料と垂直方向にプローブの振動さ

せる液中a-SNOMを開発し，触媒反応中におけるナノ構造体の表面電子状態を可視化する。

またa-SNOMを用いたラマン散乱計測から触媒反応速度，反応の空間分布を計測し，表面電

子状態と比較することで，励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を明らかにす

る。第二の目的では，励起場を変調することでプラズモン共鳴が選択的に励起可能であるこ

とを利用して，励起光の偏光特性制御を介したプラズモニック触媒の特性制御を目指す。

■■学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性: 従来のプラズモニック触媒に関する研究では，触媒特性とプラズ

モンの共鳴特性の関係に着目した研究はほとんどなく，理論計算を用いた研究が少数報告さ

れているのみである。その原因は，液中でナノ構造体の表面電子状態を高空間分解計測する

ことの困難さである。本研究の学術的独自性は，実験的にプラズモニック触媒の物理を解明

する点である。また，解明した物理を用いてプラズモニック触媒特性の制御を試みる点が本

研究の創造性に富んだ特色である。

■■本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯: 申請者は，これまで貴金属ナノプレートを研究対象としてプ

ラズモンモードの解析を行い，モードごとに異なる共鳴特性を示すことを明らかにしてきた

（業績 5,6,7,8）。また，プラズモンと分子との相互作用についても研究を行う中で，相互作

用の空間特性や相互作用強度にプラズモンの共鳴特性が強く影響を与えることを明らかにし

た（業績 2,3）。一方，プラズモニック触媒の特性とプラズモンの共鳴特性の間の関係につ

いて研究が行われてないことを知り，本研究がプラズモンモードの共鳴特性について良く理

解し，研究を実施する環境を持つ申請者にしか着想出来ない研究であると考えた。

■■関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ: 液中でナノ構造体の表面電子状態を高空

間分解計測する研究として，電子顕微鏡を用いた研究[3]，散乱型近接場光学顕微鏡（s-
SNOM）を用いた研究[4]が報告されている。電子顕微鏡を用いた研究では，励起に用いる電

子線が反応物である分子を変化させる恐れがあるため，触媒能の評価には用いられていない。

また，s-SNOMは，用いる探針の特性のため近赤外域の計測には適しているものの，可視域

の計測には用いることができない。本研究は，a-SNOMをベースとしているため， 反応物で

ある分子を変化させることなく，可視域における触媒特性評価およびナノ構造体の表面電子

状態を評価が可能である。この点が他の研究との差異であり特色である。

■■本本研研究究でで何何ををどどののよよううににどどここままでで明明ららかかににししよよううととすするるののかか: 本研究のスケジュールを表1
に示す。主目的（１）「貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の

関係を解明」達成のため，申請者は（1-1）液中a-SNOMの開発，（1-2）プラズモンの共鳴

特性と触媒特性の関係解明の課題に取り組む。また，主目的（２）「構造体に励起されるプ

ラズモンの制御を介した触媒特性の制御」を達成するため，申請者は（2-1）励起光の変調

を用いたプラズモンの制御，（2-2）触媒特性制御の課題に取り組む。詳細を以下に示す。

（（1-1））液液中中a-SNOMのの開開発発: 予定期間9ヶ月。液中a-SNOM用の近接場プローブ作製に3ヶ月，

図1. a-SNOM模式図

近接場プローブ 

試料 

対物レンズ 
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顕微鏡の筐体・フィードバック機構の開発に6ヶ月を予定する。プローブは，日本分光株式

会社，フィードバック機構は申請者の所属する研究室の井村教授のノウハウを基に作製する。

（（1-2））ププララズズモモンンのの共共鳴鳴特特性性とと触触媒媒特特性性のの関関係係解解明明: 予定期間6ヶ月。作製した液中a-SNOM
を用いて，触媒反応中におけるナノ構造体の表面電子状態を可視化する。 また液中a-SNOM
を用いたラマン散乱計測から触媒反応速度，反応の空間分布を計測し，両者を比較すること

で，励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を明らかにする。

（（2-1））励励起起光光のの変変調調をを用用いいたたププララズズモモンンのの制制御御: 予定期間6ヶ月。電磁気学計算および空間

位相変調器（SLM）を用いた近赤外光パルスレーザーの位相状態の変調および変調励起光を

用いた金ナノプレートの二光子発光計測に取り組み，励起光の偏光特性を変調してプラズモ

ンモードを選択的に励起できることを理論・実験の両面から解明する（準備状況参照）。

（（2-2））触触媒媒特特性性制制御御: 予定期間9ヶ月。(1-2)，(2-1)で得られた知見を基に，SLMで変調した

励起光を試料に照射し，試料からの信号をプローブで検出するコレクション配置で実験を行

うことで励起光変調によるプラズモン制御を介した触媒特性制御を実現する。コレクション

配置の実装に3ヶ月，触媒特性制御に6ヶ月を予定する。

表1. 研究スケジュール

■本本研研究究のの目目的的をを達達成成すするるたためめのの準準備備状状況況: 課題(2-1)「励起光の変

調を用いたプラズモンの制御」を達成するための準備として，励

起場変調を用いたプラズモン場の制御を理論・実験の両面から進

めている。理論的検討では，既存の電磁気学計算パッケージに任

意の偏光ビームによる励起を実装し，励起光の偏光状態がプラズ

モンに与える影響をシミュレーションした。図2(a)に計算した金

ナノディスク（直径: 500 nm, 厚み 30 nm）の散乱特性を示す。図

中の実線は直線偏光（図2(b)），点線は4回対称な偏光（図2(c)）
励起時の結果に対応する。それぞれ，1850および1100 nm付近に

ピークが観測され，励起偏光に依存して異なるプラズモンモード

が励起されたことを示す。それぞれのピーク波長におけるディス

ク近傍の電場二乗像を図2(d,e)に示す。それぞれ，2回・4回対称

な空間特性が可視化された。他の偏光特性についても同様の結果

が得られたことから，励起偏光の空間対称性と一致するプラズモ

ンモードが選択的に励起されることを解明した。また，実験的検

討では， SLMを用いた近赤外光パルスレーザーの偏光特性の変

調および変調励起光を用いた金六角形プレートの二光子発光計測

に取り組み，励起光の偏光特性に依存して二光子励起像の空間特性が変化することを実験的

に明らかにした。上記の予備的検討で得られた知見を更に深化し，本研究課題の目的（１）

貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を解明で得られる知

見を組み合わせることで，目的（２）構造体に励起されるプラズモンの制御を介した触媒特

性の制御が達成可能となる。

[1] A. Fujishima et al. Nature 238, 37 (1972). [2] G. Joshi et al. ACS Catal. 12, 1052 (2022).  
[3] N. de Jonge, Ultramicroscopy 110, 1114 (2010). [4] B. T. O’Callahan et al. Nano Lett. 20, 4497 (2020). 

図2. (a)金ナノディスク散乱
スペクトルの励起偏光依存
性。実線: 直線偏光(b)。点
線: 4回対称偏光(c)。矢印: 
電場方向。(d,e) (a)のピー
クにおけるディスク近傍の
電場二乗像。
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【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

座位行動の介入研究は，座位時間と健康関連アウトカムの独立した関連性を説明する潜在的

メカニズムや因果関係および座位行動の用量依存的な影響を理解する上で非常に重要である．

このことから，現在では，特に質の高い介入研究による成果を蓄積し，連続した座位行動を

中断することによってもたらされる健康効果とその生理学的機序を明らかにしていくことが

当該分野において求められている．これらの研究動向に対し，本研究では座位行動が腎臓と

心血管系に及ぼす影響を介入研究のデザインで検討する予定である．したがって本研究は，

座位行動の疫学的エビデンスの裏付けとなる質の高い実験的エビデンスを創出する位置づけにある．

（4）本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか

本研究では，前述した目的を達成するために，以下に示す3つの実験を行う予定である．

①. 座位行動の時間・パターンと腎臓および心血管系の血行力学的指標の関連性 分析的観察研究  
具体的な内容 腎臓と心臓の超音波検査から得られる様々な血行力学的指標と日常における

座位行動の時間・パターンの横断的および縦断的な関連性について詳細に検証し，その後に

予定している実験的研究や介入研究において着目する主要アウトカムを抽出する．

対象者 早稲田大学校友を対象とした大規模追跡研究 WASEDA’S Health Study の参加者の

中から同意の得られた中高齢者300名程度を対象者とする．腎移植，腎摘出術，腎代替療法

などを受けている者，糖尿病を患っている者，心血管疾患の既往歴がある者などは除外する．

主な評価項目 心臓超音波検査 心室容積 駆出率・三尖弁輪収縮期移動距離・下大静脈径など ，

腎臓超音波検査 rRI: intrarenal resistive index・rVII: intrarenal venous impedance indexなど ，

血管内皮機能 血流依存性血管拡張反応 ，動脈硬化度 脈波伝播速度 ，糖代謝指標，炎症・
酸化ストレスマーカー，腎障害マーカー，心筋ストレスマーカー，座位行動 3軸加速度計 ．

仮説 日常生活の中で座位行動が多い者では，下肢静脈系における血液の貯留が顕著である

可能性が考えられるため，腎臓のうっ血程度を反映するrVIIが高値を示し，心血管機能 特に

右心機能 が低値を示すことを予想している．

②. 食後における座位行動の中断が腎臓と心血管系に及ぼす急性的な影響 実験的介入研究  

具体的な内容 食後高血糖を抑制する

座位中断プロトコルを用いて，食後の

座位行動の中断が腎臓および心血管系

に及ぼす急性的な影響を明らかにする．

対象者 埼玉県西部に配布されている

地方情報誌に広告を掲載して参加者を

募集し，糖代謝動態が正常で腎疾患や

心血管疾患の既往歴がない中高齢者を

20名程度選定する予定である．

プロトコル 対象者には，実験前12時間以上の絶食と24時間以内の激しい運動を控えるように

指示する．実験当日はベースライン測定終了後に規定食を与え，その後，連続座位条件では

座位で8時間安静にする．食後座位中断条件①では，座位姿勢を60分毎に中断し6分間の歩行

を実施する．食後座位中断条件②では，座位姿勢を30分毎に中断し3分間の歩行を行う 図3 ．

各条件は無作為に1週間以上の間隔をあけて実施する ランダム化クロスオーバーデザイン ．

主な評価項目 心臓超音波検査，腎臓超音波検査，糖代謝指標，炎症・酸化ストレスマーカー，

血管作動性物質 一酸化窒素，非対称性ジメチルアルギニン．エンドセリン 1など

仮説 連続座位条件 > 食後座位中断条件① > 食後座位中断条件②の順番で，食後の血糖値

の上昇が遷延し，血管作動性物質の分泌異常が引き起こされることを予想している．さらに，

軽度の腎うっ血や心血管機能の低下程度も同様の順番で増大することを予想している．
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

（（２２））構構造造体体にに励励起起さされれるるププララズズモモンンのの制制御御をを介介ししたた触触媒媒特特性性のの制制御御

以下にその詳細を述べる。図1に開口型近接場光学顕微鏡（a-
SNOM）の模式図を示す。a-SNOMは，先端に直径100 nm程度の

微小開口を持つ近接場プローブを介して試料を励起し，試料から

の光を対物レンズで集光する顕微鏡であり，光の回折限界を超え

る高空間分解計測が可能である。これまでの研究から，a-SNOM
はナノ構造体に励起されるプラズモン共鳴（表面電荷状態）を可

視化できることが明らかとなった（業績 5）。a-SNOMはプロー

ブを試料と平行に振動させ，プローブ-試料間に働く剪断応力を

検出して両者の距離制御を行う。液中では，抵抗により剪断応力を検出が困難なため，a-
SNOMを利用できない。第一の目的では，抵抗の少ない試料と垂直方向にプローブの振動さ

せる液中a-SNOMを開発し，触媒反応中におけるナノ構造体の表面電子状態を可視化する。

またa-SNOMを用いたラマン散乱計測から触媒反応速度，反応の空間分布を計測し，表面電

子状態と比較することで，励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を明らかにす

る。第二の目的では，励起場を変調することでプラズモン共鳴が選択的に励起可能であるこ

とを利用して，励起光の偏光特性制御を介したプラズモニック触媒の特性制御を目指す。

■■学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性: 従来のプラズモニック触媒に関する研究では，触媒特性とプラズ

モンの共鳴特性の関係に着目した研究はほとんどなく，理論計算を用いた研究が少数報告さ

れているのみである。その原因は，液中でナノ構造体の表面電子状態を高空間分解計測する

ことの困難さである。本研究の学術的独自性は，実験的にプラズモニック触媒の物理を解明

する点である。また，解明した物理を用いてプラズモニック触媒特性の制御を試みる点が本

研究の創造性に富んだ特色である。

■■本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯: 申請者は，これまで貴金属ナノプレートを研究対象としてプ

ラズモンモードの解析を行い，モードごとに異なる共鳴特性を示すことを明らかにしてきた

（業績 5,6,7,8）。また，プラズモンと分子との相互作用についても研究を行う中で，相互作

用の空間特性や相互作用強度にプラズモンの共鳴特性が強く影響を与えることを明らかにし

た（業績 2,3）。一方，プラズモニック触媒の特性とプラズモンの共鳴特性の間の関係につ

いて研究が行われてないことを知り，本研究がプラズモンモードの共鳴特性について良く理

解し，研究を実施する環境を持つ申請者にしか着想出来ない研究であると考えた。

■■関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ: 液中でナノ構造体の表面電子状態を高空

間分解計測する研究として，電子顕微鏡を用いた研究[3]，散乱型近接場光学顕微鏡（s-
SNOM）を用いた研究[4]が報告されている。電子顕微鏡を用いた研究では，励起に用いる電

子線が反応物である分子を変化させる恐れがあるため，触媒能の評価には用いられていない。

また，s-SNOMは，用いる探針の特性のため近赤外域の計測には適しているものの，可視域

の計測には用いることができない。本研究は，a-SNOMをベースとしているため， 反応物で

ある分子を変化させることなく，可視域における触媒特性評価およびナノ構造体の表面電子

状態を評価が可能である。この点が他の研究との差異であり特色である。

■■本本研研究究でで何何ををどどののよよううににどどここままでで明明ららかかににししよよううととすするるののかか: 本研究のスケジュールを表1
に示す。主目的（１）「貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の

関係を解明」達成のため，申請者は（1-1）液中a-SNOMの開発，（1-2）プラズモンの共鳴

特性と触媒特性の関係解明の課題に取り組む。また，主目的（２）「構造体に励起されるプ

ラズモンの制御を介した触媒特性の制御」を達成するため，申請者は（2-1）励起光の変調

を用いたプラズモンの制御，（2-2）触媒特性制御の課題に取り組む。詳細を以下に示す。

（（1-1））液液中中a-SNOMのの開開発発: 予定期間9ヶ月。液中a-SNOM用の近接場プローブ作製に3ヶ月，

図1. a-SNOM模式図
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以下にその詳細を述べる。図1に開口型近接場光学顕微鏡（a-
SNOM）の模式図を示す。a-SNOMは，先端に直径100 nm程度の

微小開口を持つ近接場プローブを介して試料を励起し，試料から

の光を対物レンズで集光する顕微鏡であり，光の回折限界を超え

る高空間分解計測が可能である。これまでの研究から，a-SNOM
はナノ構造体に励起されるプラズモン共鳴（表面電荷状態）を可

視化できることが明らかとなった（業績 5）。a-SNOMはプロー

ブを試料と平行に振動させ，プローブ-試料間に働く剪断応力を

検出して両者の距離制御を行う。液中では，抵抗により剪断応力を検出が困難なため，a-
SNOMを利用できない。第一の目的では，抵抗の少ない試料と垂直方向にプローブの振動さ

せる液中a-SNOMを開発し，触媒反応中におけるナノ構造体の表面電子状態を可視化する。

またa-SNOMを用いたラマン散乱計測から触媒反応速度，反応の空間分布を計測し，表面電

子状態と比較することで，励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を明らかにす

る。第二の目的では，励起場を変調することでプラズモン共鳴が選択的に励起可能であるこ

とを利用して，励起光の偏光特性制御を介したプラズモニック触媒の特性制御を目指す。

■■学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性: 従来のプラズモニック触媒に関する研究では，触媒特性とプラズ

モンの共鳴特性の関係に着目した研究はほとんどなく，理論計算を用いた研究が少数報告さ

れているのみである。その原因は，液中でナノ構造体の表面電子状態を高空間分解計測する

ことの困難さである。本研究の学術的独自性は，実験的にプラズモニック触媒の物理を解明

する点である。また，解明した物理を用いてプラズモニック触媒特性の制御を試みる点が本

研究の創造性に富んだ特色である。

■■本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯: 申請者は，これまで貴金属ナノプレートを研究対象としてプ

ラズモンモードの解析を行い，モードごとに異なる共鳴特性を示すことを明らかにしてきた

（業績 5,6,7,8）。また，プラズモンと分子との相互作用についても研究を行う中で，相互作

用の空間特性や相互作用強度にプラズモンの共鳴特性が強く影響を与えることを明らかにし

た（業績 2,3）。一方，プラズモニック触媒の特性とプラズモンの共鳴特性の間の関係につ

いて研究が行われてないことを知り，本研究がプラズモンモードの共鳴特性について良く理
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間分解計測する研究として，電子顕微鏡を用いた研究[3]，散乱型近接場光学顕微鏡（s-
SNOM）を用いた研究[4]が報告されている。電子顕微鏡を用いた研究では，励起に用いる電

子線が反応物である分子を変化させる恐れがあるため，触媒能の評価には用いられていない。

また，s-SNOMは，用いる探針の特性のため近赤外域の計測には適しているものの，可視域

の計測には用いることができない。本研究は，a-SNOMをベースとしているため， 反応物で

ある分子を変化させることなく，可視域における触媒特性評価およびナノ構造体の表面電子

状態を評価が可能である。この点が他の研究との差異であり特色である。
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

顕微鏡の筐体・フィードバック機構の開発に6ヶ月を予定する。プローブは，日本分光株式

会社，フィードバック機構は申請者の所属する研究室の井村教授のノウハウを基に作製する。

（（1-2））ププララズズモモンンのの共共鳴鳴特特性性とと触触媒媒特特性性のの関関係係解解明明: 予定期間6ヶ月。作製した液中a-SNOM
を用いて，触媒反応中におけるナノ構造体の表面電子状態を可視化する。 また液中a-SNOM
を用いたラマン散乱計測から触媒反応速度，反応の空間分布を計測し，両者を比較すること

で，励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を明らかにする。

（（2-1））励励起起光光のの変変調調をを用用いいたたププララズズモモンンのの制制御御: 予定期間6ヶ月。電磁気学計算および空間

位相変調器（SLM）を用いた近赤外光パルスレーザーの位相状態の変調および変調励起光を

用いた金ナノプレートの二光子発光計測に取り組み，励起光の偏光特性を変調してプラズモ

ンモードを選択的に励起できることを理論・実験の両面から解明する（準備状況参照）。

（（2-2））触触媒媒特特性性制制御御: 予定期間9ヶ月。(1-2)，(2-1)で得られた知見を基に，SLMで変調した

励起光を試料に照射し，試料からの信号をプローブで検出するコレクション配置で実験を行

うことで励起光変調によるプラズモン制御を介した触媒特性制御を実現する。コレクション

配置の実装に3ヶ月，触媒特性制御に6ヶ月を予定する。

表1. 研究スケジュール

■本本研研究究のの目目的的をを達達成成すするるたためめのの準準備備状状況況: 課題(2-1)「励起光の変

調を用いたプラズモンの制御」を達成するための準備として，励

起場変調を用いたプラズモン場の制御を理論・実験の両面から進

めている。理論的検討では，既存の電磁気学計算パッケージに任

意の偏光ビームによる励起を実装し，励起光の偏光状態がプラズ

モンに与える影響をシミュレーションした。図2(a)に計算した金

ナノディスク（直径: 500 nm, 厚み 30 nm）の散乱特性を示す。図

中の実線は直線偏光（図2(b)），点線は4回対称な偏光（図2(c)）
励起時の結果に対応する。それぞれ，1850および1100 nm付近に

ピークが観測され，励起偏光に依存して異なるプラズモンモード

が励起されたことを示す。それぞれのピーク波長におけるディス

ク近傍の電場二乗像を図2(d,e)に示す。それぞれ，2回・4回対称

な空間特性が可視化された。他の偏光特性についても同様の結果

が得られたことから，励起偏光の空間対称性と一致するプラズモ

ンモードが選択的に励起されることを解明した。また，実験的検

討では， SLMを用いた近赤外光パルスレーザーの偏光特性の変

調および変調励起光を用いた金六角形プレートの二光子発光計測

に取り組み，励起光の偏光特性に依存して二光子励起像の空間特性が変化することを実験的

に明らかにした。上記の予備的検討で得られた知見を更に深化し，本研究課題の目的（１）

貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を解明で得られる知

見を組み合わせることで，目的（２）構造体に励起されるプラズモンの制御を介した触媒特

性の制御が達成可能となる。

[1] A. Fujishima et al. Nature 238, 37 (1972). [2] G. Joshi et al. ACS Catal. 12, 1052 (2022).  
[3] N. de Jonge, Ultramicroscopy 110, 1114 (2010). [4] B. T. O’Callahan et al. Nano Lett. 20, 4497 (2020). 

図2. (a)金ナノディスク散乱
スペクトルの励起偏光依存
性。実線: 直線偏光(b)。点
線: 4回対称偏光(c)。矢印: 
電場方向。(d,e) (a)のピー
クにおけるディスク近傍の
電場二乗像。
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【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

座位行動の介入研究は，座位時間と健康関連アウトカムの独立した関連性を説明する潜在的

メカニズムや因果関係および座位行動の用量依存的な影響を理解する上で非常に重要である．

このことから，現在では，特に質の高い介入研究による成果を蓄積し，連続した座位行動を

中断することによってもたらされる健康効果とその生理学的機序を明らかにしていくことが

当該分野において求められている．これらの研究動向に対し，本研究では座位行動が腎臓と

心血管系に及ぼす影響を介入研究のデザインで検討する予定である．したがって本研究は，

座位行動の疫学的エビデンスの裏付けとなる質の高い実験的エビデンスを創出する位置づけにある．

（4）本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか

本研究では，前述した目的を達成するために，以下に示す3つの実験を行う予定である．

①. 座位行動の時間・パターンと腎臓および心血管系の血行力学的指標の関連性 分析的観察研究  
具体的な内容 腎臓と心臓の超音波検査から得られる様々な血行力学的指標と日常における

座位行動の時間・パターンの横断的および縦断的な関連性について詳細に検証し，その後に

予定している実験的研究や介入研究において着目する主要アウトカムを抽出する．

対象者 早稲田大学校友を対象とした大規模追跡研究 WASEDA’S Health Study の参加者の

中から同意の得られた中高齢者300名程度を対象者とする．腎移植，腎摘出術，腎代替療法

などを受けている者，糖尿病を患っている者，心血管疾患の既往歴がある者などは除外する．

主な評価項目 心臓超音波検査 心室容積 駆出率・三尖弁輪収縮期移動距離・下大静脈径など ，

腎臓超音波検査 rRI: intrarenal resistive index・rVII: intrarenal venous impedance indexなど ，

血管内皮機能 血流依存性血管拡張反応 ，動脈硬化度 脈波伝播速度 ，糖代謝指標，炎症・
酸化ストレスマーカー，腎障害マーカー，心筋ストレスマーカー，座位行動 3軸加速度計 ．

仮説 日常生活の中で座位行動が多い者では，下肢静脈系における血液の貯留が顕著である

可能性が考えられるため，腎臓のうっ血程度を反映するrVIIが高値を示し，心血管機能 特に

右心機能 が低値を示すことを予想している．

②. 食後における座位行動の中断が腎臓と心血管系に及ぼす急性的な影響 実験的介入研究  

具体的な内容 食後高血糖を抑制する

座位中断プロトコルを用いて，食後の

座位行動の中断が腎臓および心血管系

に及ぼす急性的な影響を明らかにする．

対象者 埼玉県西部に配布されている

地方情報誌に広告を掲載して参加者を

募集し，糖代謝動態が正常で腎疾患や

心血管疾患の既往歴がない中高齢者を

20名程度選定する予定である．

プロトコル 対象者には，実験前12時間以上の絶食と24時間以内の激しい運動を控えるように

指示する．実験当日はベースライン測定終了後に規定食を与え，その後，連続座位条件では

座位で8時間安静にする．食後座位中断条件①では，座位姿勢を60分毎に中断し6分間の歩行

を実施する．食後座位中断条件②では，座位姿勢を30分毎に中断し3分間の歩行を行う 図3 ．

各条件は無作為に1週間以上の間隔をあけて実施する ランダム化クロスオーバーデザイン ．

主な評価項目 心臓超音波検査，腎臓超音波検査，糖代謝指標，炎症・酸化ストレスマーカー，

血管作動性物質 一酸化窒素，非対称性ジメチルアルギニン．エンドセリン 1など

仮説 連続座位条件 > 食後座位中断条件① > 食後座位中断条件②の順番で，食後の血糖値

の上昇が遷延し，血管作動性物質の分泌異常が引き起こされることを予想している．さらに，

軽度の腎うっ血や心血管機能の低下程度も同様の順番で増大することを予想している．

研研究究活活動動ススタターートト支支援援２２  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

（（２２））構構造造体体にに励励起起さされれるるププララズズモモンンのの制制御御をを介介ししたた触触媒媒特特性性のの制制御御

以下にその詳細を述べる。図1に開口型近接場光学顕微鏡（a-
SNOM）の模式図を示す。a-SNOMは，先端に直径100 nm程度の

微小開口を持つ近接場プローブを介して試料を励起し，試料から

の光を対物レンズで集光する顕微鏡であり，光の回折限界を超え

る高空間分解計測が可能である。これまでの研究から，a-SNOM
はナノ構造体に励起されるプラズモン共鳴（表面電荷状態）を可

視化できることが明らかとなった（業績 5）。a-SNOMはプロー

ブを試料と平行に振動させ，プローブ-試料間に働く剪断応力を

検出して両者の距離制御を行う。液中では，抵抗により剪断応力を検出が困難なため，a-
SNOMを利用できない。第一の目的では，抵抗の少ない試料と垂直方向にプローブの振動さ

せる液中a-SNOMを開発し，触媒反応中におけるナノ構造体の表面電子状態を可視化する。

またa-SNOMを用いたラマン散乱計測から触媒反応速度，反応の空間分布を計測し，表面電

子状態と比較することで，励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を明らかにす

る。第二の目的では，励起場を変調することでプラズモン共鳴が選択的に励起可能であるこ

とを利用して，励起光の偏光特性制御を介したプラズモニック触媒の特性制御を目指す。

■■学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性: 従来のプラズモニック触媒に関する研究では，触媒特性とプラズ

モンの共鳴特性の関係に着目した研究はほとんどなく，理論計算を用いた研究が少数報告さ

れているのみである。その原因は，液中でナノ構造体の表面電子状態を高空間分解計測する

ことの困難さである。本研究の学術的独自性は，実験的にプラズモニック触媒の物理を解明

する点である。また，解明した物理を用いてプラズモニック触媒特性の制御を試みる点が本

研究の創造性に富んだ特色である。

■■本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯: 申請者は，これまで貴金属ナノプレートを研究対象としてプ

ラズモンモードの解析を行い，モードごとに異なる共鳴特性を示すことを明らかにしてきた

（業績 5,6,7,8）。また，プラズモンと分子との相互作用についても研究を行う中で，相互作

用の空間特性や相互作用強度にプラズモンの共鳴特性が強く影響を与えることを明らかにし

た（業績 2,3）。一方，プラズモニック触媒の特性とプラズモンの共鳴特性の間の関係につ

いて研究が行われてないことを知り，本研究がプラズモンモードの共鳴特性について良く理

解し，研究を実施する環境を持つ申請者にしか着想出来ない研究であると考えた。

■■関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ: 液中でナノ構造体の表面電子状態を高空

間分解計測する研究として，電子顕微鏡を用いた研究[3]，散乱型近接場光学顕微鏡（s-
SNOM）を用いた研究[4]が報告されている。電子顕微鏡を用いた研究では，励起に用いる電

子線が反応物である分子を変化させる恐れがあるため，触媒能の評価には用いられていない。

また，s-SNOMは，用いる探針の特性のため近赤外域の計測には適しているものの，可視域

の計測には用いることができない。本研究は，a-SNOMをベースとしているため， 反応物で

ある分子を変化させることなく，可視域における触媒特性評価およびナノ構造体の表面電子

状態を評価が可能である。この点が他の研究との差異であり特色である。

■■本本研研究究でで何何ををどどののよよううににどどここままでで明明ららかかににししよよううととすするるののかか: 本研究のスケジュールを表1
に示す。主目的（１）「貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の

関係を解明」達成のため，申請者は（1-1）液中a-SNOMの開発，（1-2）プラズモンの共鳴

特性と触媒特性の関係解明の課題に取り組む。また，主目的（２）「構造体に励起されるプ

ラズモンの制御を介した触媒特性の制御」を達成するため，申請者は（2-1）励起光の変調

を用いたプラズモンの制御，（2-2）触媒特性制御の課題に取り組む。詳細を以下に示す。

（（1-1））液液中中a-SNOMのの開開発発: 予定期間9ヶ月。液中a-SNOM用の近接場プローブ作製に3ヶ月，

図1. a-SNOM模式図
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事例⑨-3

見出しをつけて研究方法を整理しているので、読みやすく、理解 
しやすい。
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

人のみならず債権者や主たる債務者の利益をも調整する必要があるという「利益のバランス

化」の重要性である。この視点から、申請者は科研費による2つの課題（課題番号：

24730073・15K16952）の成果を通じて、債権者に「危険防止義務」を課すことを最適解とし

て導出し、2016年度の「日本私法学会」においてその成果を報告した。しかし、先に述べた

ように、2017年の民法改正では「保証人保護」が徹底されたため、保証をめぐる研究自体が

ある種の終焉を迎えたような論調が法学会において形成されつつあったといってよい。

しかし、執筆依頼を受けた論文テーマ「身元保証サービスにおける消費者保護」（現代消

費者法37号・2017年）の検討を通じて、保証をめぐる研究には先に述べた3つの研究課題に

対応する重大な欠落があることを発見した。利用場面が多岐にわたる「保証的制度」におい

ては、その関係当事者の性質も必然的に多様であるため、当事者間の「利益のバランス化」

が原則的な保証の場合よりも困難となる。しかし、それゆえに、研究対象としての魅力を強

く感じざるを得なかった。以上から、保証人保護論には従前の研究において気付かれていな

い重大な“空白地帯”があり、申請者の従前の研究手法と成果とを発展的に活かすことによ

る、この空白地帯の補充への強い関心から、本研究課題の着想へと至った。

◆◆関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ

 国内においては、不動産賃貸借や老人ホームの入居の際に求められる保証をめぐって、

「非金銭担保機能」がある旨を分析する研究は、申請者のもの（前掲：現代消費者法37号、

慶應法学44号など）に加えて数点ある（中田裕康・千葉大学法学論集28巻1=2号1頁・2013年、

能登真規子・滋賀大学経済学部研究年報26号・2019年など）。しかし、いずれも従前の「保

証」をめぐる研究の域を出るものではない。それゆえに、「非金銭担保機能」に着目した

「保証人保護の実効的方策」を提示するという発想自体が、現状の法学では存在しないとい

ってよい。それゆえに、本研究が国内の法学における学術的独自性と独創性とを備えること

は、先に述べたとおりである。また、国外に目を向けると、保証人保護論の展開が顕著であ

るフランスにおいて、不動産賃貸借の保証に「非金銭担保機能」がある旨を述べる立法理由

書の存在を確認している。しかし、研究対象になるほどの位置付けにはなっていない。

以上から、本研究は、申請者が構築してきた保証に係る研究成果をさらに発展させ、保証

制度のパラダイムシフトを通じた、超高齢社会たるわが国の持続的な発展を支えるものとな

る。あわせて、法理論的基盤を共有するフランスの研究者との交流を通じて、同国の法学や

社会等に直接的な影響を与える可能性をも秘めている。 

 IV  本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままでで明明ららかかににししよよううととすするるののかか

 1  2022年年度度：：【【研研究究課課題題①①】】へへのの取取組組みみ

初年度となる2022度は、【研究課題①】への取組みとして、まず、「保証」の名で提供さ

れているものが現実に利用されている場面を網羅的に抽出し、この中から「保証的制度」に

あたるものを整理し、分類する。「保証（保証的制度）」は社会において多様に用いられて

いながらも、その利用実態について体系的に分析した研究はこれまでに存在しない。繰り返

し例示している不動産賃貸借や老人ホームの入居の際に求められる「保証」は、現時点で把

握しうる「保証的制度」の典型例として示しているに過ぎない。したがって、「保証的制

度」の利用実態を網羅的に明らかにすること自体が、本研究目的を達成する前提作業となる。

その成果としての分類は「保証人保護の実効的方策」を検討する基準枠としても意味を持つ。

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））４４  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

具体的な研究のアプローチは、主として「文献収集とその解析」となる。加えて、「保証

的制度」の利用実態と「非金銭担保機能」への依存の実際とを把握するために、老人ホーム

や病院といった施設への実地調査やインタビューも実施する予定である。

2  2023年年度度：：【【研研究究課課題題②②】】へへのの取取組組みみ

 2023年度は、【研究課題①】により整理された「保証的制度」の分類を基準枠として、ま

ずは「非金銭担保機能」を網羅的に抽出し、法的評価を加える。これを基に、基準枠ごとの

「保証的制度」の法的構造を明確化する。

 具体的な研究のアプローチは、「文献収集とその解析」および「研究会等での検証（議

論）」となる。【研究課題②】は「法的評価」が研究活動の軸となり、この成果が本研究の

目的を達成するための直接的な基盤となる。それゆえ、成果の質と内容の正当性を客観的に

担保するためには、他の研究者による検証が必須となる。

3  2024年年度度：：【【研研究究課課題題①①・・②②】】へへのの取取組組みみーーフフラランンスス法法かかららののアアププロローーチチ

フランス法は「保証人保護」につき先端的な規律を有していることで知られており、わが

国における保証制度（民法）の母法でもある。保証の規律につきわが国と強い共通性を有す

るフランス法につき【研究課題①・②】に対応する分析を行うことは、比較法的視点から研

究成果を理論的に支えるものとして有益である。よって、2024年度は、前年度までの日本法

の分析に係る成果を踏まえ、フランス法の視点から【研究課題①・②】にアプローチする。

具体的な研究のアプローチは、主として「文献収集とその解析」となる。あわせて、フラ

ンス（法）の現状や文献に表れない情報等を入手すべく、現地の法学者へのインタビュー等

も検討される。フランス法は法改正の頻度が高く、文献の更新速度も速いことを踏まえ、基

礎的作業として文献収集自体は初年度（2022年度）から継続して行うこととする。

4  2025年年度度：：【【研研究究課課題題③③】】へへのの取取組組みみーー本本研研究究目目的的のの達達成成

 最終年度となる2025年度は、【研究課題①・②】の成果を踏まえ、「保証人保護の実効的

方策」について検討し、その内容を具体的に提示する。

具体的な研究のアプローチは、「文献収集とその解析」および「研究会等での検証（議

論）」となる。最終年度は、研究成果の客観的評価による質の確保が特に重要となる。この

ため、「研究会等での検証（議論）」は頻度を増やし、また、単に文献調査による独断的考

察に陥ることなく、同僚のほか後述する協力者らの支援を積極的に得たいと考えている。

なお、2024年度までの各年度において得られた研究成果については、最終年度まで継続的

にフォローアップする。

V  研研究究のの準準備備状状況況

科研費による2つの課題（課題番号：24730073・15K16952）の達成とその成果物の1つたる

博士論文を土台として作成された、近時の2つの公刊論文（前掲：現代消費者法37号、慶應

法学44号）が本研究課題に関する直接的な問題提起（準備研究）となる。また、本研究課題

の実現可能性を高めるべく、医療・社会保障・不法行為法学的な側面から浦川道太郎・早稲

田大学名誉教授、言語的（フランス語）・哲学的側面から中原道郎・同大学元教授、日仏両

国の比較法的側面から金山直樹・慶應義塾大学名誉教授、馬場圭太・関西大学教授、フラン

ス法学へのアプローチとしてJean-Jacques Ansault・パリ第2大学教授らの協力を得ることが

できるように手配も済んでいる。
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事例⑨-4

別途示した研究課題をベースに各年度に取り組むポイントを、 
「下線」や「太字」で強調しながら明確に示している。
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

人のみならず債権者や主たる債務者の利益をも調整する必要があるという「利益のバランス

化」の重要性である。この視点から、申請者は科研費による2つの課題（課題番号：

24730073・15K16952）の成果を通じて、債権者に「危険防止義務」を課すことを最適解とし

て導出し、2016年度の「日本私法学会」においてその成果を報告した。しかし、先に述べた

ように、2017年の民法改正では「保証人保護」が徹底されたため、保証をめぐる研究自体が

ある種の終焉を迎えたような論調が法学会において形成されつつあったといってよい。

しかし、執筆依頼を受けた論文テーマ「身元保証サービスにおける消費者保護」（現代消

費者法37号・2017年）の検討を通じて、保証をめぐる研究には先に述べた3つの研究課題に

対応する重大な欠落があることを発見した。利用場面が多岐にわたる「保証的制度」におい

ては、その関係当事者の性質も必然的に多様であるため、当事者間の「利益のバランス化」

が原則的な保証の場合よりも困難となる。しかし、それゆえに、研究対象としての魅力を強

く感じざるを得なかった。以上から、保証人保護論には従前の研究において気付かれていな

い重大な“空白地帯”があり、申請者の従前の研究手法と成果とを発展的に活かすことによ

る、この空白地帯の補充への強い関心から、本研究課題の着想へと至った。

◆◆関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ

 国内においては、不動産賃貸借や老人ホームの入居の際に求められる保証をめぐって、

「非金銭担保機能」がある旨を分析する研究は、申請者のもの（前掲：現代消費者法37号、

慶應法学44号など）に加えて数点ある（中田裕康・千葉大学法学論集28巻1=2号1頁・2013年、

能登真規子・滋賀大学経済学部研究年報26号・2019年など）。しかし、いずれも従前の「保

証」をめぐる研究の域を出るものではない。それゆえに、「非金銭担保機能」に着目した

「保証人保護の実効的方策」を提示するという発想自体が、現状の法学では存在しないとい

ってよい。それゆえに、本研究が国内の法学における学術的独自性と独創性とを備えること

は、先に述べたとおりである。また、国外に目を向けると、保証人保護論の展開が顕著であ

るフランスにおいて、不動産賃貸借の保証に「非金銭担保機能」がある旨を述べる立法理由

書の存在を確認している。しかし、研究対象になるほどの位置付けにはなっていない。

以上から、本研究は、申請者が構築してきた保証に係る研究成果をさらに発展させ、保証

制度のパラダイムシフトを通じた、超高齢社会たるわが国の持続的な発展を支えるものとな

る。あわせて、法理論的基盤を共有するフランスの研究者との交流を通じて、同国の法学や

社会等に直接的な影響を与える可能性をも秘めている。 

 IV  本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままでで明明ららかかににししよよううととすするるののかか

 1  2022年年度度：：【【研研究究課課題題①①】】へへのの取取組組みみ

初年度となる2022度は、【研究課題①】への取組みとして、まず、「保証」の名で提供さ

れているものが現実に利用されている場面を網羅的に抽出し、この中から「保証的制度」に

あたるものを整理し、分類する。「保証（保証的制度）」は社会において多様に用いられて

いながらも、その利用実態について体系的に分析した研究はこれまでに存在しない。繰り返

し例示している不動産賃貸借や老人ホームの入居の際に求められる「保証」は、現時点で把

握しうる「保証的制度」の典型例として示しているに過ぎない。したがって、「保証的制

度」の利用実態を網羅的に明らかにすること自体が、本研究目的を達成する前提作業となる。

その成果としての分類は「保証人保護の実効的方策」を検討する基準枠としても意味を持つ。

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））４４  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

具体的な研究のアプローチは、主として「文献収集とその解析」となる。加えて、「保証

的制度」の利用実態と「非金銭担保機能」への依存の実際とを把握するために、老人ホーム

や病院といった施設への実地調査やインタビューも実施する予定である。

2  2023年年度度：：【【研研究究課課題題②②】】へへのの取取組組みみ

 2023年度は、【研究課題①】により整理された「保証的制度」の分類を基準枠として、ま

ずは「非金銭担保機能」を網羅的に抽出し、法的評価を加える。これを基に、基準枠ごとの

「保証的制度」の法的構造を明確化する。

 具体的な研究のアプローチは、「文献収集とその解析」および「研究会等での検証（議

論）」となる。【研究課題②】は「法的評価」が研究活動の軸となり、この成果が本研究の

目的を達成するための直接的な基盤となる。それゆえ、成果の質と内容の正当性を客観的に

担保するためには、他の研究者による検証が必須となる。

3  2024年年度度：：【【研研究究課課題題①①・・②②】】へへのの取取組組みみーーフフラランンスス法法かかららののアアププロローーチチ

フランス法は「保証人保護」につき先端的な規律を有していることで知られており、わが

国における保証制度（民法）の母法でもある。保証の規律につきわが国と強い共通性を有す

るフランス法につき【研究課題①・②】に対応する分析を行うことは、比較法的視点から研

究成果を理論的に支えるものとして有益である。よって、2024年度は、前年度までの日本法

の分析に係る成果を踏まえ、フランス法の視点から【研究課題①・②】にアプローチする。

具体的な研究のアプローチは、主として「文献収集とその解析」となる。あわせて、フラ

ンス（法）の現状や文献に表れない情報等を入手すべく、現地の法学者へのインタビュー等

も検討される。フランス法は法改正の頻度が高く、文献の更新速度も速いことを踏まえ、基

礎的作業として文献収集自体は初年度（2022年度）から継続して行うこととする。

4  2025年年度度：：【【研研究究課課題題③③】】へへのの取取組組みみーー本本研研究究目目的的のの達達成成

 最終年度となる2025年度は、【研究課題①・②】の成果を踏まえ、「保証人保護の実効的

方策」について検討し、その内容を具体的に提示する。

具体的な研究のアプローチは、「文献収集とその解析」および「研究会等での検証（議

論）」となる。最終年度は、研究成果の客観的評価による質の確保が特に重要となる。この

ため、「研究会等での検証（議論）」は頻度を増やし、また、単に文献調査による独断的考

察に陥ることなく、同僚のほか後述する協力者らの支援を積極的に得たいと考えている。

なお、2024年度までの各年度において得られた研究成果については、最終年度まで継続的

にフォローアップする。

V  研研究究のの準準備備状状況況

科研費による2つの課題（課題番号：24730073・15K16952）の達成とその成果物の1つたる

博士論文を土台として作成された、近時の2つの公刊論文（前掲：現代消費者法37号、慶應

法学44号）が本研究課題に関する直接的な問題提起（準備研究）となる。また、本研究課題

の実現可能性を高めるべく、医療・社会保障・不法行為法学的な側面から浦川道太郎・早稲

田大学名誉教授、言語的（フランス語）・哲学的側面から中原道郎・同大学元教授、日仏両

国の比較法的側面から金山直樹・慶應義塾大学名誉教授、馬場圭太・関西大学教授、フラン

ス法学へのアプローチとしてJean-Jacques Ansault・パリ第2大学教授らの協力を得ることが

できるように手配も済んでいる。
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

②②  本本研研究究のの学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性  

1) 子子供供のの創創造造性性育育成成にに寄寄与与すするるデデザザイインン思思考考のの役役割割をを明明ららかかににすするるこことと  デザイン思考を

「スペキュレーション／投企」や「バックキャスティング／逆向き設計」等のデザインに

関する先端理論から検討することを通して，子どもの創造性の育成に寄与するデザイン思

考の役割を明らかにする本研究には独自性・創造性がある。

22))  初初等等中中等等教教育育ににデデザザイインン思思考考をを導導入入すするる意意義義をを実実証証的的にに明明ららかかににすするるこことと デザイン思

考を子供の創造性育成のために導入することの意義を，図画工作・美術科の教材を開発し，

実証的に検討することに，本研究の特徴がある。 

33))  教教科科ととししててのの美美術術教教育育のの在在りり方方をを検検討討すするるこことと  新学習指導要領では育成すべき資質・

能力が教科共通の三つの柱で示された。教科という枠組みでなく子供の学びを資質・能力

から捉え直すこの改訂は，今後の教科の在り方に大きな示唆を与えている。本研究は，デ

ザイン思考で発揮される資質・能力の検討を通じて図画工作・美術科の教科コンセプトを

提示する。特に，図画工作・美術科の学習活動が材料を実際に操作しながら考えるという

点で，デザイン思考のプロセスにある「Prototype：プロトタイプ制作によるアイデアの

可視化」と重なることから，その授業設計は他教科に対しても提言性を持つものである。

(3) 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ 

①①  着着想想のの経経緯緯  研究代表者は美術教育の教育課程改訂に関わる13中で，図画工作・美術科に

は冒頭で述べたような社会と学校の変化に応じた新たな役割と位置付けが求められること

を確信した14。さらに研究代表者は，「子どものデザイン」概念に関する研究に取り組ん

できている15。この概念は，デザインを子供の資質・能力から捉え直すものであり，デザ

イン思考につながる探究であると同時に，図画工作・美術科という教科の枠を拡張する挑

戦でもある。以上の問題意識とこれまでの研究の発展から本研究を着想するに至った。 

②②  関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ  

1) デデザザイインン思思考考とと創創造造性性  これまで個人の才能として捉えられてきた創造性は，近年の認知

科学においては試行錯誤や他者との協働性，環境との相互作用によるものとされている16。

本研究では，こうした研究動向とデザイン思考を結び付けて検討する。 

2) デデザザイインン思思考考をを補補完完すするるデデザザイインンにに関関すするる先先端端理理論論  先述した通り，デザイン思考に関す

る研究論文や文献は多数認められる。本研究では，さらに「スペキュレーション／投企」

等のデザインに関する先端理論と研究代表者のこれまでの研究知見とを照らし合わせて検

討することで，子供の創造性育成に対するデザイン思考の役割を見出す。 

33))  デデザザイインン思思考考とと美美術術教教育育  繰り返しになるが，デザイン思考を図画工作・美術科という

教科の実践と関連させた研究は未見であり，本研究は先駆的な位置付けとなる。 

(4) 本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか 
 

①①  何何ををどどここままでで 本研究では，以下3つの課題に取り組む。 

  課課題題  ①①  ：：  初初等等中中等等教教育育ににおおけけるるデデザザイインン思思考考のの意意義義をを明明ららかかににすするる                        

 ▸ デザイン思考やSTEAM教育に関する理論の参照，その実践の実地調査を通して，初等中

等教育におけるデザイン思考の意義を明らかにする。 

                         
13 平成20年，平成29年改訂の2回に渡り，学習指導要領改訂の協力者（小学校図画工作科）として参画した。 
14 2019年の教育課程部会芸術ワーキングにおいて福本謹一が「美術教育の社会役割期待の拡大」と題した報告を行っている。 
15 「(5) 本研究の目的を達成するための準備状況」を参照。 
16 阿部慶賀『創造性はどこからくるか: 潜在処理,外的資源,身体性から考える (越境する認知科学) 』2019年 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））４４  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

  課課題題  ②②  ：：  子子供供のの創創造造性性をを育育成成すするるデデザザイインン思思考考のの役役割割をを導導出出すするる                          

 ▸ 上で明らかになったデザイン思考の意義を，美術教育に適用することで検証する。創造

性やデザインに関する理論，研究代表者の「子どものデザイン」概念に関する研究成果

から，子供の創造性を育成するデザイン思考の役割を導出する。

  課課題題  ③③  ：：  デデザザイインン思思考考をを導導入入ししたた美美術術教教育育のの教教材材開開発発とと実実践践検検証証をを行行うう                  

 ▸ 上で導出した役割に基づき，美術教育(図画工作・美術科)の教材開発・実践検証を通し

て，美術教育の新たなコンセプトを提示する。実践検証では，研究代表者がこれまでの

研究で用いてきたアクション・リサーチやテキストマイニング等の手法を援用する。

②②  どどののよよううにに 本研究は，理論的研究と実践的研究の2軸から3ヶ年で取り組み，最終的に

は美術教育の新たなコンセプトを提示する。各年度のマイルストーンは表表１１の通りである。

表表１１  本本研研究究のの各各年年度度ににおおけけるるママイイルルスストトーーンン  （■：文献研究／□：実地調査／⦿：開発研究）  
  

年年度度  理理論論的的研研究究  実実践践的的研研究究  

  

22002222  

年年度度  

課課題題  ①①  ：：  初初等等中中等等教教育育ににおおけけるるデデザザイインン思思考考のの意意義義をを明明ららかかににすするる  

■STEAM教育におけるデザイン思考の意義検討 

■デザイン思考に関する理論検討 

□国内外のSTEAM教育先進校の実践分析(1) 

□国内外のデザイン思考先進校の実践分析(1) 

  
22002233  

年年度度  

課課題題  ②②  ：：  子子供供のの創創造造性性をを育育成成すするるデデザザイインン思思考考のの役役割割をを導導出出すするる  

■子供の創造性育成に関する理論検討 

■デザインに関する先端理論の検討 

■美術教育に対するデザイン思考の役割の検証 

□国内外のSTEAM教育先進校の実践分析(2) 

□国内外のデザイン思考先進校の実践分析(2) 

⦿教材開発に関する意見聴取・意見交換 

  
22002244  

年年度度  

課課題題  ③③  ：：  デデザザイインン思思考考をを導導入入ししたた美美術術教教育育のの教教材材開開発発とと実実践践検検証証をを行行うう  

■図画工作・美術科の教科書分析 

■教育課程における教科の位置付けの検討 

⦿教材開発・実践検証（主に工作，デザイン分野） 

⦿実践・検証に関する意見聴取・意見交換 

⦿美術教育コンセプト（原理と実践）の提示  ⦿冊子化，シンポジウム開催 

(5) 本研究の目的を達成するための準備状況 

①①  ここれれままででのの研研究究活活動動成成果果・・予予備備的的知知見見のの蓄蓄積積  先述したように，本研究は研究代表者の

これまでにおける美術教育の教育課程に関する研究やデザイン教育に関する研究を発展さ

せるものなので，予備的知見は豊富であり実行可能性は十分である。

②②  研研究究協協力力者者ととのの連連携携  同様にこれまでの研究において，以下の研究協力者ならびに研究

組織との継続的な連携・研究を行ってきており，準備はできている。 

・・デデザザイインン思思考考にに対対すするる意意見見提提供供  実践を推進している野田洋和氏（川崎市立科学技術高

等学校），子供のためのデザイン教育を創始・推進した造形教育センター（研究代表者

は会員），日本デザイン学会教育部会（研究代表者は部員）からの意見提供が可能。 

・・SSTTEEAAMM 教教育育にに対対すするる意意見見提提供供  研究代表者が分担者である科研費基盤研究Ｂ「芸術統合

型学習を通じた美術教育の再定義」（2020～2024 年度）との連携が可能。ただし本研究

は当該研究と異なり，美術教育にデザイン思考を導入した教材を開発するものであり，

かつ実践検証を通して美術教育の在り方に関する実証的な結論を提示するものである。 

・・教教材材開開発発とと実実践践検検証証にに対対すするる意意見見提提供供  岩城純示氏（早稲田実業学校初等部教諭），湯瀬明

意氏（川崎市立渡田中学校教諭），上光陽氏（神奈川県立川和高等学校教諭），中澤務氏（横浜

市教育委員会指導主事），日本文教出版（研究代表者は教科書代表著者）との連携が可能。 

・・シシンンポポジジウウムム開開催催協協力力，，意意見見交交換換  美術科教育学会事業部（研究代表者は部長），美術

科教育学会授業研究部会（研究代表者は代表）との開催に関する連携が可能。

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

（4）本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか 
（4）－1．調査対象国と入手するデータ 
 調査対象国は、地理的条件や政治体制を考慮しながら、経済レベルがシームレスになる
ように抽出したアジアの 9 ヶ国である。調査対象国のうち、3 ヶ国（表 2 の 1 から 3、継
続調査）では、研究代表者が滞在調査を実施し、6 ヶ国（表 2 の 4 から 6、新規調査）で
は、委託先の現地チームがサーベイ調査を実施
する。表 2 の 1 から 3 では計 8 ヶ所（各国の首
都と計 5 ヶ所の地方都市）、表 2 の 4 から 9 では首
都のみを対象とし、計 14ヶ所を調査対象とする。 
 入手するデータは、オフィシャル・データ（統
計資料など）と、量的および質的調査を行うこと
で得られるフィールド・データである（表 3）。オ
フィシャル・データの入手と量的調査では、研究
代表者がこれまでの調査で構築した方法論に従
って、全ての場所において同じ項目のデータを
入手する。質的調査では、社会関係資本やコロ
ナ禍への対応方法などウェイスト・ピッカーた
ちの生計戦略に関する聞き取り調査を行う。 

COVID-19による渡航制限が続いた場合 
 問題の収束を考慮し、現地調査は 2022 年度の
後半から開始する。それ以降も続いた場合は、
現地チームによるサーベイ調査およびオンライ
ンでの聞き取りにより最低限のデータを得る。 

（4）－2．各研究の詳細と研究方法 
研究 1．ウェイスト・ピッカーの生計戦略の解明（佐々木） 
 研究代表者がこれまでに行ってきたインドネシアのバンタル・グバン（首都の廃棄物最終
処分場）のスラム街での研究を、図1のように発展させる。 
 これまでの研究では、調査対象地のスラム街に合計890日間滞在し、地方の貧困農民など
が、ウェイスト・ピッキングによって“いかに貧困から抜け出したか”解明してきた（図1）。 
 これからの研究では、コロナ禍によって、ウェイスト・
ピッキングを行うことが困難になった状態の調査を行い、
ウェイスト・ピッカーが“いかに危機に対応しているか”解
明する。調査対象者は、コロナ禍でもスラム街に残った者
（ウェイスト・ピッキングを行い続けた者、一時的に別の
仕事を行った者）およびスラム街を離れた者であり、現地
調査はスラム街や故郷の村、移住先の都市において行う。 
 研究1の成果として、これまでの研究とこれからの研究
の結果を合わせ、2024年度に、現在執筆中の単行本であ 

表3．入手するデータ 

表2．調査対象国 

『ウェイスト・ピッカーの生活誌』（単著）を完成させる。 図1．研究内容の発展の流れ 
る 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））４４  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

  課課題題  ②②  ：：  子子供供のの創創造造性性をを育育成成すするるデデザザイインン思思考考のの役役割割をを導導出出すするる                          

 ▸ 上で明らかになったデザイン思考の意義を，美術教育に適用することで検証する。創造

性やデザインに関する理論，研究代表者の「子どものデザイン」概念に関する研究成果

から，子供の創造性を育成するデザイン思考の役割を導出する。

  課課題題  ③③  ：：  デデザザイインン思思考考をを導導入入ししたた美美術術教教育育のの教教材材開開発発とと実実践践検検証証をを行行うう                  

 ▸ 上で導出した役割に基づき，美術教育(図画工作・美術科)の教材開発・実践検証を通し

て，美術教育の新たなコンセプトを提示する。実践検証では，研究代表者がこれまでの

研究で用いてきたアクション・リサーチやテキストマイニング等の手法を援用する。

②②  どどののよよううにに 本研究は，理論的研究と実践的研究の2軸から3ヶ年で取り組み，最終的に

は美術教育の新たなコンセプトを提示する。各年度のマイルストーンは表表１１の通りである。

表表１１  本本研研究究のの各各年年度度ににおおけけるるママイイルルスストトーーンン  （■：文献研究／□：実地調査／⦿：開発研究）  
  

年年度度  理理論論的的研研究究  実実践践的的研研究究  

  

22002222  

年年度度  

課課題題  ①①  ：：  初初等等中中等等教教育育ににおおけけるるデデザザイインン思思考考のの意意義義をを明明ららかかににすするる  

■STEAM教育におけるデザイン思考の意義検討 

■デザイン思考に関する理論検討 

□国内外のSTEAM教育先進校の実践分析(1) 

□国内外のデザイン思考先進校の実践分析(1) 

  
22002233  

年年度度  

課課題題  ②②  ：：  子子供供のの創創造造性性をを育育成成すするるデデザザイインン思思考考のの役役割割をを導導出出すするる  

■子供の創造性育成に関する理論検討 

■デザインに関する先端理論の検討 

■美術教育に対するデザイン思考の役割の検証 

□国内外のSTEAM教育先進校の実践分析(2) 

□国内外のデザイン思考先進校の実践分析(2) 

⦿教材開発に関する意見聴取・意見交換 

  
22002244  

年年度度  

課課題題  ③③  ：：  デデザザイインン思思考考をを導導入入ししたた美美術術教教育育のの教教材材開開発発とと実実践践検検証証をを行行うう  

■図画工作・美術科の教科書分析 

■教育課程における教科の位置付けの検討 

⦿教材開発・実践検証（主に工作，デザイン分野） 

⦿実践・検証に関する意見聴取・意見交換 

⦿美術教育コンセプト（原理と実践）の提示  ⦿冊子化，シンポジウム開催 

(5) 本研究の目的を達成するための準備状況 

①①  ここれれままででのの研研究究活活動動成成果果・・予予備備的的知知見見のの蓄蓄積積  先述したように，本研究は研究代表者の

これまでにおける美術教育の教育課程に関する研究やデザイン教育に関する研究を発展さ

せるものなので，予備的知見は豊富であり実行可能性は十分である。

②②  研研究究協協力力者者ととのの連連携携  同様にこれまでの研究において，以下の研究協力者ならびに研究

組織との継続的な連携・研究を行ってきており，準備はできている。 

・・デデザザイインン思思考考にに対対すするる意意見見提提供供  実践を推進している野田洋和氏（川崎市立科学技術高

等学校），子供のためのデザイン教育を創始・推進した造形教育センター（研究代表者

は会員），日本デザイン学会教育部会（研究代表者は部員）からの意見提供が可能。 

・・SSTTEEAAMM 教教育育にに対対すするる意意見見提提供供  研究代表者が分担者である科研費基盤研究Ｂ「芸術統合

型学習を通じた美術教育の再定義」（2020～2024 年度）との連携が可能。ただし本研究

は当該研究と異なり，美術教育にデザイン思考を導入した教材を開発するものであり，

かつ実践検証を通して美術教育の在り方に関する実証的な結論を提示するものである。 

・・教教材材開開発発とと実実践践検検証証にに対対すするる意意見見提提供供  岩城純示氏（早稲田実業学校初等部教諭），湯瀬明

意氏（川崎市立渡田中学校教諭），上光陽氏（神奈川県立川和高等学校教諭），中澤務氏（横浜

市教育委員会指導主事），日本文教出版（研究代表者は教科書代表著者）との連携が可能。 

・・シシンンポポジジウウムム開開催催協協力力，，意意見見交交換換  美術科教育学会事業部（研究代表者は部長），美術

科教育学会授業研究部会（研究代表者は代表）との開催に関する連携が可能。

ア
ピ
ー
ル
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ン
ト
⑨

事例⑨-5

各年度の具体的なマイルストーンを、視覚的にインパクトのある 
形で、かつわかりやすく示すことができている。
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

②②  本本研研究究のの学学術術的的独独自自性性とと創創造造性性  

1) 子子供供のの創創造造性性育育成成にに寄寄与与すするるデデザザイインン思思考考のの役役割割をを明明ららかかににすするるこことと  デザイン思考を

「スペキュレーション／投企」や「バックキャスティング／逆向き設計」等のデザインに

関する先端理論から検討することを通して，子どもの創造性の育成に寄与するデザイン思

考の役割を明らかにする本研究には独自性・創造性がある。

22))  初初等等中中等等教教育育ににデデザザイインン思思考考をを導導入入すするる意意義義をを実実証証的的にに明明ららかかににすするるこことと デザイン思

考を子供の創造性育成のために導入することの意義を，図画工作・美術科の教材を開発し，

実証的に検討することに，本研究の特徴がある。 

33))  教教科科ととししててのの美美術術教教育育のの在在りり方方をを検検討討すするるこことと  新学習指導要領では育成すべき資質・

能力が教科共通の三つの柱で示された。教科という枠組みでなく子供の学びを資質・能力

から捉え直すこの改訂は，今後の教科の在り方に大きな示唆を与えている。本研究は，デ

ザイン思考で発揮される資質・能力の検討を通じて図画工作・美術科の教科コンセプトを

提示する。特に，図画工作・美術科の学習活動が材料を実際に操作しながら考えるという

点で，デザイン思考のプロセスにある「Prototype：プロトタイプ制作によるアイデアの

可視化」と重なることから，その授業設計は他教科に対しても提言性を持つものである。

(3) 本研究の着想に至った経緯や、関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ 

①①  着着想想のの経経緯緯  研究代表者は美術教育の教育課程改訂に関わる13中で，図画工作・美術科に

は冒頭で述べたような社会と学校の変化に応じた新たな役割と位置付けが求められること

を確信した14。さらに研究代表者は，「子どものデザイン」概念に関する研究に取り組ん

できている15。この概念は，デザインを子供の資質・能力から捉え直すものであり，デザ

イン思考につながる探究であると同時に，図画工作・美術科という教科の枠を拡張する挑

戦でもある。以上の問題意識とこれまでの研究の発展から本研究を着想するに至った。 

②②  関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置付付けけ  

1) デデザザイインン思思考考とと創創造造性性  これまで個人の才能として捉えられてきた創造性は，近年の認知

科学においては試行錯誤や他者との協働性，環境との相互作用によるものとされている16。

本研究では，こうした研究動向とデザイン思考を結び付けて検討する。 

2) デデザザイインン思思考考をを補補完完すするるデデザザイインンにに関関すするる先先端端理理論論  先述した通り，デザイン思考に関す

る研究論文や文献は多数認められる。本研究では，さらに「スペキュレーション／投企」

等のデザインに関する先端理論と研究代表者のこれまでの研究知見とを照らし合わせて検

討することで，子供の創造性育成に対するデザイン思考の役割を見出す。 

33))  デデザザイインン思思考考とと美美術術教教育育  繰り返しになるが，デザイン思考を図画工作・美術科という

教科の実践と関連させた研究は未見であり，本研究は先駆的な位置付けとなる。 

(4) 本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか 
 

①①  何何ををどどここままでで 本研究では，以下3つの課題に取り組む。 

  課課題題  ①①  ：：  初初等等中中等等教教育育ににおおけけるるデデザザイインン思思考考のの意意義義をを明明ららかかににすするる                        

 ▸ デザイン思考やSTEAM教育に関する理論の参照，その実践の実地調査を通して，初等中

等教育におけるデザイン思考の意義を明らかにする。 

                         
13 平成20年，平成29年改訂の2回に渡り，学習指導要領改訂の協力者（小学校図画工作科）として参画した。 
14 2019年の教育課程部会芸術ワーキングにおいて福本謹一が「美術教育の社会役割期待の拡大」と題した報告を行っている。 
15 「(5) 本研究の目的を達成するための準備状況」を参照。 
16 阿部慶賀『創造性はどこからくるか: 潜在処理,外的資源,身体性から考える (越境する認知科学) 』2019年 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））４４  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

  課課題題  ②②  ：：  子子供供のの創創造造性性をを育育成成すするるデデザザイインン思思考考のの役役割割をを導導出出すするる                          

 ▸ 上で明らかになったデザイン思考の意義を，美術教育に適用することで検証する。創造

性やデザインに関する理論，研究代表者の「子どものデザイン」概念に関する研究成果

から，子供の創造性を育成するデザイン思考の役割を導出する。

  課課題題  ③③  ：：  デデザザイインン思思考考をを導導入入ししたた美美術術教教育育のの教教材材開開発発とと実実践践検検証証をを行行うう                  

 ▸ 上で導出した役割に基づき，美術教育(図画工作・美術科)の教材開発・実践検証を通し

て，美術教育の新たなコンセプトを提示する。実践検証では，研究代表者がこれまでの

研究で用いてきたアクション・リサーチやテキストマイニング等の手法を援用する。

②②  どどののよよううにに 本研究は，理論的研究と実践的研究の2軸から3ヶ年で取り組み，最終的に

は美術教育の新たなコンセプトを提示する。各年度のマイルストーンは表表１１の通りである。

表表１１  本本研研究究のの各各年年度度ににおおけけるるママイイルルスストトーーンン  （■：文献研究／□：実地調査／⦿：開発研究）  
  

年年度度  理理論論的的研研究究  実実践践的的研研究究  

  

22002222  

年年度度  

課課題題  ①①  ：：  初初等等中中等等教教育育ににおおけけるるデデザザイインン思思考考のの意意義義をを明明ららかかににすするる  

■STEAM教育におけるデザイン思考の意義検討 

■デザイン思考に関する理論検討 

□国内外のSTEAM教育先進校の実践分析(1) 

□国内外のデザイン思考先進校の実践分析(1) 

  
22002233  

年年度度  

課課題題  ②②  ：：  子子供供のの創創造造性性をを育育成成すするるデデザザイインン思思考考のの役役割割をを導導出出すするる  

■子供の創造性育成に関する理論検討 

■デザインに関する先端理論の検討 

■美術教育に対するデザイン思考の役割の検証 

□国内外のSTEAM教育先進校の実践分析(2) 

□国内外のデザイン思考先進校の実践分析(2) 

⦿教材開発に関する意見聴取・意見交換 

  
22002244  

年年度度  

課課題題  ③③  ：：  デデザザイインン思思考考をを導導入入ししたた美美術術教教育育のの教教材材開開発発とと実実践践検検証証をを行行うう  

■図画工作・美術科の教科書分析 

■教育課程における教科の位置付けの検討 

⦿教材開発・実践検証（主に工作，デザイン分野） 

⦿実践・検証に関する意見聴取・意見交換 

⦿美術教育コンセプト（原理と実践）の提示  ⦿冊子化，シンポジウム開催 

(5) 本研究の目的を達成するための準備状況 

①①  ここれれままででのの研研究究活活動動成成果果・・予予備備的的知知見見のの蓄蓄積積  先述したように，本研究は研究代表者の

これまでにおける美術教育の教育課程に関する研究やデザイン教育に関する研究を発展さ

せるものなので，予備的知見は豊富であり実行可能性は十分である。

②②  研研究究協協力力者者ととのの連連携携  同様にこれまでの研究において，以下の研究協力者ならびに研究

組織との継続的な連携・研究を行ってきており，準備はできている。 

・・デデザザイインン思思考考にに対対すするる意意見見提提供供  実践を推進している野田洋和氏（川崎市立科学技術高

等学校），子供のためのデザイン教育を創始・推進した造形教育センター（研究代表者

は会員），日本デザイン学会教育部会（研究代表者は部員）からの意見提供が可能。 

・・SSTTEEAAMM 教教育育にに対対すするる意意見見提提供供  研究代表者が分担者である科研費基盤研究Ｂ「芸術統合

型学習を通じた美術教育の再定義」（2020～2024 年度）との連携が可能。ただし本研究

は当該研究と異なり，美術教育にデザイン思考を導入した教材を開発するものであり，

かつ実践検証を通して美術教育の在り方に関する実証的な結論を提示するものである。 

・・教教材材開開発発とと実実践践検検証証にに対対すするる意意見見提提供供  岩城純示氏（早稲田実業学校初等部教諭），湯瀬明

意氏（川崎市立渡田中学校教諭），上光陽氏（神奈川県立川和高等学校教諭），中澤務氏（横浜

市教育委員会指導主事），日本文教出版（研究代表者は教科書代表著者）との連携が可能。 

・・シシンンポポジジウウムム開開催催協協力力，，意意見見交交換換  美術科教育学会事業部（研究代表者は部長），美術

科教育学会授業研究部会（研究代表者は代表）との開催に関する連携が可能。

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

（4）本研究で何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか 
（4）－1．調査対象国と入手するデータ 
 調査対象国は、地理的条件や政治体制を考慮しながら、経済レベルがシームレスになる
ように抽出したアジアの 9 ヶ国である。調査対象国のうち、3 ヶ国（表 2 の 1 から 3、継
続調査）では、研究代表者が滞在調査を実施し、6 ヶ国（表 2 の 4 から 6、新規調査）で
は、委託先の現地チームがサーベイ調査を実施
する。表 2 の 1 から 3 では計 8 ヶ所（各国の首
都と計 5 ヶ所の地方都市）、表 2 の 4 から 9 では首
都のみを対象とし、計 14ヶ所を調査対象とする。 
 入手するデータは、オフィシャル・データ（統
計資料など）と、量的および質的調査を行うこと
で得られるフィールド・データである（表 3）。オ
フィシャル・データの入手と量的調査では、研究
代表者がこれまでの調査で構築した方法論に従
って、全ての場所において同じ項目のデータを
入手する。質的調査では、社会関係資本やコロ
ナ禍への対応方法などウェイスト・ピッカーた
ちの生計戦略に関する聞き取り調査を行う。 

COVID-19による渡航制限が続いた場合 
 問題の収束を考慮し、現地調査は 2022 年度の
後半から開始する。それ以降も続いた場合は、
現地チームによるサーベイ調査およびオンライ
ンでの聞き取りにより最低限のデータを得る。 

（4）－2．各研究の詳細と研究方法 
研究 1．ウェイスト・ピッカーの生計戦略の解明（佐々木） 
 研究代表者がこれまでに行ってきたインドネシアのバンタル・グバン（首都の廃棄物最終
処分場）のスラム街での研究を、図1のように発展させる。 
 これまでの研究では、調査対象地のスラム街に合計890日間滞在し、地方の貧困農民など
が、ウェイスト・ピッキングによって“いかに貧困から抜け出したか”解明してきた（図1）。 
 これからの研究では、コロナ禍によって、ウェイスト・
ピッキングを行うことが困難になった状態の調査を行い、
ウェイスト・ピッカーが“いかに危機に対応しているか”解
明する。調査対象者は、コロナ禍でもスラム街に残った者
（ウェイスト・ピッキングを行い続けた者、一時的に別の
仕事を行った者）およびスラム街を離れた者であり、現地
調査はスラム街や故郷の村、移住先の都市において行う。 
 研究1の成果として、これまでの研究とこれからの研究
の結果を合わせ、2024年度に、現在執筆中の単行本であ 

表3．入手するデータ 

表2．調査対象国 

『ウェイスト・ピッカーの生活誌』（単著）を完成させる。 図1．研究内容の発展の流れ 
る 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））４４  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

  課課題題  ②②  ：：  子子供供のの創創造造性性をを育育成成すするるデデザザイインン思思考考のの役役割割をを導導出出すするる                          

 ▸ 上で明らかになったデザイン思考の意義を，美術教育に適用することで検証する。創造

性やデザインに関する理論，研究代表者の「子どものデザイン」概念に関する研究成果

から，子供の創造性を育成するデザイン思考の役割を導出する。

  課課題題  ③③  ：：  デデザザイインン思思考考をを導導入入ししたた美美術術教教育育のの教教材材開開発発とと実実践践検検証証をを行行うう                  

 ▸ 上で導出した役割に基づき，美術教育(図画工作・美術科)の教材開発・実践検証を通し

て，美術教育の新たなコンセプトを提示する。実践検証では，研究代表者がこれまでの

研究で用いてきたアクション・リサーチやテキストマイニング等の手法を援用する。

②②  どどののよよううにに 本研究は，理論的研究と実践的研究の2軸から3ヶ年で取り組み，最終的に

は美術教育の新たなコンセプトを提示する。各年度のマイルストーンは表表１１の通りである。

表表１１  本本研研究究のの各各年年度度ににおおけけるるママイイルルスストトーーンン  （■：文献研究／□：実地調査／⦿：開発研究）  
  

年年度度  理理論論的的研研究究  実実践践的的研研究究  

  

22002222  

年年度度  

課課題題  ①①  ：：  初初等等中中等等教教育育ににおおけけるるデデザザイインン思思考考のの意意義義をを明明ららかかににすするる  

■STEAM教育におけるデザイン思考の意義検討 

■デザイン思考に関する理論検討 

□国内外のSTEAM教育先進校の実践分析(1) 

□国内外のデザイン思考先進校の実践分析(1) 

  
22002233  

年年度度  

課課題題  ②②  ：：  子子供供のの創創造造性性をを育育成成すするるデデザザイインン思思考考のの役役割割をを導導出出すするる  

■子供の創造性育成に関する理論検討 

■デザインに関する先端理論の検討 

■美術教育に対するデザイン思考の役割の検証 

□国内外のSTEAM教育先進校の実践分析(2) 

□国内外のデザイン思考先進校の実践分析(2) 

⦿教材開発に関する意見聴取・意見交換 

  
22002244  

年年度度  

課課題題  ③③  ：：  デデザザイインン思思考考をを導導入入ししたた美美術術教教育育のの教教材材開開発発とと実実践践検検証証をを行行うう  

■図画工作・美術科の教科書分析 

■教育課程における教科の位置付けの検討 

⦿教材開発・実践検証（主に工作，デザイン分野） 

⦿実践・検証に関する意見聴取・意見交換 

⦿美術教育コンセプト（原理と実践）の提示  ⦿冊子化，シンポジウム開催 

(5) 本研究の目的を達成するための準備状況 

①①  ここれれままででのの研研究究活活動動成成果果・・予予備備的的知知見見のの蓄蓄積積  先述したように，本研究は研究代表者の

これまでにおける美術教育の教育課程に関する研究やデザイン教育に関する研究を発展さ

せるものなので，予備的知見は豊富であり実行可能性は十分である。

②②  研研究究協協力力者者ととのの連連携携  同様にこれまでの研究において，以下の研究協力者ならびに研究

組織との継続的な連携・研究を行ってきており，準備はできている。 

・・デデザザイインン思思考考にに対対すするる意意見見提提供供  実践を推進している野田洋和氏（川崎市立科学技術高

等学校），子供のためのデザイン教育を創始・推進した造形教育センター（研究代表者

は会員），日本デザイン学会教育部会（研究代表者は部員）からの意見提供が可能。 

・・SSTTEEAAMM 教教育育にに対対すするる意意見見提提供供  研究代表者が分担者である科研費基盤研究Ｂ「芸術統合

型学習を通じた美術教育の再定義」（2020～2024 年度）との連携が可能。ただし本研究

は当該研究と異なり，美術教育にデザイン思考を導入した教材を開発するものであり，

かつ実践検証を通して美術教育の在り方に関する実証的な結論を提示するものである。 

・・教教材材開開発発とと実実践践検検証証にに対対すするる意意見見提提供供  岩城純示氏（早稲田実業学校初等部教諭），湯瀬明

意氏（川崎市立渡田中学校教諭），上光陽氏（神奈川県立川和高等学校教諭），中澤務氏（横浜

市教育委員会指導主事），日本文教出版（研究代表者は教科書代表著者）との連携が可能。 

・・シシンンポポジジウウムム開開催催協協力力，，意意見見交交換換  美術科教育学会事業部（研究代表者は部長），美術

科教育学会授業研究部会（研究代表者は代表）との開催に関する連携が可能。
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事例⑨-6

複数国にまたがる複雑な研究が一目でわかるように、調査の計画と 
内容を表にまとめている点がよい。基盤（B）の申請ならではの 
スケール感が伝わってくる。
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事例⑨-7

研究方法の詳細な説明に入る前に、各研究項目の相互関連性を 
図示し、全体像が一目でわかる工夫がなされている。
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事例⑨-8

年度ごと段階的に研究課題を進めることを示し、実行可能性の高い 
研究計画であることをアピールしている。
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⑩計画的に準備を進めており、すぐに研究に 
着手できることを示す

【1　研究目的、研究方法など】
（5）本研究の目的を達成するための準備状況
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若若手手研研究究４４  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

（福島）、『『ははゝゝきき木木』』（長野）、『『ハハタタヽヽキキ』』（兵庫）、『『九九重重桐桐』』（埼玉）

本研究の方法は、①所蔵状況の調査、②総目次の作成、③俳句欄の分析、④各誌の特色の

分析の4点を基本とする。①まず、国立国会図書館や天理大学附属天理図書館、俳句文学館、

神奈川近代文学館といった図書館・文学館を対象に、地方俳誌の所蔵情報をリスト化する。

②次に、各館での実地調査をもとに、俳誌ごとの総目次を作成し、併せて執筆者名と記事名

の索引も整理する。なお、一連の所蔵状況一覧や総目次は研究成果として広く公表する。

③こうした研究基盤の整備に加え、各誌の俳句欄を分析し、投句者や句風の傾向について

考察する。特に、『日本』や『ホトトギス』の掲載句との比較を通じ、中央俳壇を前提に構

想されてきた既存の俳句史叙述の見直しを図る。④さらに、輪講記録や古句の評釈、新季題

の紹介といった句以外の記事にも目を向け、各誌の編集方針の一端を明らかにする。併せて、

日記記事等の写生文から地方俳人たちの動静を読み取りつつ、それらの文章を子規や虚子の

写生文論と対照させることで、明治期における散文実践の多様性を実作の側から再検証する。

本研究の研究範囲は、明治32年から明治45年に至る約14年間の日本派俳誌とする。特に、

地方俳壇と中央俳壇の関係性が変容していく過程に注目し、(1)明治32年頃、(2)明治37年頃、

(3)明治42年頃の三つの時期を重点的に考察する。(1)まず、日本派の地方俳誌が勃興する明

治32年頃については、『芙蓉』、『虫籠』、『蓑虫』、『雪吹』を中心に調査を進める。各

誌の母体となる句会には虚子や碧梧桐が参席したこともあるため、特に彼らの句風との関係

性を考察する。(2)次に、俳誌ごとの特色が鮮明化していく明治37年頃については、『俳

星』や『宝船』、『懸葵』を中心に調査する。各誌で中心的な役割を果たした俳人たちの句

風を探るとともに、他誌との差別化を図る誌面構成の工夫についても検討する。(3)最後に、

新傾向俳句が台頭し始める明治42年頃については、『九重桐』や『早苗』、『北斗』といっ

た該派の俳誌を中心に、先行論に言及のない多数の青年俳人たちの動向を探る。

なお、各地の句会は地方新聞の俳句欄とも密接に関係している。各紙の選者は現地の有力

俳人であることが多く、しばしば彼らの句会情報も掲載されている。本研究ではそうした地

方新聞は必要に応じて参照するにとどめ、それらの本格的な調査・分析は今後の課題とする。

((55))目目的的達達成成ののたためめのの準準備備状状況況  

申請者はこれまで明治期の俳句言説、俳句表現を主たる研究対象としており、その過程で

当時の新聞雑誌を幅広く調査してきた。それらの蓄積を背景に、現在では本研究の目的達成

に向け、資料整理を中心とした準備を進めている。 

具体的な準備状況としては、天理大学附属天理図書館をはじめとする各地の図書館や文学

館を対象に、明治期俳誌の所蔵状況を確認している。併せて、これまでの調査結果や各館の

蔵書検索を活用しながら、俳誌ごとの発行年月日と発行所所在地を記載した所蔵情報一覧を

作成している。さらに、蔵書検索が非公開の文学館や、明治期資料が蔵書検索から除外され

ている図書館の情報をまとめ、所蔵状況の問い合わせと実地調査に向けた準備を進めている。

なお、2019年度にはこれまで学術機関による研究調査が行われてこなかった石井露月文庫

（秋田市雄和女米木）で資料調査を実施し、多数の貴重な俳誌の所蔵を確認している。 

また俳句表現史研究の一環として、各紙誌掲載の俳句と書誌情報をデータ入力するための

フォーマットを作成しており、近代俳句データベースの構築に向けた準備も進めている。さ

らに、本研究の円滑な実施に向け、古書店等で流通している明治期の地方俳誌を適宜購入す

るとともに、目次作成の参考として明治期の文芸誌を対象とした総目録を複数入手している。

研研究究活活動動ススタターートト支支援援３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

顕微鏡の筐体・フィードバック機構の開発に6ヶ月を予定する。プローブは，日本分光株式

会社，フィードバック機構は申請者の所属する研究室の井村教授のノウハウを基に作製する。

（（1-2））ププララズズモモンンのの共共鳴鳴特特性性とと触触媒媒特特性性のの関関係係解解明明: 予定期間6ヶ月。作製した液中a-SNOM
を用いて，触媒反応中におけるナノ構造体の表面電子状態を可視化する。 また液中a-SNOM
を用いたラマン散乱計測から触媒反応速度，反応の空間分布を計測し，両者を比較すること

で，励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を明らかにする。

（（2-1））励励起起光光のの変変調調をを用用いいたたププララズズモモンンのの制制御御: 予定期間6ヶ月。電磁気学計算および空間

位相変調器（SLM）を用いた近赤外光パルスレーザーの位相状態の変調および変調励起光を

用いた金ナノプレートの二光子発光計測に取り組み，励起光の偏光特性を変調してプラズモ

ンモードを選択的に励起できることを理論・実験の両面から解明する（準備状況参照）。

（（2-2））触触媒媒特特性性制制御御: 予定期間9ヶ月。(1-2)，(2-1)で得られた知見を基に，SLMで変調した

励起光を試料に照射し，試料からの信号をプローブで検出するコレクション配置で実験を行

うことで励起光変調によるプラズモン制御を介した触媒特性制御を実現する。コレクション

配置の実装に3ヶ月，触媒特性制御に6ヶ月を予定する。

表1. 研究スケジュール

■本本研研究究のの目目的的をを達達成成すするるたためめのの準準備備状状況況: 課題(2-1)「励起光の変

調を用いたプラズモンの制御」を達成するための準備として，励

起場変調を用いたプラズモン場の制御を理論・実験の両面から進

めている。理論的検討では，既存の電磁気学計算パッケージに任

意の偏光ビームによる励起を実装し，励起光の偏光状態がプラズ

モンに与える影響をシミュレーションした。図2(a)に計算した金

ナノディスク（直径: 500 nm, 厚み 30 nm）の散乱特性を示す。図

中の実線は直線偏光（図2(b)），点線は4回対称な偏光（図2(c)）
励起時の結果に対応する。それぞれ，1850および1100 nm付近に

ピークが観測され，励起偏光に依存して異なるプラズモンモード

が励起されたことを示す。それぞれのピーク波長におけるディス

ク近傍の電場二乗像を図2(d,e)に示す。それぞれ，2回・4回対称

な空間特性が可視化された。他の偏光特性についても同様の結果

が得られたことから，励起偏光の空間対称性と一致するプラズモ

ンモードが選択的に励起されることを解明した。また，実験的検

討では， SLMを用いた近赤外光パルスレーザーの偏光特性の変

調および変調励起光を用いた金六角形プレートの二光子発光計測

に取り組み，励起光の偏光特性に依存して二光子励起像の空間特性が変化することを実験的

に明らかにした。上記の予備的検討で得られた知見を更に深化し，本研究課題の目的（１）

貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を解明で得られる知

見を組み合わせることで，目的（２）構造体に励起されるプラズモンの制御を介した触媒特

性の制御が達成可能となる。

[1] A. Fujishima et al. Nature 238, 37 (1972). [2] G. Joshi et al. ACS Catal. 12, 1052 (2022).  
[3] N. de Jonge, Ultramicroscopy 110, 1114 (2010). [4] B. T. O’Callahan et al. Nano Lett. 20, 4497 (2020). 

図2. (a)金ナノディスク散乱
スペクトルの励起偏光依存
性。実線: 直線偏光(b)。点
線: 4回対称偏光(c)。矢印: 
電場方向。(d,e) (a)のピー
クにおけるディスク近傍の
電場二乗像。
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誌の母体となる句会には虚子や碧梧桐が参席したこともあるため、特に彼らの句風との関係

性を考察する。(2)次に、俳誌ごとの特色が鮮明化していく明治37年頃については、『俳

星』や『宝船』、『懸葵』を中心に調査する。各誌で中心的な役割を果たした俳人たちの句

風を探るとともに、他誌との差別化を図る誌面構成の工夫についても検討する。(3)最後に、

新傾向俳句が台頭し始める明治42年頃については、『九重桐』や『早苗』、『北斗』といっ

た該派の俳誌を中心に、先行論に言及のない多数の青年俳人たちの動向を探る。

なお、各地の句会は地方新聞の俳句欄とも密接に関係している。各紙の選者は現地の有力

俳人であることが多く、しばしば彼らの句会情報も掲載されている。本研究ではそうした地

方新聞は必要に応じて参照するにとどめ、それらの本格的な調査・分析は今後の課題とする。

((55))目目的的達達成成ののたためめのの準準備備状状況況  

申請者はこれまで明治期の俳句言説、俳句表現を主たる研究対象としており、その過程で

当時の新聞雑誌を幅広く調査してきた。それらの蓄積を背景に、現在では本研究の目的達成

に向け、資料整理を中心とした準備を進めている。 

具体的な準備状況としては、天理大学附属天理図書館をはじめとする各地の図書館や文学

館を対象に、明治期俳誌の所蔵状況を確認している。併せて、これまでの調査結果や各館の

蔵書検索を活用しながら、俳誌ごとの発行年月日と発行所所在地を記載した所蔵情報一覧を

作成している。さらに、蔵書検索が非公開の文学館や、明治期資料が蔵書検索から除外され

ている図書館の情報をまとめ、所蔵状況の問い合わせと実地調査に向けた準備を進めている。

なお、2019年度にはこれまで学術機関による研究調査が行われてこなかった石井露月文庫

（秋田市雄和女米木）で資料調査を実施し、多数の貴重な俳誌の所蔵を確認している。 

また俳句表現史研究の一環として、各紙誌掲載の俳句と書誌情報をデータ入力するための

フォーマットを作成しており、近代俳句データベースの構築に向けた準備も進めている。さ

らに、本研究の円滑な実施に向け、古書店等で流通している明治期の地方俳誌を適宜購入す

るとともに、目次作成の参考として明治期の文芸誌を対象とした総目録を複数入手している。
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研研究究活活動動ススタターートト支支援援３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

顕微鏡の筐体・フィードバック機構の開発に6ヶ月を予定する。プローブは，日本分光株式

会社，フィードバック機構は申請者の所属する研究室の井村教授のノウハウを基に作製する。

（（1-2））ププララズズモモンンのの共共鳴鳴特特性性とと触触媒媒特特性性のの関関係係解解明明: 予定期間6ヶ月。作製した液中a-SNOM
を用いて，触媒反応中におけるナノ構造体の表面電子状態を可視化する。 また液中a-SNOM
を用いたラマン散乱計測から触媒反応速度，反応の空間分布を計測し，両者を比較すること

で，励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を明らかにする。

（（2-1））励励起起光光のの変変調調をを用用いいたたププララズズモモンンのの制制御御: 予定期間6ヶ月。電磁気学計算および空間

位相変調器（SLM）を用いた近赤外光パルスレーザーの位相状態の変調および変調励起光を

用いた金ナノプレートの二光子発光計測に取り組み，励起光の偏光特性を変調してプラズモ

ンモードを選択的に励起できることを理論・実験の両面から解明する（準備状況参照）。

（（2-2））触触媒媒特特性性制制御御: 予定期間9ヶ月。(1-2)，(2-1)で得られた知見を基に，SLMで変調した

励起光を試料に照射し，試料からの信号をプローブで検出するコレクション配置で実験を行

うことで励起光変調によるプラズモン制御を介した触媒特性制御を実現する。コレクション

配置の実装に3ヶ月，触媒特性制御に6ヶ月を予定する。

表1. 研究スケジュール

■本本研研究究のの目目的的をを達達成成すするるたためめのの準準備備状状況況: 課題(2-1)「励起光の変

調を用いたプラズモンの制御」を達成するための準備として，励

起場変調を用いたプラズモン場の制御を理論・実験の両面から進

めている。理論的検討では，既存の電磁気学計算パッケージに任

意の偏光ビームによる励起を実装し，励起光の偏光状態がプラズ

モンに与える影響をシミュレーションした。図2(a)に計算した金

ナノディスク（直径: 500 nm, 厚み 30 nm）の散乱特性を示す。図

中の実線は直線偏光（図2(b)），点線は4回対称な偏光（図2(c)）
励起時の結果に対応する。それぞれ，1850および1100 nm付近に

ピークが観測され，励起偏光に依存して異なるプラズモンモード

が励起されたことを示す。それぞれのピーク波長におけるディス

ク近傍の電場二乗像を図2(d,e)に示す。それぞれ，2回・4回対称

な空間特性が可視化された。他の偏光特性についても同様の結果

が得られたことから，励起偏光の空間対称性と一致するプラズモ

ンモードが選択的に励起されることを解明した。また，実験的検

討では， SLMを用いた近赤外光パルスレーザーの偏光特性の変

調および変調励起光を用いた金六角形プレートの二光子発光計測

に取り組み，励起光の偏光特性に依存して二光子励起像の空間特性が変化することを実験的

に明らかにした。上記の予備的検討で得られた知見を更に深化し，本研究課題の目的（１）

貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を解明で得られる知

見を組み合わせることで，目的（２）構造体に励起されるプラズモンの制御を介した触媒特

性の制御が達成可能となる。

[1] A. Fujishima et al. Nature 238, 37 (1972). [2] G. Joshi et al. ACS Catal. 12, 1052 (2022).  
[3] N. de Jonge, Ultramicroscopy 110, 1114 (2010). [4] B. T. O’Callahan et al. Nano Lett. 20, 4497 (2020). 

図2. (a)金ナノディスク散乱
スペクトルの励起偏光依存
性。実線: 直線偏光(b)。点
線: 4回対称偏光(c)。矢印: 
電場方向。(d,e) (a)のピー
クにおけるディスク近傍の
電場二乗像。
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((55))目目的的達達成成ののたためめのの準準備備状状況況  
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データ分析
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【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

et al., 2015）。VRゴーグル装用時においても温湿度が保持されるため、涙液層の安定性が

向上したとの報告がある（Marshev et al., 2020）。一方、VRゴーグル使用前後で安定性の

変化は見られなかったとする研究もある（Mohamad et al., 2020）。いずれの報告もゴーグ

ル使用前後のみでの涙液層を比較しているが、ゴーグル装用の涙液に対する影響を正確に把

握するためには、装用中の涙涙液液層層ののダダイイナナミミッッククなな変変化化をを捉捉ええるるここととがが不不可可欠欠である。本研

究では、ここれれままでで検検討討さされれてていいなないいVVRRゴゴーーググルル装装用用中中のの涙涙液液動動態態をを観観察察しし、、そそのの関関与与をを明明らら

かかににすするる点点ででイインンパパククトトがが大大ききいい。また、これからのメタバース時代で多くの利用が見込ま

れるVRゴーグルについて、その安安全全使使用用おおよよびび安安全全設設計計のの指指針針がが得得らられれるるここととかからら社社会会的的なな

意意義義はは大大ききいい。さらに、本研究はドライアイ発症メカニズムを解明を目指すことから学学術術的的

なな意意義義もも大大ききいい。 

（（44））本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままででああききららかかにによよううととすするるののかか  

【【課課題題①①】】  VVRRゴゴーーググルルをを用用いいたた涙涙液液測測定定シシスステテムムのの開開発発  

ゴーグル内に小型カメラ及び光源を搭載する。光源は白色の発光シート、あるいは、白色

LEDの前に拡散板を取り付けたものを想定する。視野を邪魔せず、角膜表面に焦点位置が来

るよう小型カメラと光源を配置するのがポイントとなる。 

【【課課題題②②】】  VVRRゴゴーーググルル使使用用中中のの涙涙液液挙挙動動ののリリアアルルタタイイムム観観察察ととデデーータタ解解析析  

開発するシステムを用いて、実際に被験者にVRコンテンツを視聴してもらい、涙液の計測

を行う。取得したデータを抽出、解析し、VRゴーグル装用が涙液に与える影響や、安全使用

および設計に関する考察を進め、論文化する（下表）。また、本研究成果を社会還元するた

めに、上記システム開発および実験結果に基づいた特許出願を行いたい。 

研研究究方方法法  

 対対象象者者：：眼手術経験及びドライアイ既往歴のある人を除外した健常者30名 

 評評価価項項目目：：標準的な涙液層の評価指標を取得する。 

・ (1)涙液層の伸展挙動（開瞼後の涙液層の角膜上方への動きや位置）、(2)干渉色、

(3)涙液層が破壊するまでの時間、(4)涙液メニスカス高（涙液量と相関）等 

・ 瞬目回数、角膜の温湿度、ドライアイの自覚症状の有無、等 

 涙涙液液層層のの安安定定性性のの判判定定：：上記の評価項目を既報データに基づいて判定する。 

11年年目目 22年年目目

前半 後半 前半 後半

【課題①】
涙液測定システム

の開発

【課題②】
VRゴーグル装用時
の涙液のリアルタイ

ム観察

VRゴーグルの涙液
への影響解明と、安
全使用の指針提示

設計、部材購入、
組立て、調整

改良、プレ測定、
研究会発表

被験者リクルート 被験者での測定、
データ抽出・解析、
国内学会発表

論文執筆、
国際学会発表

医学・工学の
観点で考察

プロトコール作成、
倫理員会申請、
協力体制構築

（（55））準準備備状状況況  

本研究で使用する装置の仕様抽出は完了しており部材入手次第、速速ややかかにに試試作作開開始始ででききるる。

また、開発のポイントであるカメラ・光源の位置決めについては既既にに予予備備検検討討をを終終ええてていいるる。

また涙液の測定及び解析方法についてはドライアイ研究の第一人者である横井則彦教授に確

認済であるため、方法論について実実現現のの目目処処がが立立っってていいるる。このため、データ解析後も滞滞りり

ななくく学学会会発発表表やや論論文文執執筆筆をを行行ううここととががででききるる状況にある。 
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研研究究活活動動ススタターートト支支援援３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

et al., 2015）。VRゴーグル装用時においても温湿度が保持されるため、涙液層の安定性が

向上したとの報告がある（Marshev et al., 2020）。一方、VRゴーグル使用前後で安定性の

変化は見られなかったとする研究もある（Mohamad et al., 2020）。いずれの報告もゴーグ

ル使用前後のみでの涙液層を比較しているが、ゴーグル装用の涙液に対する影響を正確に把

握するためには、装用中の涙涙液液層層ののダダイイナナミミッッククなな変変化化をを捉捉ええるるここととがが不不可可欠欠である。本研

究では、ここれれままでで検検討討さされれてていいなないいVVRRゴゴーーググルル装装用用中中のの涙涙液液動動態態をを観観察察しし、、そそのの関関与与をを明明らら

かかににすするる点点ででイインンパパククトトがが大大ききいい。また、これからのメタバース時代で多くの利用が見込ま

れるVRゴーグルについて、その安安全全使使用用おおよよびび安安全全設設計計のの指指針針がが得得らられれるるここととかからら社社会会的的なな

意意義義はは大大ききいい。さらに、本研究はドライアイ発症メカニズムを解明を目指すことから学学術術的的

なな意意義義もも大大ききいい。 

（（44））本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままででああききららかかにによよううととすするるののかか  

【【課課題題①①】】  VVRRゴゴーーググルルをを用用いいたた涙涙液液測測定定シシスステテムムのの開開発発  

ゴーグル内に小型カメラ及び光源を搭載する。光源は白色の発光シート、あるいは、白色

LEDの前に拡散板を取り付けたものを想定する。視野を邪魔せず、角膜表面に焦点位置が来

るよう小型カメラと光源を配置するのがポイントとなる。 

【【課課題題②②】】  VVRRゴゴーーググルル使使用用中中のの涙涙液液挙挙動動ののリリアアルルタタイイムム観観察察ととデデーータタ解解析析  

開発するシステムを用いて、実際に被験者にVRコンテンツを視聴してもらい、涙液の計測

を行う。取得したデータを抽出、解析し、VRゴーグル装用が涙液に与える影響や、安全使用

および設計に関する考察を進め、論文化する（下表）。また、本研究成果を社会還元するた

めに、上記システム開発および実験結果に基づいた特許出願を行いたい。 

研研究究方方法法  

 対対象象者者：：眼手術経験及びドライアイ既往歴のある人を除外した健常者30名 

 評評価価項項目目：：標準的な涙液層の評価指標を取得する。 

・ (1)涙液層の伸展挙動（開瞼後の涙液層の角膜上方への動きや位置）、(2)干渉色、

(3)涙液層が破壊するまでの時間、(4)涙液メニスカス高（涙液量と相関）等 

・ 瞬目回数、角膜の温湿度、ドライアイの自覚症状の有無、等 

 涙涙液液層層のの安安定定性性のの判判定定：：上記の評価項目を既報データに基づいて判定する。 

11年年目目 22年年目目

前半 後半 前半 後半

【課題①】
涙液測定システム

の開発

【課題②】
VRゴーグル装用時
の涙液のリアルタイ

ム観察

VRゴーグルの涙液
への影響解明と、安
全使用の指針提示

設計、部材購入、
組立て、調整

改良、プレ測定、
研究会発表

被験者リクルート 被験者での測定、
データ抽出・解析、
国内学会発表

論文執筆、
国際学会発表

医学・工学の
観点で考察

プロトコール作成、
倫理員会申請、
協力体制構築

（（55））準準備備状状況況  

本研究で使用する装置の仕様抽出は完了しており部材入手次第、速速ややかかにに試試作作開開始始ででききるる。

また、開発のポイントであるカメラ・光源の位置決めについては既既にに予予備備検検討討をを終終ええてていいるる。

また涙液の測定及び解析方法についてはドライアイ研究の第一人者である横井則彦教授に確

認済であるため、方法論について実実現現のの目目処処がが立立っってていいるる。このため、データ解析後も滞滞りり

ななくく学学会会発発表表やや論論文文執執筆筆をを行行ううここととががででききるる状況にある。 

若若手手研研究究４４  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

【課課題題２２】2022年度において、BCN社からデータセットを購入し、そのクリーニング・整形を
行う。現状のサンプルデータを見る範囲において手作業に寄るデータ収集(特にパソコンのスペ
ック)が必要と思われるため、データ構築のためにRAを雇用する。2023年度は、22年度に構築し
たデータを及び【課題1】で開発した手法を用いて実証分析を進める。まず、パソコン市場の需
要関数の推定を行い、その結果について既存のパラメトリックな手法との比較を行う。2024年度
には推定した需要モデルに基づいて、供給側(企業側)の行動を考慮した分析を行う。特に、パソ
コン市場で過去に発生した企業合併事例(2017年におけるLenovoと富士通の合併)に着目し、企
業合併シミュレーションを行い、当該合併事例の評価を行う。その際には、既存の需要モデルに
基づく企業合併シミュレーションとの結果との比較を行い、既存アプローチに対する本研究での
アプローチの有用性を議論する。その上で、ワークショップや学会での発表を行い、論文執筆を
進める。特に、企業合併シミュレーション部分については、公正取引委員会競争政策研究センタ
ーなどでの発表を行い、独禁法実務家との意見交換を行う。 
 
((55))本本研研究究のの目目的的をを達達成成すするるたためめのの準準備備状状況況  
 分析手法開発に関しては、既にノン・セミパラメトリック計量経済学に関連する知識を習得し
ており、また提案する需要モデルの基本的なアイデア及びその実装について取り組みを始めてい
る。応用事例に関しては、申請者は企業合併に関連する研究を過去に行っているため、当該文献
について十二分に把握している。また、パソコン市場のデータセット購入に向けて、現在BCN
株式会社とミーティングを重ねている。本研究計画調書におけるデータ申請額はBCN社との打
ち合わせ結果を踏まえたものである。 
 
参参考考文文献献  
 Berry, Steven T. 1994. “Estimating Discrete-Choice Models of Product Differentiation.” The Rand Journal of 
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事例⑩-3

人員の配置が具体的な役割の明示と図で一目でわかる。実務との連携
も具体的に触れているので、準備状況が良好であることがわかる。
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基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））５５  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】 

のインセンティブ構造が異なる可能性がある。本研究では、このような状況も踏まえつつ、

特許料金の引き上げの影響を分析する。また、【分析⑤特許料の減免制度の分析】では、動

揺の分析は我々が行った研究以外ほとんど分析されていない(大西・西村2018、大西2019)。
その中で、まずは減免制度の利用が特許の質の低下を招いているのか、あるいはむしろ中小

企業等の優れた発明の特許化につながるのかを明らかにする。以上の分析をもって、新たな

制度構築にすぐにつながるというわけではないが、現在の精度が抱える問題点が明確となり、

新たな制度構築に向けたエビデンスを提供できるものと考えている。

((55))本本研研究究のの目目的的をを達達成成すするるたためめのの準準備備状状況況  

使使用用すするるデデーータタのの準準備備  

本研究で使用するデータとして、知的財産研究所が公開しているIIPパテントデータベース、

日本以外の特許情報についてはOECD販売のPATSTAT、人工生命研究所が販売している書誌

情報データベースの3つを利用することで、必要なデータをカバーできる予定である。先行

文献については書誌情報データベースSCOPUS、特許に関連する裁判情報は発明推進協会の

「知的財産権判決速報」を用いる。また企業の財務データ等は、帝国データバンクの企業情

報を利用する予定である。これらのデータを使うことで、本研究の分析は実施可能である。

人人員員のの配配置置  

代表者の大西宏一郎および分担者の西村陽一郎氏、山内勇氏、蟹雅代氏は全員、特許制度、

特許データを用いた分析の経験があり、制度の詳細に関する理解が欠かせない本研究プロジ

ェクトにはベストな選択と言える。そのうえで、現在の各自のモチベーションによって以下

のようにテーマ担当を決めている。分析の体制を以下の図に示す。

①特許審査官レベルの分析

【山内勇・大西宏一郎】

②先行文献開示義務化の分析

【蟹雅代・大西宏一郎】

③翻訳サービスの導入効果分析

【山内勇・大西宏一郎】

④特許料引き上げの分析

【蟹雅代・西村陽一郎】

⑤特許料の減免制度の分析

【西村陽一郎・大西宏一郎】

また、特許庁内の協力者として、特許庁審判部第1部門審判長である岡田吉美氏に研究協力

者としてお願いする予定である。また、特許庁のエコノミストである長岡貞男東京経済大学

教授、後藤晃東京大学名誉教授、人事データの分析の専門家として大湾秀雄早稲田大学教授

にも研究協力者として順次助言を頂く予定である。また、ある程度の成果が出た時点で、同

分野の研究が行われているMax Planck Institute for Innovation and Competitionとのワークショ

ップの開催、実務的な観点では、知財協会やWIPO（World Intellectual Property Organization）
等と連携して分析を進め、更なる研究や実務的な提言を行うことを計画している。

研究チーム
【研究代表者】 研究協力者
研究会の招集 長岡貞男　東京経済大学教授・特許庁
データベースの購入管理 岡田喜美 特許庁
研究の進捗状況の管理 大湾秀雄 早稲田大学教授
先行文献の整理 後藤晃 東京大学名誉教授・特許庁
データ分析
論文の執筆
【研究分担者】 研究補助者2名程度
先行文献の整理 データ入力・データの整理
データ分析
論文の執筆

先行文献の整理 研究成果
データ分析
論文の執筆

日本知財協会、WIPOとの連携
先行文献の整理
データ分析
論文の執筆

大西宏一郎

蟹雅代

西村陽一郎

山内勇

Max Panck Institute for Innovation and
Competitionとのワークショップ

研研究究活活動動ススタターートト支支援援３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

et al., 2015）。VRゴーグル装用時においても温湿度が保持されるため、涙液層の安定性が

向上したとの報告がある（Marshev et al., 2020）。一方、VRゴーグル使用前後で安定性の

変化は見られなかったとする研究もある（Mohamad et al., 2020）。いずれの報告もゴーグ

ル使用前後のみでの涙液層を比較しているが、ゴーグル装用の涙液に対する影響を正確に把

握するためには、装用中の涙涙液液層層ののダダイイナナミミッッククなな変変化化をを捉捉ええるるここととがが不不可可欠欠である。本研

究では、ここれれままでで検検討討さされれてていいなないいVVRRゴゴーーググルル装装用用中中のの涙涙液液動動態態をを観観察察しし、、そそのの関関与与をを明明らら

かかににすするる点点ででイインンパパククトトがが大大ききいい。また、これからのメタバース時代で多くの利用が見込ま

れるVRゴーグルについて、その安安全全使使用用おおよよびび安安全全設設計計のの指指針針がが得得らられれるるここととかからら社社会会的的なな

意意義義はは大大ききいい。さらに、本研究はドライアイ発症メカニズムを解明を目指すことから学学術術的的

なな意意義義もも大大ききいい。 

（（44））本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままででああききららかかにによよううととすするるののかか  

【【課課題題①①】】  VVRRゴゴーーググルルをを用用いいたた涙涙液液測測定定シシスステテムムのの開開発発  

ゴーグル内に小型カメラ及び光源を搭載する。光源は白色の発光シート、あるいは、白色

LEDの前に拡散板を取り付けたものを想定する。視野を邪魔せず、角膜表面に焦点位置が来

るよう小型カメラと光源を配置するのがポイントとなる。 

【【課課題題②②】】  VVRRゴゴーーググルル使使用用中中のの涙涙液液挙挙動動ののリリアアルルタタイイムム観観察察ととデデーータタ解解析析  

開発するシステムを用いて、実際に被験者にVRコンテンツを視聴してもらい、涙液の計測

を行う。取得したデータを抽出、解析し、VRゴーグル装用が涙液に与える影響や、安全使用

および設計に関する考察を進め、論文化する（下表）。また、本研究成果を社会還元するた

めに、上記システム開発および実験結果に基づいた特許出願を行いたい。 

研研究究方方法法  

 対対象象者者：：眼手術経験及びドライアイ既往歴のある人を除外した健常者30名 

 評評価価項項目目：：標準的な涙液層の評価指標を取得する。 

・ (1)涙液層の伸展挙動（開瞼後の涙液層の角膜上方への動きや位置）、(2)干渉色、

(3)涙液層が破壊するまでの時間、(4)涙液メニスカス高（涙液量と相関）等 

・ 瞬目回数、角膜の温湿度、ドライアイの自覚症状の有無、等 

 涙涙液液層層のの安安定定性性のの判判定定：：上記の評価項目を既報データに基づいて判定する。 

11年年目目 22年年目目

前半 後半 前半 後半

【課題①】
涙液測定システム

の開発

【課題②】
VRゴーグル装用時
の涙液のリアルタイ

ム観察

VRゴーグルの涙液
への影響解明と、安
全使用の指針提示

設計、部材購入、
組立て、調整

改良、プレ測定、
研究会発表

被験者リクルート 被験者での測定、
データ抽出・解析、
国内学会発表

論文執筆、
国際学会発表

医学・工学の
観点で考察

プロトコール作成、
倫理員会申請、
協力体制構築

（（55））準準備備状状況況  

本研究で使用する装置の仕様抽出は完了しており部材入手次第、速速ややかかにに試試作作開開始始ででききるる。

また、開発のポイントであるカメラ・光源の位置決めについては既既にに予予備備検検討討をを終終ええてていいるる。

また涙液の測定及び解析方法についてはドライアイ研究の第一人者である横井則彦教授に確

認済であるため、方法論について実実現現のの目目処処がが立立っってていいるる。このため、データ解析後も滞滞りり

ななくく学学会会発発表表やや論論文文執執筆筆をを行行ううここととががででききるる状況にある。 

研研究究活活動動ススタターートト支支援援３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

et al., 2015）。VRゴーグル装用時においても温湿度が保持されるため、涙液層の安定性が

向上したとの報告がある（Marshev et al., 2020）。一方、VRゴーグル使用前後で安定性の

変化は見られなかったとする研究もある（Mohamad et al., 2020）。いずれの報告もゴーグ

ル使用前後のみでの涙液層を比較しているが、ゴーグル装用の涙液に対する影響を正確に把

握するためには、装用中の涙涙液液層層ののダダイイナナミミッッククなな変変化化をを捉捉ええるるここととがが不不可可欠欠である。本研

究では、ここれれままでで検検討討さされれてていいなないいVVRRゴゴーーググルル装装用用中中のの涙涙液液動動態態をを観観察察しし、、そそのの関関与与をを明明らら

かかににすするる点点ででイインンパパククトトがが大大ききいい。また、これからのメタバース時代で多くの利用が見込ま

れるVRゴーグルについて、その安安全全使使用用おおよよびび安安全全設設計計のの指指針針がが得得らられれるるここととかからら社社会会的的なな

意意義義はは大大ききいい。さらに、本研究はドライアイ発症メカニズムを解明を目指すことから学学術術的的

なな意意義義もも大大ききいい。 

（（44））本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままででああききららかかにによよううととすするるののかか  

【【課課題題①①】】  VVRRゴゴーーググルルをを用用いいたた涙涙液液測測定定シシスステテムムのの開開発発  

ゴーグル内に小型カメラ及び光源を搭載する。光源は白色の発光シート、あるいは、白色

LEDの前に拡散板を取り付けたものを想定する。視野を邪魔せず、角膜表面に焦点位置が来

るよう小型カメラと光源を配置するのがポイントとなる。 

【【課課題題②②】】  VVRRゴゴーーググルル使使用用中中のの涙涙液液挙挙動動ののリリアアルルタタイイムム観観察察ととデデーータタ解解析析  

開発するシステムを用いて、実際に被験者にVRコンテンツを視聴してもらい、涙液の計測

を行う。取得したデータを抽出、解析し、VRゴーグル装用が涙液に与える影響や、安全使用

および設計に関する考察を進め、論文化する（下表）。また、本研究成果を社会還元するた

めに、上記システム開発および実験結果に基づいた特許出願を行いたい。 

研研究究方方法法  

 対対象象者者：：眼手術経験及びドライアイ既往歴のある人を除外した健常者30名 

 評評価価項項目目：：標準的な涙液層の評価指標を取得する。 

・ (1)涙液層の伸展挙動（開瞼後の涙液層の角膜上方への動きや位置）、(2)干渉色、

(3)涙液層が破壊するまでの時間、(4)涙液メニスカス高（涙液量と相関）等 

・ 瞬目回数、角膜の温湿度、ドライアイの自覚症状の有無、等 

 涙涙液液層層のの安安定定性性のの判判定定：：上記の評価項目を既報データに基づいて判定する。 

11年年目目 22年年目目

前半 後半 前半 後半

【課題①】
涙液測定システム

の開発

【課題②】
VRゴーグル装用時
の涙液のリアルタイ

ム観察

VRゴーグルの涙液
への影響解明と、安
全使用の指針提示

設計、部材購入、
組立て、調整

改良、プレ測定、
研究会発表

被験者リクルート 被験者での測定、
データ抽出・解析、
国内学会発表

論文執筆、
国際学会発表

医学・工学の
観点で考察

プロトコール作成、
倫理員会申請、
協力体制構築

（（55））準準備備状状況況  

本研究で使用する装置の仕様抽出は完了しており部材入手次第、速速ややかかにに試試作作開開始始ででききるる。

また、開発のポイントであるカメラ・光源の位置決めについては既既にに予予備備検検討討をを終終ええてていいるる。

また涙液の測定及び解析方法についてはドライアイ研究の第一人者である横井則彦教授に確

認済であるため、方法論について実実現現のの目目処処がが立立っってていいるる。このため、データ解析後も滞滞りり

ななくく学学会会発発表表やや論論文文執執筆筆をを行行ううここととががででききるる状況にある。 

研研究究活活動動ススタターートト支支援援３３  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

et al., 2015）。VRゴーグル装用時においても温湿度が保持されるため、涙液層の安定性が

向上したとの報告がある（Marshev et al., 2020）。一方、VRゴーグル使用前後で安定性の

変化は見られなかったとする研究もある（Mohamad et al., 2020）。いずれの報告もゴーグ

ル使用前後のみでの涙液層を比較しているが、ゴーグル装用の涙液に対する影響を正確に把

握するためには、装用中の涙涙液液層層ののダダイイナナミミッッククなな変変化化をを捉捉ええるるここととがが不不可可欠欠である。本研

究では、ここれれままでで検検討討さされれてていいなないいVVRRゴゴーーググルル装装用用中中のの涙涙液液動動態態をを観観察察しし、、そそのの関関与与をを明明らら

かかににすするる点点ででイインンパパククトトがが大大ききいい。また、これからのメタバース時代で多くの利用が見込ま

れるVRゴーグルについて、その安安全全使使用用おおよよびび安安全全設設計計のの指指針針がが得得らられれるるここととかからら社社会会的的なな

意意義義はは大大ききいい。さらに、本研究はドライアイ発症メカニズムを解明を目指すことから学学術術的的

なな意意義義もも大大ききいい。 

（（44））本本研研究究でで何何ををどどののよよううにに、、どどここままででああききららかかにによよううととすするるののかか  

【【課課題題①①】】  VVRRゴゴーーググルルをを用用いいたた涙涙液液測測定定シシスステテムムのの開開発発  

ゴーグル内に小型カメラ及び光源を搭載する。光源は白色の発光シート、あるいは、白色

LEDの前に拡散板を取り付けたものを想定する。視野を邪魔せず、角膜表面に焦点位置が来

るよう小型カメラと光源を配置するのがポイントとなる。 

【【課課題題②②】】  VVRRゴゴーーググルル使使用用中中のの涙涙液液挙挙動動ののリリアアルルタタイイムム観観察察ととデデーータタ解解析析  

開発するシステムを用いて、実際に被験者にVRコンテンツを視聴してもらい、涙液の計測

を行う。取得したデータを抽出、解析し、VRゴーグル装用が涙液に与える影響や、安全使用

および設計に関する考察を進め、論文化する（下表）。また、本研究成果を社会還元するた

めに、上記システム開発および実験結果に基づいた特許出願を行いたい。 

研研究究方方法法  

 対対象象者者：：眼手術経験及びドライアイ既往歴のある人を除外した健常者30名 

 評評価価項項目目：：標準的な涙液層の評価指標を取得する。 

・ (1)涙液層の伸展挙動（開瞼後の涙液層の角膜上方への動きや位置）、(2)干渉色、

(3)涙液層が破壊するまでの時間、(4)涙液メニスカス高（涙液量と相関）等 

・ 瞬目回数、角膜の温湿度、ドライアイの自覚症状の有無、等 

 涙涙液液層層のの安安定定性性のの判判定定：：上記の評価項目を既報データに基づいて判定する。 

11年年目目 22年年目目

前半 後半 前半 後半

【課題①】
涙液測定システム

の開発

【課題②】
VRゴーグル装用時
の涙液のリアルタイ

ム観察

VRゴーグルの涙液
への影響解明と、安
全使用の指針提示

設計、部材購入、
組立て、調整

改良、プレ測定、
研究会発表

被験者リクルート 被験者での測定、
データ抽出・解析、
国内学会発表

論文執筆、
国際学会発表

医学・工学の
観点で考察

プロトコール作成、
倫理員会申請、
協力体制構築

（（55））準準備備状状況況  

本研究で使用する装置の仕様抽出は完了しており部材入手次第、速速ややかかにに試試作作開開始始ででききるる。

また、開発のポイントであるカメラ・光源の位置決めについては既既にに予予備備検検討討をを終終ええてていいるる。

また涙液の測定及び解析方法についてはドライアイ研究の第一人者である横井則彦教授に確

認済であるため、方法論について実実現現のの目目処処がが立立っってていいるる。このため、データ解析後も滞滞りり

ななくく学学会会発発表表やや論論文文執執筆筆をを行行ううここととががででききるる状況にある。 

若若手手研研究究４４  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

【課課題題２２】2022年度において、BCN社からデータセットを購入し、そのクリーニング・整形を
行う。現状のサンプルデータを見る範囲において手作業に寄るデータ収集(特にパソコンのスペ
ック)が必要と思われるため、データ構築のためにRAを雇用する。2023年度は、22年度に構築し
たデータを及び【課題1】で開発した手法を用いて実証分析を進める。まず、パソコン市場の需
要関数の推定を行い、その結果について既存のパラメトリックな手法との比較を行う。2024年度
には推定した需要モデルに基づいて、供給側(企業側)の行動を考慮した分析を行う。特に、パソ
コン市場で過去に発生した企業合併事例(2017年におけるLenovoと富士通の合併)に着目し、企
業合併シミュレーションを行い、当該合併事例の評価を行う。その際には、既存の需要モデルに
基づく企業合併シミュレーションとの結果との比較を行い、既存アプローチに対する本研究での
アプローチの有用性を議論する。その上で、ワークショップや学会での発表を行い、論文執筆を
進める。特に、企業合併シミュレーション部分については、公正取引委員会競争政策研究センタ
ーなどでの発表を行い、独禁法実務家との意見交換を行う。 
 
((55))本本研研究究のの目目的的をを達達成成すするるたためめのの準準備備状状況況  
 分析手法開発に関しては、既にノン・セミパラメトリック計量経済学に関連する知識を習得し
ており、また提案する需要モデルの基本的なアイデア及びその実装について取り組みを始めてい
る。応用事例に関しては、申請者は企業合併に関連する研究を過去に行っているため、当該文献
について十二分に把握している。また、パソコン市場のデータセット購入に向けて、現在BCN
株式会社とミーティングを重ねている。本研究計画調書におけるデータ申請額はBCN社との打
ち合わせ結果を踏まえたものである。 
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事例⑩-4

事例⑩-5

計画的に準備を進めており、採択後に本研究を開始できる目途が 
立っていることがわかる。

若手研究の申請において、申請者の研究能力と準備状況を明確に 
述べている。
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基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））４４

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

本研究の学術的独自性・創造性は以下の2点に集約される：

1) 集積回路のハードウェアトロイ検知では，従来「正チップの存在を仮定し，正チップ

と不正チップとの差分を電力・重さなどで検知しハードウェアトロイを検知」するも

のであったのに対し，ハードウェアトロイ検知の本質的困難点が，ただ一つの集積回

路設計データ中のハードウェアトロイ検知であることに着目し，ハードウェアトロイ

の構造・信号線に特徴的な性質から，これを検知する技術を確立する．

2) 研究代表者らが持つ『『ハハーードドウウェェアアトトロロイイビビッッググデデーータタ』』の「学習」のもと，世界に

先駆けて，集積回路データ中の未知ハードウェアトロイならびに「摂動」により変異

したハードウェアトロイの検知を実現する．これにより，攻撃者の次の一手を未然に

防止するハードウェアトロイ検知技術を確立する．

(3) 本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯とと，，関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ

【【着着想想にに至至っったた経経緯緯】】研究代表者らは，これまで総務省SCOPEや基盤研究Bを通し，後述す

る(5)準準備備状状況況1に示す通り，世界に先駆けて集積回路設計データ中の既知のハードウェアト

ロイの識別に成功している．さらに(5)準準備備状状況況2に示す通り，機械学習を用いたハードウェ

アトロイ識別ならびに「摂動」によるハードウェアトロイの変異の解明とこれに耐性を持つ

機械学習モデルについて，初期的な成果を上げている．本研究はこれら成果のもと，研究代

表者らが蓄積した『ハードウェアトロイビッグデータ』を前提に，機械学習を用いた未知な

らびに摂動を持ったハードウェアトロイ検知の研究を格段に進めるものである．

【国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ】】これまでハードウェアトロイが現実的な脅威とし

て指摘されて以来，海外を中心にハードウェアトロイに関する研究が進んでいる．既存研究

は主に「製造工程」に焦点を当てたものが多く（以下の文献[6]など），「（疑似的な）正チ

ップを仮定し，正チップと不正チップとの差分を電力・重さ等で検知」するものが多い．

[6] Yanjiang Liu, Yiqiang Zhao, and Jiaji He, "SCCA: side-channel correlation analysis for detecting 
hardware Trojan," in Proc. 2017 11th IEEE International Conference on Anti-counterfeiting, Security, 
and Identification (ASID), 2017.

一方，集積回路の設計データに注目すると，設計データを対象としたハードウェアトロイ

検知は，我々の初期成果[T8],[T12]等を除き，設計データ中の未知ハードウェアトロイ，特

に摂動を持ったハードウェアトロイ検知に関する研究は国内外でほぼない状況である．

(4) 本本研研究究でで何何ををどどののよよううににどどここままでで明明ららかかににししよようう

ととすするるののかか

［［研研究究体体制制］］本研究の体制は，研究代表者に加え，

研究分担者に集積回路論理設計・機械学習アーキテ

クチャ設計の権威・木村晋二（早稲田大学），研究

協力者に博士学生4名とする（図図3）．さらに産業界

協力企業により実データ提供・評価を行う．

［［研研究究計計画画］］前述のように集積回路のハードウェアトロイ検知は国内外で喫緊の課題であり，

以下の通り，3年間の短期間で目的を達成する計画とする．

《《2022年年度度：：「「特特徴徴量量」」のの最最適適化化，，「「摂摂動動」」のの解解明明》》まず研究代表者らが持つ『ハードウ

ェアトロイビッグデータ』ならびにこれまでの研究成果のもと，ハードウェアトロイを構成

する信号線特徴量を抽出し，さらに過学習などを考慮した上で，最適な特徴量の集合を解明

する．(5)準準備備状状況況1に示すようにこれまでハードウェアトロイビッグデータを精査し，例え

図図3：：研研究究体体制制

【【課課題題】】  攻攻撃撃にに耐耐性性をを持持つつ機機械械学学習習モモデデルルにによよるる
設設計計工工程程ハハーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知

研研究究代代表表者者

  戸戸川川  望望  ((早早大大))
ハハーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知のの理理論論構構築築

研研究究分分担担者者

木木村村  晋晋二二（（早早大大））  
  識識別別器器アアーーキキテテククチチャャ最最適適化化

研研究究協協力力者者

博博士士課課程程学学生生44名名
実実験験評評価価

産産業業界界協協力力企企業業

東東芝芝情情報報シシスステテムム
実実デデーータタ提提供供・・評評価価

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））５５

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

ば，(1)局所的なファンインの集中度合い，(2)プライマリ入出力までの「段数」等が，ハー

ドウェアトロイの特徴量の候補となる．機械学習モデルとして(5)準準備備状状況況2に示す通り，ハ

ードウェアトロイ検知には，弱識別機の集合によるアンサンブル機械学習モデルが有効であ

ることを予備的に解明しており，ランダムフォレストやXGBoostを活用することを予定する．

さらにハードウェアトロイの「摂動」とは何かを解明する．予備成果として(A)論理再合

成による等価回路変換と(B)機械学習モデルの損失関数の変分による相関性を確認している

[T8]．予備成果のもと，攻撃者に先んじて，微小な摂動と損失関数の変分の最大化（即ち微

分値の最大化）を両立するハードウェアトロイを生成し機械学習モデルへの影響を評価する．

《《2023年年度度：：攻攻撃撃にに耐耐性性をを持持つつ機機械械学学習習モモデデルルのの解解明明》》前年度に解明されたハードウェア

トロイの「摂動」モデルのもと，防御側に立って攻撃に耐性を持つ機械学習モデルを解明す

る．データ拡張による機械学習モデル生成，加えてハードウェアトロイのためのAdversarial 
Training手法を考案し，理論的に攻撃に耐性を持つ機械学習モデルを構築，評価する．

《《2024年年度度：：実実デデーータタ適適用用》》前年度までの成果のもと，総合的な機械学習モデル・特徴量

の最適設計により目標を達成する．加えて，実半導体設計ベンダとして，東芝情報システム

社（2020年12月より研究代表者らと共同で世界に先駆けて，人手による「スコア」に基づ

くハードウェアトロイ検知サービスを実施，https://www.tjsys.co.jp/info/news/004201.htm）

の協力のもと，実・集積回路設計データに適用し，その効果を実データ上で実証する．

［［役役割割分分担担］］3年間を通し研究代表者は『ハードウェアトロイビッグデータ』の知見を活か

し理論構築を担当する．研究分担者はハードウェアトロイ検知を対象に各種機械学習モデル

の最適化を担当する．膨大な実験は研究協力者と産業界協力企業とで実施する．

(5) 本本研研究究のの目目的的をを達達成成すするるたためめのの準準備備状状況況

【【準準備備状状況況1：：既既知知ハハーードドウウェェアアトトロロイイのの識識別別にに成成功功】】研究代表者らは総務省SCOPE等の研

究を通し，標準ベンチマークTrust-HUBの論理レベルハードウェアトロイをはじめ，その時

点のほぼ全てのハードウェアトロイを精査した．するとハードウェアトロイ中の信号線は

「9つの特徴」のいずれかを持つことを見出した[T12]．特徴量のもと，人手で「スコア」を

設定することで，世界で初めてTrust-HUB中のすべての論理レベル設計データ中の既知のハ

ードウェアトロイ有無の識別に成功した．この技術は，研究代表者らと東芝情報システム社

により実サービスとして，2020年12月よりハードウェアトロイ検知サービスが開始されて

いる．研究代表者らの研究レベルが，実用面から見ても十分に高いことを表している．

【【準準備備状状況況2：：機機械械学学習習にによよるる未未知知ハハーードドウウェェアアトトロロイイのの識識別別とと「「摂摂動動」」のの導導入入】】さらに研

究代表者らは基盤研究B（R1～R3）の研究を通し，アンサンブル機械学習モデルの一つとし

てランダムフォレストを用いて既知ハードウェアトロイを学習した．学習結果のもと未知の

設計データ中の信号線を識別したところ，未知ハードウェアトロイ回路であっても偽陽性は

小さく平均適合率90%強と高い識別性能を達成した[T7]．ただし回路にハードウェアトロイ

が挿入されているにも関わらず，その信号線を検出できないことも確認している（偽陰性の

拡大）．さらにハードウェアトロイに回路の等価変換による「摂動」を加えると陽に識別性

能が劣化することも確認している[T8]．

これら予備検討のもと，(4)研研究究計計画画に示すように，回路構造に基づく信号線特徴量の最

適化，「摂動」に強い機械学習モデルの構築等により，上述(2-1)の目標の達成を目指す．
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事例⑩-6

具体的な内容は、次ページを参照して下さい。
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基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））４４

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

本研究の学術的独自性・創造性は以下の2点に集約される：

1) 集積回路のハードウェアトロイ検知では，従来「正チップの存在を仮定し，正チップ

と不正チップとの差分を電力・重さなどで検知しハードウェアトロイを検知」するも

のであったのに対し，ハードウェアトロイ検知の本質的困難点が，ただ一つの集積回

路設計データ中のハードウェアトロイ検知であることに着目し，ハードウェアトロイ

の構造・信号線に特徴的な性質から，これを検知する技術を確立する．

2) 研究代表者らが持つ『『ハハーードドウウェェアアトトロロイイビビッッググデデーータタ』』の「学習」のもと，世界に

先駆けて，集積回路データ中の未知ハードウェアトロイならびに「摂動」により変異

したハードウェアトロイの検知を実現する．これにより，攻撃者の次の一手を未然に

防止するハードウェアトロイ検知技術を確立する．

(3) 本本研研究究のの着着想想にに至至っったた経経緯緯とと，，関関連連すするる国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ

【【着着想想にに至至っったた経経緯緯】】研究代表者らは，これまで総務省SCOPEや基盤研究Bを通し，後述す

る(5)準準備備状状況況1に示す通り，世界に先駆けて集積回路設計データ中の既知のハードウェアト

ロイの識別に成功している．さらに(5)準準備備状状況況2に示す通り，機械学習を用いたハードウェ

アトロイ識別ならびに「摂動」によるハードウェアトロイの変異の解明とこれに耐性を持つ

機械学習モデルについて，初期的な成果を上げている．本研究はこれら成果のもと，研究代

表者らが蓄積した『ハードウェアトロイビッグデータ』を前提に，機械学習を用いた未知な

らびに摂動を持ったハードウェアトロイ検知の研究を格段に進めるものである．

【国国内内外外のの研研究究動動向向とと本本研研究究のの位位置置づづけけ】】これまでハードウェアトロイが現実的な脅威とし

て指摘されて以来，海外を中心にハードウェアトロイに関する研究が進んでいる．既存研究

は主に「製造工程」に焦点を当てたものが多く（以下の文献[6]など），「（疑似的な）正チ

ップを仮定し，正チップと不正チップとの差分を電力・重さ等で検知」するものが多い．

[6] Yanjiang Liu, Yiqiang Zhao, and Jiaji He, "SCCA: side-channel correlation analysis for detecting 
hardware Trojan," in Proc. 2017 11th IEEE International Conference on Anti-counterfeiting, Security, 
and Identification (ASID), 2017.

一方，集積回路の設計データに注目すると，設計データを対象としたハードウェアトロイ

検知は，我々の初期成果[T8],[T12]等を除き，設計データ中の未知ハードウェアトロイ，特

に摂動を持ったハードウェアトロイ検知に関する研究は国内外でほぼない状況である．

(4) 本本研研究究でで何何ををどどののよよううににどどここままでで明明ららかかににししよようう

ととすするるののかか

［［研研究究体体制制］］本研究の体制は，研究代表者に加え，

研究分担者に集積回路論理設計・機械学習アーキテ

クチャ設計の権威・木村晋二（早稲田大学），研究

協力者に博士学生4名とする（図図3）．さらに産業界

協力企業により実データ提供・評価を行う．

［［研研究究計計画画］］前述のように集積回路のハードウェアトロイ検知は国内外で喫緊の課題であり，

以下の通り，3年間の短期間で目的を達成する計画とする．

《《2022年年度度：：「「特特徴徴量量」」のの最最適適化化，，「「摂摂動動」」のの解解明明》》まず研究代表者らが持つ『ハードウ

ェアトロイビッグデータ』ならびにこれまでの研究成果のもと，ハードウェアトロイを構成

する信号線特徴量を抽出し，さらに過学習などを考慮した上で，最適な特徴量の集合を解明

する．(5)準準備備状状況況1に示すようにこれまでハードウェアトロイビッグデータを精査し，例え

図図3：：研研究究体体制制

【【課課題題】】  攻攻撃撃にに耐耐性性をを持持つつ機機械械学学習習モモデデルルにによよるる
設設計計工工程程ハハーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知

研研究究代代表表者者

  戸戸川川  望望  ((早早大大))
ハハーードドウウェェアアトトロロイイ検検知知のの理理論論構構築築

研研究究分分担担者者

木木村村  晋晋二二（（早早大大））  
  識識別別器器アアーーキキテテククチチャャ最最適適化化

研研究究協協力力者者

博博士士課課程程学学生生44名名
実実験験評評価価

産産業業界界協協力力企企業業

東東芝芝情情報報シシスステテムム
実実デデーータタ提提供供・・評評価価

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））５５

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

ば，(1)局所的なファンインの集中度合い，(2)プライマリ入出力までの「段数」等が，ハー

ドウェアトロイの特徴量の候補となる．機械学習モデルとして(5)準準備備状状況況2に示す通り，ハ

ードウェアトロイ検知には，弱識別機の集合によるアンサンブル機械学習モデルが有効であ

ることを予備的に解明しており，ランダムフォレストやXGBoostを活用することを予定する．

さらにハードウェアトロイの「摂動」とは何かを解明する．予備成果として(A)論理再合

成による等価回路変換と(B)機械学習モデルの損失関数の変分による相関性を確認している

[T8]．予備成果のもと，攻撃者に先んじて，微小な摂動と損失関数の変分の最大化（即ち微

分値の最大化）を両立するハードウェアトロイを生成し機械学習モデルへの影響を評価する．

《《2023年年度度：：攻攻撃撃にに耐耐性性をを持持つつ機機械械学学習習モモデデルルのの解解明明》》前年度に解明されたハードウェア

トロイの「摂動」モデルのもと，防御側に立って攻撃に耐性を持つ機械学習モデルを解明す

る．データ拡張による機械学習モデル生成，加えてハードウェアトロイのためのAdversarial 
Training手法を考案し，理論的に攻撃に耐性を持つ機械学習モデルを構築，評価する．

《《2024年年度度：：実実デデーータタ適適用用》》前年度までの成果のもと，総合的な機械学習モデル・特徴量

の最適設計により目標を達成する．加えて，実半導体設計ベンダとして，東芝情報システム

社（2020年12月より研究代表者らと共同で世界に先駆けて，人手による「スコア」に基づ

くハードウェアトロイ検知サービスを実施，https://www.tjsys.co.jp/info/news/004201.htm）

の協力のもと，実・集積回路設計データに適用し，その効果を実データ上で実証する．

［［役役割割分分担担］］3年間を通し研究代表者は『ハードウェアトロイビッグデータ』の知見を活か

し理論構築を担当する．研究分担者はハードウェアトロイ検知を対象に各種機械学習モデル

の最適化を担当する．膨大な実験は研究協力者と産業界協力企業とで実施する．

(5) 本本研研究究のの目目的的をを達達成成すするるたためめのの準準備備状状況況

【【準準備備状状況況1：：既既知知ハハーードドウウェェアアトトロロイイのの識識別別にに成成功功】】研究代表者らは総務省SCOPE等の研

究を通し，標準ベンチマークTrust-HUBの論理レベルハードウェアトロイをはじめ，その時

点のほぼ全てのハードウェアトロイを精査した．するとハードウェアトロイ中の信号線は

「9つの特徴」のいずれかを持つことを見出した[T12]．特徴量のもと，人手で「スコア」を

設定することで，世界で初めてTrust-HUB中のすべての論理レベル設計データ中の既知のハ

ードウェアトロイ有無の識別に成功した．この技術は，研究代表者らと東芝情報システム社

により実サービスとして，2020年12月よりハードウェアトロイ検知サービスが開始されて

いる．研究代表者らの研究レベルが，実用面から見ても十分に高いことを表している．

【【準準備備状状況況2：：機機械械学学習習にによよるる未未知知ハハーードドウウェェアアトトロロイイのの識識別別とと「「摂摂動動」」のの導導入入】】さらに研

究代表者らは基盤研究B（R1～R3）の研究を通し，アンサンブル機械学習モデルの一つとし

てランダムフォレストを用いて既知ハードウェアトロイを学習した．学習結果のもと未知の

設計データ中の信号線を識別したところ，未知ハードウェアトロイ回路であっても偽陽性は

小さく平均適合率90%強と高い識別性能を達成した[T7]．ただし回路にハードウェアトロイ

が挿入されているにも関わらず，その信号線を検出できないことも確認している（偽陰性の

拡大）．さらにハードウェアトロイに回路の等価変換による「摂動」を加えると陽に識別性

能が劣化することも確認している[T8]．

これら予備検討のもと，(4)研研究究計計画画に示すように，回路構造に基づく信号線特徴量の最

適化，「摂動」に強い機械学習モデルの構築等により，上述(2-1)の目標の達成を目指す．
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予備実験でポイントとなる研究要素の課題を把握しており、本研究で
何を解決すべきかを明確に示しているため、審査委員に安心感を 
与えている。
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基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））６６

【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

研研究究課課題題 体体制制 2022年年度度 2023年年度度 2024年年度度

(1)ナノハイブリッド

生産プロセスの構築
荒尾

(2)シート材の強度評価

分子シミュレーション

荒尾

Tanks

(3)高強度板材の成形
荒尾

川田

(4)射出成型とリサイク

ルプロセスの構築
荒尾

混練エネルギーに対する剥離度と面積のデータ蓄積

シート成形と強度評価、モデル構築

分子シミュレーションによる設計指針の提示

プレス成型による高強度板材の作製

長期信頼性の確立

ナノ素材のレオロジー評価 ナノ素材の射出成型

リサイクル性の評価

④④ ナナノノ素素材材をを利利用用ししたた射射出出成成型型ププロロセセスス開開発発とと、、成成形形品品ののリリササイイククルルププロロセセススのの構構築築

セルロースナノファイバーは水溶液中で絡み合い、粘度上昇が著しい。2wt%を含む水溶

液で流動性を失い、水分を抜くと硬く凝集する。一方でグラフェン表面に吸着させてハイブ

リッド化させると、20wt%程度でも流動性を担保できることを確認している。これは平坦な

グラフェンに吸着することで、ナノファイバー同士の絡み合いが抑制されたことによる。更

に固形濃度を増していき、80wt%まで流動性を担保することができれば、世界初のナノ素材

を利用した射出成型が可能となる（図12）。本項目では、ナノ素材の含水によるレオロジー

制御が必要となる。射出品は脱気後に圧力を付与し緻

密化すれば強度は上昇する。ナノ素材が複雑に絡み合

った構造で、強度200MPa、弾性率20MPaを目指し、汎

用アルミニウムの代替を狙う。成形が極めて難しい場

合は、可塑剤として生分解性のあるポリ乳酸を加える。

また得られた成形物について、親水性に戻して水分

を付与すれば、容易に水に分散して再びシート成形が

できる。いわゆる段ボールの製造工程と同じである。

段ボールと異なり、ナノ素材は脱水後に強く凝集し、

高い強度を示す。本申請課題によりナノ素材の循環プ

ロセスを構築し、少ない資源で多くの価値を生み出す。

本本研研究究のの目目的的をを達達成成すするるたためめのの準準備備状状況況

本研究の実行可能性について予備実験を行い、詳しく検討してきた。セルロースナノファ

イバーはグラフェンに強く吸着し、分散剤と応力伝達の両方の役割を担うことを確認してい

る。配向したシート素材はプレス成型可能であり、試作の段階で強度は300MPaと汎用アル

ミニウムに匹敵する値が出ている。本申請課題でナノ素材の超高アスペクト比を成し遂げ、

強度発現に対するナノ構造の影響を明らかにしていくことで、目標とする強度1000MPaを超

えるシート材、バルク材を生み出す。研究分担者である川田教授とTanks研究員とは既にグ

ラフェンに関する共同研究を展開している。研究分担者とグラフェンに関する多くの論文を

共著で発表しており、十分な連携がとれている。以下に研究体制と計画を記す。

表表1研研究究体体制制とと研研究究計計画画

図12 ナノ素材からなる射出成型品

（イメージ写真）

基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））６６  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

（5）本研究の目的を達成するための準備状況

本研究は、これまで複数の研究プロジェクトにおいて共同研究を行ってきたメンバーを中

心に行うものである。そのため対面による研究会だけでなく、Slackなどのネットワークツー

ルを通じて日常的な研究交流を続けており、研研究究上上のの連連絡絡体体制制そそのの他他はは万万全全のの状状態態にある。

実査に関し、各メンバーは様々な社会調査の経験を有している。まず、ほとんどのメンバ

ーは2009年・2013年・2017年に行った継続調査の経験者、あるいは2021年調査の実施者であ

り、調査計画から実施、データ化に至るまでの全プロセスを熟知している。また研究代表者

は、著名な大規模社会調査（SSM、JGSSなど）の研究メンバーを勤め、東京大学社会科学研

究所が実施する若年・壮年パネル調査のデータ・マネジメント統括者でもあった。大規模調

査の運営に関する充分な知識と経験を有し、実査運営に支障を来すことはないと考えている。

継続調査の質問紙調査の手法自体も、以前から採用している調査方法（全国の市区町村で

サンプリングを行い、郵送にて調査票を送付し、郵送にて回収）を踏襲するため、その点で

も問題は発生しにくいと言える。サンプリング、調査票チェック、データチェック・入力な

どの作業については、研究メンバーの学生・院生たちが協力予定となっている。

さらに今回の計画では国際比較調査を予定しているが、そのために当該の排外主義やナシ

ョナリズムの調査研究に関して複数の国際比較調査を経験している中井遼が分担者となって

いる。中井の経験を生かすことで国際比較調査をスムーズに実施可能と考えている。また、

より実質的な実査に向けた諸作業（調査票の内容や翻訳チェックなど）は、研究協力者とし

て加わっているNaeyun Lee（Ph.D., Sociology, University of Chicago、現ソウル大アジアセンタ

ー訪問研究員）や曺慶鎬などが中心となって行うため、国際比較調査の要諦部分は調査会社

に依存せず、メンバー内で適切に実施できる。同時にそれらメンバーの共同研究により、日

韓の比較分析なども適切に実施可能である。具体的な研究組織は以下の通りである。

■全研究プロジェクトならびに実査統括総括：田辺俊介

■班別研究会（下線は分担者で班ごとの研究統括、「協」は「研究協力者」の略）

(1)ナショナリズム：濱田国佑、田辺俊介、五十嵐彰(協)、明戸隆浩(協)、齋藤僚介(協) 

(2)政治意識：松谷満、中井遼、米田幸弘（協）、伊藤理史（協）、桑名祐樹（協） 

(3)時点比較：阪口祐介、永吉希久子（副）、田辺俊介 

(4)国際比較：中井遼、永吉希久子（副）、田辺俊介、Naeyun Lee（協）、曺慶鎬（協） 

 

参考文献（研究メンバーの文献は次頁に掲載）

Bonikowski, Bart, 2016(Working Paper), “Schemas of the Nation in Modern Democracies”.
Heath, Anthony, Eldad Davidov, Robert Ford, Eva G. T. Green, Alice Ramos & Peter Schmidt, 2020, 

“Contested terrain: explaining divergent patterns of public opinion towards immigration within 
Europe,” Journal of Ethnic and Migration Studies. 

樋口直人, 2014,『日本型排外主義』名古屋大学出版会. 
樋口直人他, 2019,『ネット右翼とは何か』青弓社．

Quillian, Lincoln, 1995, “Prejudice as a Response to Perceived Group Threat: Population Composition 
and Anti-Immigrant and Racial Prejudice in Europe,” American Sociological Review 60: 586-611. 

Semyonov, Moshe, Rebeca Rajiman & Anastasia Gorodzeisky, 2006, “The Rise of Anti-foreigner 
Sentiment in European Societies, 1988-2000,” American Sociological Review, 71: 429-49. 
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事例⑩-7

予備実験でポイントとなる研究要素の試作まで実施し、審査委員に 
対して実行可能性の高さをアピールすることで安心感を与えている。
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【【１１ 研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】

研研究究課課題題 体体制制 2022年年度度 2023年年度度 2024年年度度

(1)ナノハイブリッド

生産プロセスの構築
荒尾

(2)シート材の強度評価

分子シミュレーション

荒尾

Tanks

(3)高強度板材の成形
荒尾

川田

(4)射出成型とリサイク

ルプロセスの構築
荒尾

混練エネルギーに対する剥離度と面積のデータ蓄積

シート成形と強度評価、モデル構築

分子シミュレーションによる設計指針の提示

プレス成型による高強度板材の作製

長期信頼性の確立

ナノ素材のレオロジー評価 ナノ素材の射出成型

リサイクル性の評価

④④ ナナノノ素素材材をを利利用用ししたた射射出出成成型型ププロロセセスス開開発発とと、、成成形形品品ののリリササイイククルルププロロセセススのの構構築築

セルロースナノファイバーは水溶液中で絡み合い、粘度上昇が著しい。2wt%を含む水溶

液で流動性を失い、水分を抜くと硬く凝集する。一方でグラフェン表面に吸着させてハイブ

リッド化させると、20wt%程度でも流動性を担保できることを確認している。これは平坦な

グラフェンに吸着することで、ナノファイバー同士の絡み合いが抑制されたことによる。更

に固形濃度を増していき、80wt%まで流動性を担保することができれば、世界初のナノ素材

を利用した射出成型が可能となる（図12）。本項目では、ナノ素材の含水によるレオロジー

制御が必要となる。射出品は脱気後に圧力を付与し緻

密化すれば強度は上昇する。ナノ素材が複雑に絡み合

った構造で、強度200MPa、弾性率20MPaを目指し、汎

用アルミニウムの代替を狙う。成形が極めて難しい場

合は、可塑剤として生分解性のあるポリ乳酸を加える。

また得られた成形物について、親水性に戻して水分

を付与すれば、容易に水に分散して再びシート成形が

できる。いわゆる段ボールの製造工程と同じである。

段ボールと異なり、ナノ素材は脱水後に強く凝集し、

高い強度を示す。本申請課題によりナノ素材の循環プ

ロセスを構築し、少ない資源で多くの価値を生み出す。

本本研研究究のの目目的的をを達達成成すするるたためめのの準準備備状状況況

本研究の実行可能性について予備実験を行い、詳しく検討してきた。セルロースナノファ

イバーはグラフェンに強く吸着し、分散剤と応力伝達の両方の役割を担うことを確認してい

る。配向したシート素材はプレス成型可能であり、試作の段階で強度は300MPaと汎用アル

ミニウムに匹敵する値が出ている。本申請課題でナノ素材の超高アスペクト比を成し遂げ、

強度発現に対するナノ構造の影響を明らかにしていくことで、目標とする強度1000MPaを超

えるシート材、バルク材を生み出す。研究分担者である川田教授とTanks研究員とは既にグ

ラフェンに関する共同研究を展開している。研究分担者とグラフェンに関する多くの論文を

共著で発表しており、十分な連携がとれている。以下に研究体制と計画を記す。

表表1研研究究体体制制とと研研究究計計画画

図12 ナノ素材からなる射出成型品

（イメージ写真）

基基盤盤研研究究（（ＡＡ））（（一一般般））６６  

【【１１  研研究究目目的的、、研研究究方方法法ななどど（（つつづづきき））】】  

（5）本研究の目的を達成するための準備状況

本研究は、これまで複数の研究プロジェクトにおいて共同研究を行ってきたメンバーを中

心に行うものである。そのため対面による研究会だけでなく、Slackなどのネットワークツー

ルを通じて日常的な研究交流を続けており、研研究究上上のの連連絡絡体体制制そそのの他他はは万万全全のの状状態態にある。

実査に関し、各メンバーは様々な社会調査の経験を有している。まず、ほとんどのメンバ

ーは2009年・2013年・2017年に行った継続調査の経験者、あるいは2021年調査の実施者であ

り、調査計画から実施、データ化に至るまでの全プロセスを熟知している。また研究代表者

は、著名な大規模社会調査（SSM、JGSSなど）の研究メンバーを勤め、東京大学社会科学研

究所が実施する若年・壮年パネル調査のデータ・マネジメント統括者でもあった。大規模調

査の運営に関する充分な知識と経験を有し、実査運営に支障を来すことはないと考えている。

継続調査の質問紙調査の手法自体も、以前から採用している調査方法（全国の市区町村で

サンプリングを行い、郵送にて調査票を送付し、郵送にて回収）を踏襲するため、その点で

も問題は発生しにくいと言える。サンプリング、調査票チェック、データチェック・入力な

どの作業については、研究メンバーの学生・院生たちが協力予定となっている。

さらに今回の計画では国際比較調査を予定しているが、そのために当該の排外主義やナシ

ョナリズムの調査研究に関して複数の国際比較調査を経験している中井遼が分担者となって

いる。中井の経験を生かすことで国際比較調査をスムーズに実施可能と考えている。また、

より実質的な実査に向けた諸作業（調査票の内容や翻訳チェックなど）は、研究協力者とし

て加わっているNaeyun Lee（Ph.D., Sociology, University of Chicago、現ソウル大アジアセンタ

ー訪問研究員）や曺慶鎬などが中心となって行うため、国際比較調査の要諦部分は調査会社

に依存せず、メンバー内で適切に実施できる。同時にそれらメンバーの共同研究により、日

韓の比較分析なども適切に実施可能である。具体的な研究組織は以下の通りである。

■全研究プロジェクトならびに実査統括総括：田辺俊介

■班別研究会（下線は分担者で班ごとの研究統括、「協」は「研究協力者」の略）

(1)ナショナリズム：濱田国佑、田辺俊介、五十嵐彰(協)、明戸隆浩(協)、齋藤僚介(協) 

(2)政治意識：松谷満、中井遼、米田幸弘（協）、伊藤理史（協）、桑名祐樹（協） 

(3)時点比較：阪口祐介、永吉希久子（副）、田辺俊介 

(4)国際比較：中井遼、永吉希久子（副）、田辺俊介、Naeyun Lee（協）、曺慶鎬（協） 

 

参考文献（研究メンバーの文献は次頁に掲載）

Bonikowski, Bart, 2016(Working Paper), “Schemas of the Nation in Modern Democracies”.
Heath, Anthony, Eldad Davidov, Robert Ford, Eva G. T. Green, Alice Ramos & Peter Schmidt, 2020, 

“Contested terrain: explaining divergent patterns of public opinion towards immigration within 
Europe,” Journal of Ethnic and Migration Studies. 

樋口直人, 2014,『日本型排外主義』名古屋大学出版会. 
樋口直人他, 2019,『ネット右翼とは何か』青弓社．

Quillian, Lincoln, 1995, “Prejudice as a Response to Perceived Group Threat: Population Composition 
and Anti-Immigrant and Racial Prejudice in Europe,” American Sociological Review 60: 586-611. 

Semyonov, Moshe, Rebeca Rajiman & Anastasia Gorodzeisky, 2006, “The Rise of Anti-foreigner 
Sentiment in European Societies, 1988-2000,” American Sociological Review, 71: 429-49. 
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事例⑩-8

研究の準備状況を自信をもって述べている。研究メンバーの高い経験値
や研究手法とも明確であり、効果的・効率的に研究を遂行できるという
安心感を与えている。

この部分には、各班の研究者氏名がはいります。
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【【２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】  

④探究力アンケートの試作版の作成と試行実践の実施 

 本研究における実証的な効果検証に活用する評価

ツールが、探究力アンケートである。前述したよう

に、先行研究の分析によって、必要とされる生徒の

探究力を示す項目を抽出整理し、仮に10領域20項目

が特定されている。領域名は、「主体力」「協働

力」「創造力」「自己決定力」「問題解決力」「自

己成長力」である。これを試作版として、これまで

にいくつかの高校において授業で活用し、教師と生

徒から経験的なフィードバックを受けて改善してき

ている（右資料参照）。これを、本研究では初年度

からすぐに研究協力校に依頼して実施し、因子分析

などの統計的手法を用いて妥当性と信頼性の高い尺

度構成を行い、開発した単元構成や学習方式の効果

検証を実証的に行うことができる。

（２）研究環境 

 本研究は、教育実践の開発と評価を通した研究であるため、大型の研究設備や施設は必要

としない。また、必要な機器（コンピュータ、ビデオカメラ、デジタルカメラ等）について

は、本研究の予算計画内で購入できる物品で十分である。そこで、この欄には次の４点から

研究支援状況について記述する。

①研究授業を実施する学校の確保 

 本研究では、新しい授業開発と実践を行うことが不可欠であるため、研究協力を依頼でき

る高等学校の確保が大切である。前述したように、すでに10校に本研究の依頼を完了してい

る。必要に応じて最終年度に研究協力校を増やすことができる。

②研究補助を行う大学院生の確保 

 予算計画に記述したように、本研究では研究授業のビデオ記録の内容分析や教師インタビ

ューの内容分析、さらに探究力アンケートの統計分析などに関わる研究補助者の確保が欠か

せない。幸い、研究代表者が所属する教職大学院には、すでに教員免許を持ち研究補助の経

験が豊富な院生が多数在籍している。その中から10名を確保して本研究の補助にあたらせる。

③研究支援の体制が整わなかった時のバックアップ体制 

 研究協力校の学校数が確保できなかったときのために（首都圏が新型コロナウイルスの感

染拡大による休校措置や時差登校などになった場合を含む）、探究的な教科学習について積

極的に推進している学校として、さらに、首都圏外の高等学校を３校確保している。すでに、

今年度在籍の学校長及び担当教員に同意を得ている。

④同一テーマでの研究資金の申請・獲得状況 

 早稲田大学では科学研究費を獲得した教員に特定課題研究経費として年間30万円、３年間

で90万円の研究補助費が支給される。そこでは、全額を備品費に充てることができるため、

本研究で計画した備品の個数を増やすことができる。こうして、研究資金面からのバックア

ップ体制も整えている。
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これまでに開発・改善してきた実証的な効果検証評価ツールを具体的に
示し、研究の実行可能性をアピールしている。

事例⑪-1

⑪これまでの研究業績・研究経験を示し、 
研究遂行能力を伝える

 
【2　応募者の研究遂行能力及び研究環境】

（1）これまでの研究活動
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若若手手研研究究５５ 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究

資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。 

((11))ここれれままででのの研研究究活活動動  

申請者はこれまで、科研費課題「俳句言説史の構築――正岡子規の俳句革新を出発点とし

て――」（特別研究員奨励費、2015-2018年度、15J06483）と「明治俳句表現史の研究――近代俳

句データベースの構築を見据えて――」（特別研究員奨励費、2019-2020年度、19J01053）に取り

組み、明治期における新派俳句の成立・変容過程を、俳論と実作の両面から実証的に考究し

てきた。一連の研究過程では従来参照されていない地方俳誌も多数閲覧しているため、本研

究に必要な高度な専門知識を有している。また、近代俳句関連の先行研究を参照してきたこ

とで、検討が不十分な論点も把握している。さらに、それらの知見を踏まえた研究成果を積

極的に公表しており、本研究も円滑に実行できることが見込まれる。以下、本研究の実行に

足る研究遂行能力の根拠として、関連する主要な研究活動について概述する。

まず俳句言説史の研究では、新派俳句の興隆期にあたる明治30年前後から、新傾向俳句が
台頭した明治40年代までを対象に、俳句に関する同時代言説の分析を通じて、ジャンルの通
時的な一貫性を批判的に検証してきた。たとえば、「明治三十年前後の虚子俳論――日清戦

後の「文学」の中で――」（『日本近代文学』96集、pp.1-16、2017）では、従来看過されてき

た虚子の俳論を引証しつつ、彼の俳句観を日清戦後という時流のなかに布置し直した。

特に本研究との関連では、「高浜虚子と「感じ」の時代――明治三十四年前後の俳句言説

試論――」（『日本文学』65巻9号、pp.11-21、2016）において、地方俳誌の言説分析を通じ、

明治34年頃の俳壇における虚子批判の実態を明らかにした。また、「温泉百句論争再考――
子規没後俳壇の俳句言説を通じて――」（『国語と国文学』95巻10号、pp.33-49、2018）では、

先行研究の蓄積がある虚子と碧梧桐の温泉百句論争を取り上げ、『紫苑』や『鵜川』、『俳

星』といった俳誌上の同時代評を多数発掘することで、二人の論争が低調な日本派俳壇の警

醒を促していたことを指摘した。

さらに、「虚子における連句の位置――明治三十七年俳壇の一側面――」（『連歌俳諧研

究』132号、pp.15-27、2017）や、「剣花坊・日露戦争・碧梧桐――時局の中の川柳と俳句―

―」（『日本近代文学』99集、pp.33-48、2018）では、明治30年代後半の諸俳誌上の言説も参照
しつつ、先行研究に乏しい当時の連句や川柳を、俳句との関わりのなかで再評価した。

近年では明治40年代の新傾向俳句に関する言説分析を進めており、「新傾向俳句の源流―
―大須賀乙字とその時代――」（『文学・語学』231号、pp.1-13、2021）では、新傾向俳句の発

端である大須賀乙字の初期俳論を、当時彼が学んだ心理学や言語学の知見と関連づけながら

考証し、その同時代的な位置づけを明らかにした。また、「新傾向俳句の興隆と「俳諧趣

味」の刷新――自然主義隆盛期の俳句言説をめぐって――」（『国文学研究』193集、pp.119-

133、2021）では、碧梧桐らの新傾向俳句論と同時代文壇の自然主義との複雑な関係性を、当

時劣位に置かれつつあった「俳諧趣味」の刷新という観点から分析した。さらに、「明治俳

壇の喧囂な終局――虚子の俳壇復帰とその時代――」（『日本近代文学』103集、pp.1-16、

2020）では、明治末頃における俳誌上の言説を広く収集することで、虚子が小説から俳句に

復帰した際の俳壇の勢力図を明らかにした。一連の研究成果は地方俳誌を含む資料調査に立

脚しており、本研究でもそうした実証的な研究手法が活用できると期待される。 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））５５  

 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者（研究代表者、研究分担者）の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に

必要な研究施設・設備・研究資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい  

((11)) ここれれままででのの研研究究活活動動                                                                

【正木 宏明】 研究代表者  

研究代表者は脳波計測による認知機能の研究に長年従事しており，本研究を遂行するうえ

で十分な専門知識と経験を有している。ERN研究については，その発見者の独国Falkenstein
博士1)，米国Gehring博士2)との共同研究にとどまらず，複数の国際共同研究を通してERNと

FRNの機能的意義を明らかにしてきた3-7)。学習初期では優れたパフォーマンス生成にとって

パフォーマンスモニタリングが重要な役割を担っていることを論じ5)，運動学習とエラー検

出能力との関係6)をERN測定で明らかにしてきた。不安との関係では，高競技不安のアスリ

ートは低競技不安のアスリートに比較して，他者からパフォーマンスを評価されるプレッシ

ャー下でERNが増大することを明らかにした7)。これは，競技不安レベルに紐づけてアスリ

ートのパフォーマンスモニタリング機能をERNで調べた最初の論文となった。近年ではアス

リートやスポーツ種目特有の脳活動同定にも努めており，例えばスプリンターは長距離ラン

ナーよりも内受容感覚に優れている8)一方で，ERN振幅の変動が大きい9)ことを示した。 
ボール把握により右半球を賦活させて，アスリートのあがりを防止する研究についても，

実験データを集積させており，硬度の比較的高いボール（内気圧100 hPa）を90秒間程度把

握すると左右偏側性を効率的に創出できることを見出した10)。 
また，所属機関現有の3テスラMRIのオペレータ資格を所持し，fMRIと脳波の併用を行っ

ており，時間分解能と空間分解能を高めることで種々の現象の神経機序解明に努めている11)。 
【小野田 慶一】 研究分担者 

エラー関連処理の脳機能について，θオシレーションの視座からその神経機序に関する研

究をfMRIと脳波の両面から明らかにしてきた12)。また，fMRIと計算論的モデリングを組み

合わせた研究13)，深層学習とMRI構造画層を用いた神経疾患の発症予測の研究14)を行ってい

る。本研究では，ボール把握に伴って賦活する前頭葉の神経基盤に加えて，ACCとの機能的

結合15)を明らかにするために，空間ストループ課題を用いた事象関連解析で検証する。 
((22)) 研研究究環環境境                                                                            

研究代表者は，複数のデジタル脳波計（128チャネル，64チャネル，32チャネル）を有し，

ノイズ対策としてアクティブ電極を使用することで，種々の実験目的に応じた脳波計測を実

施している。また，脳波解析については，事象関連分析（加算平均法）および周波数分析

（時間－周波数分析，高速フーリエ変換，コヒーレンス解析，ウェーブレット解析）を行う

ための解析プラットフォームを構築済みである。その他，キネマティクス解析を行うための

ハイスピードカメラ，視線行動を調べるためのアイトラッカーシステムを有している。 
さらに，研究代表者の所属先には，研究目的で使用できる3テスラMRIが設置されており，

オペレータ資格を持つ代表者自らがMRI撮像を行っている。fMRIの事象関連解析を実施する

うえで必要なトリガ装置に加えて，ボタンデバイス，グリップフォースも完備している。 
 ただし，参加者の注意が内的制御（心拍数の減少, Lacey & Lacey, 1978）になった場合，パ

フォーマンス悪化の方向にあることを確認すべく，自律神経系活動を脳波と同時計測するた

めの16Chアナログ入力アンプ を計上させていただいた。 

若若手手研研究究５５ 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究

資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。 

((11))ここれれままででのの研研究究活活動動  

申請者はこれまで、科研費課題「俳句言説史の構築――正岡子規の俳句革新を出発点とし

て――」（特別研究員奨励費、2015-2018年度、15J06483）と「明治俳句表現史の研究――近代俳

句データベースの構築を見据えて――」（特別研究員奨励費、2019-2020年度、19J01053）に取り

組み、明治期における新派俳句の成立・変容過程を、俳論と実作の両面から実証的に考究し

てきた。一連の研究過程では従来参照されていない地方俳誌も多数閲覧しているため、本研

究に必要な高度な専門知識を有している。また、近代俳句関連の先行研究を参照してきたこ

とで、検討が不十分な論点も把握している。さらに、それらの知見を踏まえた研究成果を積

極的に公表しており、本研究も円滑に実行できることが見込まれる。以下、本研究の実行に

足る研究遂行能力の根拠として、関連する主要な研究活動について概述する。

まず俳句言説史の研究では、新派俳句の興隆期にあたる明治30年前後から、新傾向俳句が
台頭した明治40年代までを対象に、俳句に関する同時代言説の分析を通じて、ジャンルの通
時的な一貫性を批判的に検証してきた。たとえば、「明治三十年前後の虚子俳論――日清戦

後の「文学」の中で――」（『日本近代文学』96集、pp.1-16、2017）では、従来看過されてき

た虚子の俳論を引証しつつ、彼の俳句観を日清戦後という時流のなかに布置し直した。

特に本研究との関連では、「高浜虚子と「感じ」の時代――明治三十四年前後の俳句言説

試論――」（『日本文学』65巻9号、pp.11-21、2016）において、地方俳誌の言説分析を通じ、

明治34年頃の俳壇における虚子批判の実態を明らかにした。また、「温泉百句論争再考――
子規没後俳壇の俳句言説を通じて――」（『国語と国文学』95巻10号、pp.33-49、2018）では、

先行研究の蓄積がある虚子と碧梧桐の温泉百句論争を取り上げ、『紫苑』や『鵜川』、『俳

星』といった俳誌上の同時代評を多数発掘することで、二人の論争が低調な日本派俳壇の警

醒を促していたことを指摘した。

さらに、「虚子における連句の位置――明治三十七年俳壇の一側面――」（『連歌俳諧研

究』132号、pp.15-27、2017）や、「剣花坊・日露戦争・碧梧桐――時局の中の川柳と俳句―

―」（『日本近代文学』99集、pp.33-48、2018）では、明治30年代後半の諸俳誌上の言説も参照
しつつ、先行研究に乏しい当時の連句や川柳を、俳句との関わりのなかで再評価した。

近年では明治40年代の新傾向俳句に関する言説分析を進めており、「新傾向俳句の源流―
―大須賀乙字とその時代――」（『文学・語学』231号、pp.1-13、2021）では、新傾向俳句の発

端である大須賀乙字の初期俳論を、当時彼が学んだ心理学や言語学の知見と関連づけながら

考証し、その同時代的な位置づけを明らかにした。また、「新傾向俳句の興隆と「俳諧趣

味」の刷新――自然主義隆盛期の俳句言説をめぐって――」（『国文学研究』193集、pp.119-

133、2021）では、碧梧桐らの新傾向俳句論と同時代文壇の自然主義との複雑な関係性を、当

時劣位に置かれつつあった「俳諧趣味」の刷新という観点から分析した。さらに、「明治俳

壇の喧囂な終局――虚子の俳壇復帰とその時代――」（『日本近代文学』103集、pp.1-16、

2020）では、明治末頃における俳誌上の言説を広く収集することで、虚子が小説から俳句に

復帰した際の俳壇の勢力図を明らかにした。一連の研究成果は地方俳誌を含む資料調査に立

脚しており、本研究でもそうした実証的な研究手法が活用できると期待される。 
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事例⑪-2

過去に採択された外部資金や発表した論文などの実績を示しながら、
本研究に関連するこれまでの取り組みと成果を説明しているので、 
研究遂行能力の高さがわかる。
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若若手手研研究究５５ 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究

資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。 

((11))ここれれままででのの研研究究活活動動  

申請者はこれまで、科研費課題「俳句言説史の構築――正岡子規の俳句革新を出発点とし

て――」（特別研究員奨励費、2015-2018年度、15J06483）と「明治俳句表現史の研究――近代俳

句データベースの構築を見据えて――」（特別研究員奨励費、2019-2020年度、19J01053）に取り

組み、明治期における新派俳句の成立・変容過程を、俳論と実作の両面から実証的に考究し

てきた。一連の研究過程では従来参照されていない地方俳誌も多数閲覧しているため、本研

究に必要な高度な専門知識を有している。また、近代俳句関連の先行研究を参照してきたこ

とで、検討が不十分な論点も把握している。さらに、それらの知見を踏まえた研究成果を積

極的に公表しており、本研究も円滑に実行できることが見込まれる。以下、本研究の実行に

足る研究遂行能力の根拠として、関連する主要な研究活動について概述する。

まず俳句言説史の研究では、新派俳句の興隆期にあたる明治30年前後から、新傾向俳句が
台頭した明治40年代までを対象に、俳句に関する同時代言説の分析を通じて、ジャンルの通
時的な一貫性を批判的に検証してきた。たとえば、「明治三十年前後の虚子俳論――日清戦

後の「文学」の中で――」（『日本近代文学』96集、pp.1-16、2017）では、従来看過されてき

た虚子の俳論を引証しつつ、彼の俳句観を日清戦後という時流のなかに布置し直した。

特に本研究との関連では、「高浜虚子と「感じ」の時代――明治三十四年前後の俳句言説

試論――」（『日本文学』65巻9号、pp.11-21、2016）において、地方俳誌の言説分析を通じ、

明治34年頃の俳壇における虚子批判の実態を明らかにした。また、「温泉百句論争再考――
子規没後俳壇の俳句言説を通じて――」（『国語と国文学』95巻10号、pp.33-49、2018）では、

先行研究の蓄積がある虚子と碧梧桐の温泉百句論争を取り上げ、『紫苑』や『鵜川』、『俳

星』といった俳誌上の同時代評を多数発掘することで、二人の論争が低調な日本派俳壇の警

醒を促していたことを指摘した。

さらに、「虚子における連句の位置――明治三十七年俳壇の一側面――」（『連歌俳諧研

究』132号、pp.15-27、2017）や、「剣花坊・日露戦争・碧梧桐――時局の中の川柳と俳句―

―」（『日本近代文学』99集、pp.33-48、2018）では、明治30年代後半の諸俳誌上の言説も参照
しつつ、先行研究に乏しい当時の連句や川柳を、俳句との関わりのなかで再評価した。

近年では明治40年代の新傾向俳句に関する言説分析を進めており、「新傾向俳句の源流―
―大須賀乙字とその時代――」（『文学・語学』231号、pp.1-13、2021）では、新傾向俳句の発

端である大須賀乙字の初期俳論を、当時彼が学んだ心理学や言語学の知見と関連づけながら

考証し、その同時代的な位置づけを明らかにした。また、「新傾向俳句の興隆と「俳諧趣

味」の刷新――自然主義隆盛期の俳句言説をめぐって――」（『国文学研究』193集、pp.119-

133、2021）では、碧梧桐らの新傾向俳句論と同時代文壇の自然主義との複雑な関係性を、当

時劣位に置かれつつあった「俳諧趣味」の刷新という観点から分析した。さらに、「明治俳

壇の喧囂な終局――虚子の俳壇復帰とその時代――」（『日本近代文学』103集、pp.1-16、

2020）では、明治末頃における俳誌上の言説を広く収集することで、虚子が小説から俳句に

復帰した際の俳壇の勢力図を明らかにした。一連の研究成果は地方俳誌を含む資料調査に立

脚しており、本研究でもそうした実証的な研究手法が活用できると期待される。 

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））５５  

 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者（研究代表者、研究分担者）の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に

必要な研究施設・設備・研究資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい  

((11)) ここれれままででのの研研究究活活動動                                                                

【正木 宏明】 研究代表者  

研究代表者は脳波計測による認知機能の研究に長年従事しており，本研究を遂行するうえ

で十分な専門知識と経験を有している。ERN研究については，その発見者の独国Falkenstein
博士1)，米国Gehring博士2)との共同研究にとどまらず，複数の国際共同研究を通してERNと

FRNの機能的意義を明らかにしてきた3-7)。学習初期では優れたパフォーマンス生成にとって

パフォーマンスモニタリングが重要な役割を担っていることを論じ5)，運動学習とエラー検

出能力との関係6)をERN測定で明らかにしてきた。不安との関係では，高競技不安のアスリ

ートは低競技不安のアスリートに比較して，他者からパフォーマンスを評価されるプレッシ

ャー下でERNが増大することを明らかにした7)。これは，競技不安レベルに紐づけてアスリ

ートのパフォーマンスモニタリング機能をERNで調べた最初の論文となった。近年ではアス

リートやスポーツ種目特有の脳活動同定にも努めており，例えばスプリンターは長距離ラン

ナーよりも内受容感覚に優れている8)一方で，ERN振幅の変動が大きい9)ことを示した。 
ボール把握により右半球を賦活させて，アスリートのあがりを防止する研究についても，

実験データを集積させており，硬度の比較的高いボール（内気圧100 hPa）を90秒間程度把

握すると左右偏側性を効率的に創出できることを見出した10)。 
また，所属機関現有の3テスラMRIのオペレータ資格を所持し，fMRIと脳波の併用を行っ

ており，時間分解能と空間分解能を高めることで種々の現象の神経機序解明に努めている11)。 
【小野田 慶一】 研究分担者 

エラー関連処理の脳機能について，θオシレーションの視座からその神経機序に関する研

究をfMRIと脳波の両面から明らかにしてきた12)。また，fMRIと計算論的モデリングを組み

合わせた研究13)，深層学習とMRI構造画層を用いた神経疾患の発症予測の研究14)を行ってい

る。本研究では，ボール把握に伴って賦活する前頭葉の神経基盤に加えて，ACCとの機能的

結合15)を明らかにするために，空間ストループ課題を用いた事象関連解析で検証する。 
((22)) 研研究究環環境境                                                                            

研究代表者は，複数のデジタル脳波計（128チャネル，64チャネル，32チャネル）を有し，

ノイズ対策としてアクティブ電極を使用することで，種々の実験目的に応じた脳波計測を実

施している。また，脳波解析については，事象関連分析（加算平均法）および周波数分析

（時間－周波数分析，高速フーリエ変換，コヒーレンス解析，ウェーブレット解析）を行う

ための解析プラットフォームを構築済みである。その他，キネマティクス解析を行うための

ハイスピードカメラ，視線行動を調べるためのアイトラッカーシステムを有している。 
さらに，研究代表者の所属先には，研究目的で使用できる3テスラMRIが設置されており，

オペレータ資格を持つ代表者自らがMRI撮像を行っている。fMRIの事象関連解析を実施する

うえで必要なトリガ装置に加えて，ボタンデバイス，グリップフォースも完備している。 
 ただし，参加者の注意が内的制御（心拍数の減少, Lacey & Lacey, 1978）になった場合，パ

フォーマンス悪化の方向にあることを確認すべく，自律神経系活動を脳波と同時計測するた

めの16Chアナログ入力アンプ を計上させていただいた。 

若若手手研研究究５５ 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究

資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。 

((11))ここれれままででのの研研究究活活動動  

申請者はこれまで、科研費課題「俳句言説史の構築――正岡子規の俳句革新を出発点とし

て――」（特別研究員奨励費、2015-2018年度、15J06483）と「明治俳句表現史の研究――近代俳

句データベースの構築を見据えて――」（特別研究員奨励費、2019-2020年度、19J01053）に取り

組み、明治期における新派俳句の成立・変容過程を、俳論と実作の両面から実証的に考究し

てきた。一連の研究過程では従来参照されていない地方俳誌も多数閲覧しているため、本研

究に必要な高度な専門知識を有している。また、近代俳句関連の先行研究を参照してきたこ

とで、検討が不十分な論点も把握している。さらに、それらの知見を踏まえた研究成果を積

極的に公表しており、本研究も円滑に実行できることが見込まれる。以下、本研究の実行に

足る研究遂行能力の根拠として、関連する主要な研究活動について概述する。

まず俳句言説史の研究では、新派俳句の興隆期にあたる明治30年前後から、新傾向俳句が
台頭した明治40年代までを対象に、俳句に関する同時代言説の分析を通じて、ジャンルの通
時的な一貫性を批判的に検証してきた。たとえば、「明治三十年前後の虚子俳論――日清戦

後の「文学」の中で――」（『日本近代文学』96集、pp.1-16、2017）では、従来看過されてき

た虚子の俳論を引証しつつ、彼の俳句観を日清戦後という時流のなかに布置し直した。

特に本研究との関連では、「高浜虚子と「感じ」の時代――明治三十四年前後の俳句言説

試論――」（『日本文学』65巻9号、pp.11-21、2016）において、地方俳誌の言説分析を通じ、

明治34年頃の俳壇における虚子批判の実態を明らかにした。また、「温泉百句論争再考――
子規没後俳壇の俳句言説を通じて――」（『国語と国文学』95巻10号、pp.33-49、2018）では、

先行研究の蓄積がある虚子と碧梧桐の温泉百句論争を取り上げ、『紫苑』や『鵜川』、『俳

星』といった俳誌上の同時代評を多数発掘することで、二人の論争が低調な日本派俳壇の警

醒を促していたことを指摘した。

さらに、「虚子における連句の位置――明治三十七年俳壇の一側面――」（『連歌俳諧研

究』132号、pp.15-27、2017）や、「剣花坊・日露戦争・碧梧桐――時局の中の川柳と俳句―

―」（『日本近代文学』99集、pp.33-48、2018）では、明治30年代後半の諸俳誌上の言説も参照
しつつ、先行研究に乏しい当時の連句や川柳を、俳句との関わりのなかで再評価した。

近年では明治40年代の新傾向俳句に関する言説分析を進めており、「新傾向俳句の源流―
―大須賀乙字とその時代――」（『文学・語学』231号、pp.1-13、2021）では、新傾向俳句の発

端である大須賀乙字の初期俳論を、当時彼が学んだ心理学や言語学の知見と関連づけながら

考証し、その同時代的な位置づけを明らかにした。また、「新傾向俳句の興隆と「俳諧趣

味」の刷新――自然主義隆盛期の俳句言説をめぐって――」（『国文学研究』193集、pp.119-

133、2021）では、碧梧桐らの新傾向俳句論と同時代文壇の自然主義との複雑な関係性を、当

時劣位に置かれつつあった「俳諧趣味」の刷新という観点から分析した。さらに、「明治俳

壇の喧囂な終局――虚子の俳壇復帰とその時代――」（『日本近代文学』103集、pp.1-16、

2020）では、明治末頃における俳誌上の言説を広く収集することで、虚子が小説から俳句に

復帰した際の俳壇の勢力図を明らかにした。一連の研究成果は地方俳誌を含む資料調査に立

脚しており、本研究でもそうした実証的な研究手法が活用できると期待される。 
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事例⑪-3

自らの関連論文を示しながら、研究内容をわかりやすく説明している。
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研研究究活活動動ススタターートト支支援援４４ 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究

資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。 

（（1））ここれれままででのの研研究究活活動動  

 申請者はこれまで、自動車排ガス中の有害

成分である窒素酸化物 (NOx)や一酸化炭素

(CO)、未燃炭化水素(HC)を無害な成分(N2, 
CO2, H2O)に浄化する三元触媒の研究を精力

的に行ってきた。その結果三元触媒反応に対

して電場をアシストすることで、従来の触媒

反応では反応の進まない低温領域で三元触媒

反応が進行することを見出した(図4)。また、

赤外分光法を用いた触媒表面の吸着種や反応

中間体の観察を中心に、電場中の三元触媒反

応のメカニズムを解明することに成功した。

一連の研究業績として、学術論文4報(うち筆頭1報)、多数の学会発表等を行い、2件のポスタ

ー発表賞を受賞した。さらにこれらの研究を通じて、赤外分光や SPring-8 での

EXAFS/XANESなどの分析手法において技術を磨いてきた。特にEXAFS/XANES測定は、現

地で開催された勉強合宿に参加し、高度なスキルと幅広い知識を身につける事ができた。加

えて自身の研究テーマだけではなく、所属研究室の他のグループとともに固体物理化学・理

論化学においても共同で議論を深めてきた。このような経験から、幅広い分野の情報と柔軟

な発想を得て新しい反応プロセスを開拓することができた。

＜学術雑誌等（計 4 本、全て査読有り）＞

1. Takuma Higo, Yuki Omori, Ayaka Shigemoto, Kohei Ueno, Shuhei Ogo, Yasushi Sekine, 
“Promotive effect of H2O on low-temperature NO reduction by CO over Pd/La0.9Ba0.1AlO3-δ”, 
Catalysis Today, 352, 192-197, 2020. 

2. Toru Uenishi, Ayaka Shigemoto, Yuki Omori, Takuma Higo, Shuhei Ogo, and Yasushi Sekine, 
“Three-way catalytic reaction in an electric field for exhaust emission control application”, SAE 
Technical Paper, 2021-01-0573, 2021. 

3. Yuki Omori, Ayaka Shigemoto, Kohei Sugihara, Takuma Higo, Toru Uenishi, Yasushi Sekine, 
“Electrical promotion-assisted automotive exhaust catalyst: highly active and selective NO 
reduction to N2 at low-temperatures”, Catalysis Science and Technology, 11, 4008−4011, 2021. 

4. Ayaka Shigemoto, Takuma Higo, Yuki Narita, Seiji Yamazoe, Toru Uenishi, Yasushi Sekine, 
“Elucidation of catalytic NOx reduction mechanism in an electric field at low temperatures”, 
Catalysis Science and Technology, in press. (Cover Pictureにに選選定定さされれるる)

＜国際会議における発表（計 2 件、発表予定含む）> 
口頭（全て査読有り）

5. Ayaka Shigemoto, Yuki Omori, Kohei Sugihara, Takuma Higo, Toru Uenishi, Yasushi Sekine, 
“Three-way catalytic reaction in an electric field at 473 K”, The 18th Japan-Korea Symposium 
on Catalysis (18JKSC), online, (November, 2021) 

研研究究活活動動ススタターートト支支援援５５  
【【２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】  

6. Ayaka Shigemoto, Yuki Omori, Kohei Sugihara, Takuma Higo, Toru Uenishi, Yasushi Sekine, 
“Low-temperature three-way catalytic reaction in an electric field”, The 19th Tokyo Conference 
on Advanced Catalytic Science and Technology (TOCAT9), Fukuoka, Japan, (July, 2022) 

＜国内学会等における発表（計５件）＞

7. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、関根泰、水蒸気共存下における NOx 還元

反応の低温化、第 49 回石油学会秋季大会、1G08、山形、2019 年 10 月

8. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加による低温で

の三元触媒反応、第 125回触媒討論会、2P75、東京、2020 年 3 月

9. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加反応場におけ

る低温での三元触媒反応、第 126 回触媒討論会、1E10、オンライン、2020 年 9 月

10. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加による低温で

の三元触媒反応、触媒学会若手会「第 41 回夏の研修会」、P2-30、オンライン、2021
年 8 月(ポポススタターー発発表表優優秀秀賞賞受受賞賞)

11. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加プロセスを利

用した低温三元触媒反応、日本化学会第 11 回 CSJ 化学フェスタ 2021、オンライン、

2021 年 10 月(優優秀秀ポポススタターー発発表表賞賞受受賞賞)

（（2））研研究究環環境境  

 本研究に必要な触媒調製器具や触媒活性評価装置類は、既に所属研究室に整備されている

ため消耗品を中心に調達することで速やかに研究に着手できる。触媒活性評価は、現有の固

定床常圧流通式反応装置を用い、ガスラインを整備し、所定のガス(NO, CO, C3H6, O2, N2O, 
H2O,  H2, N2, Arなど)を触媒に供給して模擬排ガス環境下で触媒活性を評価する。反応後の出

口ガス成分の分析機器として、常圧化学発光法NOx計を1台、ガスクロマトグラフィー(検出

器：TCD, FID)を2台、フーリエ変換赤外分光分析装置を1台、四重極型質量分析装置を1台既

に準備している。触媒の構造評価は、粉末X線回折装置(Smart-LabⅢ, Rigaku社製)、自動比表

面積測定装置(Gemini Ⅶ, マイクロメリティックス社製)、レーザラマン分光光度計(NRS-4500, 
Jasco社製)を用いて行う。これらは既に所属研究室に整備されている。また触媒反応のメカ

ニズムを解析するため、所属研究室のフーリエ変換赤外分光光度計(FT/IR 6200, Jasco社製)を
用いる。ここでは反応ガス雰囲気で電場を印加しながらオペランド計測が出来るように独自

に装置を設計している。

 さらに申請者は早稲田大学に所属しているため、早稲田大学各務記念材料技術研究所及び

物性計測センターラボに整備された触媒解析装置を利用することが可能である。具体的には、

各種電子顕微鏡(TEM, SEM, STEM)や3Dデジタルマイクロスコープ、粒径分布測定装置、X
線光電子分光(XPS)測定装置などが挙げられる。また申請者は、SPring-8にて放射光を用いた

XAFS測定を行う経験を豊富に有している。この測定によって反応ガス雰囲気における触媒

の構造や電子状態を評価することが可能となる。さらにXAFS測定においても電場を印加し

ながらオペランド計測が行えるよう独自に装置を設計し運用してきた。本申請研究において、

反応条件下で電場あり・なし時の触媒の電子状態や表面吸着種、反応中間体を観察すること

は、メカニズムを解明する上で肝となる。

 以上のように、本研究遂行のための環境は十分に整っている。
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事例⑪-4
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研研究究活活動動ススタターートト支支援援４４ 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究

資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。 

（（1））ここれれままででのの研研究究活活動動  

 申請者はこれまで、自動車排ガス中の有害

成分である窒素酸化物 (NOx)や一酸化炭素

(CO)、未燃炭化水素(HC)を無害な成分(N2, 
CO2, H2O)に浄化する三元触媒の研究を精力

的に行ってきた。その結果三元触媒反応に対

して電場をアシストすることで、従来の触媒

反応では反応の進まない低温領域で三元触媒

反応が進行することを見出した(図4)。また、

赤外分光法を用いた触媒表面の吸着種や反応

中間体の観察を中心に、電場中の三元触媒反

応のメカニズムを解明することに成功した。

一連の研究業績として、学術論文4報(うち筆頭1報)、多数の学会発表等を行い、2件のポスタ

ー発表賞を受賞した。さらにこれらの研究を通じて、赤外分光や SPring-8 での

EXAFS/XANESなどの分析手法において技術を磨いてきた。特にEXAFS/XANES測定は、現

地で開催された勉強合宿に参加し、高度なスキルと幅広い知識を身につける事ができた。加

えて自身の研究テーマだけではなく、所属研究室の他のグループとともに固体物理化学・理

論化学においても共同で議論を深めてきた。このような経験から、幅広い分野の情報と柔軟

な発想を得て新しい反応プロセスを開拓することができた。

＜学術雑誌等（計 4 本、全て査読有り）＞

1. Takuma Higo, Yuki Omori, Ayaka Shigemoto, Kohei Ueno, Shuhei Ogo, Yasushi Sekine, 
“Promotive effect of H2O on low-temperature NO reduction by CO over Pd/La0.9Ba0.1AlO3-δ”, 
Catalysis Today, 352, 192-197, 2020. 

2. Toru Uenishi, Ayaka Shigemoto, Yuki Omori, Takuma Higo, Shuhei Ogo, and Yasushi Sekine, 
“Three-way catalytic reaction in an electric field for exhaust emission control application”, SAE 
Technical Paper, 2021-01-0573, 2021. 

3. Yuki Omori, Ayaka Shigemoto, Kohei Sugihara, Takuma Higo, Toru Uenishi, Yasushi Sekine, 
“Electrical promotion-assisted automotive exhaust catalyst: highly active and selective NO 
reduction to N2 at low-temperatures”, Catalysis Science and Technology, 11, 4008−4011, 2021. 

4. Ayaka Shigemoto, Takuma Higo, Yuki Narita, Seiji Yamazoe, Toru Uenishi, Yasushi Sekine, 
“Elucidation of catalytic NOx reduction mechanism in an electric field at low temperatures”, 
Catalysis Science and Technology, in press. (Cover Pictureにに選選定定さされれるる)

＜国際会議における発表（計 2 件、発表予定含む）> 
口頭（全て査読有り）

5. Ayaka Shigemoto, Yuki Omori, Kohei Sugihara, Takuma Higo, Toru Uenishi, Yasushi Sekine, 
“Three-way catalytic reaction in an electric field at 473 K”, The 18th Japan-Korea Symposium 
on Catalysis (18JKSC), online, (November, 2021) 

研研究究活活動動ススタターートト支支援援５５  
【【２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】  

6. Ayaka Shigemoto, Yuki Omori, Kohei Sugihara, Takuma Higo, Toru Uenishi, Yasushi Sekine, 
“Low-temperature three-way catalytic reaction in an electric field”, The 19th Tokyo Conference 
on Advanced Catalytic Science and Technology (TOCAT9), Fukuoka, Japan, (July, 2022) 

＜国内学会等における発表（計５件）＞

7. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、関根泰、水蒸気共存下における NOx 還元

反応の低温化、第 49 回石油学会秋季大会、1G08、山形、2019 年 10 月

8. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加による低温で

の三元触媒反応、第 125回触媒討論会、2P75、東京、2020 年 3 月

9. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加反応場におけ

る低温での三元触媒反応、第 126 回触媒討論会、1E10、オンライン、2020 年 9 月

10. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加による低温で

の三元触媒反応、触媒学会若手会「第 41 回夏の研修会」、P2-30、オンライン、2021
年 8 月(ポポススタターー発発表表優優秀秀賞賞受受賞賞)

11. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加プロセスを利

用した低温三元触媒反応、日本化学会第 11 回 CSJ 化学フェスタ 2021、オンライン、

2021 年 10 月(優優秀秀ポポススタターー発発表表賞賞受受賞賞)

（（2））研研究究環環境境  

 本研究に必要な触媒調製器具や触媒活性評価装置類は、既に所属研究室に整備されている

ため消耗品を中心に調達することで速やかに研究に着手できる。触媒活性評価は、現有の固

定床常圧流通式反応装置を用い、ガスラインを整備し、所定のガス(NO, CO, C3H6, O2, N2O, 
H2O,  H2, N2, Arなど)を触媒に供給して模擬排ガス環境下で触媒活性を評価する。反応後の出

口ガス成分の分析機器として、常圧化学発光法NOx計を1台、ガスクロマトグラフィー(検出

器：TCD, FID)を2台、フーリエ変換赤外分光分析装置を1台、四重極型質量分析装置を1台既

に準備している。触媒の構造評価は、粉末X線回折装置(Smart-LabⅢ, Rigaku社製)、自動比表

面積測定装置(Gemini Ⅶ, マイクロメリティックス社製)、レーザラマン分光光度計(NRS-4500, 
Jasco社製)を用いて行う。これらは既に所属研究室に整備されている。また触媒反応のメカ

ニズムを解析するため、所属研究室のフーリエ変換赤外分光光度計(FT/IR 6200, Jasco社製)を
用いる。ここでは反応ガス雰囲気で電場を印加しながらオペランド計測が出来るように独自

に装置を設計している。

 さらに申請者は早稲田大学に所属しているため、早稲田大学各務記念材料技術研究所及び

物性計測センターラボに整備された触媒解析装置を利用することが可能である。具体的には、

各種電子顕微鏡(TEM, SEM, STEM)や3Dデジタルマイクロスコープ、粒径分布測定装置、X
線光電子分光(XPS)測定装置などが挙げられる。また申請者は、SPring-8にて放射光を用いた

XAFS測定を行う経験を豊富に有している。この測定によって反応ガス雰囲気における触媒

の構造や電子状態を評価することが可能となる。さらにXAFS測定においても電場を印加し

ながらオペランド計測が行えるよう独自に装置を設計し運用してきた。本申請研究において、

反応条件下で電場あり・なし時の触媒の電子状態や表面吸着種、反応中間体を観察すること

は、メカニズムを解明する上で肝となる。

 以上のように、本研究遂行のための環境は十分に整っている。
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若手研究者は必ずしも研究業績が多くないので、学術論文のほか、 
国際会議での発表、国内学会での発表、受賞歴なども積極的に示すと
よい。
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研研究究活活動動ススタターートト支支援援４４ 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究

資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。 

■■ここれれままででのの研研究究活活動動::  申請者はこれまで（I）プラズモンと分子の弱結合相互作用，（II）
プラズモンとエキシトンの強結合相互作用，（III）プラズモンの可視化と解析について主に

研究を行なってきた。以下にそれぞれの研究の詳細を述べる。

（I）プラズモンと分子の弱結合相互作用: 金ナノロッド近傍に吸着させた分子の光化学反応

速度について研究を行い，プラズモンによる非線形化学反応速度の向上を観測した（業績

1）。また，金ナノプレート近傍におけるプラズモン誘起蛍光増強に着目し，励起過程増強

と放射過程増強の空間特性が異なること，両者は励起・蛍光波長におけるプラズモンモード

の空間特性を反映することを解明した（業績 2）。

（II）プラズモンとエキシトンの強結合相互作用: 銀ナノプレートに励起されるプラズモンと

色素分子会合体に励起されるエキシトンが形成する強結合状態に関する研究を行い，銀ナノ

プレート上においてプラズモンの空間特性を反映した電子状態の変調が起こることを解明し

た（業績 3）。また，金ナノロッドに励起されるプラズモンと色素分子会合体に励起される

エキシトンからなる強結合系の発光特性に関する研究から，強結合により生じた二つの電子

状態から発光があること，それらの電子状態の長いコヒーレンス時間が発光増強に関与する

ことを解明した（業績 4）。

（III）プラズモンの可視化と解析: a-SNOMを用いて金ナノプレートに励起されるプラズモン

共鳴の可視化を行い，プラズモンモードの空間特性がプレートと同型の井戸型ポテンシャル

に閉じ込められた粒子の固有関数で表現できること，プラズモンモードの共鳴特性がその対

称性により分類可能であることを明らかにした（業績 5,6）。また，プラズモンの分極方向

がその励起確率に大きく寄与すること，上記の固有関数を用いた解析が，ナノプレートの形

状に依存せず適用可能であることを解明した。（業績 7,8）。

申請者は，上記の研究活動で得られた結果を査読付き論文11報（筆頭著者2報）で発表し

た。そして，自身が行なった15件を含む34件の学会（口頭発表15件，ポスター発表18件（内，

国際会議5件））にて発表を行なった。また，行なった研究が学内において高く評価され，3
件の学内賞（業績 9,10,11）（それぞれ学科内で1名，物理化学専攻内で1名，物理化学専攻内

で1名受賞）を受賞した。同様に，学外において高く評価され学会発表賞2件（業績 12,13）
を受賞した。そして，申請者の研究がプラズモンの専門家にも認められ，プラズモンに関す

る研究会の学生奨励賞（業績 14）を受賞した。

研究活動（I）「プラズモンと分子の弱結合相互作用」および（II）「プラズモンとエキシ

トンの強結合相互作用」を通じて培ったプラズモンと分子の相互作用に関する研究を行うノ

ウハウは目的（１）「貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関

係を解明」を達成する上で必要不可欠である。また，研究活動（III）「プラズモンの可視化

と解析」を通じて得られたプラズモンモードに関する知見およびa-SNOMを用いてプラズモ

ンを可視化するノウハウは，目的（１）「貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴

特性と触媒特性の関係を解明」，（２）「構造体に励起されるプラズモンの制御を介した触

媒特性の制御」を達成する上で必要不可欠である。

査査読読付付きき論論文文  
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1. S. Noda, S. Hasegawa, H. Hamada, S. Kobatake, K. Imura, Chemistry Letters 48, 537-540 (2019). 
2. S. Hasegawa, K. Imaeda, K. Imura, Journal of Physical Chemistry C 125, 21070-21076 (2021). 
3. A. Yokozawa, S. Hasegawa, K. Imaeda, K. Imura, Journal of Physical Chemistry C 125, 24515-

24520 (2021).  
4. S. Hasegawa, K. Imura, Journal of Physical Chemistry C 126, 5944-5949 (2022).  
5. K. Imaeda, S. Hasegawa, K. Imura, Journal of Physical Chemistry C 122, 7399-7409 (2018). 
6. K. Imaeda, S. Hasegawa, K. Imura, Journal of Physical Chemistry Letters 9, 4075-4081 (2018).  
7. T. Matsuura, K. Imaeda, S. Hasegawa, H. Suzuki, K. Imura, Journal of Physical Chemistry Letters

10, 819-824 (2019).  
8. K. Imaeda, S. Hasegawa, K. Imura, Journal of Chemical Physics 156, 044702 (2022).  
受受賞賞  

9. 長谷川誠樹，卒業研究発表賞，早稲田大学化学生命化学科，2017年3月. 
10. 長谷川誠樹，関根吉郎賞，早稲田大学化学生命化学専攻，2019年 3月. 
11. 長谷川誠樹，博士学位賞，早稲田大学化学生命化学専攻，2022年 3月. 
12. 長谷川誠樹，ナノオプティクス賞，ナノオプティクス研究グループ第24回研究討論会，

2017年11月. 
13. 長谷川誠樹，優秀ポスター発表賞，第9回CSJ化学フェスタ，2019年 11月. 
14. 長谷川誠樹，学生奨励賞，プラズモニック化学研究会，2022年 3月. 
■■研研究究環環境境（（研研究究遂遂行行にに必必要要なな研研究究施施設設・・設設備備・・研研究究資資料料等等をを含含むむ））::  本研究課題の目的

（１）「貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を解明」を

達成する上で不可欠な液中a-SNOMは，申請者が所属する研究室の指導教員井村考平教授か

らの助言を受けながら開発を行う。井村教授は，大気条件化で動作するa-SNOMの開発を行

なった経験があり，装置開発に関するノウハウを有しており，液中a-SNOMのアドバイザー

として適任である。また，液中a-SNOMを開発する上で必要となるロックインアンプなどの

高額な機器は，申請者が所属する研究室の備品を使用することができる。そのため，液中a-
SNOMに用いる近接場プローブおよびそれを固定する台座，PIDコントローラーの開発およ

びフィードバック機構のコーディングを行うことで液中a-SNOMの開発が達成可能である。

液中a-SNOMに用いる近接場プローブについては，近接場プローブの販売元である日本分光

株式会社（現在は販売中止）から提供していただいたノウハウを元に開発予定である。近接

場プローブを固定する台座は，早稲田大学工作実験室の工作機械を用いて開発予定である。

PIDコントローラーおよびフィードバック機構のコーディングについては，井村教授が開発

ノウハウを有しているだけでなく，研究室OBが以前作製した実物・コードがあるため，そ

れを参考に開発を行う予定である。上記のように，申請者の研究環境は液中a-SNOMを開発

する上で申し分無いと評価できる。一方で，開発した液中a-SNOMを用いて計測を行うため

に必要な光検出器，ミラーやレンズなどの光学部品については，所属研究室の備品だけでは

賄いきれないため購入する必要がある。本研究課題の目的（2）「構造体に励起されるプラ

ズモンの制御を介した触媒特性の制御」を達成する上で不可欠な励起光の変調に用いる空間

位相変調器は，申請者が所属する研究室の備品を使用することができる。また，電磁気学計

算を行うための計算資源として申請者が所属する研究室のワークステーションを使用するこ

とができる。上記のように，申請者は触媒特性制御を行うのに十分な研究環境を有する。  
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事例⑪-5
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研研究究活活動動ススタターートト支支援援４４ 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究

資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。 

■■ここれれままででのの研研究究活活動動::  申請者はこれまで（I）プラズモンと分子の弱結合相互作用，（II）
プラズモンとエキシトンの強結合相互作用，（III）プラズモンの可視化と解析について主に

研究を行なってきた。以下にそれぞれの研究の詳細を述べる。

（I）プラズモンと分子の弱結合相互作用: 金ナノロッド近傍に吸着させた分子の光化学反応

速度について研究を行い，プラズモンによる非線形化学反応速度の向上を観測した（業績

1）。また，金ナノプレート近傍におけるプラズモン誘起蛍光増強に着目し，励起過程増強

と放射過程増強の空間特性が異なること，両者は励起・蛍光波長におけるプラズモンモード

の空間特性を反映することを解明した（業績 2）。

（II）プラズモンとエキシトンの強結合相互作用: 銀ナノプレートに励起されるプラズモンと

色素分子会合体に励起されるエキシトンが形成する強結合状態に関する研究を行い，銀ナノ

プレート上においてプラズモンの空間特性を反映した電子状態の変調が起こることを解明し

た（業績 3）。また，金ナノロッドに励起されるプラズモンと色素分子会合体に励起される

エキシトンからなる強結合系の発光特性に関する研究から，強結合により生じた二つの電子

状態から発光があること，それらの電子状態の長いコヒーレンス時間が発光増強に関与する

ことを解明した（業績 4）。

（III）プラズモンの可視化と解析: a-SNOMを用いて金ナノプレートに励起されるプラズモン

共鳴の可視化を行い，プラズモンモードの空間特性がプレートと同型の井戸型ポテンシャル

に閉じ込められた粒子の固有関数で表現できること，プラズモンモードの共鳴特性がその対

称性により分類可能であることを明らかにした（業績 5,6）。また，プラズモンの分極方向

がその励起確率に大きく寄与すること，上記の固有関数を用いた解析が，ナノプレートの形

状に依存せず適用可能であることを解明した。（業績 7,8）。

申請者は，上記の研究活動で得られた結果を査読付き論文11報（筆頭著者2報）で発表し

た。そして，自身が行なった15件を含む34件の学会（口頭発表15件，ポスター発表18件（内，

国際会議5件））にて発表を行なった。また，行なった研究が学内において高く評価され，3
件の学内賞（業績 9,10,11）（それぞれ学科内で1名，物理化学専攻内で1名，物理化学専攻内

で1名受賞）を受賞した。同様に，学外において高く評価され学会発表賞2件（業績 12,13）
を受賞した。そして，申請者の研究がプラズモンの専門家にも認められ，プラズモンに関す

る研究会の学生奨励賞（業績 14）を受賞した。

研究活動（I）「プラズモンと分子の弱結合相互作用」および（II）「プラズモンとエキシ

トンの強結合相互作用」を通じて培ったプラズモンと分子の相互作用に関する研究を行うノ

ウハウは目的（１）「貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関

係を解明」を達成する上で必要不可欠である。また，研究活動（III）「プラズモンの可視化

と解析」を通じて得られたプラズモンモードに関する知見およびa-SNOMを用いてプラズモ

ンを可視化するノウハウは，目的（１）「貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴

特性と触媒特性の関係を解明」，（２）「構造体に励起されるプラズモンの制御を介した触

媒特性の制御」を達成する上で必要不可欠である。

査査読読付付きき論論文文  

研研究究活活動動ススタターートト支支援援５５  
【【２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】  

1. S. Noda, S. Hasegawa, H. Hamada, S. Kobatake, K. Imura, Chemistry Letters 48, 537-540 (2019). 
2. S. Hasegawa, K. Imaeda, K. Imura, Journal of Physical Chemistry C 125, 21070-21076 (2021). 
3. A. Yokozawa, S. Hasegawa, K. Imaeda, K. Imura, Journal of Physical Chemistry C 125, 24515-

24520 (2021).  
4. S. Hasegawa, K. Imura, Journal of Physical Chemistry C 126, 5944-5949 (2022).  
5. K. Imaeda, S. Hasegawa, K. Imura, Journal of Physical Chemistry C 122, 7399-7409 (2018). 
6. K. Imaeda, S. Hasegawa, K. Imura, Journal of Physical Chemistry Letters 9, 4075-4081 (2018).  
7. T. Matsuura, K. Imaeda, S. Hasegawa, H. Suzuki, K. Imura, Journal of Physical Chemistry Letters

10, 819-824 (2019).  
8. K. Imaeda, S. Hasegawa, K. Imura, Journal of Chemical Physics 156, 044702 (2022).  
受受賞賞  

9. 長谷川誠樹，卒業研究発表賞，早稲田大学化学生命化学科，2017年3月. 
10. 長谷川誠樹，関根吉郎賞，早稲田大学化学生命化学専攻，2019年 3月. 
11. 長谷川誠樹，博士学位賞，早稲田大学化学生命化学専攻，2022年 3月. 
12. 長谷川誠樹，ナノオプティクス賞，ナノオプティクス研究グループ第24回研究討論会，

2017年11月. 
13. 長谷川誠樹，優秀ポスター発表賞，第9回CSJ化学フェスタ，2019年 11月. 
14. 長谷川誠樹，学生奨励賞，プラズモニック化学研究会，2022年 3月. 
■■研研究究環環境境（（研研究究遂遂行行にに必必要要なな研研究究施施設設・・設設備備・・研研究究資資料料等等をを含含むむ））::  本研究課題の目的

（１）「貴金属ナノ構造体に励起されるプラズモンの共鳴特性と触媒特性の関係を解明」を

達成する上で不可欠な液中a-SNOMは，申請者が所属する研究室の指導教員井村考平教授か

らの助言を受けながら開発を行う。井村教授は，大気条件化で動作するa-SNOMの開発を行

なった経験があり，装置開発に関するノウハウを有しており，液中a-SNOMのアドバイザー

として適任である。また，液中a-SNOMを開発する上で必要となるロックインアンプなどの

高額な機器は，申請者が所属する研究室の備品を使用することができる。そのため，液中a-
SNOMに用いる近接場プローブおよびそれを固定する台座，PIDコントローラーの開発およ

びフィードバック機構のコーディングを行うことで液中a-SNOMの開発が達成可能である。

液中a-SNOMに用いる近接場プローブについては，近接場プローブの販売元である日本分光

株式会社（現在は販売中止）から提供していただいたノウハウを元に開発予定である。近接

場プローブを固定する台座は，早稲田大学工作実験室の工作機械を用いて開発予定である。

PIDコントローラーおよびフィードバック機構のコーディングについては，井村教授が開発

ノウハウを有しているだけでなく，研究室OBが以前作製した実物・コードがあるため，そ

れを参考に開発を行う予定である。上記のように，申請者の研究環境は液中a-SNOMを開発

する上で申し分無いと評価できる。一方で，開発した液中a-SNOMを用いて計測を行うため

に必要な光検出器，ミラーやレンズなどの光学部品については，所属研究室の備品だけでは

賄いきれないため購入する必要がある。本研究課題の目的（2）「構造体に励起されるプラ

ズモンの制御を介した触媒特性の制御」を達成する上で不可欠な励起光の変調に用いる空間

位相変調器は，申請者が所属する研究室の備品を使用することができる。また，電磁気学計

算を行うための計算資源として申請者が所属する研究室のワークステーションを使用するこ

とができる。上記のように，申請者は触媒特性制御を行うのに十分な研究環境を有する。  

ア
ピ
ー
ル
ポ
イ
ン
ト
⑪

研究内容について、自らの関連論文を示しながら説明している。また、
論文数や特筆すべき賞を示し、研究実績を効果的にアピールしている。

科研費の指南書_2023年度応募版⑪.indd   7科研費の指南書_2023年度応募版⑪.indd   7 2023/05/24   13:14:342023/05/24   13:14:34

85



基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））５５  

 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者（研究代表者、研究分担者）の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に

必要な研究施設・設備・研究資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。

（1）これまでの研究活動

 応募者は大きく分けて３つの研究領域で活動してきた。(1)原価企画、(2)設備投資マネジ

メント、(3)事業戦略と管理会計との関係である。本研究は（2）の研究領域に関連するもの

である。応募者がこれまで代表者を務めた科学研究費は８つあるが、そのうち本研究に関連

しているものは以下の２２つつである。 

基基盤盤BB  22000077～～22000088年年度度「「原原価価企企画画とと設設備備投投資資ママネネジジメメンントトととのの相相互互作作用用にに関関すするる実実証証研研

究究」」  

基基盤盤CC  22001100～～22001122年年度度「「戦戦略略不不全全企企業業ににおおけけるる業業績績管管理理にに関関すするる経経験験的的研研究究」」  

応募者は、投資の経済性評価技法を含む資本予算の研究を2000年代の初頭から始めて、こ

れまで数多くの研究論文を上梓してきた。研究方法としては、文献研究、アンケート調査と

インタビュー調査による実態把握および実証研究をおこなってきた。研究活動を研究成果と

して以下に記載する。 

＜＜文文献献研研究究＞＞  

・清水信匡.2004.「日本における設備投資予算研究の現状と課題」『桃山学院大学研究所紀

要』29(3)：5-22。 

・清水信匡 加登 豊   坂口順也 河合隆治.2004.「サプライヤ－の設備投資」『桃山学院

大学経済経営論集』46(3)：297-313。 

・清水信匡,2006,「管理会計としての資本予算研究の課題」『産業経理』65(4)：42-53頁。 

・清水 信匡 加登 豊   坂口 順也 梶原武久.2008.「資本予算研究の回顧と展望」共著

『国民経済雑誌』198(1)：29-42頁。 

＜＜イインンタタビビュューー調調査査ををももととににししたた研研究究＞＞  

・清水信匡、加登豊、坂口順也、河合隆治.2005.「設備投資マネジメント・プロセスとその

影響要因」『原価計算研究』29(2)：56-65。（（査査読読有有））  

＜＜アアンンケケーートトにによよるる実実態態調調査査ととそそののデデーータタをを用用いいたた実実証証的的研研究究＞＞  

22000055年年アアンンケケーートト調調査査にによよるる成成果果  

・清水信匡、加登豊、坂口順也、河合隆治.2007.「設備投資マネジメントの実態調査-管理

会計としての設備投資予算研究に向けて 第１回 経済性評価技法」『企業会計』59(8)：

105-111。「設備投資マネジメントの実態調査-管理会計としての設備投資予算研究に向けて 

第２回 設備投資マネジメントの全体像」『企業会計』59(9)：66-73。「設備投資マネジメ

ントの実態調査-管理会計としての設備投資予算研究に向けて 第３回 設備投資マネジメ

ントに影響を与える要因」『企業会計』59(10)：80-87。 

・清水信匡、加登豊、坂口順也、河合隆治.2008.「マネジメント・プロセスとしての設備投

資の実態分析」『原価計算研究』31(2)：56-65。（（査査読読有有）） 

22000099年年アアンンケケーートト調調査査のの成成果果  

清水信匡 田村晶子.2010.「第1回 日本企業の設備投資マネジメント：調査の目的と方

法」『企業会計』62(8)：97-103。「第2回日本企業の設備投資マネジメント：戦略タイプと

企業特性」『企業会計』62(9)：117-124。「第3回日本企業の設備投資マネジメント：戦略

若若手手研研究究５５ 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究

資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。 

(1)これまでの研究活動 
申請者は、東京大学大学院経済学研究科修士課程から一貫して、産業組織論の実証分析を専門

としてきた。本研究課題に強く関連する研究として、(1) 韓国自動車市場の企業合併分析を行っ
たOhashi and Toyama (2017)、(2)離散選択モデルを用いて投票行動モデルの推定手法を開発し
米国の大統領選挙の分析を行ったKawai, Toyama, and Watanabe (2021)が挙げられる。 
 
OOhhaasshhii  aanndd  TTooyyaammaa  ((22001177))  
本研究では、韓国自動車産業における現代・起亜自動車の合併(1998年)に関する実証分析を行

った。一般に企業合併の分析においては、企業数の減少によって市場の寡占度が上昇する負の効
果(競争制限効果)と、合併を通じた企業間のシナジーによる生産性・効率性の向上という正の効
果、両観点からの検証が重要となる。特に、当該企業結合の合併審査時には、生産性の向上が輸
出の増加や海外進出の促進に繋がるという、国内市場のみならず海外市場への影響も重要視され
たという経緯がある。 
以上の点を踏まえて、本研究では韓国自動車市場における消費者行動及び企業の国内競争・輸

出行動に関するモデルを構築し、データを用いてモデルの各要素の推定を行った。推定されたモ
デルにもとづいて、「現代自動車と起亜自動車が合併しなかった場合」という仮想的状況をシミ
ュレーションし、現実の結果と比較することで、合併が消費者及び企業に与えた影響の評価を行
った。分析結果から、合併によって国内価格は大きく上昇したものの、生産性の向上を通じて輸
出が3倍増加したという点が得られた。 
本研究は、東京大学大学院経済学研究科在籍時(2010年4月から2012年8月)から、大橋弘氏(東

京大学)との共同研究として推進してきた。2017年に国際学術誌 Journal of International 
Economicsにおいて採択及び発表された。同時に、本論文は、世界的に広く利用されている学部
レベルの産業組織論の教科書であるCabral (2017) “Introduction to Industrial Organization”にお
いて、企業合併に関する実証研究例として取り上げられている。 
 
KKaawwaaii,,  TTooyyaammaa,,  aanndd  WWaattaannaabbee  ((22002211))  
本研究は産業組織論における離散選択モデルの推定アプローチを、政治経済学における投票行

動分析に応用した論文である。本研究では、米国の大統領選挙(2004年)のデータを用いて、「実
際の選挙結果が、有権者全体の政治的選好をどの程度集約しているのか」という点に関する実証
分析を行った。昨今の多くの民主主義国家においては、選挙における投票率は100％から程遠い
ことが観察されている。これは、投票参加が自発的なものであり、かつ機会費用や投票先を決め
るための心理的費用などの各種費用が投票参加に伴い発生するためである。仮に選挙に参加する
上での各種費用が政治的選好と相関する場合、選挙結果は有権者全体の選好を必ずしも集約しな
いこととなる。一例として、高学歴かつ高所得者層にとっての選挙に参加するコストが、低所得
者層・低学歴の人々よりも低いとすると、最終的な選挙結果は前者の政治的選好をより強く反映
するものとなる。 
以上の点を分析するべく、本研究では有権者の投票行動のモデルを構築し、人々の政治的選好
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これまでの申請者の実績を、科研費の採択数を含めて述べているので、
説得力がある。

事例⑪-6
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））５５  

 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者（研究代表者、研究分担者）の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に

必要な研究施設・設備・研究資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。

（1）これまでの研究活動

 応募者は大きく分けて３つの研究領域で活動してきた。(1)原価企画、(2)設備投資マネジ

メント、(3)事業戦略と管理会計との関係である。本研究は（2）の研究領域に関連するもの

である。応募者がこれまで代表者を務めた科学研究費は８つあるが、そのうち本研究に関連

しているものは以下の２２つつである。 

基基盤盤BB  22000077～～22000088年年度度「「原原価価企企画画とと設設備備投投資資ママネネジジメメンントトととのの相相互互作作用用にに関関すするる実実証証研研

究究」」  

基基盤盤CC  22001100～～22001122年年度度「「戦戦略略不不全全企企業業ににおおけけるる業業績績管管理理にに関関すするる経経験験的的研研究究」」  

応募者は、投資の経済性評価技法を含む資本予算の研究を2000年代の初頭から始めて、こ

れまで数多くの研究論文を上梓してきた。研究方法としては、文献研究、アンケート調査と

インタビュー調査による実態把握および実証研究をおこなってきた。研究活動を研究成果と

して以下に記載する。 

＜＜文文献献研研究究＞＞  

・清水信匡.2004.「日本における設備投資予算研究の現状と課題」『桃山学院大学研究所紀

要』29(3)：5-22。 

・清水信匡 加登 豊   坂口順也 河合隆治.2004.「サプライヤ－の設備投資」『桃山学院

大学経済経営論集』46(3)：297-313。 

・清水信匡,2006,「管理会計としての資本予算研究の課題」『産業経理』65(4)：42-53頁。 

・清水 信匡 加登 豊   坂口 順也 梶原武久.2008.「資本予算研究の回顧と展望」共著

『国民経済雑誌』198(1)：29-42頁。 

＜＜イインンタタビビュューー調調査査ををももととににししたた研研究究＞＞  

・清水信匡、加登豊、坂口順也、河合隆治.2005.「設備投資マネジメント・プロセスとその

影響要因」『原価計算研究』29(2)：56-65。（（査査読読有有））  

＜＜アアンンケケーートトにによよるる実実態態調調査査ととそそののデデーータタをを用用いいたた実実証証的的研研究究＞＞  

22000055年年アアンンケケーートト調調査査にによよるる成成果果  

・清水信匡、加登豊、坂口順也、河合隆治.2007.「設備投資マネジメントの実態調査-管理

会計としての設備投資予算研究に向けて 第１回 経済性評価技法」『企業会計』59(8)：

105-111。「設備投資マネジメントの実態調査-管理会計としての設備投資予算研究に向けて 

第２回 設備投資マネジメントの全体像」『企業会計』59(9)：66-73。「設備投資マネジメ

ントの実態調査-管理会計としての設備投資予算研究に向けて 第３回 設備投資マネジメ

ントに影響を与える要因」『企業会計』59(10)：80-87。 

・清水信匡、加登豊、坂口順也、河合隆治.2008.「マネジメント・プロセスとしての設備投

資の実態分析」『原価計算研究』31(2)：56-65。（（査査読読有有）） 

22000099年年アアンンケケーートト調調査査のの成成果果  

清水信匡 田村晶子.2010.「第1回 日本企業の設備投資マネジメント：調査の目的と方

法」『企業会計』62(8)：97-103。「第2回日本企業の設備投資マネジメント：戦略タイプと

企業特性」『企業会計』62(9)：117-124。「第3回日本企業の設備投資マネジメント：戦略

若若手手研研究究５５ 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究

資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。 

(1)これまでの研究活動 
申請者は、東京大学大学院経済学研究科修士課程から一貫して、産業組織論の実証分析を専門

としてきた。本研究課題に強く関連する研究として、(1) 韓国自動車市場の企業合併分析を行っ
たOhashi and Toyama (2017)、(2)離散選択モデルを用いて投票行動モデルの推定手法を開発し
米国の大統領選挙の分析を行ったKawai, Toyama, and Watanabe (2021)が挙げられる。 
 
OOhhaasshhii  aanndd  TTooyyaammaa  ((22001177))  
本研究では、韓国自動車産業における現代・起亜自動車の合併(1998年)に関する実証分析を行

った。一般に企業合併の分析においては、企業数の減少によって市場の寡占度が上昇する負の効
果(競争制限効果)と、合併を通じた企業間のシナジーによる生産性・効率性の向上という正の効
果、両観点からの検証が重要となる。特に、当該企業結合の合併審査時には、生産性の向上が輸
出の増加や海外進出の促進に繋がるという、国内市場のみならず海外市場への影響も重要視され
たという経緯がある。 
以上の点を踏まえて、本研究では韓国自動車市場における消費者行動及び企業の国内競争・輸

出行動に関するモデルを構築し、データを用いてモデルの各要素の推定を行った。推定されたモ
デルにもとづいて、「現代自動車と起亜自動車が合併しなかった場合」という仮想的状況をシミ
ュレーションし、現実の結果と比較することで、合併が消費者及び企業に与えた影響の評価を行
った。分析結果から、合併によって国内価格は大きく上昇したものの、生産性の向上を通じて輸
出が3倍増加したという点が得られた。 
本研究は、東京大学大学院経済学研究科在籍時(2010年4月から2012年8月)から、大橋弘氏(東

京大学)との共同研究として推進してきた。2017年に国際学術誌 Journal of International 
Economicsにおいて採択及び発表された。同時に、本論文は、世界的に広く利用されている学部
レベルの産業組織論の教科書であるCabral (2017) “Introduction to Industrial Organization”にお
いて、企業合併に関する実証研究例として取り上げられている。 
 
KKaawwaaii,,  TTooyyaammaa,,  aanndd  WWaattaannaabbee  ((22002211))  
本研究は産業組織論における離散選択モデルの推定アプローチを、政治経済学における投票行

動分析に応用した論文である。本研究では、米国の大統領選挙(2004年)のデータを用いて、「実
際の選挙結果が、有権者全体の政治的選好をどの程度集約しているのか」という点に関する実証
分析を行った。昨今の多くの民主主義国家においては、選挙における投票率は100％から程遠い
ことが観察されている。これは、投票参加が自発的なものであり、かつ機会費用や投票先を決め
るための心理的費用などの各種費用が投票参加に伴い発生するためである。仮に選挙に参加する
上での各種費用が政治的選好と相関する場合、選挙結果は有権者全体の選好を必ずしも集約しな
いこととなる。一例として、高学歴かつ高所得者層にとっての選挙に参加するコストが、低所得
者層・低学歴の人々よりも低いとすると、最終的な選挙結果は前者の政治的選好をより強く反映
するものとなる。 
以上の点を分析するべく、本研究では有権者の投票行動のモデルを構築し、人々の政治的選好

ア
ピ
ー
ル
ポ
イ
ン
ト
⑪

事例⑪-7

若手研究としての業績の出し方がよい。冒頭で具体的な研究実績を 
二つまとめて示し、その後で詳細を述べているので、読みやすく 
説得力がある。
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若若手手研研究究６６  
【【２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】  

研究など） 

1. （単著）「汲古閣本『琵琶記』の江戸時代における所蔵について」 『中国古籍文化研

究 稲畑耕一郎教授退休記念論集 下』 東方書店 pp.401-P413 2018.3（中国語訳 

「有关汲古閣本《琵琶記》在江戸時代的收蔵」 『第七届国际南戏学术研讨会暨中国古

代戏曲学会2017年年会论文集』上冊 国际南戏学术研讨会・中国古代戏曲学会 

2017.11 pp.463-478） 

2. （国際学会発表）「由《水滸記》的伝播観日本明治時代中国戯曲研究」 『復旦大学古

籍整理研究所成立三十周年記念 文本、詮証、伝播：中国典籍与東亜文化交流――中日

学者学術検討会曁研究生論壇 会議論文集』 復旦大学古籍整理研究所 pp.54-66  

2013.12 （予稿集への論文提出と中国語による発表） 

3. （国際学会発表）「由《水浒记》的传播观日本明治时代中国戏曲研究（中国語）」 复

旦大学古籍整理研究所成立三十周年纪念  文本、诠证、传播： 中国典籍与东亚文化交流-

-中日学者学术研讨会 pp268-278 2013.12（予稿集への論文提出と中国語による発表） 

4. （単著）（査読付）「江戸期における『水滸記』全訳の成立」 『東方学』第123輯 東

方学会 pp.70-87 2012.1  

5. （国際学会発表）「関于早稲田大学戯劇博物館蔵《水滸記》全訳抄本（中国語）」 

2010.4 古籍日新国際検討会 

(エエ) 『水滸記』演博蔵本のデータベース化 

1. 早稲田大学坪内博士記念演劇博物館「演劇博物館蔵『水滸記』抄本データベース」制作 

2010.3 http://www.enPaku.waseda.ac.jP/db/suikoki/ 

(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究資料等を含む） 

研究環境 

(1) 早稲田大学文学部に在籍し、教員として早稲田大学文学部。早稲田大学中央図書館、早

稲田大学 大学史資料センターに教員として資料照会が可能で、明治時代にまとめられ

た、江戸時代と地続きの中国戯曲の講義録や学内資料などを利用できる。 

(2) 早稲田大学坪内博士記念演劇博物館の兼任研究員として世界的なネットワークを持つ演

劇博物館の研究資源の利用、情報発信が可能である。また申請者は早稲田大学演劇博物

館において GCOE、早稲田大学演劇博物館 演劇映像学連携研究拠点に参加して以来中国

や欧米の中国戯曲研究者と交流し、中国中山大学黄仕忠教授など日本の戯曲伝播を研究

している研究者と共同研究を行い、本研究テーマに繋がる『水滸記』訳本群中の演劇博

物館蔵本（改訂本）の翻刻、データベース化を行った際の協力関係を活用可能である。 

(3) 早稲田大学中国古籍文化研究所の兼任研究員として、資料公開のためのスペースを中国

古籍研究所 Web ページ内に設置し恒常的に運営できる許可を得ている。また研究所が定

期的に開催する北京大学中国古文献研究中心、復旦大学古籍整理研究所との国際シンポ

ジウムを、申請者が研究成果を発信するプラットフォームとして利用できるうえ、古典

籍の研究分野の一線で活動する研究者たちから意見を受けたりすることができる。 

(4) 申請者は演劇博物館 GCOE 研究グループで『水滸記』の発見、日本における江戸時代の

中国戯曲初輸入の研究、博士学位請求論文において『西廂記』『琵琶記』、明治時代にお

ける江戸時代所蔵戯曲文献の利用と研究の推進について研究を続けてきた。このため研

究を開始するための基礎資料の準備は十分に行われている。

若若手手研研究究６６  
【【２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】  

研究など） 

1. （単著）「汲古閣本『琵琶記』の江戸時代における所蔵について」 『中国古籍文化研

究 稲畑耕一郎教授退休記念論集 下』 東方書店 pp.401-P413 2018.3（中国語訳 

「有关汲古閣本《琵琶記》在江戸時代的收蔵」 『第七届国际南戏学术研讨会暨中国古

代戏曲学会2017年年会论文集』上冊 国际南戏学术研讨会・中国古代戏曲学会 

2017.11 pp.463-478） 

2. （国際学会発表）「由《水滸記》的伝播観日本明治時代中国戯曲研究」 『復旦大学古

籍整理研究所成立三十周年記念 文本、詮証、伝播：中国典籍与東亜文化交流――中日

学者学術検討会曁研究生論壇 会議論文集』 復旦大学古籍整理研究所 pp.54-66  

2013.12 （予稿集への論文提出と中国語による発表） 

3. （国際学会発表）「由《水浒记》的传播观日本明治时代中国戏曲研究（中国語）」 复

旦大学古籍整理研究所成立三十周年纪念  文本、诠证、传播： 中国典籍与东亚文化交流-

-中日学者学术研讨会 pp268-278 2013.12（予稿集への論文提出と中国語による発表） 

4. （単著）（査読付）「江戸期における『水滸記』全訳の成立」 『東方学』第123輯 東

方学会 pp.70-87 2012.1  

5. （国際学会発表）「関于早稲田大学戯劇博物館蔵《水滸記》全訳抄本（中国語）」 

2010.4 古籍日新国際検討会 

(エエ) 『水滸記』演博蔵本のデータベース化 

1. 早稲田大学坪内博士記念演劇博物館「演劇博物館蔵『水滸記』抄本データベース」制作 

2010.3 http://www.enPaku.waseda.ac.jP/db/suikoki/ 

(2)研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究資料等を含む） 

研究環境 

(1) 早稲田大学文学部に在籍し、教員として早稲田大学文学部。早稲田大学中央図書館、早

稲田大学 大学史資料センターに教員として資料照会が可能で、明治時代にまとめられ

た、江戸時代と地続きの中国戯曲の講義録や学内資料などを利用できる。 

(2) 早稲田大学坪内博士記念演劇博物館の兼任研究員として世界的なネットワークを持つ演

劇博物館の研究資源の利用、情報発信が可能である。また申請者は早稲田大学演劇博物

館において GCOE、早稲田大学演劇博物館 演劇映像学連携研究拠点に参加して以来中国

や欧米の中国戯曲研究者と交流し、中国中山大学黄仕忠教授など日本の戯曲伝播を研究

している研究者と共同研究を行い、本研究テーマに繋がる『水滸記』訳本群中の演劇博

物館蔵本（改訂本）の翻刻、データベース化を行った際の協力関係を活用可能である。 

(3) 早稲田大学中国古籍文化研究所の兼任研究員として、資料公開のためのスペースを中国

古籍研究所 Web ページ内に設置し恒常的に運営できる許可を得ている。また研究所が定

期的に開催する北京大学中国古文献研究中心、復旦大学古籍整理研究所との国際シンポ

ジウムを、申請者が研究成果を発信するプラットフォームとして利用できるうえ、古典

籍の研究分野の一線で活動する研究者たちから意見を受けたりすることができる。 

(4) 申請者は演劇博物館 GCOE 研究グループで『水滸記』の発見、日本における江戸時代の

中国戯曲初輸入の研究、博士学位請求論文において『西廂記』『琵琶記』、明治時代にお

ける江戸時代所蔵戯曲文献の利用と研究の推進について研究を続けてきた。このため研

究を開始するための基礎資料の準備は十分に行われている。
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研究遂行に必要な資料の入手方法や準備状況などを具体的に 
示しているので、研究計画の実現可能性の高さがわかる。

事例⑫-1

⑫具体的な研究環境を示し、研究計画の 
実現可能性を伝える

 
【2　応募者の研究遂行能力及び研究環境】

（2）研究環境
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基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））７７

【【２２ 応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】

・・Misu, Maeda et al. Deficiency of the hepatokine selenoprotein P increases responsiveness to exercise in mice 
through upregulation of ROS and AMPK in muscle. Nat Med. 23: 508-516, 2017. IF: 53.44

・・Maeda et al. Effects of leg resistance training on arterial function in older men. Br J Sports Med. 40: 867-869, 
2006. IF: 13.80

・・Maeda et al. Endothelin receptor antagonist reverses decreased NO system in the kidney in vivo during 
exercise. Am J Physiol Endocrinol Metab. 286: E609-E614, 2004. IF: 4.31

・・Maeda et al. Involvement of endogenous endothelin-1 in exercise-induced redistribution of tissue blood flow: 
an endothelin receptor antagonist reduces the redistribution. Circulation 106: 2188-2193, 2002. IF: 29.69

○ 研究分担者の岡は座位研究の世界的権威であり，疫学研究により座り過ぎ生活の現状と

それに伴う健康障害に関する数多くの論文を国際学術誌に公表している．さらに，日本運動

疫学会の理事長を務め，トップランナーとして運動疫学分野を牽引している．

《研究分担者 岡 の代表的論文》 
・・Koohsari, Oka et al. Neighbourhood built environment and cardiovascular disease: knowledge and future 

directions. Nat Rev Cardiol. 17: 261-263, 2020. IF: 32.42
・・Shibata, Oka et al. Objectively-assessed patterns and reported domains of sedentary behavior among Japanese 

older adults. J Epidemiol. 29: 334-339, 2019. IF: 3.21
・・Shibata, Oka et al. Physical activity, television viewing time and 12-year changes in waist circumference. 

Med Sci Sports Exerc. 48: 633-640, 2016. IF: 5.41

○ 研究分担者の小﨑は運動が腎臓に及ぼす影響について精力的に研究を進め，その成果を

一流国際学術誌に公表している．腎臓リハビリテーション学会でYoung Investigator Awardを
受賞するなど，スポーツ生理学・医学分野の若手リーダーの一人である．

《研究分担者 小﨑 の代表的論文》 
・・Kosaki et al. Sedentary behavior and estimated nephron number in middle-aged and older adults with or 

without chronic kidney disease. Exp Gerontol. 154: 111531, 2021. IF: 4.03
・・Kosaki et al. Renal hemodynamics across the adult lifespan: Relevance of flow pulsatility to chronic kidney 

disease. Exp Gerontol. 152: 111459, 2021. IF: 4.03
・・Kosaki et al. Incremental short maximal exercise increases urinary liver-type fatty acid-binding protein in 

adults without CKD. Scand J Med Sci Sports. 30: 709-715, 2020. IF: 4.22

（2）研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究資料等）

研究代表者 前田 は早稲田大学スポーツ科学学術院の教授であると共に筑波大学体育系の

客員教授も併任している．本研究は早稲田大学と筑波大学における研究代表者の研究施設・
設備を利用して遂行する．両大学には本研究を推進できる実験室と機器類が配備されている．

最新の超音波画像診断装置をはじめ，血圧脈波検査装置や血管内皮機能測定装置など本研究

を進める上で基盤となる設備を保有している．研究遂行に必要な施設・設備に加えて，研究

代表者の研究室には，現在，博士研究員1名，大学院生19名が在籍しており，本研究を推進

するための人的な研究体制も整っている．研究分担者の岡は，座位行動を評価する際に必要

となる機器類を多数保有している．研究分担者の小﨑は，筑波大学において，研究代表者と

実験室および機器類を共有し，超音波測定の技術に長けている．研究分担者の2人は，研究

代表者と同じく早稲田大学スポーツ科学学術院 岡 と筑波大学体育系 小﨑 に所属している

研究者であり，研究の施設・設備・資料等は研究代表者と共有しているため，本申請の分担を

速やかに実行できる環境が整備されている．加えて，研究代表者は早稲田大学と筑波大学の

双方に在籍していることから，研究分担者といつでも連携が取れる状況にある．

基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））５５  

 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者（研究代表者、研究分担者）の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に

必要な研究施設・設備・研究資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい  

((11)) ここれれままででのの研研究究活活動動                                                                

【正木 宏明】 研究代表者  

研究代表者は脳波計測による認知機能の研究に長年従事しており，本研究を遂行するうえ

で十分な専門知識と経験を有している。ERN研究については，その発見者の独国Falkenstein
博士1)，米国Gehring博士2)との共同研究にとどまらず，複数の国際共同研究を通してERNと

FRNの機能的意義を明らかにしてきた3-7)。学習初期では優れたパフォーマンス生成にとって

パフォーマンスモニタリングが重要な役割を担っていることを論じ5)，運動学習とエラー検

出能力との関係6)をERN測定で明らかにしてきた。不安との関係では，高競技不安のアスリ

ートは低競技不安のアスリートに比較して，他者からパフォーマンスを評価されるプレッシ

ャー下でERNが増大することを明らかにした7)。これは，競技不安レベルに紐づけてアスリ

ートのパフォーマンスモニタリング機能をERNで調べた最初の論文となった。近年ではアス

リートやスポーツ種目特有の脳活動同定にも努めており，例えばスプリンターは長距離ラン

ナーよりも内受容感覚に優れている8)一方で，ERN振幅の変動が大きい9)ことを示した。 
ボール把握により右半球を賦活させて，アスリートのあがりを防止する研究についても，

実験データを集積させており，硬度の比較的高いボール（内気圧100 hPa）を90秒間程度把

握すると左右偏側性を効率的に創出できることを見出した10)。 
また，所属機関現有の3テスラMRIのオペレータ資格を所持し，fMRIと脳波の併用を行っ

ており，時間分解能と空間分解能を高めることで種々の現象の神経機序解明に努めている11)。 
【小野田 慶一】 研究分担者 

エラー関連処理の脳機能について，θオシレーションの視座からその神経機序に関する研

究をfMRIと脳波の両面から明らかにしてきた12)。また，fMRIと計算論的モデリングを組み

合わせた研究13)，深層学習とMRI構造画層を用いた神経疾患の発症予測の研究14)を行ってい

る。本研究では，ボール把握に伴って賦活する前頭葉の神経基盤に加えて，ACCとの機能的

結合15)を明らかにするために，空間ストループ課題を用いた事象関連解析で検証する。 
((22)) 研研究究環環境境                                                                            

研究代表者は，複数のデジタル脳波計（128チャネル，64チャネル，32チャネル）を有し，

ノイズ対策としてアクティブ電極を使用することで，種々の実験目的に応じた脳波計測を実

施している。また，脳波解析については，事象関連分析（加算平均法）および周波数分析

（時間－周波数分析，高速フーリエ変換，コヒーレンス解析，ウェーブレット解析）を行う

ための解析プラットフォームを構築済みである。その他，キネマティクス解析を行うための

ハイスピードカメラ，視線行動を調べるためのアイトラッカーシステムを有している。 
さらに，研究代表者の所属先には，研究目的で使用できる3テスラMRIが設置されており，

オペレータ資格を持つ代表者自らがMRI撮像を行っている。fMRIの事象関連解析を実施する

うえで必要なトリガ装置に加えて，ボタンデバイス，グリップフォースも完備している。 
 ただし，参加者の注意が内的制御（心拍数の減少, Lacey & Lacey, 1978）になった場合，パ

フォーマンス悪化の方向にあることを確認すべく，自律神経系活動を脳波と同時計測するた

めの16Chアナログ入力アンプ を計上させていただいた。 

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））７７

【【２２ 応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】

・・Misu, Maeda et al. Deficiency of the hepatokine selenoprotein P increases responsiveness to exercise in mice 
through upregulation of ROS and AMPK in muscle. Nat Med. 23: 508-516, 2017. IF: 53.44

・・Maeda et al. Effects of leg resistance training on arterial function in older men. Br J Sports Med. 40: 867-869, 
2006. IF: 13.80

・・Maeda et al. Endothelin receptor antagonist reverses decreased NO system in the kidney in vivo during 
exercise. Am J Physiol Endocrinol Metab. 286: E609-E614, 2004. IF: 4.31

・・Maeda et al. Involvement of endogenous endothelin-1 in exercise-induced redistribution of tissue blood flow: 
an endothelin receptor antagonist reduces the redistribution. Circulation 106: 2188-2193, 2002. IF: 29.69

○ 研究分担者の岡は座位研究の世界的権威であり，疫学研究により座り過ぎ生活の現状と

それに伴う健康障害に関する数多くの論文を国際学術誌に公表している．さらに，日本運動

疫学会の理事長を務め，トップランナーとして運動疫学分野を牽引している．

《研究分担者 岡 の代表的論文》 
・・Koohsari, Oka et al. Neighbourhood built environment and cardiovascular disease: knowledge and future 

directions. Nat Rev Cardiol. 17: 261-263, 2020. IF: 32.42
・・Shibata, Oka et al. Objectively-assessed patterns and reported domains of sedentary behavior among Japanese 

older adults. J Epidemiol. 29: 334-339, 2019. IF: 3.21
・・Shibata, Oka et al. Physical activity, television viewing time and 12-year changes in waist circumference. 

Med Sci Sports Exerc. 48: 633-640, 2016. IF: 5.41

○ 研究分担者の小﨑は運動が腎臓に及ぼす影響について精力的に研究を進め，その成果を

一流国際学術誌に公表している．腎臓リハビリテーション学会でYoung Investigator Awardを
受賞するなど，スポーツ生理学・医学分野の若手リーダーの一人である．

《研究分担者 小﨑 の代表的論文》 
・・Kosaki et al. Sedentary behavior and estimated nephron number in middle-aged and older adults with or 

without chronic kidney disease. Exp Gerontol. 154: 111531, 2021. IF: 4.03
・・Kosaki et al. Renal hemodynamics across the adult lifespan: Relevance of flow pulsatility to chronic kidney 

disease. Exp Gerontol. 152: 111459, 2021. IF: 4.03
・・Kosaki et al. Incremental short maximal exercise increases urinary liver-type fatty acid-binding protein in 

adults without CKD. Scand J Med Sci Sports. 30: 709-715, 2020. IF: 4.22

（2）研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究資料等）

研究代表者 前田 は早稲田大学スポーツ科学学術院の教授であると共に筑波大学体育系の

客員教授も併任している．本研究は早稲田大学と筑波大学における研究代表者の研究施設・
設備を利用して遂行する．両大学には本研究を推進できる実験室と機器類が配備されている．

最新の超音波画像診断装置をはじめ，血圧脈波検査装置や血管内皮機能測定装置など本研究

を進める上で基盤となる設備を保有している．研究遂行に必要な施設・設備に加えて，研究

代表者の研究室には，現在，博士研究員1名，大学院生19名が在籍しており，本研究を推進

するための人的な研究体制も整っている．研究分担者の岡は，座位行動を評価する際に必要

となる機器類を多数保有している．研究分担者の小﨑は，筑波大学において，研究代表者と

実験室および機器類を共有し，超音波測定の技術に長けている．研究分担者の2人は，研究

代表者と同じく早稲田大学スポーツ科学学術院 岡 と筑波大学体育系 小﨑 に所属している

研究者であり，研究の施設・設備・資料等は研究代表者と共有しているため，本申請の分担を

速やかに実行できる環境が整備されている．加えて，研究代表者は早稲田大学と筑波大学の

双方に在籍していることから，研究分担者といつでも連携が取れる状況にある．

研研究究活活動動ススタターートト支支援援５５  
【【２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】  

6. Ayaka Shigemoto, Yuki Omori, Kohei Sugihara, Takuma Higo, Toru Uenishi, Yasushi Sekine, 
“Low-temperature three-way catalytic reaction in an electric field”, The 19th Tokyo Conference 
on Advanced Catalytic Science and Technology (TOCAT9), Fukuoka, Japan, (July, 2022) 

＜国内学会等における発表（計５件）＞

7. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、関根泰、水蒸気共存下における NOx 還元

反応の低温化、第 49 回石油学会秋季大会、1G08、山形、2019 年 10 月

8. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加による低温で

の三元触媒反応、第 125回触媒討論会、2P75、東京、2020 年 3 月

9. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加反応場におけ

る低温での三元触媒反応、第 126 回触媒討論会、1E10、オンライン、2020 年 9 月

10. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加による低温で

の三元触媒反応、触媒学会若手会「第 41 回夏の研修会」、P2-30、オンライン、2021
年 8 月(ポポススタターー発発表表優優秀秀賞賞受受賞賞)

11. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加プロセスを利

用した低温三元触媒反応、日本化学会第 11 回 CSJ 化学フェスタ 2021、オンライン、

2021 年 10 月(優優秀秀ポポススタターー発発表表賞賞受受賞賞)

（（2））研研究究環環境境  

 本研究に必要な触媒調製器具や触媒活性評価装置類は、既に所属研究室に整備されている

ため消耗品を中心に調達することで速やかに研究に着手できる。触媒活性評価は、現有の固

定床常圧流通式反応装置を用い、ガスラインを整備し、所定のガス(NO, CO, C3H6, O2, N2O, 
H2O,  H2, N2, Arなど)を触媒に供給して模擬排ガス環境下で触媒活性を評価する。反応後の出

口ガス成分の分析機器として、常圧化学発光法NOx計を1台、ガスクロマトグラフィー(検出

器：TCD, FID)を2台、フーリエ変換赤外分光分析装置を1台、四重極型質量分析装置を1台既

に準備している。触媒の構造評価は、粉末X線回折装置(Smart-LabⅢ, Rigaku社製)、自動比表

面積測定装置(Gemini Ⅶ, マイクロメリティックス社製)、レーザラマン分光光度計(NRS-4500, 
Jasco社製)を用いて行う。これらは既に所属研究室に整備されている。また触媒反応のメカ

ニズムを解析するため、所属研究室のフーリエ変換赤外分光光度計(FT/IR 6200, Jasco社製)を
用いる。ここでは反応ガス雰囲気で電場を印加しながらオペランド計測が出来るように独自

に装置を設計している。

 さらに申請者は早稲田大学に所属しているため、早稲田大学各務記念材料技術研究所及び

物性計測センターラボに整備された触媒解析装置を利用することが可能である。具体的には、

各種電子顕微鏡(TEM, SEM, STEM)や3Dデジタルマイクロスコープ、粒径分布測定装置、X
線光電子分光(XPS)測定装置などが挙げられる。また申請者は、SPring-8にて放射光を用いた

XAFS測定を行う経験を豊富に有している。この測定によって反応ガス雰囲気における触媒

の構造や電子状態を評価することが可能となる。さらにXAFS測定においても電場を印加し

ながらオペランド計測が行えるよう独自に装置を設計し運用してきた。本申請研究において、

反応条件下で電場あり・なし時の触媒の電子状態や表面吸着種、反応中間体を観察すること

は、メカニズムを解明する上で肝となる。

 以上のように、本研究遂行のための環境は十分に整っている。
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事例⑫-2

研究遂行に必要な研究リソース（施設、機器、人材など）について、
場所、種類、人数、関係性などを具体的に示しているので、研究計画
の実現可能性の高さがわかる。

研研究究活活動動ススタターートト支支援援５５  
【【２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】  

6. Ayaka Shigemoto, Yuki Omori, Kohei Sugihara, Takuma Higo, Toru Uenishi, Yasushi Sekine, 
“Low-temperature three-way catalytic reaction in an electric field”, The 19th Tokyo Conference 
on Advanced Catalytic Science and Technology (TOCAT9), Fukuoka, Japan, (July, 2022) 

＜国内学会等における発表（計５件）＞

7. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、関根泰、水蒸気共存下における NOx 還元

反応の低温化、第 49 回石油学会秋季大会、1G08、山形、2019 年 10 月

8. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加による低温で

の三元触媒反応、第 125回触媒討論会、2P75、東京、2020 年 3 月

9. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加反応場におけ

る低温での三元触媒反応、第 126 回触媒討論会、1E10、オンライン、2020 年 9 月

10. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加による低温で

の三元触媒反応、触媒学会若手会「第 41 回夏の研修会」、P2-30、オンライン、2021
年 8 月(ポポススタターー発発表表優優秀秀賞賞受受賞賞)

11. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加プロセスを利

用した低温三元触媒反応、日本化学会第 11 回 CSJ 化学フェスタ 2021、オンライン、

2021 年 10 月(優優秀秀ポポススタターー発発表表賞賞受受賞賞)

（（2））研研究究環環境境  

 本研究に必要な触媒調製器具や触媒活性評価装置類は、既に所属研究室に整備されている

ため消耗品を中心に調達することで速やかに研究に着手できる。触媒活性評価は、現有の固

定床常圧流通式反応装置を用い、ガスラインを整備し、所定のガス(NO, CO, C3H6, O2, N2O, 
H2O,  H2, N2, Arなど)を触媒に供給して模擬排ガス環境下で触媒活性を評価する。反応後の出

口ガス成分の分析機器として、常圧化学発光法NOx計を1台、ガスクロマトグラフィー(検出

器：TCD, FID)を2台、フーリエ変換赤外分光分析装置を1台、四重極型質量分析装置を1台既

に準備している。触媒の構造評価は、粉末X線回折装置(Smart-LabⅢ, Rigaku社製)、自動比表

面積測定装置(Gemini Ⅶ, マイクロメリティックス社製)、レーザラマン分光光度計(NRS-4500, 
Jasco社製)を用いて行う。これらは既に所属研究室に整備されている。また触媒反応のメカ

ニズムを解析するため、所属研究室のフーリエ変換赤外分光光度計(FT/IR 6200, Jasco社製)を
用いる。ここでは反応ガス雰囲気で電場を印加しながらオペランド計測が出来るように独自

に装置を設計している。

 さらに申請者は早稲田大学に所属しているため、早稲田大学各務記念材料技術研究所及び

物性計測センターラボに整備された触媒解析装置を利用することが可能である。具体的には、

各種電子顕微鏡(TEM, SEM, STEM)や3Dデジタルマイクロスコープ、粒径分布測定装置、X
線光電子分光(XPS)測定装置などが挙げられる。また申請者は、SPring-8にて放射光を用いた

XAFS測定を行う経験を豊富に有している。この測定によって反応ガス雰囲気における触媒

の構造や電子状態を評価することが可能となる。さらにXAFS測定においても電場を印加し

ながらオペランド計測が行えるよう独自に装置を設計し運用してきた。本申請研究において、

反応条件下で電場あり・なし時の触媒の電子状態や表面吸着種、反応中間体を観察すること

は、メカニズムを解明する上で肝となる。

 以上のように、本研究遂行のための環境は十分に整っている。

研究室および共用施設において、研究遂行に必要な装置が整備されて
いることを示している。

事例⑫-3
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基基盤盤研研究究（（ＣＣ））（（一一般般））５５  

 

２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境  

応募者（研究代表者、研究分担者）の研究計画の実行可能性を示すため、(1)これまでの研究活動、(2)研究環境（研究遂行に

必要な研究施設・設備・研究資料等を含む）について２頁以内で記述すること。 

「(1)これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい  

((11)) ここれれままででのの研研究究活活動動                                                                

【正木 宏明】 研究代表者  

研究代表者は脳波計測による認知機能の研究に長年従事しており，本研究を遂行するうえ

で十分な専門知識と経験を有している。ERN研究については，その発見者の独国Falkenstein
博士1)，米国Gehring博士2)との共同研究にとどまらず，複数の国際共同研究を通してERNと

FRNの機能的意義を明らかにしてきた3-7)。学習初期では優れたパフォーマンス生成にとって

パフォーマンスモニタリングが重要な役割を担っていることを論じ5)，運動学習とエラー検

出能力との関係6)をERN測定で明らかにしてきた。不安との関係では，高競技不安のアスリ

ートは低競技不安のアスリートに比較して，他者からパフォーマンスを評価されるプレッシ

ャー下でERNが増大することを明らかにした7)。これは，競技不安レベルに紐づけてアスリ

ートのパフォーマンスモニタリング機能をERNで調べた最初の論文となった。近年ではアス

リートやスポーツ種目特有の脳活動同定にも努めており，例えばスプリンターは長距離ラン

ナーよりも内受容感覚に優れている8)一方で，ERN振幅の変動が大きい9)ことを示した。 
ボール把握により右半球を賦活させて，アスリートのあがりを防止する研究についても，

実験データを集積させており，硬度の比較的高いボール（内気圧100 hPa）を90秒間程度把

握すると左右偏側性を効率的に創出できることを見出した10)。 
また，所属機関現有の3テスラMRIのオペレータ資格を所持し，fMRIと脳波の併用を行っ

ており，時間分解能と空間分解能を高めることで種々の現象の神経機序解明に努めている11)。 
【小野田 慶一】 研究分担者 

エラー関連処理の脳機能について，θオシレーションの視座からその神経機序に関する研

究をfMRIと脳波の両面から明らかにしてきた12)。また，fMRIと計算論的モデリングを組み

合わせた研究13)，深層学習とMRI構造画層を用いた神経疾患の発症予測の研究14)を行ってい

る。本研究では，ボール把握に伴って賦活する前頭葉の神経基盤に加えて，ACCとの機能的

結合15)を明らかにするために，空間ストループ課題を用いた事象関連解析で検証する。 
((22)) 研研究究環環境境                                                                            

研究代表者は，複数のデジタル脳波計（128チャネル，64チャネル，32チャネル）を有し，

ノイズ対策としてアクティブ電極を使用することで，種々の実験目的に応じた脳波計測を実

施している。また，脳波解析については，事象関連分析（加算平均法）および周波数分析

（時間－周波数分析，高速フーリエ変換，コヒーレンス解析，ウェーブレット解析）を行う

ための解析プラットフォームを構築済みである。その他，キネマティクス解析を行うための

ハイスピードカメラ，視線行動を調べるためのアイトラッカーシステムを有している。 
さらに，研究代表者の所属先には，研究目的で使用できる3テスラMRIが設置されており，

オペレータ資格を持つ代表者自らがMRI撮像を行っている。fMRIの事象関連解析を実施する

うえで必要なトリガ装置に加えて，ボタンデバイス，グリップフォースも完備している。 
 ただし，参加者の注意が内的制御（心拍数の減少, Lacey & Lacey, 1978）になった場合，パ

フォーマンス悪化の方向にあることを確認すべく，自律神経系活動を脳波と同時計測するた

めの16Chアナログ入力アンプ を計上させていただいた。 

基基盤盤研研究究（（ＢＢ））（（一一般般））７７

【【２２ 応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】

・・Misu, Maeda et al. Deficiency of the hepatokine selenoprotein P increases responsiveness to exercise in mice 
through upregulation of ROS and AMPK in muscle. Nat Med. 23: 508-516, 2017. IF: 53.44

・・Maeda et al. Effects of leg resistance training on arterial function in older men. Br J Sports Med. 40: 867-869, 
2006. IF: 13.80

・・Maeda et al. Endothelin receptor antagonist reverses decreased NO system in the kidney in vivo during 
exercise. Am J Physiol Endocrinol Metab. 286: E609-E614, 2004. IF: 4.31

・・Maeda et al. Involvement of endogenous endothelin-1 in exercise-induced redistribution of tissue blood flow: 
an endothelin receptor antagonist reduces the redistribution. Circulation 106: 2188-2193, 2002. IF: 29.69

○ 研究分担者の岡は座位研究の世界的権威であり，疫学研究により座り過ぎ生活の現状と

それに伴う健康障害に関する数多くの論文を国際学術誌に公表している．さらに，日本運動

疫学会の理事長を務め，トップランナーとして運動疫学分野を牽引している．

《研究分担者 岡 の代表的論文》 
・・Koohsari, Oka et al. Neighbourhood built environment and cardiovascular disease: knowledge and future 

directions. Nat Rev Cardiol. 17: 261-263, 2020. IF: 32.42
・・Shibata, Oka et al. Objectively-assessed patterns and reported domains of sedentary behavior among Japanese 

older adults. J Epidemiol. 29: 334-339, 2019. IF: 3.21
・・Shibata, Oka et al. Physical activity, television viewing time and 12-year changes in waist circumference. 

Med Sci Sports Exerc. 48: 633-640, 2016. IF: 5.41

○ 研究分担者の小﨑は運動が腎臓に及ぼす影響について精力的に研究を進め，その成果を

一流国際学術誌に公表している．腎臓リハビリテーション学会でYoung Investigator Awardを
受賞するなど，スポーツ生理学・医学分野の若手リーダーの一人である．

《研究分担者 小﨑 の代表的論文》 
・・Kosaki et al. Sedentary behavior and estimated nephron number in middle-aged and older adults with or 

without chronic kidney disease. Exp Gerontol. 154: 111531, 2021. IF: 4.03
・・Kosaki et al. Renal hemodynamics across the adult lifespan: Relevance of flow pulsatility to chronic kidney 

disease. Exp Gerontol. 152: 111459, 2021. IF: 4.03
・・Kosaki et al. Incremental short maximal exercise increases urinary liver-type fatty acid-binding protein in 

adults without CKD. Scand J Med Sci Sports. 30: 709-715, 2020. IF: 4.22

（2）研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究資料等）

研究代表者 前田 は早稲田大学スポーツ科学学術院の教授であると共に筑波大学体育系の

客員教授も併任している．本研究は早稲田大学と筑波大学における研究代表者の研究施設・
設備を利用して遂行する．両大学には本研究を推進できる実験室と機器類が配備されている．

最新の超音波画像診断装置をはじめ，血圧脈波検査装置や血管内皮機能測定装置など本研究

を進める上で基盤となる設備を保有している．研究遂行に必要な施設・設備に加えて，研究

代表者の研究室には，現在，博士研究員1名，大学院生19名が在籍しており，本研究を推進

するための人的な研究体制も整っている．研究分担者の岡は，座位行動を評価する際に必要

となる機器類を多数保有している．研究分担者の小﨑は，筑波大学において，研究代表者と

実験室および機器類を共有し，超音波測定の技術に長けている．研究分担者の2人は，研究

代表者と同じく早稲田大学スポーツ科学学術院 岡 と筑波大学体育系 小﨑 に所属している

研究者であり，研究の施設・設備・資料等は研究代表者と共有しているため，本申請の分担を

速やかに実行できる環境が整備されている．加えて，研究代表者は早稲田大学と筑波大学の

双方に在籍していることから，研究分担者といつでも連携が取れる状況にある．

研研究究活活動動ススタターートト支支援援５５  
【【２２  応応募募者者のの研研究究遂遂行行能能力力及及びび研研究究環環境境（（つつづづきき））】】  

6. Ayaka Shigemoto, Yuki Omori, Kohei Sugihara, Takuma Higo, Toru Uenishi, Yasushi Sekine, 
“Low-temperature three-way catalytic reaction in an electric field”, The 19th Tokyo Conference 
on Advanced Catalytic Science and Technology (TOCAT9), Fukuoka, Japan, (July, 2022) 

＜国内学会等における発表（計５件）＞

7. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、関根泰、水蒸気共存下における NOx 還元

反応の低温化、第 49 回石油学会秋季大会、1G08、山形、2019 年 10 月

8. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加による低温で

の三元触媒反応、第 125回触媒討論会、2P75、東京、2020 年 3 月

9. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加反応場におけ

る低温での三元触媒反応、第 126 回触媒討論会、1E10、オンライン、2020 年 9 月

10. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加による低温で

の三元触媒反応、触媒学会若手会「第 41 回夏の研修会」、P2-30、オンライン、2021
年 8 月(ポポススタターー発発表表優優秀秀賞賞受受賞賞)

11. 重重本本彩彩香香、大森裕貴、比護拓馬、小河脩平、植西徹、関根泰、電場印加プロセスを利

用した低温三元触媒反応、日本化学会第 11 回 CSJ 化学フェスタ 2021、オンライン、

2021 年 10 月(優優秀秀ポポススタターー発発表表賞賞受受賞賞)

（（2））研研究究環環境境  

 本研究に必要な触媒調製器具や触媒活性評価装置類は、既に所属研究室に整備されている

ため消耗品を中心に調達することで速やかに研究に着手できる。触媒活性評価は、現有の固

定床常圧流通式反応装置を用い、ガスラインを整備し、所定のガス(NO, CO, C3H6, O2, N2O, 
H2O,  H2, N2, Arなど)を触媒に供給して模擬排ガス環境下で触媒活性を評価する。反応後の出

口ガス成分の分析機器として、常圧化学発光法NOx計を1台、ガスクロマトグラフィー(検出

器：TCD, FID)を2台、フーリエ変換赤外分光分析装置を1台、四重極型質量分析装置を1台既

に準備している。触媒の構造評価は、粉末X線回折装置(Smart-LabⅢ, Rigaku社製)、自動比表

面積測定装置(Gemini Ⅶ, マイクロメリティックス社製)、レーザラマン分光光度計(NRS-4500, 
Jasco社製)を用いて行う。これらは既に所属研究室に整備されている。また触媒反応のメカ

ニズムを解析するため、所属研究室のフーリエ変換赤外分光光度計(FT/IR 6200, Jasco社製)を
用いる。ここでは反応ガス雰囲気で電場を印加しながらオペランド計測が出来るように独自

に装置を設計している。

 さらに申請者は早稲田大学に所属しているため、早稲田大学各務記念材料技術研究所及び

物性計測センターラボに整備された触媒解析装置を利用することが可能である。具体的には、

各種電子顕微鏡(TEM, SEM, STEM)や3Dデジタルマイクロスコープ、粒径分布測定装置、X
線光電子分光(XPS)測定装置などが挙げられる。また申請者は、SPring-8にて放射光を用いた

XAFS測定を行う経験を豊富に有している。この測定によって反応ガス雰囲気における触媒

の構造や電子状態を評価することが可能となる。さらにXAFS測定においても電場を印加し

ながらオペランド計測が行えるよう独自に装置を設計し運用してきた。本申請研究において、

反応条件下で電場あり・なし時の触媒の電子状態や表面吸着種、反応中間体を観察すること

は、メカニズムを解明する上で肝となる。

 以上のように、本研究遂行のための環境は十分に整っている。
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事例⑫-4

本研究で成果を出すために、既存の装置と購入予定の装置を効果的に
組み合わせる必要性を説明している。
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ー
ル
ポ
イ
ン
ト
⑬

⑬研究計画に沿った研究経費の妥当性を示す

【研究経費とその必要性】
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    200    1,800  1,800      1R4
早稲田大学超音波画像解析ソフトウェア（Ec

hoPAC Ultra Edition）

超音波RAWデータのポストプロセス処理を行うために必要な超音波画像解析ソフトウェア（EchoPAC）を設備備品費と
して計上した。さらに、データアーカイブ機能を備えるワークステーション（高性能のデスクトップ型パソコン）を
設備備品費として計上し、それらの画像データを保存する大容量ハードディスクを消耗品費として計上した。加えて
、腎障害バイオマーカー、心筋ストレスマーカー、炎症・酸化ストレスマーカーなどの測定に必要な消耗品（試薬、
分析キット、採血管、採尿セット、ピペット、チューブなど）とその他の事務用品（ファイル、コピー用紙、トナー
など）などにかかる費用を消耗品費として計上した。

年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

設設備備備備品品費費、、消消耗耗品品費費のの必必要要性性

金金額額単単価価数数量量品品名名・・仕仕様様 設設置置機機関関

設設備備備備品品費費のの明明細細 消消耗耗品品費費のの明明細細

  1,500      350    350      1R4
早稲田大学デスクトップ型パソコン（Precis

ion 3450 SFF CTO BASE）

    100      350    350      1R4
筑波大学デスクトップ型パソコン（Precis

ion 3450 SFF CTO BASE）

R4

    200R5

  1,500R5

    100R5

R5

    200R6

  1,000R6

    100R6

R6

    800R7

    100R7

R7

データ保存用ハードディス
 ク、その他PC関連消耗品

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

データ保存用ハードディス
 ク、その他PC関連消耗品

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

データ保存用ハードディス
 ク、その他PC関連消耗品

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

計

計

計

計

  1,800

  1,800

  1,300

    900

計

計

計

計

    2,500

        0

        0

        0

研究経費とその必要性
                          基盤研究（Ｂ）（一般）１０－（１）

    200    1,800  1,800      1R4
早稲田大学超音波画像解析ソフトウェア（Ec

hoPAC Ultra Edition）

超音波RAWデータのポストプロセス処理を行うために必要な超音波画像解析ソフトウェア（EchoPAC）を設備備品費と
して計上した。さらに、データアーカイブ機能を備えるワークステーション（高性能のデスクトップ型パソコン）を
設備備品費として計上し、それらの画像データを保存する大容量ハードディスクを消耗品費として計上した。加えて
、腎障害バイオマーカー、心筋ストレスマーカー、炎症・酸化ストレスマーカーなどの測定に必要な消耗品（試薬、
分析キット、採血管、採尿セット、ピペット、チューブなど）とその他の事務用品（ファイル、コピー用紙、トナー
など）などにかかる費用を消耗品費として計上した。

年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

設設備備備備品品費費、、消消耗耗品品費費のの必必要要性性

金金額額単単価価数数量量品品名名・・仕仕様様 設設置置機機関関

設設備備備備品品費費のの明明細細 消消耗耗品品費費のの明明細細

  1,500      350    350      1R4
早稲田大学デスクトップ型パソコン（Precis

ion 3450 SFF CTO BASE）

    100      350    350      1R4
筑波大学デスクトップ型パソコン（Precis

ion 3450 SFF CTO BASE）

R4

    200R5

  1,500R5

    100R5

R5

    200R6

  1,000R6

    100R6

R6

    800R7

    100R7

R7

データ保存用ハードディス
 ク、その他PC関連消耗品

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

データ保存用ハードディス
 ク、その他PC関連消耗品

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

データ保存用ハードディス
 ク、その他PC関連消耗品

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

計

計

計

計

  1,800

  1,800

  1,300

    900

計

計

計

計

    2,500

        0

        0

        0

研究経費とその必要性
                          基盤研究（Ｂ）（一般）１０－（１）

研究打ち合わせ

国内学会出張費

研究打ち合わせ

国内学会出張費

研究打ち合わせ

国内学会出張費

計

計

計

追手門学院大学の小野田が年間2回，早稲田大学での研究打ち合わせに参加するための旅費（大阪－東京，2泊，50千
円×2回/年×3年間）を計上した。2年度目より研究成果を積極的に報告するために海外出張旅費を計上した(米国精
神生理学会300千円/人×2名×2年)。R4年度は1名が，R5，R6年度は2名が国内学会へ参加し，発表するための旅費を
計上した(100千円×延べ5名)。より多くの実験参加者を効率的に集めるために実験参加謝礼金を計上した（1名3千円
，期間全体で脳波実験100名，MRI実験40名）。
国際誌での発表論文をオープンアクセス化するための費用を計上した(1本300千円×2本)。MRI実験ではMRI使用料が
必要となるためこれを計上した(6千円/時間×2時間×40名)。

年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

旅旅費費、、人人件件費費・・謝謝金金、、そそのの他他のの必必要要性性

金金額額事事項項金金額額事事項項金金額額事事項項

そそのの他他のの明明細細人人件件費費・・謝謝金金のの明明細細外外国国旅旅費費のの明明細細国国内内旅旅費費のの明明細細

R4

R4

R4

R5

R5

R5

R6

R6

R6

    100

    100

    100

    200

    100

    200

    200

    300

    300

国際学会成果報告

国際学会成果報告

計

計

計

      0

    600

    600

    600

    600

    150

    210

     60

    150

    210

     60

実験参加者謝礼

実験参加者謝礼

実験参加者謝礼

    300

    240

    300

    240

      0

    540

    540

論文オープンアク
セス費
MRI使用料

論文オープンアク
セス費
MRI使用料

計

計

計

計

計

計

                          基盤研究（Ｃ）（一般）１０－（１）

ア
ピ
ー
ル
ポ
イ
ン
ト
⑬

研究経費は研究計画と一致していることが重要であり、経費の必要性
を説明するうえで品目の粒度は妥当である。

事例⑬-1
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    200    1,800  1,800      1R4
早稲田大学超音波画像解析ソフトウェア（Ec

hoPAC Ultra Edition）

超音波RAWデータのポストプロセス処理を行うために必要な超音波画像解析ソフトウェア（EchoPAC）を設備備品費と
して計上した。さらに、データアーカイブ機能を備えるワークステーション（高性能のデスクトップ型パソコン）を
設備備品費として計上し、それらの画像データを保存する大容量ハードディスクを消耗品費として計上した。加えて
、腎障害バイオマーカー、心筋ストレスマーカー、炎症・酸化ストレスマーカーなどの測定に必要な消耗品（試薬、
分析キット、採血管、採尿セット、ピペット、チューブなど）とその他の事務用品（ファイル、コピー用紙、トナー
など）などにかかる費用を消耗品費として計上した。

年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

設設備備備備品品費費、、消消耗耗品品費費のの必必要要性性

金金額額単単価価数数量量品品名名・・仕仕様様 設設置置機機関関

設設備備備備品品費費のの明明細細 消消耗耗品品費費のの明明細細

  1,500      350    350      1R4
早稲田大学デスクトップ型パソコン（Precis

ion 3450 SFF CTO BASE）

    100      350    350      1R4
筑波大学デスクトップ型パソコン（Precis

ion 3450 SFF CTO BASE）

R4

    200R5

  1,500R5

    100R5

R5

    200R6

  1,000R6

    100R6

R6

    800R7

    100R7

R7

データ保存用ハードディス
 ク、その他PC関連消耗品

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

データ保存用ハードディス
 ク、その他PC関連消耗品

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

データ保存用ハードディス
 ク、その他PC関連消耗品

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

バイオマーカー測定関連消
耗品 (試薬、分析キットな
 ど)

その他の事務用品 (ファイ
 ル、トナーなど)

計

計

計

計

  1,800

  1,800

  1,300

    900

計

計

計

計

    2,500

        0

        0

        0

研究経費とその必要性
                          基盤研究（Ｂ）（一般）１０－（１）

研究打ち合わせ

国内学会出張費

研究打ち合わせ

国内学会出張費

研究打ち合わせ

国内学会出張費

計

計

計

追手門学院大学の小野田が年間2回，早稲田大学での研究打ち合わせに参加するための旅費（大阪－東京，2泊，50千
円×2回/年×3年間）を計上した。2年度目より研究成果を積極的に報告するために海外出張旅費を計上した(米国精
神生理学会300千円/人×2名×2年)。R4年度は1名が，R5，R6年度は2名が国内学会へ参加し，発表するための旅費を
計上した(100千円×延べ5名)。より多くの実験参加者を効率的に集めるために実験参加謝礼金を計上した（1名3千円
，期間全体で脳波実験100名，MRI実験40名）。
国際誌での発表論文をオープンアクセス化するための費用を計上した(1本300千円×2本)。MRI実験ではMRI使用料が
必要となるためこれを計上した(6千円/時間×2時間×40名)。

年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

旅旅費費、、人人件件費費・・謝謝金金、、そそのの他他のの必必要要性性

金金額額事事項項金金額額事事項項金金額額事事項項

そそのの他他のの明明細細人人件件費費・・謝謝金金のの明明細細外外国国旅旅費費のの明明細細国国内内旅旅費費のの明明細細

R4

R4

R4

R5

R5

R5

R6

R6

R6

    100

    100

    100

    200

    100

    200

    200

    300

    300

国際学会成果報告

国際学会成果報告

計

計

計

      0

    600

    600

    600

    600

    150

    210

     60

    150

    210

     60

実験参加者謝礼

実験参加者謝礼

実験参加者謝礼

    300

    240

    300

    240

      0

    540

    540

論文オープンアク
セス費
MRI使用料

論文オープンアク
セス費
MRI使用料

計

計

計

計

計

計

                          基盤研究（Ｃ）（一般）１０－（１）

研究打ち合わせ

国内学会出張費

研究打ち合わせ

国内学会出張費

研究打ち合わせ

国内学会出張費

計

計

計

追手門学院大学の小野田が年間2回，早稲田大学での研究打ち合わせに参加するための旅費（大阪－東京，2泊，50千
円×2回/年×3年間）を計上した。2年度目より研究成果を積極的に報告するために海外出張旅費を計上した(米国精
神生理学会300千円/人×2名×2年)。R4年度は1名が，R5，R6年度は2名が国内学会へ参加し，発表するための旅費を
計上した(100千円×延べ5名)。より多くの実験参加者を効率的に集めるために実験参加謝礼金を計上した（1名3千円
，期間全体で脳波実験100名，MRI実験40名）。
国際誌での発表論文をオープンアクセス化するための費用を計上した(1本300千円×2本)。MRI実験ではMRI使用料が
必要となるためこれを計上した(6千円/時間×2時間×40名)。

年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

旅旅費費、、人人件件費費・・謝謝金金、、そそのの他他のの必必要要性性

金金額額事事項項金金額額事事項項金金額額事事項項

そそのの他他のの明明細細人人件件費費・・謝謝金金のの明明細細外外国国旅旅費費のの明明細細国国内内旅旅費費のの明明細細

R4

R4

R4

R5

R5

R5

R6

R6

R6

    100

    100

    100

    200

    100

    200

    200

    300

    300

国際学会成果報告

国際学会成果報告

計

計

計

      0

    600

    600

    600

    600

    150

    210

     60

    150

    210

     60

実験参加者謝礼

実験参加者謝礼

実験参加者謝礼

    300

    240

    300

    240

      0

    540

    540

論文オープンアク
セス費
MRI使用料

論文オープンアク
セス費
MRI使用料

計

計

計

計

計

計

                          基盤研究（Ｃ）（一般）１０－（１）

ア
ピ
ー
ル
ポ
イ
ン
ト
⑬

単価、人数、回数、期間及び必要性が具体的に記述されている。

事例⑬-2
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①旅費：2022年度以降毎年開催が予定されている，NBERを中心とした多国間/日瑞2ヵ国間プロジェクトの参加国への渡航・宿泊を
想定し，(航空券代347,6泊7日換算宿泊+日当53)×1回を延べ6名分，最終(2025)年度のみ2回を2名分を計上する；②人件費：，早
稲田大学の規定に基づき，データの二次利用申請作業，既存の集計データの整備，データの基盤整備，データ解析を実施するため
の研究補助者の学生アルバイト謝金(修士1名; 博士1名)，及び，研究費に係る事務作業や通信作業に携わる研究事務補助者1名の
謝金を含む計15,912を計上する．④その他:本研究の拠点として，研究補助者が作業を行う共有研究室(早稲田大学・早稲田キャン
パス121号館6階620号室:1,782/年)，及び，最も利用規約が厳格なNDB・介護DBの規定に準じ，スタンドアロンの計算機サーバーに
よるデータの構築・整備・解析に当たるためのサーバールーム(早稲田大学・早稲田キャンパス121号館6階603号室：1,080/年)の
賃料4年間分を計上する．また，国際査読誌へ投稿するための英文校正費(150/本)を計8本分計上する．

計

計

計

計

年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

旅旅費費、、人人件件費費・・謝謝金金、、そそのの他他のの必必要要性性

金金額額事事項項金金額額事事項項金金額額事事項項

そそのの他他のの明明細細人人件件費費・・謝謝金金のの明明細細外外国国旅旅費費のの明明細細国国内内旅旅費費のの明明細細

R4

R4

R4

R4

R5

R5

R5

R5

R6

R6

R6

R6

R7

R7

R7

R7

      0

      0

      0

      0

(航空券代347,6泊7日換算
宿泊+日当53)×1回×2名

(航空券代347,6泊7日換算
宿泊+日当53)×1回×2名

(航空券代347,6泊7日換算
宿泊+日当53)×1回×2名

(航空券代347,6泊7日換算
宿泊+日当53)×2回×2名

計

計

計

計

    800

    800

    800

  1,600

    800

    800

    800

  1,600

  3,978

  3,978

  3,978

  3,978

    702

    936

  2,340

    702

    936

  2,340

    702

    936

  2,340

    702

    936

  2,340

研究補助(修士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究補助(博士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究事務補助謝金(2.5×78
時間/月×12)×1名

研究補助(修士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究補助(博士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究事務補助謝金(2.5×78
時間/月×12)×1名

研究補助(修士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究補助(博士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究事務補助謝金(2.5×78
時間/月×12)×1名

研究補助(修士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究補助(博士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究事務補助謝金(2.5×78
時間/月×12)×1名

  1,782

  1,080

  1,782

  1,080

    300

  1,782

  1,080

    450

  1,782

  1,080

    450

  2,862

  3,162

  3,312

  3,312

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

英文校正費(150）
×2本

英文校正費(150）
×3本

英文校正費(150）
×3本

計

計

計

計

計

計

計

計

                          基盤研究（Ａ）（一般）１２－（１）

①旅費：2022年度以降毎年開催が予定されている，NBERを中心とした多国間/日瑞2ヵ国間プロジェクトの参加国への渡航・宿泊を
想定し，(航空券代347,6泊7日換算宿泊+日当53)×1回を延べ6名分，最終(2025)年度のみ2回を2名分を計上する；②人件費：，早
稲田大学の規定に基づき，データの二次利用申請作業，既存の集計データの整備，データの基盤整備，データ解析を実施するため
の研究補助者の学生アルバイト謝金(修士1名; 博士1名)，及び，研究費に係る事務作業や通信作業に携わる研究事務補助者1名の
謝金を含む計15,912を計上する．④その他:本研究の拠点として，研究補助者が作業を行う共有研究室(早稲田大学・早稲田キャン
パス121号館6階620号室:1,782/年)，及び，最も利用規約が厳格なNDB・介護DBの規定に準じ，スタンドアロンの計算機サーバーに
よるデータの構築・整備・解析に当たるためのサーバールーム(早稲田大学・早稲田キャンパス121号館6階603号室：1,080/年)の
賃料4年間分を計上する．また，国際査読誌へ投稿するための英文校正費(150/本)を計8本分計上する．

計

計

計

計

年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

旅旅費費、、人人件件費費・・謝謝金金、、そそのの他他のの必必要要性性

金金額額事事項項金金額額事事項項金金額額事事項項

そそのの他他のの明明細細人人件件費費・・謝謝金金のの明明細細外外国国旅旅費費のの明明細細国国内内旅旅費費のの明明細細
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時間/月×12)×1名
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研究補助(博士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名
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月)×1名

研究補助(博士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究事務補助謝金(2.5×78
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×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究事務補助謝金(2.5×78
時間/月×12)×1名

  1,782

  1,080

  1,782

  1,080

    300

  1,782

  1,080

    450

  1,782

  1,080

    450

  2,862

  3,162

  3,312

  3,312

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

英文校正費(150）
×2本

英文校正費(150）
×3本

英文校正費(150）
×3本

計

計

計

計

計

計

計

計

                          基盤研究（Ａ）（一般）１２－（１）

　コロナ禍の一定の収束を前提に、研究メンバーによる研究会開催のために国内出張旅費を毎年900千円、学会報告（日本社会学
会、数理社会学会などを予定）出張旅費を毎年400千円計上した。外国旅費は、国際比較調査準備として研究協力者との会合や資
料収集のための韓国旅費を2023年・24年度に、また成果の海外発信のため、2023年度に世界社会学会（ISA)、2026年度にはアメリ
カ社会学会（ASA)への出張旅費を計上した。
　人件費・謝金には日本調査の回収票の整理・入力・クリーニングなどデータ化に必要な作業への謝金として合計1,150千円を計
上した。
　その他の経費に、国内郵送調査に必要な諸費用（サンプリング作業委託費、郵送代や発送委託費等）の合計12,000千円を計上し
た。また韓国調査（サンプルサイズは日本調査の回収予想と同規模5000）の委託費は、徴した見積に基づき3,500千円と算定した
。さらに海外における学会の報告や英文ジャーナルへの投稿のため、翻訳費と校閲料として25年度・26年度にそれぞれ400千円を
計上した（各年論文2本分で換算）。また国際発信のための調査票や関連資料の英訳費用も計上した。

国内学会旅費（2 回×4人
×50千）

国内学会旅費（2 回×4人
×50千）

国内学会旅費（2 回×4人
×50千）

国内学会旅費（2 回×4人
×50千）

国内学会旅費（2 回×4人
×50千）

研究会旅費（3回 
×6人×50千）

研究会旅費（3回 
×6人×50千）

研究会旅費（3回 
×6人×50千）

研究会旅費（3回 
×6人×50千）

研究会旅費（3回 
×6人×50千）

計

計

計

計

計

年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

旅旅費費、、人人件件費費・・謝謝金金、、そそのの他他のの必必要要性性

金金額額事事項項金金額額事事項項金金額額事事項項

そそのの他他のの明明細細人人件件費費・・謝謝金金のの明明細細外外国国旅旅費費のの明明細細国国内内旅旅費費のの明明細細

R4

R4

R4

R5

R5

R5

R6

R6

R6

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R8

R8

R8

    900

    400

    900

    400

    900

    400

    900

    400

    900

    400

  1,300

  1,300

  1,300

  1,300

  1,300

韓国における会合・調査（
航空券50千＋宿泊費10千×
2泊）×2人

成果報告（オーストラリア
, 航空券200千円＋宿泊費1
5千×4泊）×2人

韓国における会合・調査（
航空券50千＋宿泊費10千×
2泊）×2人

成果報告（アメリカ, 航空
券200千円＋宿泊費15千×4
泊）×2人

計

計

計

計

計

      0

    660

    140

      0

    520

    140

    520

    140

    520

      0

      0

      0

    950

    200

    150

    600

    200

    120

     80

回収票整理・チェック(1千
 ×150h)

データコーディング・クリ
 ーニング作業(1千×200h)

データクリーニング作業（
 1千×120h）

調査速報作成・送付作業(1
 千×80h）

データ入力(1千×
 600h)

  5,000

    800

  1,500

  1,400

    750

    750

  1,000

    800

  3,500

    400

    400

    400

      0

      0

      0

 15,900

    800

薄謝(ボールペン単価75円 
×10,000）

本調査回収費 （単価155円
 ×4500～5,000、推定値）

お礼状兼督促状郵送費(単
価64円×10,000通）＋印刷
費

督促状郵送費（単価64円×
2回目7500通）＋印刷費

国際発信のための調査票・
関連資料の英訳

サンプリング業務
委託費
調査票印刷費

調査票の封入・発
送委託費
本調査発送費(140
円×10,000)

韓国インターネッ
ト調査委託費
成果論文の翻訳・
 英文校閲料

成果論文の翻訳・
 英文校閲料

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

                          基盤研究（Ａ）（一般）１２－（１）
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⑬

研究経費とその必要性

経費の詳細を具体的かつ簡潔に記述している。

事例⑬-3
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　コロナ禍の一定の収束を前提に、研究メンバーによる研究会開催のために国内出張旅費を毎年900千円、学会報告（日本社会学
会、数理社会学会などを予定）出張旅費を毎年400千円計上した。外国旅費は、国際比較調査準備として研究協力者との会合や資
料収集のための韓国旅費を2023年・24年度に、また成果の海外発信のため、2023年度に世界社会学会（ISA)、2026年度にはアメリ
カ社会学会（ASA)への出張旅費を計上した。
　人件費・謝金には日本調査の回収票の整理・入力・クリーニングなどデータ化に必要な作業への謝金として合計1,150千円を計
上した。
　その他の経費に、国内郵送調査に必要な諸費用（サンプリング作業委託費、郵送代や発送委託費等）の合計12,000千円を計上し
た。また韓国調査（サンプルサイズは日本調査の回収予想と同規模5000）の委託費は、徴した見積に基づき3,500千円と算定した
。さらに海外における学会の報告や英文ジャーナルへの投稿のため、翻訳費と校閲料として25年度・26年度にそれぞれ400千円を
計上した（各年論文2本分で換算）。また国際発信のための調査票や関連資料の英訳費用も計上した。

国内学会旅費（2 回×4人
×50千）
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×50千）
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×50千）
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×50千）
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×6人×50千）
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研究会旅費（3回 
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研究会旅費（3回 
×6人×50千）

計
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計

計
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年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

旅旅費費、、人人件件費費・・謝謝金金、、そそのの他他のの必必要要性性

金金額額事事項項金金額額事事項項金金額額事事項項

そそのの他他のの明明細細人人件件費費・・謝謝金金のの明明細細外外国国旅旅費費のの明明細細国国内内旅旅費費のの明明細細
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, 航空券200千円＋宿泊費1
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航空券50千＋宿泊費10千×
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成果報告（アメリカ, 航空
券200千円＋宿泊費15千×4
泊）×2人
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回収票整理・チェック(1千
 ×150h)

データコーディング・クリ
 ーニング作業(1千×200h)

データクリーニング作業（
 1千×120h）

調査速報作成・送付作業(1
 千×80h）

データ入力(1千×
 600h)

  5,000

    800

  1,500

  1,400

    750

    750

  1,000

    800

  3,500

    400

    400

    400
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 15,900

    800

薄謝(ボールペン単価75円 
×10,000）

本調査回収費 （単価155円
 ×4500～5,000、推定値）

お礼状兼督促状郵送費(単
価64円×10,000通）＋印刷
費

督促状郵送費（単価64円×
2回目7500通）＋印刷費

国際発信のための調査票・
関連資料の英訳

サンプリング業務
委託費
調査票印刷費

調査票の封入・発
送委託費
本調査発送費(140
円×10,000)

韓国インターネッ
ト調査委託費
成果論文の翻訳・
 英文校閲料

成果論文の翻訳・
 英文校閲料

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

                          基盤研究（Ａ）（一般）１２－（１）

①旅費：2022年度以降毎年開催が予定されている，NBERを中心とした多国間/日瑞2ヵ国間プロジェクトの参加国への渡航・宿泊を
想定し，(航空券代347,6泊7日換算宿泊+日当53)×1回を延べ6名分，最終(2025)年度のみ2回を2名分を計上する；②人件費：，早
稲田大学の規定に基づき，データの二次利用申請作業，既存の集計データの整備，データの基盤整備，データ解析を実施するため
の研究補助者の学生アルバイト謝金(修士1名; 博士1名)，及び，研究費に係る事務作業や通信作業に携わる研究事務補助者1名の
謝金を含む計15,912を計上する．④その他:本研究の拠点として，研究補助者が作業を行う共有研究室(早稲田大学・早稲田キャン
パス121号館6階620号室:1,782/年)，及び，最も利用規約が厳格なNDB・介護DBの規定に準じ，スタンドアロンの計算機サーバーに
よるデータの構築・整備・解析に当たるためのサーバールーム(早稲田大学・早稲田キャンパス121号館6階603号室：1,080/年)の
賃料4年間分を計上する．また，国際査読誌へ投稿するための英文校正費(150/本)を計8本分計上する．

計

計

計

計

年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

旅旅費費、、人人件件費費・・謝謝金金、、そそのの他他のの必必要要性性

金金額額事事項項金金額額事事項項金金額額事事項項

そそのの他他のの明明細細人人件件費費・・謝謝金金のの明明細細外外国国旅旅費費のの明明細細国国内内旅旅費費のの明明細細

R4

R4

R4

R4

R5

R5

R5

R5

R6

R6

R6

R6

R7

R7

R7

R7

      0

      0

      0

      0

(航空券代347,6泊7日換算
宿泊+日当53)×1回×2名

(航空券代347,6泊7日換算
宿泊+日当53)×1回×2名

(航空券代347,6泊7日換算
宿泊+日当53)×1回×2名

(航空券代347,6泊7日換算
宿泊+日当53)×2回×2名

計

計

計

計

    800

    800

    800

  1,600

    800

    800

    800

  1,600

  3,978

  3,978

  3,978

  3,978

    702

    936

  2,340

    702

    936

  2,340

    702

    936

  2,340

    702

    936

  2,340

研究補助(修士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究補助(博士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究事務補助謝金(2.5×78
時間/月×12)×1名

研究補助(修士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究補助(博士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究事務補助謝金(2.5×78
時間/月×12)×1名

研究補助(修士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究補助(博士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究事務補助謝金(2.5×78
時間/月×12)×1名

研究補助(修士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究補助(博士: 1.5/時間
×19.5時間/週×4週×6カ
月)×1名

研究事務補助謝金(2.5×78
時間/月×12)×1名

  1,782

  1,080

  1,782

  1,080

    300

  1,782

  1,080

    450

  1,782

  1,080

    450

  2,862

  3,162

  3,312

  3,312

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

拠点となる共有研究室の賃
料（3000円/㎡×49.5㎡×1
2月）

NDB・介護DBの解析サーバ
ールーム（3000円/㎡×30
㎡×12月）

英文校正費(150）
×2本

英文校正費(150）
×3本

英文校正費(150）
×3本

計

計

計

計

計

計

計

計

                          基盤研究（Ａ）（一般）１２－（１）

　コロナ禍の一定の収束を前提に、研究メンバーによる研究会開催のために国内出張旅費を毎年900千円、学会報告（日本社会学
会、数理社会学会などを予定）出張旅費を毎年400千円計上した。外国旅費は、国際比較調査準備として研究協力者との会合や資
料収集のための韓国旅費を2023年・24年度に、また成果の海外発信のため、2023年度に世界社会学会（ISA)、2026年度にはアメリ
カ社会学会（ASA)への出張旅費を計上した。
　人件費・謝金には日本調査の回収票の整理・入力・クリーニングなどデータ化に必要な作業への謝金として合計1,150千円を計
上した。
　その他の経費に、国内郵送調査に必要な諸費用（サンプリング作業委託費、郵送代や発送委託費等）の合計12,000千円を計上し
た。また韓国調査（サンプルサイズは日本調査の回収予想と同規模5000）の委託費は、徴した見積に基づき3,500千円と算定した
。さらに海外における学会の報告や英文ジャーナルへの投稿のため、翻訳費と校閲料として25年度・26年度にそれぞれ400千円を
計上した（各年論文2本分で換算）。また国際発信のための調査票や関連資料の英訳費用も計上した。

国内学会旅費（2 回×4人
×50千）

国内学会旅費（2 回×4人
×50千）

国内学会旅費（2 回×4人
×50千）

国内学会旅費（2 回×4人
×50千）

国内学会旅費（2 回×4人
×50千）

研究会旅費（3回 
×6人×50千）

研究会旅費（3回 
×6人×50千）

研究会旅費（3回 
×6人×50千）

研究会旅費（3回 
×6人×50千）

研究会旅費（3回 
×6人×50千）

計

計

計

計

計

年年度度
金金額額

（金額単位：千円）

事事項項

旅旅費費、、人人件件費費・・謝謝金金、、そそのの他他のの必必要要性性

金金額額事事項項金金額額事事項項金金額額事事項項

そそのの他他のの明明細細人人件件費費・・謝謝金金のの明明細細外外国国旅旅費費のの明明細細国国内内旅旅費費のの明明細細

R4

R4

R4

R5

R5

R5

R6

R6

R6

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R8

R8

R8

    900

    400

    900

    400

    900

    400

    900

    400

    900

    400

  1,300

  1,300

  1,300

  1,300

  1,300

韓国における会合・調査（
航空券50千＋宿泊費10千×
2泊）×2人

成果報告（オーストラリア
, 航空券200千円＋宿泊費1
5千×4泊）×2人

韓国における会合・調査（
航空券50千＋宿泊費10千×
2泊）×2人

成果報告（アメリカ, 航空
券200千円＋宿泊費15千×4
泊）×2人

計

計

計

計

計

      0

    660

    140

      0

    520

    140

    520

    140

    520

      0

      0

      0

    950

    200

    150

    600

    200

    120

     80

回収票整理・チェック(1千
 ×150h)

データコーディング・クリ
 ーニング作業(1千×200h)

データクリーニング作業（
 1千×120h）

調査速報作成・送付作業(1
 千×80h）

データ入力(1千×
 600h)

  5,000

    800

  1,500

  1,400

    750

    750

  1,000

    800

  3,500

    400

    400

    400

      0

      0

      0

 15,900

    800

薄謝(ボールペン単価75円 
×10,000）

本調査回収費 （単価155円
 ×4500～5,000、推定値）

お礼状兼督促状郵送費(単
価64円×10,000通）＋印刷
費

督促状郵送費（単価64円×
2回目7500通）＋印刷費

国際発信のための調査票・
関連資料の英訳

サンプリング業務
委託費
調査票印刷費

調査票の封入・発
送委託費
本調査発送費(140
円×10,000)

韓国インターネッ
ト調査委託費
成果論文の翻訳・
 英文校閲料

成果論文の翻訳・
 英文校閲料

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

                          基盤研究（Ａ）（一般）１２－（１）

ア
ピ
ー
ル
ポ
イ
ン
ト
⑬

コロナ禍のリスクについて記述している。その他の内容も具体的かつ
簡潔に記述しており、経費の妥当性に説得力がある。

事例⑬-4
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附録 参考図書等 

この「科研費の指南書」では、科研費獲得に向けて必要な情報等を取り上げました。以

下は日本学術振興会（ＪＳＰＳ）のウェブサイトや現在入手可能な成書で、この資料作成

にも参考にしたものです。さらにご興味があれば、ご参照ください。 

☞ＪＳＰＳのウェブサイト

http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/ 

科研費の制度概要、公募情報 

☞科研費ハンドブック

☞科研費パンフレット

ともに、ＪＳＰＳが発行する公式ガイドブック・年度更新 

ＪＳＰＳのウェブサイトより閲覧可能 

☞『科研費獲得の方法とコツ 改訂第 8版』

（児島将康著, 羊土社, 2022 年） 

申請書の書き方が詳しく書いてある著名な本 

☞『ビジュアル図解科研費のしくみと獲得法がわかる』

（佐藤成美著, 誠文堂新光社, 2013 年） 

研究活動の心構えや申請書を書く際のポイントが 

対話形式でまとめてある本 

☞『新訂 わかりやすい科研費』

（遠藤啓著, ぎょうせい, 2011 年） 

研究種目ごとの科研費の内容が詳しく書いてある本 

☞ 『理科系の作文技術』

（木下是雄著, 中公新書, 1981 年） 

☞ 『科研費採択に向けた効果的なアプローチ』

（塩満 典子著,北川 慶子著, 学文社, 2016 年） 
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おわりに 

我が国における学術研究を⽀える基盤的な資⾦である科研費の獲得は、独⽴した研究
者として研究活動を進めていくうえで重要な意味を持っています。 

本学においては、研究推進部を中⼼に、本学研究者の科研費獲得に向けて科研費申請
等⽀援サイトの構築、研究計画調書モデルの公開、特定課題研究助成費等、様々な⽀援
を実施してきました。 

また、科研費申請⽀援の⼀環として、2014(平成 26)年度から研究戦略センターと研
究推進部とが、理⼯学術院の⻑⾕⾒雄⼆教授（現名誉教授）から適切なご助⾔をいただ
きながら科研費の申請経験が⽐較的浅い研究者を主な対象とした『科研費の指南書〜科
研費獲得に向けて〜』を協同で作成し、本学の全ての教員・研究者に配布してきました。 

本冊⼦は、直近の科研費制度の変更点を踏まえ、本学リサーチイノベーションセンタ
ー研究戦略セクションの⼀之瀬貴教授、丸⼭浩平教授、島岡未来⼦教授、⽩川芳幸教授、
⼤原⾼秋准教授と研究推進部とが協同で全体の構成や記載内容等を再検討し、改訂した
ものになります。 

今回、科研費に採択された先⽣から、実際に申請された研究計画調書をお借りし、⼀
部抜粋の上、モデルとして掲載させていただきました。ご協⼒をいただきました先⽣⽅
に⼼より御礼申し上げます。ありがとうございました。 

本冊⼦は、可能な限り、具体的な指南となるような内容とするように努めましたが、
時間の制約もあり、⼗分な内容となっていない部分もあると思われます。利⽤された
⽅々には、改善すべき点や補強すべき点などについてフィードバックをしていただくこ
とを期待します。 

本冊⼦が、本学における研究者の研究活動の⼀助になれば幸いです。 

研究推進部⻑ 
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2023年 3月
リサーチイノベーションセンター研究戦略セクション・研究推進部

電話︓03-3202-2568



早  稲  田  大  学
リサーチイノベーションセンター研究戦略セクション・研究推進部
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